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序 論 
 
 
環境条約と欧州連合（European Union、以下 EU と記す）の関係について一般的に思い
つくことは、環境条約の作成時や条約の締約国会議での EU の戦略的な交渉術、環境に関す
る規範や手続の作成における EU の主導性（例えば京都議定書の排出権取引が開始される以
前に EU 域内で試験的に導入し、先例を示したことなど）などが挙げられる。また EU 環境
法政策の印象として、先進的な EU環境法規範が国際社会へ及ぼす事実上の影響力（例えば、
電子機器などに含まれる有害化学物質の使用を制限する制度1や REACH2による規制の産業
や経済に与える影響）などが挙げられよう。EU が国際社会一般や環境条約におよぼすこの
ような規範的または事実上の影響力は、近年ますます注目され、EU は国際環境法の発展に
貢献する主導的なアクターであると一般に認識されているように思われる。 
他方で、EU が既存の環境条約に対しどのように対応しているのかについては、問題がな
いかのように当然視されているのか、それ程まで注目はされていないように思われる。しか
し実際、EU 環境法の 3 分の 1は国際環境法にその淵源があるといわれており3、環境条約が
EU 環境法の重要な源となっている。よって、様々な環境条約を EU が自らの法に統合し、
その重要な構成要素としていることが、EU や EU 環境法政策が国際社会に影響を及ぼす基
礎となっている。本稿では、環境諸条約と EU 環境法政策との間の規範的相互作用について
考察を試みるものである。 
EU の環境条約に対する対応を明らかにするには、EU の特殊性を考慮しなければならな
い。EU は国家のように対外的にも対内的にも完全な権限を有する法的実体ではなく、むし
ろその権限は様々な形で制限されている。また、EU を構成する主要なアクター（EU の主
要機関や構成国）が一丸となって環境保護を志向しているわけでもない。EU に与えられた
不完全な環境に関する権限の下で、これまで構築されてきた制度構造、政治的な契機など様々
な要素の複合的効果として、「環境保護に熱心な EU」の像が作られているのである。 
EU が有する特殊性は、EU 域内においてだけでなく、域外である国際社会に対しても重
要な意味をもつ。国家と比べて不完全な権限をもつにとどまっている EU を環境条約の中で
どのように扱うのか、EU と構成国が同じ環境条約を締結することをどのように規律するの
か、これらの問題は条約交渉の場で関連する諸アクターが決めることである。伝統的に国家
を主な行為者とする国際法において、環境条約の場合には EU の条約への関与が比較的容易
に認められてきた。環境条約が EU による条約締結を認め、EU を受容してきたこともまた、
国際社会における「環境保護に熱心な EU」像の形成に寄与している。 
従来、EU 法の視点から EU 法と国際法との関わりを論じるもの4、1 つの環境条約のみを
                                                     
1 Directive 2002/95/EC on the restriction of the use of certain hazardous substances in electrical 
and electronic equipment, OJ L 37, 13.2.2003, pp. 19–23. 
2 Regulation (EC) No 1907/2006 concerning the Registration, Evaluation, Authorisation and 
Restriction of Chemicals, OJ L 396, 30.12.2006, pp. 1–849. 
3 Peter G.G. Davies, European Union environmental law : an introduction to key selected issues, 
2004, Ashgate, p.31. 
4 Ex. BOURGEOIS, J.H.J., DEWOST, J-L., GAIFFE, M-A. (dir.), La Communauté et les accords 
mixtes, quelles perspectives?, PIE, 1997 ; Koskenniemi, Martti ed., International Law Aspects of 
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取り上げ、それを国際法と EU 法に横断的に扱うもの5、EU 法あるいは国際法どちらかに特
化して環境法規範を論ずるもの6などは多数あるが、EU 環境法政策と環境条約との関係のみ
を総体的に論じたものはほとんどないように思われる7。 
本稿では、条約と EU 環境法政策との規範的相互作用を考察する方法として、まず一般的
に、制限のある EU の権限と条約の関係について論じる（第 I 部）。この中で、EU の対内的
および対外的権限についての理論的な枠組みを整理し、環境保護に関する EU の（対内的お
よび対外的）権限について確認する。次に、EU による条約の締結とその法的効果に関する
法理論を検討する。とりわけ、環境条約は通常、EU のみが締結するのではなく、EU と構
成国がともに条約締約主体となる混合協定という締結形態をとっている。よって、ここでは、
この混合協定に関する法理論を中心に考察する。第 II 部では、第 I 部をふまえ、具体的に、
環境条約と EU 環境法政策との関係を 4 つの類型にわけて考察する。 
 
 なお、これまで EU と示してきたが、EU という名称が一義的ではなく、EU の発展過程
において、様々な名称が用いられてきた8。ここでは、EU の発展経過を一般的に振り返るこ
                                                                                                                                                           
the European Union, Kluwer law International, 1998 ; Cremona, Marise, Developments in EU 
external relations law, Oxford University Press, 2008 ; Eeckhout, Piet, EU External Relations Law, 
2nd edition, OUP, 2011 ; Neframi, Eleftheria, L'action extérieure de l'Union européenne, LGDJ, 
2010.  
5 Ex. Tabau, Anne-Sophie, La mise en oeuvre du protocole de Kyoto en Europe : Interactions des 
contrôles international et communautaire, Bruylant, 2011 ; Fleming, Elizabeth H., The 
Implementation and Enforcement of CITES in the European Union, TRAFFIC EUR., 1994 ; 
Pallemaerts, Marc ed., The Aarhus Convention at Ten : Interactions and Tensions between 
Conventional International Law and EU Environmental Law, Europa Law Publishing, 2011 ; 
Douma, W.Th., L. Massai, and M. Montini eds., The Kyoto Protocol and beyond : legal and policy 
challenges of climate change, TMC Asser Press, 2007 ; Ringbom, Henrik, The EU Maritime Safety 
Policy and International Law,Martinus Nijhoff Pub, 2008. 
6  Ex. Andersen, M. and Liefferink, D. eds, European Environmental Policy : the Pioneers, 
Manchester University Press, 1997 ; Thieffry, Patrick, Droit de l'environnement de l'Union 
européenne , 2e édition, Bruylant, 2011 ; Jans, Jan H. and Hans H.B. Vedder, European 
Environmental Law: After Lisbon, 4th Revised edition, Europa Law Publishing, 2011 ; Krämer, 
Ludwig, EU Environmental Law, 7th edition, Sweet & Maxwell, 2012 ; Birnie, Patricia W., Alan E. 
Boyle, Catherine Redgwell, International Law & the Environment, 3rd ed., Oxford University 
Press, 2009. 
7 EU 環境法政策と環境条約との関係を総体的に扱っているという点では、次の文献が挙げられよう。
しかし、ROGERについては EUと構成国から構成される混合協定の締結主体の混合性に焦点が当てら
れており、本稿が扱う EU が不締結の環境条約からの規範的影響までは扱われていない。Gracia & 
Elisa は、多国間環境保護条約を対象としたものではなく、主に連合協定中の環境保護条項について論
じたものである。ROGER Apolline, L'action environnementale extérieur de l'UE: Les accords mixtes, 
L'Harmattan, 2010 ; Gracia Marín Durán and Elisa Margera, Environmental Integration in the 
EU's External Relations : Beyond Multilateral Dimensions, Hart Publishing, 2012. 
8 EU の制度的構造および EU 法一般については多くの文献があるが、例として次を参照。Isaac, Guy, 
et Marc Blanquet, Droit général de l'Union européenne, 9e édition, Dalloz-Sirey, 2006 ; Blumann, 
Claude et Louis Dubouis, Droit matériel de l'Union européenne, 6e édition, Montchrestien, 2012 ; 
Craig, Paul and Gráinne de Búrca, EU Law: Text, Cases, and Materials, 5 edition, OUP Oxford, 
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とはしないが、本稿で用いる「EU」の意味を明らかにしておく。本稿では、EU を、1958
年ローマ条約から 1993 年マーストリヒト条約発効以前においては欧州経済共同体
（European Economic Community、以下 EEC と記す）、1993 年からリスボン条約発効以
前においては欧州共同体(European Community、以下 EC と記す)、そして 2009 年リスボ
ン条約発効後の欧州連合（EU）である。このように名称は変遷しているが、特に支障のな
い限りは一貫して EU と示す。もっとも EU と称されるようになったのは最近のことである
から、本稿の記す EU は、実際には EEC か EC を指すことが多い。また EU という用語は、
1993年から 2009年までの EC、共通外交・安全保障政策（Common Foreign and Security 
policy、以下 CFSP と記す）、警察・刑事司法協力（Police and Judicial Cooperation in 
Criminal Matter、以下 PJCC と記す）の 3つの柱を包摂する用語、あるいは EC を除く後
2 者のみを示す用語として用いられていたが、これらを意味するものとして示す場合には、
それぞれ「広義の EU」「狭義の EU」と示し、区別することにする。 
 また本稿は、国際環境法の一環をなすとみなされている原子力の安全に関する IAEA 諸条
約も考察対象にしている。原子力に関わる権限は、上記に定義した EU にはなく、欧州原子
力共同体（European Atomic Energy Community、以下 Euratom と記す）に属する。Euratom
のみについて論じる場合には、この名称を用いるが、環境条約を締結し、適用する主体を総
称する場合（つまり EU と Euratom 両方を含む場合）は、EU と示すことにする。
                                                                                                                                                           
2011 ; 庄司克宏『EU法 ; 基礎篇, 政策篇, 実務篇』岩波書店、2003 年-2008 年。 
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第 I 部 EU の権限と条約の関係 
－環境条約と EU 環境法政策の関係を考察するために－ 
 
 
 第 I 部では EU 環境法政策と環境条約との関係を考察する上で前提となる、環境保護に関
する EU の対外的権限についてまず概観する（A）。EU の権限は対内的にも対外的にも、そ
の構成国から移譲された範囲においてしか行使できない（権限付与の原則）。その移譲される
権限の範囲は限られているため、以下に述べるように EU の権限は、一般的な国家のそれに
比べて様々な制約を受けている。環境保護に関する EU の権限も同様である。EU がこの分
野の権限全体を掌握しているわけではなく、環境保護に関する権限は、EU と構成国双方が
有する「共有権限」とされている。つまり、環境保護分野においては対外的にも対内的にも、
EUと構成国の双方が一定の権限を有する。このようなEUの権限に関する制約や仕組みは、
EU とは異なる設立条約を基盤とする Euratom にも当てはまる。Euratom にも人の健康お
よび環境保護のための権限がある。この権限は、EU の場合と同じように構成国との間の共
有権限である。 
国際法上は、条約の締約主体として EU と構成国が個々に独立し、それぞれが条約のすべ
ての権利を行使し義務を負うようにみえる。しかし、EU と構成国の権限は、EU 法による
権限の区分に拘束されるため、この区分けに従ってそれぞれが有する範囲においてしか条約
の権利義務を負うことができない。よって、このような条約には EU と構成国の権限が相互
補完的な形で混在することから、EU 法上「混合協定」と呼ばれる。実際、環境条約のすべ
てが混合協定の形態を採っている。そのため次に、この特殊な条約締結形態である混合協定
について検討する（B）。 
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A．EU の対内的および対外的権限 
 
 
本章では、EU の権限の性質に関する法的枠組みを確認する。EU が環境条約に関わる場
合、EU はその対内的および対外的権限に基づいて行動するが、限られた範囲でしか権限を
有さない EU にはどのような対外的権限があるのだろうか。EU の対外的権限はどのように
生じるのだろうか。これらの点を明らかにするためにまず、対外的権限にも通底する一般的
な EUの対内的権限の性質を明らかにし(1)、次に EU の対外的権限に関わる論理を考察する
(2)。これら権限の性質と対外的権限に関わる論理は、基本的に Euratom にも共通している。
これらに基づき EU の環境保護分野における権限を検討し(3)、さらに Euratom の環境保護
に関わる権限を概観する（4）。(1)から(4)までの考察を通して EU（Euratom を含む）の環
境保護に関する対外的権限の諸要件が確認されたとしても、それは EU 内部で認められる権
限に過ぎない。この対外的権限が実際に行使されるかどうかは、その発現の場である国際社
会との関わりを考慮する必要がある(5)。 
 
1．EU の対内的権限 
 
EU は、構成国の合意の上に成立している国家間組織としての国際組織であり、その全て
の権限の源は EU の設立条約である基本条約1に定められている。基本条約では EU の権限に
ついての①一般的な原則を定めるとともに、EU が権限を有する分野ごとに具体的に権限の
内容が明記されている（②分野・事項としての制約）。EU はその原則および内容に従って付
与される限度において権限を行使することができる。一般的に、EU には②の制約の他にも、
③権限の程度としての制約、④EU 内部の組織的構造に由来する制限や諸手続の遵守といっ
た制約が課せられる。 
 
①諸原則 
現行の EU 条約（Treaty on European Union、以下 TEU と記す）25条 2 項は、EU が「基
本条約に定める目的を達成するために基本条約において構成国が付与した権限の限界内にお
いてのみ行動する。基本条約により EU に付与されていない権限は構成国にある」と定める
（権限付与の原則）。これは従来、EU がその権限範囲を越えて構成国の権限を浸食する傾向
があることから、繰り返し定められている（TEU4 条 1項）。 
また EU の権限行使は、この権限付与の原則のコロラリーである、補完性の原則および比
例性の原則に則らなければならない（TEU5 条 3 項、4 項）。比例性の原則とは、EU「の行
動の内容および形式は、基本条約の目的を達成するために必要な限度を越えてはならない」
ことを意味し、EU の全ての行動に当てはまる。この原則を具体的に適用し、判断する指標
として、EU レベルでの措置が必要か、当該措置の内容と目指される目的が適合しているか、
複数のとりうる措置がある場合に国家に対し最も影響の少ない措置を選択しているかなどが
                                                     
1 EU（EEC）の設立条約であるローマ条約(Treaty establishing the European Economic Community, 
1958年)およびこの改正諸条約を総称する。基本条約という呼称は正式名称ではないが、広義の EUの
設立諸条約を意味する用語として一般的に使われている。本稿では他の諸条約と区別するためにもこ
れを用いる。 
2 Treaty on European Union (Consolidated version), OJ C326, 26 October 2012, pp.13-46. 
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検討されなければならない。他方、補完性の原則は、とりわけ EU の排他的権限(以下の③を
参照)に属しない分野に関係する。この原則は、EU と構成国が双方とも権限を有する場合、
具体的な事項に対してどちらが権限を行使すべきかを判断するための基準である。基本条約
には、「提案された行動の目的が…構成国によっては十分に達成できず、その行動の規模又は
効果の点から EU においてより一層よく達成できる場合にのみ、かつその限りにおいて」
(TEU5 条 3 項)EU は行動すると定められている。これらの原則に合致することが、特定の
分野における EU の介入が正当化される要件である。 
 
②分野・事項的制約 
基本条約がEUに付与する権限分野あるいは事項は多岐にわたる。EU運営条約（Treaty on 
the Functioning of the European Union、以下 TFEU と記す）3第 3部「連合の政策および
域内行動」に列挙されている諸分野（域内市場、商品の自由移動、農業および漁業など）は
そのわかりやすい例である。ただし正確な内容は、条文を理解し、EU の全体構造の中での
その位置づけを考慮し、EU 裁判所（Court of Justice of the European Union、通称 European 
Court of Justice。以下 ECJと記す)による解釈がある場合にはこれを参照しなければ正確に
は理解できない。例えば TFEU 第 3部第 10編による EU の「社会政策」とは、通常の国家
が行う社会政策とは範囲が異なり、主に雇用や労働条件に関わるものに限定されている
（TFEU151 条－161 条）。後に詳しく検討するが、環境については第 20 編（191-193 条）
に定められている。 
 
③権限の程度としての制約 
さらに②に該当する分野や事項に対して、構成国の権限との関係で、EU がどの程度の権
限を行使できるのかという制約がある。つまり、基本条約の規定において特定の分野・事項
に EUの権限が認められているとしても、それは、構成国から EU に権限が完全に移譲され
た EUの排他的権限なのか、それとも EU と構成国が同じ事項について権限を共有し、何ら
かの形でそれぞれに配分されているのかが問題となる。この点については、現行のリスボン
条約に至るまで基本条約の規定に明確化されているわけではなく4、ECJ が示した解釈があ
ればこれと併せて推量するしかなかった。このことが、EU 域内のアクターにとっても、EU
と法的な関係をもとうとする域外のアクターにとっても、EU 権限の実態の理解を困難なも
のにしていた。 
リスボン条約（TFEU）はこの点を初めて包括的に明文化した5。TFEU は、その第 1部第
1編「EU 権限のカテゴリーおよび分野」において、EU の排他的権限、共有権限、支援・調
整・補足的権限をそれぞれ定義し、該当する政策分野を列挙している（2－6 条）。なお、こ
れらに加えて、EU が特殊な権限を有する CFSP も EU 法のカテゴリーとして示されている
（しかし、その詳細は TFEU ではなく TEU 第 5編第 2章に定められている。）。この EU 権
                                                     
3 Treaty on the Functioning of the European Union (Consolidated version), OJ C326, 26 October 
2012, pp.47-200. 
4 比較的その権限の程度がわかりやすい例として、例えば、公衆衛生政策に関する TEC（Treaty of 
European Community）152 条 2 項（現 TFEU168 条 2 項）には、EU は「構成国間の協力を奨励し
…その活動を支援する」とある。このような表現から EU 権限の程度を推し測るしかなかった。 
5 もっとも TFEUの諸規定は、これまで蓄積された ECJ判例、それを多少なりとも体系化してきた学
説による評価を反映したものである。また正確には、このような明文化規定は、発効しなかった欧州
憲法条約 Treaty establishing a Constitution for Europe（OJ C169, 18 July 2003）にもともと定めら
れていた（第 1 部第 3 編）。 
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限の程度に関しては後の議論にかかわるため、やや詳細に述べる。権限の程度としてのカテ
ゴリーは、CFSP とその他の EU 権限とに大別される。 
CFSP 政策とは、リスボン条約以前の広義の EU の第 2の柱であり、現行基本条約におい
ても、政府間協力の枠組みとしての特徴を維持している。そのため、構成国の全会一致でし
か EU としての決定は採択されず、立法行為の採択は除外される。欧州議会（European 
Parliament）には協議・勧告の権限しかなく、この分野に関して一般的に ECJ の管轄権は
ない（TEU24 条、36 条）。このように CFSP は EU の中で極めて特殊な政策分野であり、
EU 主要機関の権限および役割、それらの間の権限バランスがその他の政策分野とは大きく
異なる。また、EU としての意思決定の意義も異なる。 
 CFSP 以外はいわゆる旧 EC 権限の政策分野に関するものである。排他的権限 exclusive 
competence とは、EU のみが法的拘束力を有する法を制定しうる、構成国から完全に移譲さ
れた権限を意味する。構成国は、排他的権限をもつ EU から改めて権限を与えられる場合、
あるいは EU法を実施する場合にのみ拘束的な法を採択することができる（TFEU2条 1項）。 
共有権限 shared competence とは、EU と構成国双方が立法しうる権限である。両者の権
限の棲み分けは、EU による優先的な先取 pre-emption の論理として説明される。すなわち、
共有権限を有する分野では、EU が法的措置を採択していない範囲でしか構成国は権限を行
使できない。但し EU が自ら立法を廃止するなどして権限の行使を放棄した場合、その範囲
で構成国の権限が復活する（TFEU2 条 2 項）。もっとも EU の権限は拡大する一方であり、
失われた構成国の権限が復活した例はない。このように共有権限分野は、EU の法的措置を
採択することによっていつでも EU 権限となる可能性のある、いわばグレーゾーンである。
ただし、共有権限分野において新たに EU が法を定める場合、その範囲において構成国はも
はや立法できないのであるから、採択された EU 法の適用範囲では EU の排他的権限が生じ
ることになる。 
支援・調整・補足的権限 support, coordinate or supplement competence も共有権限と同
様に EU と構成国両者に権限がある。しかし、構成国の権限が優先し、EU の権限はその支
援・調整・補完をするにすぎない。そのため、この分野の EU 法は構成国の国内法を調和さ
せることを目的としない(TFEU2 条 5項)。この EU の権限は、学説上、並行権限や補充的権
限と呼ばれてきた権限であり、同じ分野・事項について EU と構成国双方に権限があるが、
各々の役割が異なるため、その権限は並行して存在しうる。 
排他的権限と支援・調整・補足的権限については、断定的な表現でそれらに属する分野が
列挙されている（TFEU3 条、6 条）。一方、共有権限を定める TFEU4 条 1 項は、これら以
外のすべての分野に該当するとして、4 条に示されている分野が例示列挙であることを示し
ている。共有権限分野で採択された EU 法は、その内容の範囲において EU の排他的権限を
確立することになるため、EU 法が定められている限り、EU は排他的権限か支援・調整・
補足的権限を有していることになる。 
しかし、従来の判例に照らして、TFEU に示された EU 権限の程度としての分類に疑問が
ないわけではない。例えば、研究、技術開発および宇宙、開発協力、人道援助の分野は、共
有権限について定める TFEU4 条に言及されているが、これらについては「EU の権限行使
が構成国の権限行使を妨げない」とある。これは、共有権限というよりむしろ支援・調整・
補足的権限に当たるのではないかという疑問や、ECJ 判例から学説上排他的権限とみなされ
てきた共通農業政策が共有権限に配置されている6など批判もある。 
                                                     
6 François-Xavier Priollaud et David Siritzky, Le traité de Lisbonne : Texte et commentaires, 
article par article, des nouveaux traités européens (TUE - TFUE), La documentation française, 
2008, pp,159 et 161. 
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②および③の制約に共通することであるが、EU 権限の分野・事項的制約および権限の程
度としての制約は、変化する。例えば、EU の既存の権限と世界貿易機関（World Trade 
Organization、以下 WTO と記す）設立協定がどのような関係にあるかが問われた WTO 協
定事件7当時、サービス貿易および知的財産権の通商的側面に関しては主に構成国に権限があ
ると考えられ、EU が排他的権限を有する共通通商政策はもっぱら物品貿易のみを指してい
た。しかし、現在ではサービス貿易その他も共通通商政策に含まれ、EU が WTO 協定の範
囲においてほぼ排他的権限を有するとされている8。そのため、EU 権限の程度について定め
ているこれらの TFEU 諸規定は固定的な権限区分を示したものではない。 
なお、EU の立法には、規則、指令、決定、勧告、意見という形式があるが（TFEU288 条）、
これらは上記の権限の程度とは基本的に別のものである。例えば、規則は構成国の国内法に
おきかえられることなく、直接に構成国とその国民とを拘束するが、排他的権限分野で採択
される EU 法の形式が常に規則であるわけではない。立法の形式としての効力は、むしろそ
の内容に依存する。 
 
④手続法などによる制約 
上記の諸条件の下で与えられている EU の権限が正当に行使されるには、基本条約に定め
られる立法手続きや協定締結手続に従わなくてはならない。例えば、EU 法独特の手続的制
約に、立法の際の「適切な法的根拠の明示」がある。これは、EU の立法が、基本条約によ
って付与されたいずれかの権限に適正に基づくことを示し、権限付与の原則を遵守した法的
措置であることを確認するためである。これを欠く、あるいは適切な法的根拠を有さない EU
法は無効である。権限付与の原則に加え、法的根拠が重要とされるのは、その根拠となる基
本条約規定によって、立法手続き（特に欧州議会の関与の程度）や理事会での決定手続（全
会一致か特定多数決か）が左右されるからである。例えば、リスボン条約による改正以前に
おいて、農業政策とも環境保護政策とも捉えられるような立法案に対して、農業政策に関す
る TEC37 条を根拠とすると欧州議会は協議しかされないが、環境に関する TEC175条を根
拠とすると欧州議会に草案修正権および拒否権が与えられている共同決定手続（現行法での
通常立法手続き）に従うことになっていた（現在では農業分野においても通常立法手続きに
従う。TFEU43 条 2 項）。このように法的根拠の問題は、EU 諸機関と構成国の利害が対立
する争点となる。 
 EUの条約締結手続もまた、EUが権限を行使するための手続的制約である（TFEU218条）
9。TFEU218条には次のような手続が定められている。まず、委員会が理事会に特定の条約
                                                     
7 Opinion 1/94 of 15 November 1994, Competence of the Community to conclude international 
agreements concerning services and the protection of intellectual property, ECR 1994, I-05267. 
8 この排他的権限分野の拡大は条約の改正によって行われた。アムステルダム条約 TEC133 条、ニー
ス条約 TEC133 条、リスボン条約 TFEU207 条にその拡大の推移がみてとれる。Neframi, Eleftheria, 
L'action extérieure de l'Union européenne, LGDJ, 2010, pp.35-49. 
9 基本条約では一貫して、agreementがいわゆる国際法上の条約を示す語として使われている（Opinion 
1/75 of 11 November 1975, the EEC Treaty, ECR 1975 p.1355）。これは、基本条約の意味で使われる
treaty と区別するためである。EU 法関連のほとんどの邦文文献では、agreement を「協定」と訳し
ているが、協定と条約は同義であること、EU法の観点から論ずる場合と国際法の観点から論ずる場合
にそれぞれ「協定」、「条約」と使い分ける意味が本稿ではないため、「連合協定 association agreement」
「混合協定 mixed agreement」など定訳として定着している場合を除いて、基本条約の agreement も
条約と示す。 
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を締結するための勧告を出し、これに基づき理事会が条約の交渉を許可する決定を採択する。
リスボン条約以前は、EU を代表する交渉者は委員会のみであったが、現行条約では交渉者
を委員会とは明示しておらず、委員会以外にも交渉担当者を理事会が指名することができる。
交渉担当者は、理事会が交渉のために発した指令 mandate/directives に沿って交渉する。ま
た理事会は、条約交渉のための構成国代表で構成される特別委員会を設置することができる。
この特別委員会が設置されている場合、交渉担当者はこの委員会と協議しつつ交渉を進める。
条約内容が合意に至ると、交渉担当者の提案に基づき、理事会は条約の署名を許可する決定
を下す。条約の内容によっては欧州議会の同意あるいは協議を要し、これを経て理事会は条
約を締結する決定を下す。このように、交渉の指示内容や条約締結手続の各段階で、実質的
な決定権が理事会に与えられている。他方、先に述べたようにリスボン条約では、交渉担当
者をこれまでのように委員会とは定めていないが、CFSP 代表が関与する分野を除いて実際
には、委員会が交渉者になると考えられる。それは、委員会には、EU「の対外的な態度表
明の確保」（TEU17条）という任務があるからであり、機関間均衡の観点からも正当化でき
る。何よりも委員会が有する交渉能力とこれまでの経験を考慮すれば、特別な場合を除き通
常は委員会が交渉者に指名されると考えられている 10。なお、EU の条約締結手続は
TFEU218 条のみに依拠するわけではなく、共通通商政策（TFEU207 条）とユーロの為替
相場政策（TFEU219 条）については特別な手続が定められている。このような手続は EU
「内部で」条約を有効に締結する手順であり、国際法の平面で有効に条約を締結するための
手続、つまり国際機関条約法条約11（11－16 条）による条約に拘束される同意を示す様々な
方式とは別である。この EU 法上の手続は、批准、受諾、文書の交換などすべての方法に対
応する12。 
 なお、この条約締結手続も EU が権限を行使する際の制約ではあるが、EU と構成国双方
の権限に関わる部分を含む条約の場合、その締結手続の形態は条約の内容や理事会における
構成国の意思が大きく作用する13。 
 
2．EU の対外的権限 
 
 個別具体的な対外的権限の前提として、EU には、対外的に行為する一般的な権利能力で
ある、法人格が付与されている。EEC条約以来、「法人格を有する」（現 TEU47条）と定め
                                                     
10 Eeckhout, Piet, EU External Relations Law, 2nd edition, OUP, 2011, p.196.  
11 Vienna Convention on the Law of Treaties between States and International Organizations or 
Between International Organizations：国と国際機関との間又は国際機関相互の間の条約についての
法に関するウィーン条約。 
12 TFEU218 条では、decision concluding the agreement(同条 6 項)のように、EUが条約に拘束され
る意思を示す行為を一貫して「締結（する）」と表現する。他方、国際法上は受容 acceptance または
承認 approval と表現されることが多い（MacLeod, I., I.D. Hendry, Stephen Hyett, The external 
relations of the European Communities : a manual of law and practice, Clarendon Press, 1996, 
p.80.）。さらに文献によっては、もっぱら EUについて論じたものでも「批准する」と表現するものも
ある（Ex. ROGER, Apolline, L'action environnementale extérieure de l'UE : Les accords mixtes, 
L’Harmattan, 2010.）。このように、EUが特定の条約に拘束される行為について、域内手続と国際法
上の手続きの区別は明確に意識されておらず、様々な用語が使われている。少なくとも国際法の観点
において「批准」は、通常、国家による締結行為を示す用語であることを考慮し、本稿では、EUが条
約を「締結する」あるいは（発効後の条約に後から）「加入する」と表現する。 
13 MacLeod, I., I.D. Hendry, Stephen Hyett, idem., p.87. 
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られている14。EU のような国際組織が権利義務の主体となる能力、つまり法人格を有する
効果には 2 つの側面がある。1 つは、財の所有者、処分者、訴訟上の権利能力者として、国
家領域内で動産・不動産を取得し、被用者と契約を結ぶなどの対内的な側面であり15、他方
は、国際社会において他の国際法主体と条約を締結し、他の国際組織に加入し、国際法上の
権利および義務を負うなどの対外的な側面である。この一般的な法人格に基づき、EU は対
外的行為のための権能を有するが、具体的な行為の範囲も上記 1 の権限付与の原則に従う。
つまり基本条約において明示的に対外的権限が示されていることが必要とされる。リスボン
条約以前の基本条約では、EU が権限を有する政策分野ごとに対外的権限が定められ、関連
規定が散在していたが、リスボン条約ではそれらがある程度整理され、体系化された。EU
の対外的権限は、域内における EU 権限が発展するに伴って範囲が拡大していったが、初期
の基本条約においては極めて限られた分野にしか対外的権限が与えられていなかった（ロー
マ条約 113 条（共通通商政策）および 238条（連合協定 association agreement））。このた
め、基本条約策定時には想定されていなかった分野において EU の対外的行動が必要となる
事態が生じた。これに対処するため、ECJは、黙示的な対外的権限の理論を発展させてきた。
現行のリスボン条約では多くの権限分野において対外的権限が明示されているが、現在でも
黙示的権限に関する判例法理論は有効である。このように、EU の対外的権限は、明示的な
権限(a)と ECJ 判例から導出される黙示的権限(b)の両方を含む権限である。以下、それぞれ
について考察する。 
 
(a) 明示的権限 
先に述べたようにリスボン条約は EU の対外的諸権限を、ある程度体系的に定めている。
TEU 第 5 編第 1 章に EU の対外行動に関する一般規定をおき、その下に具体的な権限を位
置づけている。具体的な権限には、CFSP（TEU 第 5 編第 2章）と旧 EC権限としての対外
的権限に分けられる。前者は、上記 1．で述べたとおり、その他の政策分野とは性質を異に
する EU 構成国に共通の安全保障政策であり、この分野における EU の共同行動のための枠
組みである。後者は、CFSP 以外でもっぱら対外的に行使される権限（TFEU 第 5 部）と、
対内的権限であると同時に対外的にも権限が行使されうるものとに分けられる。対内的権限
と対外的権限両方が認められている政策分野においては、TFEU 第 3 部の各政策の諸規定を
参照しなければならない。 
TFEU 第 5部に挙げられている対外的権限分野には、共通通商政策、開発協力、第三国と
の経済・財政および技術協力、人道援助、制限措置（経済制裁）、国際組織や第三国との適切
な関係の確立と維持、連合代表部、侵略やテロ攻撃などを受けた場合の連帯行動がある。そ
の他に、EU の条約締結手続も定められている。他方、TFEU 第 3 部の域内権限分野におい
て対外的権限が与えられている場合、必要に応じ協定締結や国際機関や第三国との関係促進
                                                     
14 もっとも、この法人格規定は従来の EEC および ECには与えられてきたものの、マーストリヒト条
約以降リスボン条約まで採られていた 3 本柱構造における第 2、第 3 の柱（CFSPと PJCC）に法人格
規定はなかった。そのため、これらの分野において狭義の EU に条約締結権など対外的な行為を正当
になす根拠があるかが問題とされていた（さらにアムステルダム条約では法人格規定がないまま条約
締結権を認める規定だけが新たに設けられた。）。リスボン条約による現行 TEU47 条には、CFSPを含
む EU 全体に対する法人格が明示され、この法人格に関する複雑な状況を解消した。リスボン条約に
よる基本条約改正には、単一の法人格を確立したという意義がある（なお PJCC は旧 EC 権限に統合
されている。）。 
15 EU のこの対内的な側面に関連する規定として、TFEU条約 335 条、336 条、343 条参照。 
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のための行動をとることなどが認められている16。環境保護に関する EU 権限も、この部類
に属する。 
よって、EU の対外的行為の形態は、国際組織への関与、条約の締結・適用だけでなく、
経済制裁や途上国支援といった一方的措置など様々であり、CFSP のように法的な観点が排
除され、極めて政治的で政策的な対外行動もある。これらのさまざまな EU の対外的行為の
うち、本稿では、条約に関わる行為、すなわち条約の交渉・締結およびその後の条約機関の
設置といった行為が関わってくる。 
 
 
(b) 黙示的権限 
既に述べたように EU の黙示的な対外的権限は、明示的な対外的権限を補足するもので、
ECJ の判例法によって確立したものである。 
初めてECJが黙示的権限を認めたのは、EUの共通運輸政策に関わる条約についての 1971
年 AETR判決17である。共通運輸分野の基本条約規定には条約締結権は定められていなかっ
たが、この政策を実施するために採択された規則の適用範囲にこの条約の内容は含まれるも
のだった。さらに、この規則には条約締結権が認められていた。この件で ECJ は、EU の対
外的権限は、それを明示的に定める基本条約規定以外にも、基本条約の「他の規定および…
共同体の機関により採択された措置からも導出される」18とし、「共同体が…政策を実施する
目的で、どのような形式であれ、『共通の法規 common rules』を定める規定を採択している
場合、構成国は…これらの法規に影響を与えるような、第三国に対する義務を負う権利を失
う」19と判決した。つまり ECJは、共通の法規に影響を与えうる条約を構成国は第三国との
間で締結できないと示した。これにより、基本条約の明示規定以外の規定や規則などの二次
立法も EU の対外的権限の根拠となりうることが示された。さらに EU において「共通の法
規」が成立している場合、これに影響を与え、その適用範囲を変更するような条約を構成国
は第三国と結ぶことができない。従って ECJ は、「共通の法規」を定める域内法がある場合、
EU 法システム全体の適用に影響を及ぼすような第三国に対する義務を負い、実施すること
ができるのは EU だけであると示し、EU の域内措置に基づく制度はその制度の域外的な関
係と切り離すことができないと述べた20。よって、「共通の法規」の性質を有する EU（域内）
法の範囲において、EU の対外的権限が黙示的に確立することを意味する内外権限並行主義
が確立された。もっとも「共通の法規」という概念を ECJは明確に定義していない。少なく
ともこれにより構成国の対外的権限が奪われるのであるから、「共通の法規」とは性質として
拘束力を有する法規であり、明確で充分に一般性を有する規範である必要がある。判例にも
示されているように、法の形式（規則、指令など）に関わりなく、「共通の法規」かどうかの
判断は EU が採択した措置の具体的な内容や規範性に依存すると考えられる21。 
AETR 判決が示しているのは、EU 法優越の原則のコロラリーであり、構成国は対外的行
                                                     
16 例えば、自由・安全・正義の領域：移民政策関する 79 条 3 項や研究、技術開発および宇宙政策に関
する 180 条を参照。 
17 Judgment of 31 March 1971, C22/70, Communities v Council, European Agreement on Road 
Transport, ECR 1971, p. 263. 
18 Para. 16, idem., C22/70. 
19 Para. 17, idem. 
20 Paras. 18-19, idem. 
21  Neframi, Eleftheria, Les accords mixtes de la Communauté européenne : aspects 
communautaires et internationaux, Bruylant, 2007, pp.46-50. 
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為によって EU（域内）法の優位性を損うことはできないことを明確にしている。その後の
ECJ 判決では、基本条約や二次立法など関連規定のどこにも協定締結権は明示されていない
がこれらを総合的に考慮して内的権限から対外的権限が導出されたケースや22、EU の域内
権限が必然的に対外的行為を伴って初めて行使できるような場合（よって域内権限が未行使
の状態）でも23、EU の対外的権限が認められた。前者において ECJ は、EU の漁業政策の
目的である「海洋生物資源の保全を実効的に、かつ公正に確保する唯一の方法は、非構成国
も含めたすべての関連諸国を拘束する法制度を介することである」24と述べ、EU の対内的
権限およびその目的から、この分野における条約を締結する権限が生じると示した。後者の
判例は、ライン川およびモーゼル川の河川運輸条約についてである。この条約は、非締約国
であるスイスを関与させなければ EU の運輸政策の目的とも重なるこの条約の目的を達成し
えない状況だった。そのため、EU の域内権限が対外的権限の行使を伴って初めて行使され
うるこのような場合には、EU の対外的権限は基本条約規定の解釈のみによって黙示的に生
じると判示された25。これらの事例は、基本条約に定める一般的な政策目的を達成するため
（に黙示的権限を認める）という「必要性」に依拠した合目的的解釈を強化し、基本条約規
定がある限り広く黙示的な対外的権限が認められうることを意味する。もっとも後者のよう
な特殊状況は、EU の対外的な排他的権限を当然に生じさせるものではなく、むしろ例外的
な事例であると解されている26。 
このような「必要性」概念に依拠した黙示的権限の拡大傾向は、1992年のマーストリヒト
条約以後、修正されることになる。マーストリヒト条約では、比例性・補完性原則を基本条
約に初めて明示し、EU 権限の行使を厳格に規律する方向性が示された。これに沿うように
WTO 事件では、「必要性」に基づく EU の広い黙示的権限は認められなかった。この事件で
委員会は、EU が排他的権限を有する共通通商政策の目的のために、EU が単独で WTO 諸協
定を締結できると主張したが、ECJは、包括的に解釈した EU の目的に依拠する排他的な対
外権限を認めず、GATS 協定と TRIPS 協定に対しては EU と構成国が権限を共有すると判
示した27。基本条約規定の目的を解釈するのではなく、条約と重なる範囲で域内措置が採ら
れ、EU の権限が確実に確立しているかどうかがより重要視されるようになった。その後の
判例では、域内法と対象条約の範囲が完全に重ならなくとも、条約の大部分の範囲をカバー
する EU 法がある場合、EU に条約締結権が認められた28。さらに欧州人権条約事件では、
EU 権限の根拠となる基本条約規定がない場合の対外的権限について問われた。TEC235 条
は、基本条約のいずれかの目的を達成するために EU の行為が必要であるが基本条約にその
ための権限が定められていない場合に EU による措置の採択を可能とする規定である（柔軟
性条項と呼ばれる、現 TFEU352 条）。当時、基本条約が人権に関する権限を EU に明示的
に付与していなかったため、この柔軟性条項を根拠に EU が欧州人権条約を締結しうるかが
争点となった。ECJ は、TEC235 条は基本条約を本質的に修正するような規定を採択するた
                                                     
22 Judgment of 14 July 1976, Joined cases 3, 4 and 6/76, Cornelis Kramer and others, ECR 1976, 
p.1279. 
23 Opinion1/76 of 26 April 1977, Draft Agreement establishing a European laying-up fund for 
inland waterway vessels, ECR 1977, p.741. 
24 Paras. 30-34, op.cit., no.22, joined cases 3, 4 and 6/76. 
25 Para.4, op.cit., n.23, Opinion1/76. 
26 Neframi, Eleftheria, op.cit., n.8, pp.69-71 ; Eeckhout, Piet, op.cit., n.10, pp.80-82. 
27 Opinion 1/94, op.cit., n.7. 
28 Opinion2/91 of 19 March 1993, Convention Nº 170 of the ILO, ECR 1993 p. I-01061, paras. 
25-26. 
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めの根拠としては用いられないと示し、柔軟性条項が黙示的権限になる可能性を否定した29。 
このように黙示的な対外的権限の理論は、判例の動向により解釈の方向性に変化があるも
のの、条約の範囲で EU の対内的権限が確立している場合には黙示的に対外的権限を認める
内外権限並行主義を確立した。しかしこれは、EU の域内権限がそもそも制限されている場
合には対外的権限もまたその制約に服することを示している。例えば、EU が支援・調整・
補足的権限しか有さない分野において、それを超えるような、例えば法の調和を目指すよう
な内容の条約を EU が締結することはできない。 
 このような判例による黙示的権限理論の発展は、EU の対外的権限の範囲を飛躍的に拡大
させ、国際社会における EU の行動の幅を広げ、その地位の向上に貢献した30。このことは
後に検討する環境条約と EU との関係によく示されている。 
 なお、リスボン条約では、黙示的権限の判例法が明文化されている。対外的な排他的権限
を定める TFEU3 条 2 項31と条約締結権を定める 216 条 1 項32である。両者の表現は相似し
ているため、同じような規定が 2つあることになる。これは、これらの規定が欧州憲法条約
からコピーされただけで詳細に精査されなかったからであるといわれている33。両規定を同
じものと解釈するのかどうかは今後の ECJの解釈を待つしかない。また、これらの規定の文
言は欧州憲法条約以後の判例法の新たな発展が加味されていない34。 
 
 
 
                                                     
29 Opinion 2/94 of 28 March 1996, European Convention for the Protection of Human Rights and 
Fundamental Freedoms, ECR 1996 p. I-1759, para.30. その後状況が変化し、リスボン条約 TEU6 条
2 項には EUの欧州人権条約への加入が掲げられ、現在加入のための手続が進められている。 
30 Cremona, M, "External Relations and External Competence : The Emergence of an Integrated 
Policy" in Paul Craig and G de Burca, The Evolution of EU Law, OUP, 1999, pp.147-8 ; Eeckhout, 
Piet, op.cit., no.10, p.115. 
31  Article 3, 2 : The Union shall also have exclusive competence for the conclusion of an 
international agreement when its conclusion is provided for in a legislative act of the Union or is 
necessary to enable the Union to exercise its internal competence, or in so far as its conclusion may 
affect common rules or alter their scope. 
32 Article 216, 1 : The Union may conclude an agreement with one or more third countries or 
international organisations where the Treaties so provide or where the conclusion of an agreement 
is necessary in order to achieve, within the framework of the Union’s policies, one of the objectives 
referred to in the Treaties, or is provided for in a legally binding Union act or is likely to affect 
common rules or alter their scope. 
33 Eeckhout, Piet, op.cit., n. 10, p.112-113. 
34 例えば一連のオープンスカイ協定事件（C467/98, C-468/98, C-469/98, C-471/98, C-472/98, 
C-475/98, C-476/98）ではこれまでの判例法を整理し、EUに排他的な黙示的権限が生じるのは、①国
際義務が「共通の規則」の範囲内にあるか、それに大部分が重なる場合、②域内立法に第三国国民の
取扱いに関する規定がある、あるいは条約交渉権を付与する規定がある場合、③EU法が「完全な調和」
を達成している分野、これらの場合であると述べている。さらにルガーノ条約事件（Opinion1/03 of 7 
February 2006, Lugano Convention, ECR 2006 p. I-1145.）では、上記の 3 つの場合を「単なる例示
にすぎず」(para.121)、EU が「条約締結権限を有するかどうか、およびその権限が排他的かどうかを
決定するには、包括的かつ具体的な分析がなされなければならない」(para.133.)と示し、判例法から
生じた定式への当てはめからのみ黙示的権限が導出されるわけではないことを明らかにした。 
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3．環境保護に関する EU の権限 
 
(a) 環境保護に関する EU 権限の発展経緯 
 環境保護に関する EUの対内的権限および対外的権限もまた、上記に述べた枠組みに従う。
しかし、EU が環境保護に関する措置を採択する権限は、初めから基本条約の中に根拠があ
ったわけではない。1970 年代初頭に EU の環境法政策は誕生したが、それは 1987年の単一
欧州議定書（Single European Act : SEA）35によるローマ条約の改正まで、基本条約に根拠
規定がないまま発展してきた。現行のリスボン条約の規定に基づいて、環境保護に関する EU
の権限を検討する前に、この権限の発展について簡単に述べる。 
発足当時の EU（EEC）は、環境保護を目的として掲げておらず、よってローマ条約にも
環境保護に関する規定はなかった。これは、当時はまだ環境問題に注意が払われていなかっ
たためであるが、次第に、各構成国の規制（公害対策など）が域内の共通市場の円滑な運営
を阻害する要因となることがあり、これらの規制を調和させる必要が生じた。このような背
景において、EU の第一の目的である経済統合を実現するため、かつ、付随的に環境保護に
資するために EU 法が採択されるようになった。そのような例に、自動車の騒音基準および
排気装置に関する国内法の調和のための指令36がある。この指令は、域内市場の確立と運営
のための調和措置について定める基本条約規定（EEC条約 100条：TFEU115 条）に基づい
ていた。もっとも、この時期の EU 環境法政策は断片的であり、あくまでも EU の目的であ
る市場統合に関連する場合のみ、環境保護に関する法的措置の採択が正当化されるに過ぎな
かった。 
EU が自覚的に環境保護について取り組み始めたのは、1972年の国連人間環境会議をうけ、
同年の EU 会合において EUレベルでの環境保護政策の必要性が政治的に確認されたことが
きっかけである。この時に出されたパリ宣言37に EU による環境行動計画の策定が掲げられ
た。これに従い、1973年に第一次環境行動計画38が採択された。それ以降、現在まで第六次
環境行動計画が作られている39。環境行動計画は EU の政策指針を定めるもので、第六次計
画を除き法的拘束力のない政策プログラムであったが、実際、これらに沿って多くの立法措
置がとられていった。 
しかし法的根拠がない状況は改善されていない。そのため、先にみた国内法の調和措置に
関する規定または柔軟性条項（ローマ条約 235 条（現 TFEU352 条））のいずれかまたは双
方に依拠して環境保護に関する EU 法は採択された。柔軟性条項は、EU による行為が必要
であるが、基本条約がそのための必要な権限を定めていない場合に、これを可能にする手続
                                                     
35 Single European Act, OJ L 169, Vol. 30, 29 June 1987. 
36 Council Directive 70/157/EEC on the approximation of the laws of the Member States relating to 
the permissible sound level and the exhaust system of motor vehicles English special edition: 
Series I Chapter 1970(I) pp.111-116. 
37  Statement from the Paris Summit (19 to 21 October 1972), Bulletin of the European 
Communities. October 1972, No 10. 
38 Programme of action of the European Communities on the environment, OJ C 112, 20.12.1973, 
pp. 1–53. 
39 Decision 1600/2002/EC laying down the Sixth Community Environment Action Programme, OJ 
L 242, 10.9.2002. 現在、次の第 7 次環境行動計画の草案が委員会から提出され、立法手続きに付され
ている。Proposal for a Decision of the European Parliament and of the Council on a General Union 
Environment Action Programme to 2020 "Living well, within the limits of our planet", 
COM(2012)710 final. 
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きを定めている。このように、SEAに至るまで、EU は環境行動計画という政策文書はある
ものの、権限付与の原則とはかけ離れた方法で法的根拠を調達し、EU 環境法政策を形成し
てきた。 
さらにこの時期、EU は複数の環境条約を締結している。例えば、国連欧州経済委員会
（United Nations Economic Commission for Europe、以下 UNECE と記す)の長距離越境
大気汚染条約40、陸源汚染に関する 1974 年海洋汚染防止パリ条約41などがある。これらは、
基本条約規定も、また対外的権限を正当化する域内措置もない中で、パリ宣言や第一次環境
行動計画を引用し、環境保護が EU の政策目的であることを示し、柔軟性条項を根拠に締結
されたものである。 
このように、初期の EU 環境法政策の発展およびこの時期の EU による環境条約の締結は、
EU 権限の原則である権限付与の原則にも、黙示的な対外的権限の理論にも則っていない。
法的な基盤は脆弱であったが、もっぱら構成国の共通意思に基づいた明確な政策として発展
したものといえる。この時期に締結された他の環境条約も含め、柔軟性条項を条約締結の根
拠とすることについて ECJで問題になったことはない。 
このような事実状態を法的に追認したのが、SEAである。これにより現在の TFEU191 条
から 193条の原型が定められた（当時は TEC130r－130t 条）。その中で対外的権限について
も明示された。その後、基本条約の改正の度に EU の環境法政策は益々重要な位置におかれ
るようになる。マーストリヒト条約では EU の目的の一つとして環境保護が明示された
（TEC2条：現 TEU3 条 3項）。EU の環境法政策の位置づけが、EU の第一の目的である経
済発展に従属するものではなくなった意義は大きい。アムステルダム条約では統合原則
integration principle が EU の一般原則として位置づけられた（TEC6 条：現 TFEU11 条）。
つまり、他分野の法政策を採択・実施する際に環境保護の観点を取り込まなければならない
と定められた。リスボン条約では先に述べたように対外的権限が整理され、EU 全体の対外
政策の目的の一つとして環境保護が挙げられている（TEU21 条 2(f)）。 
 
(b) 環境保護に関する EU 権限の検討 
 以上より、現在、EU の環境保護に関する対内的および対外的権限は、基本条約規定を根
拠とする明示的権限である。しかしその具体的な範囲は、1 で述べた制約によって画定され
る。よって、ここでは 1 に述べた項目に従い、EU の環境保護に関する権限をより詳細に検
討する。なお、上記 1の①から④に加え、最後に対外的権限（⑤）についても検討する。 
 
①諸原則 
 上記 1 に列挙した諸原則、つまり権限付与の原則、補完性の原則、比例性の原則は、EU
が環境保護措置を採る場合にも適用される。しかし、権限付与の原則は総体的なものであり、
環境に関する TFEU 第 3 部第 20 編（191 条－193 条）自体が、その具体的な表現である。
補完性の原則と比例性の原則は、EU による個々具体的な措置の提案に対し、EU 権限の適
切な行使に相当するかをその都度判断する指標に過ぎない。 
 他方、TFEU191 条 2 項には、EU の環境法政策が依拠すべき原則が列挙されている。そ
れらは、高水準の保護を目的とすること、予防原則、環境損害はその発生源において除去さ
れるべきこと、汚染者負担原則である。また、分野横断的な観点において、持続可能な発展
                                                     
40 Council Decision 81/462/EEC on the conclusion of the Convention on long-range transboundary 
air pollution, OJ L 171, 27.6.1981, pp. 11–24. 
41 75/437/EEC: Council Decision concluding the Convention for the prevention of marine pollution 
from land-based sources, OJ L 194, 25.7.1975, p. 5. 
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を促進するために環境保護の視点が EU の他の政策に組み込まれるべきことも挙げられる
（TFEU11 条）。しかし、これらもまた、EU の行動の指針に過ぎず、これらの諸原則から直
接に EU の環境保護に関する権限の内容や範囲が明らかにされるわけではない。 
 
②分野・事項的制約 
環境保護のために、EU には、どのような分野・事項についての権限が与えられているの
だろうか。TFEU191 条は環境保護政策の目的、基づくべき原則、政策策定にあたっての考
慮事項、対外的権限を定め、TFEU192 条には域内措置の採択手続が、TFEU193 条には構
成国によるより厳格な保護措置について定める。これらの規定のどこにも EU 政策の対象と
される環境は定義されていない。環境保護政策の範囲を画する手掛かりになると思われる環
境保護政策の目的については、次のように定められる。 
 
 
「－環境の質の保全、保護および改善 
－人間の健康の保護 
－天然資源の賢明かつ合理的な利用 
－地域的又は世界的な環境問題に対処するための国際
的レベルの措置の促進、および特に気候変動との戦
い」（TFEU191 条 1項） 
 
 
環境の質の保全、保護および改善には、自然保護、生物多様性の保護、水質・大気・騒音
に関する規制などが、人間の健康の保護にも先の種々の公害規制が当てはまる他、廃棄物規
制、製品管理なども含まれると考えられる。天然資源の賢明かつ合理的な利用にも、天然資
源として水や生物多様性を含め、森林、鉱物、土壌、石油などがあてはまり、合理的な利用
の観点では、廃棄物規制、災害対策なども含まれよう。このように、TFEU191 条が定める
諸目的は包括的であり、互いに重なる部分もある曖昧なものである。ここから EU の環境に
関する権限を明確に画定することはできない。ほぼあらゆる環境保護のための法政策を EU
は採ることができると考えられる。 
むしろ EU の「環境法政策」として正当化されるかどうかは、他の政策分野との調整によ
って明らかになる。たとえば、海洋生物資源の保全に関しては明確な区分が確立している。
海洋生物資源を保全する EU 法は上記 TFEU 第 3 部第 20 編の範囲に含まれず、同部第 3編
農業漁業政策（TFEU38-44 条）に含まれる。またこれまで、エネルギー政策も環境保護政
策の一環と扱われていたが、リスボン条約により新たな規定（TFEU194 条）が定められた
ため、今後は別の政策分野として位置づけられる。その他にも環境保護政策と密接な関係を
有する分野（経済、運輸、研究開発など）との間で個別の事項について、環境保護政策から
除外する扱いを受けているものがある（例えば、人間の健康の保護に含まれ環境の一部とも
考えられる労働環境に関しては、EU の社会政策（TFEU 第 3 部第 10 編）に含まれる。）。
さらに、次の 4 で述べるように、原子力分野での環境保護は EU を越えて Euratom が権限
を有する。このように、他の権限分野の状況や発展過程により、環境法政策に該当しない分
野や事項を除き、EU はほぼすべての環境保護措置を採択することができると考えられる。 
 
③権限の程度としての制約 
 ②で確認した EU 環境保護政策の分野的および事項的範囲について、EU は構成国と権限
を共有している（TFEU4 条 2(e)）。EU の環境に関する権限が共有権限であることは、次の
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諸規定にも示されている。TFEU193 条は、基本条約と両立する限り、構成国はより厳格な
環境保護措置を導入し、維持することができると定める。つまり、EU による環境保護措置
は、構成国が守るべき最低基準であって、構成国は同じ事項についてより厳格な措置を採る
ことができる。また、「EU と構成国はそれぞれの権限の範囲内で第三国および権限のある国
際組織と協力する」（TFEU191 条 4 項）。これらの規定から、EU のこの分野の権限は域内
的にも対外的にも構成国の権限と共存する。このことは、ECJ 判例でも認められている42。 
 
④手続法による制約 
EU の環境法政策においても、上記 1 で述べた手続法による制約が当てはまる。環境法政
策の初期においては、基本条約に環境に関する根拠規定がなかったため、柔軟性条項など曖
昧な法的根拠に基づき環境保護措置が採択され、環境条約が締結されてきたことは既に述べ
た。その後、根拠規定は確立したが、だからといって EU 環境法が法的根拠の問題と無縁に
なったわけではない。とりわけ環境条約を締結する際に問題となるのは、環境保護を目的と
する貿易規制など、経済的措置を条約の内容とする場合である。この場合、根拠とすべきな
のは環境保護に関する規定なのか通商に関する規定かが問われる43。 
 なお、EU が環境条約を締結する場合、既に述べた一般的な条約締結手続（TFEU218 条）
に従うが、環境条約のほぼすべてが EU の権限と構成国の権限両方に関わる。よって、誰が
EU を代表して交渉するか、EU と構成国との間で意思統一を図るかなど交渉・締結手続の
進め方は、条約ごとに構成国の意思によって決められる44。 
 
⑤対外的権限 
以上から、EU の環境保護に関する対内的および対外的権限は、他の政策分野の範囲に含
まれるもの以外で、一般に環境を保護する目的を有する措置すべてを対象とすることができ
る。そしてその権限を EU は構成国と共有している。このことは、この分野の EU の対外的
権限にもそのまま当てはまる。TFEU191 条 4 項は、上に述べたように対外的権限が共有権
限であると述べるとともに、EU と第三国および権限ある国際組織の間で条約を締結するこ
とができると明確に定めている。対外的権限だけに係る特別な分野・事項的制約はない。 
 しかし、奇妙なことに、TFEU191 条 4項後段は、この EU 権限が、「構成国の国際機関に
おける交渉権および条約締結権を害するものではない」と続く。これは、構成国の対外的権
限が EU のそれに優位することを意味するようにも解釈できる。SEAによって導入されて以
来改正されていないこの文言については、マーストリヒト条約に付された宣言を参照しなけ
ればならない。この宣言によれば、この文言は、AETR 判決から生じる原則（共通の法規が
ある限り、その範囲において EU の排他的対外的権限が生じる）に影響しないと確認されて
いる45。つまり、EU の環境保護政策分野において EU による域内措置がとられている限り、
                                                     
42 Ex. Judgment of 30 May 2006, Case C-459/03, Commission v Ireland, ECR 2006 p. I-4635, 
para.92. 
43 例えば、危険廃棄物の越境移動に関するバーゼル条約を実施するための規則の法的根拠について域
内市場の権限と環境の権限が問題となった。Judgment of 28 June 1994, C-187/93, Parliament v 
Council, ECR 1994 p. I-2857. 
44 EU が締結している 8 つの普遍的環境条約について、条約交渉過程を分析した次の文献にも、交渉
形態の多様性が示されている。Delreux, Tom, The EU as international environmental negotiator, 
Ashgate, 2011. 
45 Declaration on Articles 109, 130r and 130y of the Treaty establishing the European Community, 
OJ C191 vol.35, 1992 July 29, p.100. 
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黙示的な対外的権限の理論が当てはまる。TFEU191 条 4 項後段は、この判例法理によって
国家の権限が縮減されることに対する当時の構成国の反発、あるいはそれを認めることに対
する構成国の躊躇の表れであると解されている46。 
 
4．環境保護に関する Euratom の権限 
 
 環境保護に関わる場合であっても放射性物質に関する規制は Euratom が権限を有し、EU
権限の対象外とされている。そのため例えば、放射性廃棄物については EU 廃棄物法の適用
から除外され47、汚染物質を排出する諸施設を対象とする IPPC 指令の対象汚染物質からも
放射性物質は外されている48。このような域内権限の状態と並行して49、放射性廃棄物や原子
力の安全に関わる条約の締結権も EU には認められていない。 
 Euratom は、EU と諸機関を共有するが、EU とは別の基本条約によって設立された、独
自の法人格を有する国際組織である50。Euratom 設立条約は、1957 年に定められてから、
リスボン条約と同時期の 2007年まで全く改正されなかった。この近年なされた Euratom 条
約の改正点は、主に諸機関に関するものである。改正後の Euratom 条約では、諸機関に関
する規定が TEU および TFEU を参照する方式に変更されており、Euratom の行政組織およ
びその運営方法は EU のそれに近くなった。しかし、その他の部分は変わっていない。よっ
て、設立条約に定められている Euratom の権限範囲を画する諸規定は、EU についての基本
条約と異なり、現在も設立当初のままである。 
EU と同じ国際組織であり、同じ諸機関51を構成要素とするため EU と Euratom の構造は
類似している。そのため、上の 1および 2 で論じた権限にかかる制約の種類や権限の性質（対
外的・対内的権限）についての論理は、Euratom にも適用することができる。そこで、先に
EU の環境保護に関する権限を検討したのと同じ方法で、原子力分野の環境保護に関する
Euratom の権限を検討する。 
                                                     
46  ROGER, Apolline, op.cit., note 12, p.34 ; Durán, Gracia Marín and Elisa Margera, 
Environmental Integration in the EU's External Relations : Beyond Multilateral Dimensions, 2012, 
Hart Publishing, p.17. 
47 Directive 2008/98/EC on waste and repealing certain Directives, OJ L 312, 22.11.2008, pp. 3–30, 
art. 2.1(d). 
48 Directive 2008/1/EC concerning integrated pollution prevention and control, OJ L 24, 29.1.2008, 
pp. 8–29, art. 2.1. 
49 ただし、放射性物質あるいは原子力関連施設を対象外としない EU による措置もある。例えば、環
境アセスメント関連指令（Directive 2003/35/EC providing for public participation in respect of the 
drawing up of certain plans and programmes relating to the environment and amending with 
regard to public participation and access to justice Council Directives 85/337/EEC and 96/61/EC, 
OJ L 156, 25.6.2003, pp. 17–25 ; Directive 2001/42/EC on the assessment of the effects of certain 
plans and programmes on the environment, OJ L 197, 21.7.2001, pp. 30–37）や環境情報アクセス指
令（Directive 2003/4/EC on public access to environmental information, OJ L 41, 14.2.2003, pp. 
26–32）がある。 
50 Treaty establishing the European Atomic Energy Community ( Consolidated version 2012), OJ 
C 327, Vol. 55, 26 October 2012. 法人格に関する規定は 184条。なお、Euratom設立条約に関しては、
EUに関する基本条約と違い、これまで条約番号の振り直しが行われた事はない。 
51 共通する機関は、欧州議会、理事会、委員会、ECJ、欧州会計監査院である。Cf. arts. 106a-160c, idem., 
Treaty establishing the European Atomic Energy Community.  
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①諸原則 
 Euratom は EU のように様々な分野の権限を有するわけではない。そのため、すべての権
限に共通する原則的な規定はない。ここでは Euratom の一般的な権限について確認する。
Euratom は、「原子力産業の迅速な確立と成長のために必要な条件を創出することによって、
構成国における生活水準の向上および他国との関係を発展させることに貢献することを任務」
とすると定められている（Euratom1 条）。これが、Euratom に対する権限付与の原則の具
体的な表現である。この任務を実行するための活動分野が 2条に列挙されている。これらの
分野として、研究の促進、情報の普及、投資の促進、核燃料や機器に関する共通市場の確立、
核物質の他目的への転用防止が挙げられ、これらと並んで、労働者や一般公衆の健康を保護
するための統一的な安全基準の確立およびその適用(Euratom2 条（b））が掲げられている。
これが、放射性物質から人体および環境を保護するための Euratom 権限の根拠規定とされ
ている。 
 
②分野・事項的制約 
Euratom 条約 2 条（b）に掲げられた安全基準の確立については、Euratom 条約第 2編第
3 章「健康と安全」において、より具体的に規定されている。この第 3 章では、安全基準と
ほぼ同じ意味で基礎的な基準 basic standards という言葉が使われている。この基礎的な基
準は、放射線から生じる危険から労働者および一般公衆の健康を保護するために定められる
ものであり、適切な安全性を損わない最大許容線量および曝露・汚染の最大許容レベルを意
味し、労働者の健康調査管理に関する根本原則でもある（30条）。この基礎的な基準は、EU
における立法手続のように委員会の提案に基づき理事会が特定多数決で採択するが、専門家
グループ、欧州経済社会評議会（European Economic and Social Committee：EESC）、欧
州議会に対する諮問が義務付けられている(31 条)。構成国はこの基準を遵守するために国内
法を定める義務、およびその国内法を委員会に通知する義務を有する（33 条）。構成国は、
基礎的な基準の遵守確保のため、および大気、水、土の放射性レベルを常時監視するための
施設を設置し、定期的に得られる情報を委員会に通知するする（35-36条）。また、構成国は、
放射性廃棄物の処理計画に関するデータを委員会に提供しなければならない。委員会は、そ
の処理計画が他国の空気、水、土の放射能汚染を生じさせるかどうかを判断し、6 か月以内
に意見を付す（37 条）。委員会は空気、水、土の放射線レベルについて構成国に勧告し、緊
急時には関係国に対し、必要なすべての措置をとらせるための期限付きの指示 directive を
発する。当該関係国が指示を守らなかった場合、委員会または他のいかなる関係国は、TFEU
の規定によることなくこの問題を直ちに ECJ に付託することができる（39条）。 
 このように Euratom 条約第 2 編第 3 章において、Euratom の安全基準に関わる権限は、
必ずしも労働者や一般公衆の健康保護に限られず、環境（大気、水、土）の放射能汚染、放
射性廃棄物、緊急時の対応までを含むものである。 
EU の環境保護に関する権限と異なり、Euratom には 1957 年からこのような権限が明示
的に与えられていた。EU の権限が、法的な裏付けなしに発展し、後になって法的枠組みが
与えられたのとは大きく異なる。しかし、これらの規定を基に Euratom の権限が十分に行
使されてきたわけではない。とりわけ上記の諸規定の範囲内において環境保護を目的とする
措置であっても、構成国の原子力関連施設の安全設計、建設、運用に規制を及ぼすような権
限は Euratom にないと一般に解されてきた52。 
 
                                                     
52 MacLeod, I., I.D. Hendry, Stephen Hyett, op.cit., note 12, p.393. 
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③権限の程度としての制約 
Euratom条約は TFEU のように権限の程度に関する規定を有していない。Euratom 条約
第 2編第 3 章「健康と安全」にある諸規定をみる限りでは、これらの規定に基づく権限の性
質は明示的に示されてはいないが、この章の規定を根拠に締結された条約に関する ECJ判例
において、共有権限であることが確認されている53。また、ECJの判例法を参照する限り（ECJ
は、特定の規定の性質を解釈する基準について、Euratom 条約と EU/EC 条約とで何らかの
区別を設けているわけではない）、Euratom が定める基礎的な基準は Euratom 内で合意され
る最低基準であり、より厳格な基準を構成国が設けることは妨げられないと解されている54。
実際、Euratom がこの分野の権限を構成国と共有していることは、第 II 部で検討するいく
つかの条約締結の際に提出された権限宣言55にも示されている。よって、Euratom の環境保
護に関する権限も、EU のそれと同様に、共有権限である。 
 
④手続法などによる制約 
Euratom による条約締結手続は、EU のそれとよく似ている。まず委員会が理事会の指示
directive に従って交渉し、理事会の承認を得て委員会が締結する（101 条 2 項）。EU の条
約締結手続との違いは、委員会が交渉権限および締結権限を独占していること、交渉開始の
承認を得るために委員会が理事会に勧告を発することは手続的要件ではないことである。し
かし、交渉に際して委員会は理事会の指示を得、これに従う必要があるため、実際、交渉開
始前に両者が関わりをもつことは必須である。Euratom 条約では、条約締結手続において委
員会に一層強い権限が与えられている。というのも、理事会の行為を必要とせず、予算内で
実施しうる条約または契約は委員会が単独で交渉し締結しうると定められている（101条 3）。
もっともどのような条約が、この規定の対象なのかは定かでない。機関間均衡の観点から、
このような手続の活用はかなり限定的にしか正当化されないと考えられる。第 II 部にみるよ
うに、Euratom が関連する環境条約の場合、いずれも、101条 2 項の手続に従っている。 
 
⑤対外的権限 
Euratom 条約 2 条(h)には、「原子力エネルギーの平和利用の促進を醸成するため他の諸国
および国際組織との関係の確立」とある。これに従い、Euratom はその域内の活動分野にお
いて一般的に対外的な行動が認められている。Euratom 条約はこの対外的な側面について、
第 2部第 10 章「対外関係」に詳細な規定をおいている。Euratom は、その権限内において、
第三国、国際組織、あるいは第三国国民と条約あるいは契約を締結し義務を負うことができ
る（101条 1）と定められているように、Euratom の対外的権限は内外権限並行主義に基づ
くことが明確に示されている。よって、Euratom の環境保護に関する対外的権限は、対内的
権限と同様に構成国と共有されている。 
 
 
                                                     
53 Judgment of 10 December 2002, C-29/99. Commission v Council, ECR 2002 p. I-11221, para. 72. 
Euratom 条約第 2 編第 3 章以外の規定について排他的権限が明らかにされたケースがある。判決 1/78
によれば、鉱石・原料・核分裂性物質の供給、原子力に関する共同市場の運営、核物質の使用に関す
る監督に対する権限は Euratom に排他的に属するとされた（Ruling1/78 of 14 November 1978, Draft 
Convention of the International Atomic Energy Agency on the Physical Protection of Nuclear 
Materials, Facilities and Transports, ECR 1978 p. 2151, paras.13-23）。 
54 Opinion2/91, op.cit., n. 28, para.18. 
55 第 I 部 B章 1 参照。 
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5. 小括 
 
以上では、EU および Euratom に共通する一般的な対内的および対外的権限の性質および
枠組みを確認し、それに沿って EU および Euratom に、環境保護に関してどのような対外
的権限があるかを検討した。対外的権限の基礎となる対内的権限について、EU には曖昧で
広範な範囲の権限が与えられているのに対し、Euratom の権限はその設立目的に依拠し、よ
り限定的である。Euratom の権限は、人・環境を保護するための安全基準の設定を主とする
が、規定を詳細にみると単なる基準設定に留まらない権限が与えられていることがわかる。
また、EU、Euratom 共に、それぞれの対内的権限の範囲において、環境条約を締結する権
限を付与されている。また、両者に共通する点として、これらのすべての権限（環境保護に
関わる対内的および対外的権限）は、排他的権限ではなく、構成国と共有している権限であ
る。EU および Euratom の権限と重なる範囲で構成国の行動が許されるのは、2つの場合が
考えられる。第一に、これらが具体的な措置をまだ採択していない範囲において構成国は自
由に行動することができる。第二に、EU および Euratom が措置を採択している場合、その
範囲でこれらの排他的権限が成立しているが、これらの措置が最低基準を定めるものである
場合、構成国は、これらの措置を含め基本条約と両立する限りにおいて、より厳格な環境保
護措置を採ることができる。 
しかしながら、これまでの検討は、環境保護に関する EU（Euratom を含む）の対外的権
限が「EU 法上」認められる条件を示しているにすぎない。環境分野に関わらず一般に EU
が対外的権限を実際に行使しうるには、もう一つの条件、つまり国際社会の諸国が EU の対
外的行動を受容すること、が必要となる。国際平面において他国や他の国際組織が、EU 自
体を行為主体として認識して初めて、EU の対外的権限の行使は可能となる。
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B．EU による条約の締結とその法的効果－混合協定を中心として－ 
 
 
 国際法において、特定の条約の締約主体は当該条約のすべての権利義務を負うことができ
ることを黙示的に前提としている。権限の範囲に制限がある EU（Euratom を含む）のよう
な実体であって条約義務の一部しか負えない場合、この実体にはどのように条約の締約主体
性が認められるのだろうか。実際に EU による条約の締結を考えた場合、このような問題が
生じる。事実、環境条約も含め多くの条約の内容は、EU の権限と対応しているわけではな
く、EU は条約内容の一部に対してしか権限をもたない。 
 本章では、このような場合に生じる EU の条約締結形態である混合協定 mixed agreement
について論じる(1)。次に、混合協定も含めた条約の EU 法上の効果を検討する（2）。 
 
1．EU の権限と条約の締結 
 
 EUによる条約の締結については、いくつかの形態が考えられる。 
まず、EU による締結を条約自体が認めているかどうかが問題となる。例えば 1947 年
GATT（General Agreement on Tariffs and Trade：関税および貿易に関する一般協定）につ
いては、EU が排他的権限を有する通商権限にあてはまり、構成国はもはや権限を有さない
条約であったが、EU による加入が条約上認められていなかった。このように、EU の権限
がどのような性質であろうと、条約が EU による締結を認めていない場合、EU による締結
は不可能である。 
次に、条約が EU による締結を認めている場合であって、条約の内容が EU の排他的権限
のみに属する場合である。この場合、EU が単独で条約を締結する。例えば、先に述べた海
洋生物資源保全に関する EU 権限は、排他的権限である1。この権限に基づき、バルト海生物
資源の漁業および保全に関する条約は EU のみが締結している2。この条約には構成国である
ドイツとデンマークが EU より先に加盟していたが、EU の条約締結とともに脱退する規定
が定められた。 
第三は、EU による締結が認められているが、条約内容が EU の排他的権限のみには属さ
ない場合である。具体的には、条約が EU の共有権限や支援・調整・補足的権限に関わる場
合、EU の排他的権限が条約の一部にしかない場合、条約の中に構成国が排他的権限を有し
ている部分がある場合など、多様な例が挙げられる。実際、条約内容全体が EU の排他的権
限にすっきり収まる条約はほとんどない。多くの条約は、EU による締結を認めているとし
ても、EU の限られた権限の範囲に照らせば、EU は条約内容の一部を適用・実施する権限
しかない。EU の権限範囲に含まれない条約規定については、構成国が権限を有するため、
構成国が同じ条約を批准し、EU 権限の不足部分を補うことが求められる。 
 このように、条約が定めるすべての権利義務の適用について、EU の権限だけでは足りず、
                                                     
1 Judgment of 5 May 1981, Case 804/79, Commission v United Kingdom, ECR 1981 p. 1045, 
para.20 ; art. 3.1(d), TFEU. 
2 Ex. Council Decision 83/414/EEC on the accession of Convention on fishing and conservation of 
the living resources in the Baltic Sea and the Belts, OJ L 237, 26.8.1983, p. 4. この条約に関しては
構成国であるドイツとデンマークが先に加盟していたが、EUの条約締結とともに脱退すると定められ
ている。 
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構成国の権限がそれを補完する必要がある条約を、条約に対して EU と構成国の権限が混在
することから、混合協定と呼ぶ3。 
 EUが締結している環境条約はすべて、この混合協定の形態をとっている。 
前章で述べたように、EU は環境に関する権限に基づき環境条約を締結することができる。
しかし、実際に特定の環境条約を締結する場合、包括的な環境保護の権限によって締結が認
められるのではなく、より具体的に条約の内容およびそれに対応する EU の権限が確立して
いるかが精査される。また、構成国は環境権限を EU と共有する主体であり、上にみたよう
に構成国には、EU 権限が確立している範囲において常に EU より厳格な国内法を制定する
権限がある。この意味においても、EU と並んで同じ環境条約を構成国自身が批准すること
が認められる。EU が締結した条約を域内で適用する措置をとったとしても、構成国自身が
同じ条約を批准し、さらに厳格な措置を採る権限は害されない。 
混合協定の形態は、EU の限られた権限範囲を考慮すれば、条約内容との関係で生じる当
然の帰結である。また、容易に想像できるように、EU と構成国からなる権限の混合性は、
条約の交渉、締結、適用、実施、義務違反の場合の責任の所在など、条約に関わるすべての
段階で、国際法の平面においても、EU 法上も、しばしば対処が困難な事態を生じさせる。 
本節では、まず、環境条約の締約形態である混合協定の多様な実態を確認し(a)、混合協定
を円滑に維持するための EU 法および条約によるコントロールについて概説する(b)。 
 
(a) 混合協定 
【混合協定の法的位置づけ】 
これまで、EU の基本条約においても指令や規則などの派生法においても、混合協定の定
義やそのための規則が定められたことはない4。しかし、Euratom 条約 102条には、Euratom
とその構成国がそろって域外の第三者（国際機関や第三国）と結ぶ条約について規定が置か
れている。Euratom102 条は、「…共同体（Euratom）に加え一以上の構成国が当事国とな
る条約…は、国内法により条約…が適用可能になったことについて前記すべての関係構成国
から委員会が通知を受けるまで発効しない」と定める。Euratom 条約 102 条は、TEU・TFEU
と Euratom 条約を通して、混合協定に関して定められた唯一の規定であると同時に、次の
ような矛盾を回避する規定でもある。すなわち、批准すべき構成国の一部しか条約に入って
いない時点で EU がこれを締結した場合、理論的には EU による条約締結の効果として、当
該条約の効力は EU 全体に及ぶ。よって、未批准の構成国であっても条約義務に拘束され、
                                                     
3 よって、混合協定の形態をとる条約の適用・実施は、EU により行われる部分と構成国による部分の
総和である。混合協定の適用のすべての実態を検討するには、EUによる条約への対応だけでなく、構
成国権限に属する部分がどのように適用実施されているかも検討しなければならない。本稿は、EUに
よる環境条約の対応を考察対象としているため、後者の観点は欠落している。混合協定について条約、
EU法、国内法、これら 3 者の規範的相互作用を考察するには、別の枠組みが必要であろうし、また 3
者を包括して検討する視点は重要である。Bethlehem, Daniel , “International Law, European 
Community Law, National Law: Three Systems in Search of a Framework” in Martti Koskenniemi 
ed., International Law Aspects of the European Union, Kluwer law International, 1998, 
pp.169-196 ; Wouters, Jan, André Nollkaemper, and Erika de Wet eds., The Europeanisation of 
International Law: The Status of International Law in the EU and its Member States, T.M.C. 
Asser Press, 2008. 
4 もっとも、ニース条約で付加された TEC133 条 6 項 2 段には、EU と構成国が共に交渉し締結する
条約について示している。現行条約規定（TFEU207 条 4 項 3）は改正されており、このような記述は
なくなっている。 
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批准していない条約の権利が当該国に付与されるという矛盾が生じる。この規定は、各構成
国の権限を尊重するとともに、このような論理的矛盾を生じさせないための法的工夫でもあ
る5。 
Euratom 条約とローマ条約は同時期に起草されことから、ローマ条約の起草者にとって混
合協定が生じる可能性がまったく想定されていなかったわけではないだろう。しかし、現在
においても TEU あるいは TFEU はこの点について何も定めていない。 
実際、EUと構成国が同じ条約の締約主体になる現象は EUが設立された初期からみられ6、
基本条約などに特段の規定がない中で、実務において臨機応変に対処され、実行が蓄積され
てきた。 
他方、ECJは混合協定に関わるいくつかの事件に対処してきた。 
例えば、意見 1/767は、ECJ が基本条約と国際河川交通に関わる条約との適合性判断を求
められたケースである。この条約については、EU 設立以前に発効していた 2 つの先行条約
があり、いくつかの構成国が加盟国となっていた。これらの先行条約を統合し 1 つの条約に
改正する条約とEUの運輸に関する権限との関わりが、ECJで問題とされた。ローマ条約は、
このような先行条約と後法である基本条約が抵触する場合の調整について定めていた
（TEC234 条 2）。ECJ は、運輸政策に関する権限を有する EU と流域国としてこの河川交
通に関わる構成国がともに当該条約を締結することについて、構成国が加盟する必要性は
EU 法（TEC234条 2）の下で認められる限度において正当化され、EU の対外的権限を侵害
するものとみなされないと判断し、この条約が混合協定として締結されることを認めた。 
また、Euratom 条約と国際原子力機関（International Atomic Energy Agency, 以下 IAEA
と記す）の核物質防護条約との適合性を審査した判決 Ruling 1/788において ECJは、詳細に
両者の内容を比較し Euratom 条約の適用範囲から外れる条約内容が構成国に属することを
認め、混合協定となることについて特に問題にはしなかった。これは Euratom 条約にその
旨の規定があるからだと考えられる。 
他方、これとほぼ同時期に判断された国際天然ゴム協定に関する意見 1/789では、この協
定が、EU が排他的な権限を有する共通通商政策に関わると述べつつも、協定が緩衝在庫制
度への資金拠出を国家に対して定める場合、そのため（だけ）に構成国と EU がともに条約
を締結する混合協定になると判断した。この ECJ 意見は、この協定が総体的に EU の排他
的権限に属するという点よりも、細部の資金拠出の点を重要視し、あまりにも安易に混合協
定性を認めていると批判された10。 
なお、WTO 事件については、ECJ の判断の当然の帰結として WTO 協定は混合協定とし
                                                     
5 このような規定がない EU においては、慣行として EU が全ての構成国が加盟した後に締結する傾向
がある。 
6 Ex. Agreement establishing an Association between the EEC and Greece, OJ, 1963, p.296. 
7 Opinion1/76 of 26 April 1977, Draft Agreement establishing a European laying-up fund for 
inland waterway vessels, ECR 1977, p.741. 
8 Ruling1/78 of 14 November 1978, Draft Convention of the International Atomic Energy Agency 
on the Physical Protection of Nuclear Materials, Facilities and Transports, ECR 1978 p. 2151. 
9 Opinion 1/94 of 15 November 1994, Competence of the Community to conclude international 
agreements concerning services and the protection of intellectual property, ECR 1994, p.I-5267. 
10 Cremona, Marise, "The Doctrine of Exclusivity and the Position of Mixed Agreements in the 
External Relations of the European Community”, Oxford Journal of Legal Studies, Vol. 2, No. 3 
(Winter, 1982), p. 419. 
25 
 
て締結された11。しかし、この件で混合協定について ECJ は論じたわけではない。ECJ は、
WTO 諸協定に対する EU の排他的権限のみを明確にしただけであって、非排他的権限－共
有権限その他－の範囲について論じることも、また混合協定について述べることもしていな
いのである。この件では、EU の権限を WTO 諸協定に照らして包括的に論じない ECJの姿
勢が保守的であると評されている。 
このように ECJ は、意見 1/76 では混合協定とするにはそれなりの正当化が必要と慎重に
判断しているようにみえるが、他方で意見 1/78のような安易に混合協定を認めるケースもあ
る。これらの事例は混合協定に多様な形態があることを示していると同時に、ECJにおいて
も混合協定を定義づけるような判断はしておらず、また混合協定に対し一貫した態度を示し
ているわけではないことがわかる。 
 
【学説】 
多様な混合協定の実行に対し基本条約や判例法が分析のための有益な鍵を与えない中で、
研究者によって枠づけや類型化の試みがなされてきた12。しかし、実際それらはあまり有用
でない。それは次のような理由による。 
第一に、上で述べた EU の限定的な対外的権限に照らせば、混合協定は、条約内容全体に
対する権限を EU が単独で有しないために、つまり条約の内容が EU の排他的権限だけに収
まらないために構成国の権限を必要とする条約である。しかし、EU 権限が条約義務全体に
対して限定的にしかないことを根拠とせず、EU と構成国が共に締結している条約を全て混
合協定として論じる場合もある。これに従えば、EU と構成国はそれぞれ独立して条約義務
のすべてを負い、権利を行使できる場合、つまり権限の混合性がない場合も混合協定に含ま
れる。このような例に、欧州復興開発銀行設立条約がある13。また、将来実現すると思われ
る欧州人権条約14への EU の加入も、EU 自体がすべての条約義務を負う主体となりうるた
め、構成国の権限と EU の権限には相互補完性はない。このように混合協定はその定義が定
まった用語ではないため、学説によりこの用語の用いられ方が異なっている15。 
第二に、仮に EU と構成国の権限の相互補完性を混合協定の必要条件とした場合でも、形
                                                     
11 現在、WTO諸協定に照らした場合の EUの共通通商政策権限（排他的権限）は基本条約の改正に伴
い拡大されている。Neframi, Eleftheria, L'action extérieure de l'Union européenne, LGDJ, 2010, 
pp.35-49. 
12 Ex. Schermers, Henry G.,"A Typology of Mixed Agreements", in O’KEEFFE, D., SCHEMERS, 
H.G., Mixed agreements, Kluwer, 1983, pp.23-31; 荒木教夫「混合協定に関する若干の考察」中村睦
男, 大石眞編『立法の実務と理論：上田章先生㐂寿記念論文集』信山社出版、2005 年、pp.227-261。 
13 90/674/EEC: Council Decision on the conclusion of the Agreement establishing the European 
Bank for Reconstruction and Development, OJ L 372, 31.12.1990, pp. 1–2. 
14  Neframi, Eleftheria, Les accords mixtes de la Communauté européenne : aspects 
communautaires et internationaux, Bruylant, 2007, pp.16-19. 
15 また、EUが 3 本柱構造をとっていた時期には、国際法人格を有する EC、それを有しない CFSPと
／あるいは PJCC が両方関わる場合、つまり異なる法主体性をもった分野の権限が同時に一つの条約
に関わる場合を第二世代の混合協定と称して論じられていた。EUの統一的で単一の法人格が確立され
た現在ではこのような混合性の問題はない。Wessel, Ramses A., "Cross-pillar Mixity: Combining 
Competences in the Conclusion 
of EU International Agreements", in Hillion, Christophe and Panos Koutrakos eds., Mixed 
Agreements Revisited : The EU and its Member States in the World, Hart Publishing, 2010, 
pp.30-54. 
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式的な分類は時として混合協定の実態からかけ離れてしまう。例えば、一つの類型として条
約内容が EU の排他的権限と構成国の排他的権限に属する場合が設定できる。この場合、EU
は自身の排他的権限に属する条約の部分のみを実施し、構成国はその他の自身の排他的権限
に属する部分を担う、いわば、実際には EU の締結条約と構成国の締結条約が並立し、一つ
の条約に収まっている形態と説明される。しかし、このような類型に当てはまるものは実際
にはない。 
第三に、そして最も重要なことは、EU の対外的権限が、必ずしも、基本条約や派生法が
確立している権限の範囲に従って合理的には行使されないからである。法的な権限範囲を反
映している実質的な混合協定と、法的には混合協定の形態を採る必要がない場合にも作為的
に混合協定の形態をとっている、虚偽の混合協定がある。 
虚偽の混合協定がつくられる EU 内部の原因として、まず、理事会－明確にはこれを構成
する構成国－の思惑がある。EU に比較的強い対外的権限がある場合でも構成国には国際社
会においてその存在を示し、自らの主権に基づく対外的行為－条約交渉や締結など－を害さ
れたくないという意思が働く。そのため、混合協定とする余地がわずかにでも見出されれば、
条約を批准し、混合協定とする16。また、理事会は、交渉の開始、交渉内容の指示など条約
締結手続の実質を担っているが、理事会内で合意に至る過程において、EU の権限を狭く解
釈し、できるだけ国家の裁量の余地を残そうとする。実際、理事会が EU の黙示的・明示的
対外的権限を寛容に広く解釈するのであれば、混合協定の数は減らすことができるという17。 
他方で、EU の利益を代表する委員会の思惑もある。委員会が、EU の排他的権限を主張
し、EU 単独での交渉および締結を望んだ場合、権限の認識が食い違い理事会と紛争となる
可能性がある。この場合、EU 内部での条約締結手続は少なくとも滞る。しかし、混合協定
という形態をとれば、理事会から交渉の許可が得られやすい。そのため、委員会は妥協する
のである。このように、混合協定は、EU 法内部での EU と構成国間の権限配分を不明確に
したまま EUが対外的行為を行うことができる手段なのである。このような最たる例として、
天然ゴム協定事件の後、EU が排他的権限を有する物品貿易に当てはまる UNCTAD（United 
Nations Conference on Trade and Development ：国連貿易開発会議）の第一次産品に関わ
る諸協定については、EU 権限の実態に反し混合協定とする取極め（PROBA21）が委員会と
理事会とで結ばれた。 
このような理由から、条約締結手続に関わる 2 つの機関において様々な計算が働くのであ
る。 
また、条約交渉における第三国が EU と構成国の双方が条約に関与することを望むことが
ある。それは第三国にとって EU という実体がわかりづらく、条約上の義務を EU が果せる
のか、義務違反をどのように EU に対して追及できるのかなどが定かでないため、担保とし
て構成国による加盟を要請するのである。 
 従って、様々な主体の政治的な思惑が働き、実際には純粋に法的な EU の権限範囲から帰
結される実質的な混合協定と、政治的な理由による作為的な混合協定とが混在している。さ
らに混合協定の形態をとることによって EU の権限が明確化されないことから、実質的な混
合協定か否かは常にはっきりと区別できるわけではない。 
 混合協定については、上記の曖昧さが常に付きまとい、法的な理論化が困難な実行である
ことを念頭におきつつ、本稿では、本稿の目的に即し、混合協定を、実質的な混合協定、つ
                                                     
16 O’Keeffe, D. and Schemers, H.G., “Introduction”, in O’Keeffe, D. and Schemers, H.G., Mixed 
agreements, Kluwer, 1983, p.ix. 
17 Ehlemann, C.-D., “Mixed agreements. A list of problems”, in O’Keeffe, D., Schemers, H.G., 
Mixed agreements, Kluwer, 1983, pp.5-6; Neframi, Eleftheria, op.cit., n.14, pp.16-19. 
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まり EU だけでは条約全体に対して完全な権限を有さないため、構成国の権限を補完的に必
要とする協定と定義し、多国間条約を想定することとする。 
 
(b) 混合協定の実施に関するコントロール 
 
(1) EU 法によるコントロール 
 EU 権限と構成国の権限が相互補完的に関連する混合協定には、条約交渉、締結、実施な
どあらゆる段階で EU と構成国双方が関わるため、さまざまな問題が生じると考えられる。
例えば、どのような締結手続をふむのか、構成国の一部が未批准の状態で EU が同じ条約に
先に締結した場合、その効果はどうなるのかなどである。 
各段階に共通して求められるのは、国際法上、EU とは別個の交渉主体であり締結主体で
もある構成国が EU の行動を積極的に害するような行為を控え、EU と構成国の対外的行動
の一体性、一貫性を確保することである。このような考え方は、EU と構成国間の誠実協力
義務（TEU4条 3 項）をその根拠としている。 
 TEU4条 3 項には次のように定める。 
 
 「誠実な協力の原則に従い、EU および構成国は相互に十分尊重
し合い、基本条約から生ずる任務の実施において相互に援助
しあう。 
  構成国は、基本条約および EU 諸機関の行為から生ずる義務の
履行を確保するために、一般的または個別的なあらゆる適切
な措置をとる。 
  構成国は、EU の任務の達成を促進し、EU の目的の達成を脅
かすいかなる措置も慎まなければならない」。 
 
 この誠実協力義務は、その一般的な表現からわかるように、EU の対外的権限の行使の場
にのみ適用されるわけではない18。また、対外的行動の中でも混合協定の場合にだけ構成国
に求められる義務でもない。対外的権限が実質的には存在するが、条約が締約主体を国家の
みに限定しているなど、国際法上の理由で EU が条約に関与できない場合にも、誠実協力義
務に従い、構成国には EU の利益のために行動することが求められる（ actio pro 
communitate）19。しかし、権限の区分が曖昧で EU の対外的行動と構成国のそれとの協調
が不可欠とされる混合協定については、特にこの義務が重要な意味をもつ。この包括的な原
則に類するものとして、EUの対外関係においては「密接協力義務 duty of close co-operation」
（あるいは単に協力義務）という表現が使われる。 
 実際、このような義務は様々な形で実践されている。例えば、WTO や国連食糧農業機関
（Food and Agriculture Organization、以下 FAO と記す）などに対して、EU と構成国、
あるいは EU と理事会がどのように協力するかを定めた取極め arrangement が作られてい
                                                     
18 例えば、EU域内の国内裁判所が EU法に適合する解釈を行う義務の根拠として（Judgment of 10 
April 1984, Case 14/83, Sabine von Colson and Elisabeth Kamann v Land Nordrhein-Westfalen, 
ECR 1984 p.1891, para.26.）、EU法の優越原則に基づき EUの措置と抵触する国内措置を排除する構
成国の義務の根拠としても（Judgment of 19 June 1990, Case C-213/89, Factortame, ECR 1990 p. 
I-2433, paras.19-20.）援用される。 
19 Judgment of 12 February 2009, Case C-45/07, Commission v Hellenic Republic, ECR 2009 p. 
I-701. 
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る。また、包括的な取極めがない場合で両者の協調が必要な多くの場合に、両者による「共
通の立場 common position」が確立される。共通の立場には、EU と構成国が総体として主
張する交渉の方向性が決められ、発言者、投票行動などについてとり決められる。共通の立
場を採択する必要がない、あるいはその採択に至らなかった場合、構成国は EU と密接に協
力する義務はない。 
 混合協定に関する ECJ 判例においても、条約の交渉、締結、実施に関して EU と構成国
が協力すべきことが繰り返し述べられているが20、密接な協力義務の内容が具体的に明らか
にされたことはない。しかし、この義務に言及したいくつかの判例がある。EU と構成国が
共に正規のメンバーとして加盟している FAO に関する件で ECJは、FAO における両者の行
動について定める内部取極めに密接協力義務が具体化されていると認め、取極めに基づき判
断した。取極め自体に法的な効力はないが、ECJはこれを密接協力義務を具体化し、拘束性
のあるものとして扱った21。また、当時は EU 未加盟の東欧諸国と EU が運輸分野（共有権
限分野）で条約を締結しようとしていたところ、ルクセンブルクとドイツがこの条約と同じ
範囲の内容を有する 2カ国間条約を複数の東欧諸国と締結・実施し、問題となった。この件
で ECJは、次のように両国を密接協力義務違反とした。つまり、理事会が委員会に条約交渉
を許可する決定を下した段階で EU はその対外行動に着手しているのであるから、構成国に
はこの時点から自らの行動を差し控える義務とはいかないまでも、EU の任務の達成を促進
し、その対外行動の一貫性を確保するために協力する義務があると示した。そして、両国は
少なくとも EU、特に委員会と協議し協力する必要があったと判断した22。さらに、委員会
対スウェーデン事件では、混合協定として EU が締結している残留性有機汚染物質に関する
ストックホルム条約の締約国会議に、理事会で協議された EU としての共通戦略に反し、ス
ウェーデンが一方的に条約事務局に提案を提出したことが、密接協力義務違反とされた23。
Mox Plant 事件では、混合協定から生じる義務に関する構成国間の紛争について、構成国が
ECJ 以外の紛争解決機関に付託する場合、その前に EU 機関に通知し協議する義務が、密接
協力義務としてあると判示した24。 
 なお、Euratom 条約にも TEU 4条 3 項とほぼ同じ内容の規定がある（Euratom 条約 192
条）。既に言及した核物質防護条約の適合審査において ECJ は、この規定に示されている誠
実協力義務を想起し、条約の交渉、締結および条約義務の実施における Euratom と構成国
との密接な連携によって、条約は実施されると述べている25。また、先の Mox Plant 事件は、
原子力施設に関する問題だったため Euratom とも関連を有していた事例である。この中で
Euratom条約 192条は、TEU 4条 3項と並んで密接協力義務の根拠として援用されている。
よって、Euratom と混合協定の関係においても、TEU 4 条 3 項から導かれる密接協力義務
が構成国に課せられていると考えられる。 
                                                     
20 Opinion2/91 of 19 March 1993, Convention Nº 170 of the ILO, ECR 1993 p. I-1061, paras. 36-3 ; 
Opinion1/94,op.cit., n.9, paras.106-109. 
21 Judgment of 19 March 1996, C-25/94, Commission v. Council (FAO), ECR 1996 p. I-1469, 
paras.40-51. 
22 Judgment of 2 June 2005, C-266/03, Commission v. Luxemburg, ECR 2005 p. I-4805, paras 
57-60 ; Judgment of 14 July 2005, C-433/03, Commission v. Germany, ECR 2005 p. I-6985, 
paras.63-66. 
23 Judgment of 20 April 2010, C-246/07, Commission v Sweden, ECR 2010 p. I-3317, paras.70-77. 
24 Judgment of 30 May 2006, Case C-459/03, Commission v Ireland, ECR 2006 p. I-4635, paras 
175-177, 179. 
25 Ruling1/78, op.cit., n.8, paras. 33-36. 
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これらの判例から、少なくとも次のことがわかる。混合協定に対して取極めや共通の立場
によって協力の内容およびその方法が具体化されている場合、構成国はこれに従う義務があ
る。そして、取極めなど具体的な文書がない場合は、構成国が当然に対外的行動を停止ある
いは控える義務までは ECJ は確立していないものの、少なくとも EU 諸機関に事前に通知
し協議する義務が課せられる。このように、密接協力義務自体には、混合協定に関する様々
な段階において、構成国の行動を EU の行動に完全に協調させるほどの強制力はないが、一
定のコントロールを及ぼしている。さらに、ECJ によるこの義務の解釈を通じて、密接協力
義務が強められる可能性がある。 
 
(2) 条約によるコントロール 
 条約の側では、EU の関与を条約が認めたとしても、主権国家とは異なる EU の性質から、
EU と構成国という混合主体と第三国締約国の間の衡平を確保するために様々な調整が図ら
れる。そのような調整のための諸規定は、第三国締約国が EU と構成国による権限の混合性
を黙示的に認めていることの表れである。もっともそれらは個々の条約において条約内容や
関与する諸国の意思によって決められるため、条約によって様々である26。 
EU の締結を可能とするための諸規定は、まず、EU の条約締結条件、EU と構成国の間の
投票権や発言権の配分など、条約実施手続の側面に現れる。例えば EU に条約締結のための
条件を課した例として、南極海洋生物資源保存条約27がある。この条約は、地域的な経済統
合のための機関の締結について条約設置機関である委員会内での協議を条件としている（29
条 2 項）。また、国連海洋法条約は、過半数の EU 構成国が署名しなければ EU は署名でき
ないと定める（付属書 IX2 条）。投票権については、条約の締約国会議などにおける投票権
を EUに認める場合も、同じ条約に加盟している構成国とは別に EU としての投票権を認め
るものはほとんどない。一般的に、EU の権限事項において EU に投票権が与えられる場合、
EU は同じ条約に加盟している構成国の合計数の票を有し、EU が投票する場合、構成国に
は投票権がない。逆に構成国が個々に投票権を行使する場合、EU に投票権はない28。 
 上記の投票権規定にも当てはまるが、一般的に、EU と構成国はそれぞれの権限の範囲に
おいて条約上の権利義務を負うと定められる29。このような規定は、投票権などの手続的な
権利についても、その他の実質的な権利の行使についても、EU と構成国とが同時に同じ権
利を行使できないこと、また義務に関しては両者の権限範囲に応じて適正に履行することを
EU と構成国に義務付けている。 
これらの規定は、EU と構成国との間で適正に権利義務を配分するよう義務付けるのみで、
同じ条約の第三国締約国には具体的な配分はわからない。しかしさらに、この EU と構成国
との権限区分の明確化を求める条約があらわれた。その方法は、EU が条約を締結する際に
EU に自らの権限範囲を宣言させることである。この手段は一般に権限宣言と呼ばれ、国連
海洋法条約において初めて用いられた30。 
                                                     
26 次のものにも多様性は示されている。Feenstra, J. J., “A Survey of the Mixed Agreements and 
their Participation Clauses”, in O’Keeffe, D., Schemers H.G., Mixed agreements, Kluwer, 1983, 
p.207-248. 
27 Convention on the Conservation of Antarctic Marine Living Resources. 
28 例えば地中海汚染防止条約 19 条、2001 年カカオ協定 4 条 2 項、WTO 設立協定 9 条 1 項。権限の
帰属が明確化していない共有権限に関しては、EU内で合意される共通の立場によって決められる。 
29 例えば、移動性野生動物種の保全に関する条約 1 条 2 項、核物質防護条約 18 条 4 項 b。 
30 条約による EU 権限に対するコントロールをこれまでで最も詳細にかつ厳格に定めているのが、国
連海洋法条約の付属書 IXである。第 II 部 C 章 1 参照。 
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EU の関与を認める条約の中で、環境条約の特徴は権限宣言を EU に課すものが多いこと
である31。国連海洋法条約以降、多くの環境条約が EU に権限宣言の提出を義務付けている32。 
EU に関する規定について環境条約には、もう一つ特徴がある33。それは、条約の中で EU
を指す用語として、’regional economic integral organization’（地域的経済統合機関、以下
REIO と記す）と表現されることである。この EU を暗示する一般化された表現は、そもそ
も EUの存在を国際法主体として承認していなかった冷戦時の東側諸国に対する配慮であっ
た。条約中に ”European Union”（あるいは当時においては ”European (Economic) 
Community”）そのものを明示するのではなく、一般的な表現に置き換えることで、東側諸
国の抵抗を受けることなく EU による条約の締結を可能にすることができた34。冷戦終結後、
REIO 方式を用いる理由はなくなったが、この方式は現在でもよく用いられており、将来 EU
のような統合化の進んだ（新たな）国際組織の条約への加入を可能としている。 
 このように、条約が EU の権限に対処するために定める諸規定は、EU と構成国からなる
混合的な権限を国際社会が受けいれている証拠であると同時に、それに対する第三国締約国
が示す懸念の表れでもある。EU による締結を認める多くの環境条約には、これらの法的な
技術が多用されている。 
 
2．EU 法における締結条約の効果 
 
 1 では、EU が環境条約を締結する形態である混合協定について、その性質を確認し、EU
法および条約がこれに及ぼしている法的なコントロールについて概観した。本節では、具体
的な環境条約と EU の関係の検討に入る前に、この混合協定が EU 法においてどのように位
置づけられているのかを検討する。 
基本条約は、「EU が締結する条約は、EU 諸機関および構成国を拘束する」と定める（216
条 2 条）。さらに、この規定を解釈し、ECJ は繰り返し、「EU が締結した条約は、EU 諸機
関の行為であり、その条約諸規定は、EU 法の不可欠な一部をなす」と述べてきた35。これ
らの条文および判例法が、すべての EU 締結条約の法的効果に関する原点である。 
先に述べたように、基本条約には Euratom 条約 102 条を除き、混合協定に関する規定は
ない。また ECJ は、上のように判示する際に、混合協定を EU のみが締結した条約と区別
していない。実際、注に挙げた判例はいずれも混合協定を対象としたものである。よって、
EU が締結した条約である混合協定にも、これらの原則および判例法は当てはまる。 
 
【締結条約の法的位置づけ】 
混合協定も含め EU が締結した条約の EU 法秩序における位置づけは、一般に、基本条約
に従属し、指令や規則などの派生法に優位すると理解されている。この法的序列は基本条約
                                                     
31 MacLeod, I., I.D. Hendry, Stephen Hyett, The external relations of the European Communities : 
a manual of law and practice, Clarendon Press, 1996, pp.327-331. 
32例えば、国際河川湖沼の利用と保護に関する条約 25 条 4 項、オゾン層保護条約 13 条 3 項。 
33 MacLeod, I., I.D. Hendry, and Stephen Hyett, op.cit., no.31. 
34 ROGER, Apolline, L'action environnementale extérieur de l'UE: Les accords mixtes, 2010, 
L'Harmattan, p.102. 
35 Judgment of 30 April 1974, Case 181/73, R. & V. Haegeman v Belgian State, ECR 1974 p.449, 
para. 5; Judgment of 30 September 1987, Case 12/86, Meryem Demirel v Stadt Schwäbisch Gmünd, 
ECR 1987 p.3719, para.7; Judgment of 16 June 1998, Case C-162/96, A. Racke GmbH & Co. v 
Hauptzollamt Mainz, ECR 1998 p. I-3655, para.41. 
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に明示されているわけではないが、次のように解釈されている。 
 まず、基本条約と締結条約の関係については、EU、Euratom ともに基本条約と締結しよ
うとする条約との適合性審査が定められていることが挙げられる（TFEU218 条 11 項、
Euratom104 条 3項）。とりわけ TFEU218 条 11 項は、締結が検討されている条約と基本条
約の適合性について ECJ が否定的な意見を示した場合、当該条約の修正あるいは基本条約の
改正によって適合性が確保されなければ、当該条約の効力は生じないとある。これによれば、
基本条約と条約とが適合していなければならないが、基本条約と両立しない条約が当然に無
効になるのではなく、基本条約自体の改正によって、両者の適合性を確保する可能性が示さ
れている。よって、両者は並行的な位置にあるようにもみえる。 
 しかし締結条約は、基本条約が構築する制度枠組みの中で作用することが求められる。つ
まり、権限付与の原則により限られた権限範囲の中で適用されること、諸機関の権限および
手続に服すること、その他基本条約の実質的な規範に反することはできない。よって、締結
条約は、基本条約が課す構造を逸脱するような規範であることは認められず、基本条約と適
合的でなければならない。以上から、基本条約は締結条約に優位すると考えられている。 
 締結条約と派生法との関係は、締結条約に EU 諸機関が拘束されることから導出される。
諸機関は自らの権限を行使する上で、EU が締結した条約を遵守しなければならない。ここ
に、締結条約が派生法に優位することが示されている。よって、締結条約の内容と重なる既
存の派生法も、この条約を適用するために採択される事後の派生法も、条約に適合するよう
に解釈され、かつ、条約に反することはできない。またこの点は、判例でも確認されており、
ECJ は締結条約に照らして、派生法の適法性を審査する36。 
 
【混合協定の解釈】 
 先に述べたように、ECJ は混合協定全体が EU 法の不可欠な一部をなすという立場をとっ
ている。ECJは条約規定の解釈に先立ち、混合協定の特定の規定が EU あるいは構成国どち
らに属するかについては特に注意を払わない。 
フランスの環境条約違反が問われたケースで ECJは、混合協定であっても、それは「EU
が単独で締結した純粋な EU 締結協定と同等の法的地位を有する」37と示し、条約が定める
水質汚染防止に関して、EU にも同じ分野の法的措置があることを理由に、ECJの管轄権を
正当化した38。このように、どの規定が EU 権限に属するかを明確にせず、構成国の権限に
属する規定について判断した。 
 また、TRIPS 協定39に関し、ECJ には混合協定の EU が負う義務を画定する権限があると
                                                     
36 Judgment of 10 September 1996, Case C-61/94, Commission v Federal Republic of Germany, 
ECR 1996 p. I-3989, para. 52; Judgment of 23 November 1999, Case C‑149/96, Portugal v Council,  
ECR 1999 p. I‑8395, para.49; Judgment of 30 September 2003 , Case C‑93/02 P, Biret 
International v Council, ECR2003 p. I‑10497, paragraph 53; Judgment of 1 March 2005, Case 
C‑377/02, Van Parys, ECR2005 p.I‑1465, para. 40; Judgment of 14 June 2012, Case T-338/08, 
Stichting Natuur en Milieu and Pesticide Action Network Europe v Commission, Not yet published, 
paras.53-54. 
37 Judgment of 7 October 2004, Case C-239/03, Commission v French Republic , ECR 2004 p. 
I-9325, paras. 25-26. 
38 Paras. 27-28, idem., Case C-239/03. 
39 Agreement on Trade-Related Aspects of Intellectual Property Rights, 知的所有権の貿易関連の側
面に関する協定。 
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し、この目的のために協定全体を解釈する権限があると示した40  
また、別のケースでは、ECJ の解釈権限の中で、ECJ には EU 全体で一貫した混合協定
の適用を確保する義務があると自らの解釈権限を正当化している41。 
 このように、ECJ は、「条約は…EU 法の不可欠の一部をなす」という原則に則って、混
合協定全体を解釈する。ECJ には、混合協定の中の EU 権限に属する規定を明確化したり、
これらだけに固執して、解釈範囲を限定する姿勢はみられない。たしかに ECJ の行為は、複
数の実施主体が混在する混合協定の適用に一貫性をもたせる効果があり、混合協定の適切な
履行確保に寄与していると言いうる。また、このような正当化によって解釈権限を混合協定
全体に広げることで、ECJ は、権限区分の明確化回避という混合協定の利点そのものを維持
しているといえよう。 
 
【Euratom における締結条約】 
 なお、Euratom については多少状況が異なる。 
Euratom 条約には、先に述べた 102条が含まれる「対外行動」に関する章（101－106条）
がある。この中で、Euratom の権限範囲に入る他の条約を統制する複数の規定をおいている。
また、基本条約との適合性審査についても定める（104 条 3項）。 
しかし、TFEU と大きく異なるのは、Euratom 条約には、締結した条約が諸機関や構成国
を拘束するという規定がないことである。また、基本条約の適合性審査についても、委員会
は審査を求めることができるとあるだけで、TFEU218 条 11 項と違い、ECJ が適合性を否
定した場合の効果については何も述べていない。このように、Euratom 条約における締結条
約の位置づけは、曖昧である。 
 EUと Euratom の締結条約に対するこの違いは、原子力分野における構成国の主権的主張
の強さが反映していると思われる。識者は、「締結条約が諸機関と構成国を拘束する」という
EU の原則は、Euratom 条約に明示されていないだけで、Euratom にも同様に当てはまると
推定している42。 
また、Euratom が締結する混合協定に関わる ECJ 判例も、EU に比べ極端に少ない。こ
れらには、Euratom 条約との適合性が問われた判決 1/7843と Euratom 条約規定の解釈に関
する判例44があるのみである。どちらも、条約締結前あるいは条約締結手続過程において判
断されたものであり、締約後の適用や法的効果が問題となった事例ではない。 
以上から、Euratom と締結条約（混合協定も含む）の関係および締結条約の効果について
は、Euratom 条約と EU 条約との違いを考慮した上で、可能なかぎりにおいて EU に関する
判例法から類推するしかない。 
 
3．小括 
 
 本章では、権限に限定のある EU が様々な条約を締結する際に生じる混合協定の問題を中
心に論じた。 
                                                     
40 Judgment of 11 September 2007, Case C-431/05, Merck Genéricos - Produtos Farmacêuticos Ldª 
v Merck & Co. Inc. and Merck Sharp & Dohme Ldª, ECR 2007 p. I-7001, paras 33, 36-38. 
41 Judgment of 26 October 1982, Case 104/81, Hauptzollamt Mainz v C.A. Kupferberg & Cie KG 
a.A., ECR 1982 p.3641, para.14. 
42 MacLeod, I., I.D. Hendry, and Stephen Hyett, op.cit., no.31., p.124. 
43 Ruling 1/78, op.cit., n.8. 
44 Judgment of 10 December 2002, C-29/99, Commission v Council, ECR 2002 p. I-11221. 
33 
 
 混合協定とは、国際法と EU 法の接点における極めて多様な実行であり、法的枠組みや理
論化になじまない実務的慣行である。しかし、その中で、混合協定を維持するために、EU
は密接な協力義務の解釈を通して、EU と構成国からなる混合的実体に統制を及ぼし、条約
側は、第三国締約国とこの混合的実体との均衡を図るために、EU のための特殊な規定を発
展させてきた。 
 既に述べたように、本稿の対象である環境条約と EU との関係は混合協定の形態をとって
いる。そのため、本章の検討作業は、第 II部で検討する個々の環境条約と EU との関係すべ
てに共通する枠組みと言いうる。このような枠づけは、環境条約と EU の関係について、一
定の法的な制約やコントロールが働いていることを示しているが、他方で EU と構成国の間
の権限区分やより具体的な規範的作用を明らかにしない点において、概括的で、形式的な枠
組みに留まっている。 
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第 II 部 環境条約と EU 環境法政策との間の相互作用 
 
 
 第 II 部では主要な環境条約と EU 法との間の関係を検討する。  
第 I 部で述べたように、EU 環境法政策は、1972 年国連人間環境会議を契機に発展して
きた国際環境法とほぼ同時にその発展が始まり、EU はこれまで数々の環境条約の締結主
体となってきた。EU が締結した最初の環境条約は、陸地の汚染源による海洋汚染防止パ
リ条約（1975 年）である1。このように、EU と環境条約との関わりは、EU に環境保護の
ための権限が明示的には認められていなかった極めて初期の段階から始まり、現在では、
EU が締結している多数国間条約の約 4 分の 1 を環境条約が占めるほどになっている2。従
って、国際社会において EU は多くの環境条約に関与する主体として認められており、EU
にとっても環境権限における対外活動は重要となっている。  
 混合協定として EU が環境諸条約を締結しているという事実はそれだけで、環境条約が
EU 権限の範囲内で適切に履行されているような印象を与えるかもしれない。しかし、主
要な環境条約と EU との関わりを詳細に検討すると、環境条約の締結から生じる形式的で
抽象的な効果と、その条約が EU 法に及ぼしている実際的な効力や締結条約の EU 法とし
ての実際的な効力は別であり、また、この実際的な効果は多様であることがわかる。さら
に、EU が締結していない環境条約もまた EU 環境法と重要な関わりをもっている。そこ
には、環境条約といっても多様性があり、個々の条約の実質的な内容、EU に締結や加入
を認めているか否か、条約の背景、条約内容に関連する既存の EU 法の発展の程度、ＥＵ
を取り巻く外的および内的な状況の変化など、多くの要素が作用している。そして、時の
経過とともにこれらの諸要素は変化し、環境条約と EU 法との関わりも少なからずこれら
の変化から影響を受ける。 
 第 II 部では、EU 法と環境条約との多様な、そして実際的な関わり方をいくつかの類型
に分けて考察し、EU 法と条約の関係についての理論的で一般的な考察によっては示され
ない、より実質的な規範的相互関係を、環境分野において明らかにすることを目的とする。  
 
第一の類型は、EU 法が環境条約のモデルケースになった場合である（A）。EU 法が条
約規範に直接に影響を与えたこのような例は、数は少ないもののいくつか見受けられる。
採択された条約は、モデルとなった EU 法と全く同じというわけではなく、条約交渉の過
程で更に精査され、条約正文として国際社会に受容される形に修正される。この条約を今
                                                     
1  Decision 75/437 concluding the Convention for the prevention of marine pollution from 
land-based sources, OJ L 194, 25.7.1975, p. 5. 
2  European Commission External Relations DG RELEX/B2 - Treaties Office, Annotated 
Summary of Multilateral Agreement to which the European Union is a Contracting Party, 
European Union, 2011, p.6 <Graph 4: Percentage of Agreements per Activity Domain>. ＥＵが
締結している多国間条約の中での環境条約の割合は、24.5%である。この数字には漁業関係および
エネルギー関係のものは含まれていない（これら分野の条約の割合はともに 7.4%）。このサマリー
は次の URL からからアクセス可能である。  
http://ec.europa.eu/world/agreements/viewCollection.do?fileID=58584 [last accessed Oct. 25, 
2012] 
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度は EU が締結する。さらに、条約のモデルとなった既存の EU 法を条約規範に適合させ
るための改正作業が行われることがある。  
第二の類型は、EU 法が環境条約より先行して存在するのではなく、採択された環境条
約をまず EU が締結し、次いでこれを EU 法として取り込む場合である（B）。EU が締結
している多くの環境条約はこの類型に当てはまる。その中で、本稿では、オゾン層保護条
約とモントリオール議定書、気候変動枠組条約と京都議定書など、いくつかの環境条約を
とりあげる。 
第三の類型は、EU が締結した環境条約について EU がそれを域内に適用するための措
置を採っていない場合である（C）。EU が締結した環境条約であっても、その内容が規則
や指令などによって EU 法化されていない場合、その条約の適用・実施は、同じ条約を批
准した構成国にもっぱら委ねられている。この場合、環境条約の適用・実施については EU
法が重要な役割を果たしているわけではない。この類型は、条約の締結による形式的な法
的拘束力と、実質的な規範的効力が最も乖離するケースである。この類型には、海洋環境
保護や河川保護に関する諸条約、自然動植物の保護に関する諸条約があてはまる。  
最後の類型は、EU が締結していない環境条約であるが、EU が自主的にその条約の内
容を域内措置として取り込んでいる場合である（D）。この場合、EU は当該条約の締約主
体ではないため形式的には条約上の義務を負っていないが、実質的には当該条約と EU 法
は関わりをもっている。このような関与の仕方は、第 I 部で検討した混合協定の理論枠組
みでは考察されないものである。しかし、EU 法と環境条約の規範的相互作用を考える上
で重要な類型である。 
 
類型化による各環境条約の検討において、本稿では、次の 2 点に重点をおく。第一に、
環境条約規定を参照し、条約における EU の位置づけを確認する（条約における EU の地
位）。第二に、当該環境条約に関連する EU 法を参照し、条約規範がどのように EU にお
いて適用・実施されているのか、そこに構成国との権限の分担がみられるのかなどを考察
する（EU 法における条約規範の受容と遵守）。  
これら第一から第四までの類型は、方法論として定式のものではなく、筆者が独自に設
定した枠組みである。実際には、それぞれの環境条約や関連議定書には独自の意義があり、
EU 法の関わり方も条約ごと、議定書ごとに異なる。そのため、このような諸類型に諸条
約が整然と整理できるわけではない。よって、各類型への環境条約の振り分けには、筆者
の主観的評価に基づく部分がある。また、以下にみるように主要な環境条約はほぼ考察対
象としてとりあげているが、EU が締結しているすべての環境条約を網羅的に考察したも
のではない。さらに、特定の類型に当てはまるとみなされた各環境条約の評価は、本稿を
執筆している現時点(2013 年 5 月)のものでしかないことも指摘しておきたい。様々な要因
によって、特定の条約に対する EU の関わり方は時に大きく変化することがある。例えば、
原子力の安全に関わる諸条約と EU の関係を今日ではなく７年以上前に考察したのであれ
ば、これらの条約が帰属する類型は、現在のものとは明らかに異なっていたであろう。こ
のように本稿の評価は、絶対的なものではなく相対的なものであり、今日における評価で
しかない。 
第 II 部の射程はいわゆる一次規則のみを取り上げている。環境条約の中には、それ自体
が二次規則を扱うもの（原子力責任条約など）や条約に付属する議定書として二次規則を
定めたもの（バーゼル条約民事責任議定書など）があるが、これらは扱っていない。同じ
趣旨により、いくつかの環境条約が備える不遵守手続についても射程に入れない。EU の
国際組織としての国際法の不遵守、責任および EU に対する損害賠償などは重要な問題で
はあるが、本稿の枠組みを越える別の考察視点が必要になると考える。  
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最後に、混合協定の形態をとる環境条約の EU における適用・実施は、EU により行わ
れる部分と構成国による部分からなり、これらの総和である。よって、（EU と構成国の総
体という意味での）EU 全体による環境条約の適用・実施のすべての実態を検討するには、
本稿が対象としている EU と条約との関係だけでなく、構成国権限に属する条約の部分が
どのように適用・実施されているかも検討しなければならない。本稿は、EU による環境
条約の対応のみを考察対象としているため、後者の観点が欠けている。この点の解明は他
日を期したい。
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A．第一類型：EU 法が条約規範に影響を与えた環境条約 
 
 
 EU と環境条約の関わり方の第一の類型は、EU 法が環境条約に影響を及ぼす場合であ
る。「EU 法の環境条約への影響」という表現は、多様な捉え方ができるが、本稿ではこれ
を、EU 法が環境条約に先行して存在し、EU 法が条約のモデルとなった場合と捉える。
EU 環境法政策は環境条約にはない独自の地域的な環境規範を多く生み出しているが、実
際、そのような EU 環境法政策が環境条約の原型となった例はそれほど多くはない。この
類型に当てはまるのは、有害廃棄物の越境移動に関するバーゼル条約と環境に関する情報
アクセス、意思決定への参加、司法アクセスに関するオーフス条約の一部、この条約と同
じように UNECE による条約である、産業事故の越境的影響に関する条約1などである。
オーフス条約はその正式名称が示すように、情報アクセス、意思決定の参加、司法アクセ
スという 3 つの手続的権利について定めているが、とりわけ情報アクセスに関して、EU
法にその原型がみられる。  
これらの中でもバーゼル条約とオーフス条約の情報アクセスについては、EU 法がモデ
ルとなっただけにとどまらず、それらを原型として採択された環境条約を EU が締結し、
今度はこの条約に基づき EU がさらに域内法を見直している。よって、これらの条約と EU
環境法政策との間には規範的な相互作用がみられる。他方、産業事故の越境的影響に関す
る条約については、EU 法が手本とされたが、条約がその後の EU 環境法政策に影響を与
えたわけではなく、条約の内容は既存の EU 法の範囲内にとどまっていた。よって、EU
環境法政策が環境条約のモデルになったケースであっても、必ずこのような相互作用が生
じているとは限らない。  
 以下においては、上に挙げた 3 つの環境条約の中で、環境規範に関して発展的な相互作
用がみられるバーゼル条約(1)とオーフス条約の情報アクセス(2)を取り上げる。 
  
                                                     
1 Convention on the Transboundary Effects of Industrial Accidents. この条約については、本章
で詳しく検討しないため、ここに簡単に述べておく。この条約のモデルとされたのは EU の 2 つの
指令である（Council Directive 82/501/EEC on the major-accident hazards of certain industrial 
activities, OJ L 230, 5.8.1982, pp. 1–18 ; Council Directive 96/82/EC on the control of 
major-accident hazards involving dangerous substances, OJ L 10, 14.1.1997, pp. 13–33）。EU は
この条約を 98 年に締結した（98/685/EC: Council Decision concerning the conclusion of the 
Convention on the Transboundary Effects of Industrial Accidents, OJ L 326, 3.12.1998, pp. 
1–4.）。しかし、条約の規範は既存の指令には影響を与えなかったようである。2 つの指令の内の 1
つ、1996 年の指令は最近改正されたが、これは条約の影響ではない（Directive 2012/18/EU on the 
control of major-accident hazards involving dangerous substances, amending and subsequently 
repealing Council Directive 96/82/EC, OJ L 197, 24.7.2012, pp. 1–37）。 
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1．バーゼル条約 
 
 国境を越える廃棄物の輸送問題に関しては、主に「有害廃棄物の国境を越える移動およ
びその処分の規制に関する条約」（以下、バーゼル条約と記す）2が、1989 年 3 月に採択さ
れ、1992 年 5 月に発効している。この条約は、条約が定義する有害廃棄物および他の廃
棄物の越境移動を、事前通告および同意（Prior informed consent, 以下 PIC と記す）手
続によって環境や人の健康に害を与えないよう適切に規制することを目的としている。  
 
(a) バーゼル条約における EU の位置づけ 
バーゼル条約において EU は、EU そのものとして明示的に示されてはいないが、「政治
統合又は経済統合のための機関」（2 条 20 項）、いわゆる REIO として国家と同様に締約
主体になりうる資格が与えられている（21－25 条）。さらに、条約上の権利義務に関して、
REIO の構成国が加盟せず REIO が単独で締結する場合、REIO 自身が全ての条約義務を
負うこと、または 1 以上の構成国が REIO とともに条約を締結する場合は構成国と REIO
と間で条約義務の実施に責任を負うそれぞれの部分を決定すること、そして、条約上の権
利に関しては両者が競合して行使できないことが定められている。また、REIO には条約
締結時に自らの権限について宣言すること（22-23 条）が求められている。このように、
「条約上は」、EU とともに構成国も条約に批准しているかどうかにかかわらず、EU 単体
でも条約締結主体になりうる。もっとも「EU 法上」、EU は環境保護に関する権限を構成
国と共有し、とりわけ規範の実施に関しては構成国に多くを依存している。この EU 法の
権限構造を考慮すれば、EU がすべての条約義務を負う締約主体となることができると定
める条約規定は、これと矛盾するように思われる。しかし、これらの規定の目的は、EU
の権限構造を国際法に忠実に反映し、整合性を確保することを目的としているわけではな
い。これらの規定によれば、EU 単体で条約締結主体になる場合でも、EU と構成国が条
約上の権利義務を分有する場合でも、いずれの場合もすべての条約義務が必ずどちらかの
主体に課されているという法的な保障を第三国締約国に与えることがでる。他方、EU お
よび構成国にとっては両者間の複雑で、時間とともに変化する権限バランスや責任の所在
を第三国締約国に明示する必要がない3。よってこれらの規定は、EU、構成国、第三国締
約国、これら 3 者の要望を満たす技術的な表現なのである。条約における EU についての
このような位置づけは、他の普遍的な環境条約にも共通する 4。 
バーゼル条約の起草および策定段階から、EU を代表して委員会が構成国代表と協議を
図りつつ、交渉に参加しており、EU はこの条約を 1989 年 3 月に署名し、1993 年 2 月に
締結している5。そして EU による条約締結よりも前に、またはほぼ EU と同時に当時の構
成国のほとんどが批准した6。 
                                                     
2 Basel Convention on the Control of Transboundary Movements of Hazardous Wastes and their 
Disposal. 
3 もっとも EU には条約締結時に権限宣言の提出が義務付けられている。  
4 第 II 部 B 章 1 および 2 を参照。 
5 Council Decision 93/98/EEC on the conclusion, on behalf of the Community, of the Convention 
on the control of transboundary movements of hazardous wastes and their disposal (Basel 
Convention), OJ L 39, 16.2.1993, pp. 1–2. 
6  
http://www.basel.int/Countries/Statusofratifications/PartiesSignatories/tabid/1290/language/en
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他方、EU は、バーゼル条約 22 条 3 項の要請に従って、つぎのような権限宣言を提出し
た。 
 
「…EEC 条約に定めるように、そしてバーゼル条約がカバーする
分野の現行法、つまり…規則 259/93/EEC7…および修正された
指令 84/631/EEC8…に照らし、共同体はこの分野で国際的なレ
ベルにおいて権限を有する。…共同体の構成国もまたバーゼル
条約に含まれるいくつかの点を含め、国際的なレベルで権限を
有する」9。 
 
本節ではわかりやすく示すため、前者（規則 259/93/EEC）を「93 年規則」と記し、後
者（指令 84/631/EEC）を「84 年指令」と記す。93 年規則は 84 年指令を改廃するもので、
両者が同時並行して適用されたわけではない。この権限宣言が提出された当時、93 年規則
は採択され成立していたものの、その 43 条および 44 条により適用が留保されていた時期
であり、以前の 84 年指令がいまだ適用されていた。そのため、バーゼル条約の内容に「権
限宣言の提出時点で関連する」EU 法として両者が併記されたと考えられる。このような
権限宣言の内容は、一見、条約に関わる EU の当時の現行法が列挙されているだけで、と
りわけ EU とその構成国以外の第三者締約国に対して EU の権限範囲を明確化したものと
はいえないと評価されるかもしれないが、この権限宣言はバーゼル条約の内容に対する
EU 権限の範囲を簡潔に示している。権限宣言にある 93 年規則はバーゼル条約を EU 法化
したものである。他方、これに先立つ 84 年指令もまたバーゼル条約の内容に関わってい
る。実際 84年指令の適用範囲および規制内容はバーゼル条約のそれとほぼ重なっている。
このように、84 年指令と 93 年規則を根拠に、バーゼル条約の内容を適用する権限をほぼ
全面的に有するのは EU にあり、構成国は残余的な権限を有するにすぎない。第 I 部で考
察した対外的権限の一般理論に従えば、バーゼル条約の内容と重なる部分については 84
年指令によって EU 権限が既に確立している。よってこの指令の規制範囲については EU
の排他的権限が生じているのであり、これと内容が重なるバーゼル条約は理論上、EU が
単独で締結しうる。ただし、第 I 部でも述べたように、このような場合でも TFEU192 条
および 193 条に従い構成国による条約締結が妨げられるわけではない。従って、バーゼル
条約は構成国も締結している混合協定ではあるが、その殆どの内容に対して EU が排他的
権限を有する、EU 権限偏重型の混合協定であると言いうる。 
 
(b)  84 年指令とバーゼル条約  
バーゼル条約の規制対象とされている有害廃棄物の越境移動は、1970 年代後半から急速
に国際問題化した。先進国における環境規制の厳格化、廃棄物処理費用の高騰、廃棄物の
                                                                                                                                                           
-US/Default.aspx#6 [last accessed Oct. 30 2012]. 
7 Council Regulation (EEC) No 259/93 on the supervision and control of shipments of waste 
within, into and out of the European Community, OJ L 30, 6.2.1993, pp. 1–28. 
8 Council Directive 84/631/EEC on the supervision and control within the European Community 
of the transfrontier shipment of hazardous waste (OJ L 326, 13.12.1984, pp. 31–41), as amended 
by Council Directive 86/279/EEC (OJ L 181, 4.7.1986, pp. 13–15). 
9 Corrigendum to Council Decision 93/98/EEC of 1 February 1993 on the conclusion, on behalf 
of the Community, of the Convention on the control of transboundary movements of hazardous 
wastes and their disposal (Basel Convention), OJ L 74, 17.3.1994, p. 52. 
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増加、これに対し、途上国における相対的に緩慢な環境規制と廉価な廃棄物処理費用、こ
のような諸要素と市場原理が作用して、北から南への大量の有害廃棄物の移動、取引がな
されるようになった。しかし、南を北のごみ箱とするこのような大量の廃棄物の移動の数々
が国際問題となり10、1980 年代半ばからこれを国際的なレベルで規制する制度の確立が急
がれたのである。これに対しいち早くルール作りに乗り出したのが OECD と EU である。
後にバーゼル条約の成立につながる UNEP がこれらに加わり、廃棄物の越境移動に対する
規制枠組みを交渉するフォーラムはこのように多数存在していた。この時期、それぞれの
目的、権限の範囲、関与している主体の意図に規定された範囲内で、各フォーラムが拘束
的あるいは非拘束的な文書を次々に発表し、積み重ねられていった 11。84 年指令も EU が
廃棄物の移動に関する問題に対処するために、この時期に作成したものである。バーゼル
条約に先立ち危険廃棄物の越境輸送を監督し、統制する制度を確立していたこの指令は、
後の条約作成の際に大いに参考にされた。  
84 年指令は元来 EU と域外との間の廃棄物の輸送を主要な規制目的とはしておらず、域
内での危険廃棄物の移動が問題となったセベソ事件 12への対応として策定されたが13、86
年に改正され、対外的な廃棄物の移動に関する手続が補強された 14。 
84 年指令は、概説すると次のような制度を定めていた。この指令に基づく危険廃棄物の
越境手続は、廃棄物処理に適切な技術的能力を有する受取人 consignee との契約があるこ
とを前提としている。廃棄物の所有者でそれを発送する者は、廃棄物の発送に関する情報
を自国の権限当局に、そしてそのコピーを通過国等関連国の当局および、適用しうる場合
には、受取国である EU 域外の第三国当局に通告する(3 条 1-3 項)。第三国への発送の場合
は通告手続を採る以前に第三国の同意が必要となる(3 条 4 項)。発送の通告を受け取って
から 1 カ月以内に、受取国の権限当局、あるいは域外への発送の場合には発送人の国家当
局が、通告の受理を認める acknowledge of receipt of the notification か、あるいは廃棄
物の受取に反対することを廃棄物の発送人に知らせなければならない。通告受理の承認が
あるまで、廃棄物の発送はなされない(4 条)。受取国および通過国の当局は、上記通告から
15 日以内に廃棄物の輸送に関する条件を付すことができ、発送国の当局は 20 日以内に発
送に反対することができる(4 条 6 項)。 
このように 84 年指令では、危険廃棄物の輸送について受取国の権限当局が、事前通告
の受理を認め、これが発送人に通知されることが、廃棄物輸送のための条件とされている。
                                                     
10 その一部として、アメリカの有害廃棄物がハイチその他の途上国周辺に投棄されたキアン・シー
号事件、イタリアがナイジェリアのココ港において不法に有害廃棄物を処分したココ事件などがあ
る。臼杵知史「有害廃棄物の越境移動とその処分の規制に関する条約(1989 年バーゼル条約)につい
て」『国際法外交雑誌』91 巻 3 号、1992 年、pp. 48-53。 
11 Hannequart, Jean-Pierre, European waste law, Kluwer Law International, 1998, p.139-151. 
さらに、後の考察からも明らかなように、この分野における現在の法的枠組みは依然としてこのフ
ォーラムの並存状態から生じる問題を抱えている。  
12 1976 年イタリアのセベソでの農薬工場爆発によって、ダイオキシンに汚染された大量の廃棄物
が回収されたが、その後それが行方不明になった事件。1983 年に北フランスで発見されたが、イタ
リアはこの廃棄物の引き取りを拒否し、結局、農薬工場の親会社があるスイスが道義的責任から引
き取り、処理した。  
13  Kelly, Mary Elizabeth, "International Regulation of Transfrontier Hazardous Waste 
Shipments: A New EEC Environmental Directive", Texas International Law Journal, Vol.21, 
1985-1986, pp.95-96. 
14 注 8 参照。 
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この承認が知らされるまで発送人は廃棄物の輸送を行うことができないことから、「同意
consent」とは明記されていないが、この承認は同意と同じ効果を有する。なお、域外第
三国との間の廃棄物の輸送について、この承認手続を開始する前に当該第三国の合意を必
要としているが、個々の輸送に関してはこの第三国当局の承認ではなく、これにかえて発
送国当局が適正な輸送の承認を行うことになっている。これは、適用範囲が限られる EU
法によって第三国に義務を課すことはできないからである。  
 たしかに、84 年指令は当時としては先進的な制度を採用していた。しかし、バーゼル条
約のように国際的に共通するルールはまだ存在せず、上に述べたように指令の域外適用が
可能でないため、指令が域外の第三国との危険廃棄物輸送を規制する効果は限られていた。
このような指令の本来的な限界に加えて、指令の実施にもいくつかの重要な問題があった。
第一に、各構成国の履行（国内法化）状況が非常に悪かったことである。国内法化期限ま
でに履行を完了した構成国はなく、指令の実際の実施は遅々として進まなかった15。さら
に、84 年指令が第三国への廃棄物輸送の面で 1986 年に改正されていたにもかかわらず、
1988 年にはイタリアがナイジェリアに有害廃棄物を大量に不法投棄したココ事件が明る
みに出、外交問題にまで発展した。このように 84 年指令が適切に機能していないことは
明らかだった。第二に、より深刻な問題点として、この指令の対象となる有害廃棄物の定
義が曖昧で、各国の解釈によって適用範囲に差異が生じうるものだったことである。84 年
指令は、適用対象となる危険廃棄物の定義について 1978 年危険廃棄物指令161 条(b)を参照
していたが17、この指令では危険廃棄物を、「付属書に列挙される物質あるいは原料が、そ
の性質、量、あるいは濃度から健康又は環境に対するリスクとなるほどに含まれる、また
はそれらに汚染されている廃棄物」と定義していた。このように、有害物質となる性質、
量、濃度の設定は各構成国の裁量に任されていたのである。  
バーゼル条約の PIC 手続が 84 年指令の手続と類似していることは明らかである。条約
が対象とする廃棄物の輸出国は、書面により廃棄物の越境移動の計画について関係国に通
告し、または廃棄物発生者もしくは輸出者に通告させる(6 条 1 項)。輸入国は通告者に対
し書面で、当該廃棄物の移動に対し条件付きあるいは無条件の同意、受入拒否、または追
加的な情報の請求、いずれかの旨の回答をする(6 条 2 項)。輸出国は、通告者が輸入国の
書面による同意を得ていること、廃棄物の適正な処理がされることが示された輸出者と処
分者との間の契約があること、これらが確認できるまで廃棄物の移動を許可してはならな
い（6 条 3 項）。 
このように、条約と 84 年指令との違いは、条約では書面手続が義務付けられ、他方、
指令では具体的な回答期限を定めていることである。しかし、これらの相違以外、廃棄物
の輸送に事前の同意（あるいは承認）を得ることを義務付けている点では全く同じである。
また定期的に同じような廃棄物の輸送を同じ経路で行う際に採ることのできる包括的な通
告手続についても指令と同様の制度がバーゼル条約に定められている（84 年指令 5 条、バ
ーゼル条約 6 条 6,7,8 項）。 
このような類似性に示されているように、バーゼル条約の PIC 手続は、当時既に存在し
ていた 84 年指令や OECD の関連文書の技術的な部分をほぼコピーしたものと認められて
                                                     
15 Hannequart, Jean-Pierre, op.cit., n. 11, p.152. Sperling, Lawrence I. and Ira R. Feldman, 
"The Transboundary Movement of Hazardous Waste: Implementation and Enforcement of 
Control Regimes in the European Community", Environmental Law Reporter, Vol.22, 1992, 
p.10701-10716. 
16 Council Directive 78/319/EEC on toxic and dangerous waste, OJ L 84, 31.3.1978, pp. 43–48. 
17 84 年指令 2 条 1(a)。 
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いる18。 
1984 年 OECD 決定-勧告19にも指令と似かよった制度が定められている。そこには、関
連国（受取国）の当局が輸送に関する適切で時宜を得た情報の提供を受けることを確保す
ることが OECD 諸国に対する義務として定められている。1986 年の OECD 決定-勧告20で
は、より具体的に、OECD 諸国以外の国家に向けた危険廃棄物の移動は、通過国への事前
の通知と当該受取国の同意なしには行われないことを義務付けた。OECD 文書は、各国の
国内法制度に配慮して柔軟性のある緩やかな形で定められるため 84 年指令ほど具体的で
はないが、OECD 文書においても受取国の事前の同意の獲得を義務付け、これを廃棄物輸
送の許可要件としている。  
ここに表れているのは、事前の同意や承認手続きが有害廃棄物の越境移動を適正に規制
する方策であると、先進国側が考えていたことである。他方、途上国側は北から南への有
害廃棄物移動の全面禁止を主張していた。しかし結局、PIC 手続がバーゼル条約に採りい
れられたのである。 
 
(c) バーゼル条約の EU 法への取り込み 
【法的根拠に関する問題】  
 バーゼル条約に関しては、84 年指令によってすでに EU の権限が確立していたため、
EU による条約締結および EU による条約の適用措置の採択について、特に問題とはなら
なかった。 
しかし、93 年規則の法的根拠について問題が生じた。84 年指令は、そもそも、危険廃
棄物の処理やその越境輸送の監督に関する各国国内法に乖離がみられ、これが、域内の自
由競争を阻害し、域内共通市場の機能に悪影響を及ぼすとして、ローマ条約 100 条（域内
市場の運営のための国内法の近接化）および 235 条（柔軟性条項、現 TFEU352 条）を立
法の根拠としていた。柔軟性条項が用いられたのは、当時、基本条約に根拠がなかった環
境保護も目的としている措置であることを示すためである。  
他方、この指令を発展させてはいるが、内容や趣旨は本質的には変わらない 93 年規則
について、委員会および欧州議会は TEC110a 条（国内法の近接化）と TEC113 条（共通
通商政策）を根拠とすることを望んだが、理事会は 130s 条（環境保護）を採用した21。法
的根拠をめぐるこの争いは、欧州議会によって ECJ に持ち込まれた22。ECJ は、法的根拠
の選択は司法審査を可能とするように客観的な要素（特に対象となる措置の目的および内
容）に基づかなければならないとして、93 年規則の目的および内容を検討した。そして、
この規則が共同体の環境保護政策の枠組みに含まれ、廃棄物の自由移動の実施を求めるも
                                                     
18 MOISE, Evdokia, «La Convention de Bâle sur les mouvements transfrontières de déchets 
dangereux (22 mars 1989) », Revue Générale de Droit International Public, 1990, p.900. 臼杵知
史(注 10)、p.314。 
19 OECD, Council Decision and Recommendation on the Transfrontier movements of Hazardous 
Waste, Doc, C(83)180(final). これと 84 年指令の比較について、Kelly, Mary Elizabeth, op.cit., 
n.13, pp. 115-119. 
20  OECD, Council Decision-Recommendation on the Exports of Hazardous Waste, Doc. C 
(86)64(final). 
21 1987 年に発効した SEA によって基本条約の改正、とりわけ環境保護政策のための根拠規定が導
入された（第 I 部参照）。  
22 Judgment of 28 June 1994, Case C-187/93 Parliament v Council, ECR 1994, p. I-2857. 
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のとみなすことができないと述べ、理事会の選択を有効とした 23。93 年規則の前身である
84 年指令がローマ条約 100 条をその根拠の一部としていたことに関して ECJ は、法的根
拠は 93 年規則それ自身の目的および内容を考慮して決定されなければならないとして、
改廃する前の法的措置の根拠規定を必ずしも継承する必要がないことを示した 24。 
 この判例は、84 年指令と 93 年規則が採択された時期の EU 法の状況が異なっていたこ
とにも起因している。84 年指令の採択時には環境保護政策の根拠規定はなかったが、93
年当時、EU は明確な根拠規定を有していた。このように EU においては、環境保護の目
的で経済的手段を用いる法的措置を採る場合、どちらが一義的な法的根拠とすべきかが問
題となることがある。しかし、権限根拠について ECJ に訴える目的は、より適切な法的根
拠の追求ではなく、別にあることが多い。本件では、TEC130s 条を根拠とする場合と同
100aおよび同 113条を根拠とする場合とでは立法手続きが異なり、130s条に基づく場合、
欧州議会の立法的関与は拘束力のない意見を述べるだけに限られていた。そのため欧州議
会が、立法過程においてより強い権限を与えられている他の規定を根拠として選択するこ
とを主張したのである。よって ECJ に紛争を持ち込んだ欧州議会の真の意図は、93 年規
則の趣旨が環境保護にあるかどうかを問うためではなかった。  
 
【93 年規則】 
 バーゼル条約（当時は交渉段階だったが）が EU 法へ及ぼした最初の影響は、EU と ACP
諸国との間の包括的な条約である第 4 次ロメ協定にあらわれた。同協定 39 条において、
EU から ACP 諸国への危険廃棄物の直接的または間接的な輸出が禁止された 25。このよう
な包括的な禁止は、後の 93 年規則にも反映されている。  
 バーゼル条約上の義務を考慮し、上記指令を刷新したのが、93 年規則である。しかしこ
の規則にはバーゼル条約だけでなく、上記第 4 次ロメ協定規定を考慮し、さらには 1992
年 OECD 決定26の履行を可能とするためのものであり、非常に複雑な手続群を形成してい
る。 
 EU が 93 年規則に取り込んだ OECD 決定とは、OECD 諸国間での再生処理を目的とす
る廃棄物輸送について定めたものである。輸送の対象となる廃棄物の危険性に応じて廃棄
物を 3 区分に分類し（グリーン・リスト、アンバー・リスト、レッド・リスト）、それぞ
れの危険度に対応した輸送手続を定めている。グリーン・リストに掲載される廃棄物は、
他の物質によって汚染され、他のリストに分類すべきほどの危険を有している場合を除き、
通常の物品と同じように扱われる。アンバー・リストおよびレッド・リストに掲載される
廃棄物の移動は、PIC 手続に服し、レッド・リストの廃棄物については通過国からの事前
同意も輸送のための必要な条件としている。  
では、93 年規則はどのような制度を設定しているのだろうか。93 年規則は、国内の移
動、EU 域内での移動、EU 域外と EU の間の移動という 3 レベルの移動を、輸出か輸入
か、移動の目的が再生処理なのか最終処分か、対象となる廃棄物の種類、これら複数の要
素に従ってそれぞれの場合に分けて規定している。  
                                                     
23 Idem., paras 17-23. 
24 Idem., para. 28. 
25 Fourth ACP-EEC Convention signed at Lomé on 15 December 1989, OJ L 229, 17.8.1991, pp. 
3–280. しかし、ACP 諸国の廃棄物を構成国で再生処理し、これを元の輸出国である ACP 諸国に返
還することは妨げられない（第 4 次ロメ協定 39 条 1 項後段）。  
26  OECD, Council Decision concerning the control of transfrontier movements of wastes 
destined for recovery operation, Doc, C(92)39(final). 
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93 年規則は、84 年指令とは違って危険廃棄物のみを対象としてはいない。そのため、
廃棄物枠組指令27における定義を参照している(2 条(a))。しかし、この定義ももはやあまり
重要でない。というのも、OECD に倣って具体的に対象廃棄物を列挙するリスト方式を採
用したからである28。この規則の付属書 II が OECD 決定におけるグリーン・リストにあ
たり、付属書 III および付属書 IV がそれぞれアンバー・リスト、レッド・リストに相当す
る。付属書 II の廃棄物が再生目的で輸送される場合は、この規則の適用外とされている（1
条 3 項）。なお、バーゼル条約と同様に放射性廃棄物の輸送および南極条約環境保護議定
書が対象としている一定の輸送には、この規則は適用されない（1 条 2 項）29。 
〔EU 域内での輸送〕 
処分目的の輸送：期限の定めのある書面による PIC 手続が定められている。廃棄物の発
送者から通知を受けた受取国の当局は 3 日以内に受取通知を送付し、その後 30 日内に輸
送を承認するか、条件を付して承認するか、拒否するかを決定し、発送者に通知する。発
送者は輸送承認通知があるまで、廃棄物の輸送を行うことはできない。廃棄物の受取人は、
廃棄物処分の確認書 certificateを遅くとも廃棄物の受領から 180日以内に発送者および関
係国当局に通知する(3-5 条)。 
再生目的の輸送：処分目的の輸送とほぼ同じであるが、付属書 III の廃棄物の場合、受
取国当局が 30 日以内に反対の意を通知しない限り、黙示の合意とみなされ廃棄物を輸送
することができる。しかし付属書 IV の廃棄物に関してはすべての関係国当局の明示的な
同意が得られなければ廃棄物の発送はできない(6-11 条)。 
その他、発送者の通知に含むべき情報、契約の内容、関係国当局が輸送に異議を申し立
てる場合の理由などが詳細に定められている。この域内輸送に関する手続は、EU 域外へ
の輸送手続と基本的に共通する。  
〔域外第三国との間の輸送〕  
第 4 次ロメ協定に従って、ACP 諸国への廃棄物の輸出入は禁止されている（18 条）。そ
れ以外の場合において、処分目的の輸出は、バーゼル条約締約国である EFTA 諸国に対す
る場合に限られる。その際、PIC 手続が適用されるが、この場合発送を許可するのは第三
国である受取国当局ではなく、発送国当局である。しかし、発送人は自国当局に対し、輸
送計画についての受取国（加えて必要な場合は通過国）の同意書、受取人と発送者の間に
契約があることについての受取国の確認書、これらのコピーを提出しなければならない。
よって、事前に受取国当局に当該廃棄物の輸送について同意を得ていることが前提とされ
る。発送の許可を決定する起源として、発送国当局には域内輸送の場合よりも長い 70 日
間が与えられている(14-15 条)。 
再生目的での輸出は、上記 OECD 決定が適用される諸国、あるいはバーゼル条約締結国、
又は特別な協定30を EU と、EU および構成国と、または構成国と締結している諸国に限ら
れる。付属書 II 廃棄物に関しては OECD 決定に従って、これが適用される諸国への輸出
                                                     
27 Council Directive 75/442/EEC on waste, OJ L 194, 25.7.1975, pp. 39–41, article 1(a): "waste" 
means any substance or object which the holder disposes of or is required to dispose of pursuant 
to the provisions of national law in force. 
28 94/721/EC: Commission Decision adapting, pursuant to Article 42 (3), Annexes II, III and IV 
to Council Regulation (EEC) No 259/93 on the supervision and control of shipments of waste 
within, into and out of the European Community, OJ L 288, 9.11.1994, pp. 36–46. 
29 その他、他の EU 法や国際法の適用を受ける特定の廃棄物輸送も適用外としている。放射性廃棄
物については、第 II 部 B 章 3 を参照。 
30 このような協定は、バーゼル条約 11 条の要件を満たすものでなければならない。  
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には 93 年規則は適用されない。その他の諸国に対しては、この付属書 II の廃棄物に対し
て PIC 手続を適用するのかどうか、適用するのであればどのような手続によって規制する
のかを委員会が対象国それぞれに対し書面で確認する。この確認に対する各国の回答に基
づいて、委員会は、構成国が当該諸国に対する輸出の際に採るべき手続を発表している 31。
期限内にすべての対象国から回答を得られるわけではないため、この決定は追って更新さ
れている32。付属書 III および付属書 IV の廃棄物を OECD 決定適用国に輸出する場合、
当該決定に定められる手続に従うが、それは実際、上記の域内での再生目的の輸送手続（5
条-11 条）に相当する。OECD 諸国以外に対しては、それぞれの特別協定による場合を除
き、処分目的での輸出（15 条）と同等の手続が必要となる(17 条)。 
他方 EU への廃棄物の輸入に関しても、処分目的の場合と再生目的の場合に分けられて
いる。処分目的での輸入は、バーゼル条約締約国である EFTA 諸国からか、上記の特別協
定を締結している諸国に限られる。この場合の手続は処分目的での輸出のための手続とほ
ぼ同様である。域内の受取国当局が輸入の許可の可否を判断する (20 条)。再生目的の廃棄
物の輸入も輸出の場合と同様に、OECD 諸国か特別協定を締結している諸国に限られ、廃
棄物のカテゴリーによって手続の強度が異なる（22 条）。 
このほか第三国を介する構成国間の廃棄物輸送(12 条)、構成国内での輸送（13 条）、域
内を通過する廃棄物の輸送（23-24 条）、その他違法な輸送、廃棄物の再輸入義務、保険な
どの保障措置などについても詳細に定める（25-31 条）。 
このように 93 年規則に義務づけられている PIC 手続は、84 年指令と比較すれば、廃棄
物輸送通告の受取確認と輸送の許可を別に定め、より明確な手続になっている。EU 域外
と EU 構成国間の輸出入についても、EU 法上の詳細な要件を発送者と受取人が結ぶ契約
に含めることを義務づけ、第三国である受取国の同意の点についても強化されている。こ
のように、域内取引の場合でも域外との取引の場合でもバーゼル条約の要件を網羅し、よ
り具体的に定められている（輸送許可にかかる日数制限、輸送拒否の理由の明示、通知に
含むべき情報など）33。また、不法取引や廃棄物の再輸入の義務に関する規定は、84 年指
令にはなかった点である。バーゼル条約は、条約が義務づける廃棄物の適正な処理を害す
るものでないかぎり、2 国間の、多数国間の、または地域的な協定あるいは取極めを認め
ている（11 条）。条約義務と同等以上の厳格な手続を定める 93 年規則は、この条項により、
バーゼル条約と両立すると認められている地域的な協定にあたる。  
 
【バーゼル条約が定める諸原則と EU 法】 
 バーゼル条約は、一般的な義務として、可能な限り、廃棄物を発生させた国内で廃棄物
を処分すること、および越境移動の最少化を掲げている（4 条 2(b),(d)）。これらは、EU
の廃棄物政策の指針とされており、それぞれ自足原則 principle of self-sufficiency、およ
び近接性の原則 principle of proximity（廃棄物移動を少なくするため、できるだけ廃棄物
が発生した場所の近くで処理すること）として原則化されている。これらの原則は、バー
                                                     
31  94/575/EC: Commission Decision determining the control procedure under Council 
Regulation (EEC) No 259/93 as regards certain shipments of waste to certain non-OECD 
countries, OJ L 220, 25.8.1994, pp. 15–20. 
32 Council Regulation (EC) No 1420/1999, OJ L 166, 1.7.1999, p. 6–28 ; Commission Regulation 
(EC) No 1547/1999, OJ L 185, 17.7.1999, p. 1–33. 
33  Allen, Mark E., "Slowing Europe's Hazardous Waste Trade: Implementing the Basel 
Convention into European Union Law", Colorado journal of international environmental law 
and policy, Vol.6, 1995, p.176. 
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ゼル条約が定める一般的な内容に留まらず、EU 法において独自の発展を示している。こ
れらの原則はまず、1991 年改正によって廃棄物枠組指令に導入され34、93 年規則におい
ては PIC 手続上、廃棄物の輸送を拒否するための法定事由として列挙された。つまり、構
成国の当局はこれらの原則を理由として廃棄物輸送の申請を拒否することができる(4 条
3(a))。 
もっとも、バーゼル条約における一般的な義務は一義的に解釈することができるが、自
足原則と近接性の原則を EU において適用する場合、EU 全体を一単位と考えるのか、構
成国を単位とするのかによって 2 つの解釈が可能である。実際、EU 法における諸原則の
扱い方は統一されていない。廃棄物枠組指令の規定は、EU 全体としての廃棄物処理の自
足性および近接性の原則を述べているのに対し、93 年規則においては各構成国レベルで諸
原則が追求されることを求めている。例えば、この規則に従って EU 域内の A 国が同じ域
内の B国からの廃棄物輸送申請について国家レベルの近接性の原則を理由に拒否する場合
でも、地理的な状況によっては、EU 規模で考えた近接性の原則に基づけば、その廃棄物
の輸送は適切と判断される可能性がある。これらの原則にはこのような曖昧さが付きまと
っている35。 
しかしさらに、国家レベルでの諸原則の適用は、EU においては、廃棄物輸送全体に適
用されるわけではない。93 年規則では、再生目的での廃棄物の域内輸送の場合、これらの
諸原則は輸送申請を拒否する事由として援用できない（7 条 4(a)）。この点に関して、一定
の場合に再生用廃棄物の輸出を禁止するオランダ国内法の正当性について ECJ が先決的
判決を求められた事例において36、ECJ は、「再生用廃棄物と処分用廃棄物の扱いの違いに
は…域内全体での廃棄物再生を促進するという EU 法の意図が反映されている。…再生用
廃棄物は…構成国間を自由に移動できるべきであって、よって、自足原則と近接性の原則
の適用は除外される」37と示した。つまり EU 域内における再生用廃棄物は一般的な物品
により近い扱いを受け、再生用廃棄物の移動を諸原則を理由に制限せず、この種の廃棄物
の取引を活発化させることが、EU の環境保護政策上望ましいと考えられている。  
このような EU 法における自足原則と近接性の原則の発展およびその適用をバーゼル条
約規定と比較した場合、バーゼル条約における廃棄物処理の自足性と越境移動の最少化と
いう義務は、処分目的の廃棄物と再生目的の廃棄物を区別していない。しかし、再生目的
の廃棄物に諸原則を適用しないことがただちに条約違反となるほど、これらの原則は明確
ではなく、きわめて一般的なものである。よって、このような条約規定の一般性を考慮す
れば、EU 内でのみ適用される自足原則と近接性の原則の特異な発展と適用は、バーゼル
条約の全体の主旨に反しない限り、直ちに条約違反を構成するとは考え難い。  
                                                     
34 Council Directive 91/156/EEC amending Directive 75/442/EEC on waste, OJ L 78, 26.3.1991, 
pp. 32–37, art. 5. そこには、「EU の廃棄物処理のネットワークが、EU 全体として自足的になるこ
とを可能としなければならない…」「適切で最も近隣にある施設において廃棄物が処理されることを
可能としなければならない…」と定められている。  
35 廃棄物管理戦略の見直しに関する 1996 年の政策文書においては、これらの原則を各構成国レベ
ルで追求するという考えに一層傾いたといわれている。Levis, Lara, "The European Community's 
Internal Regime on Trade in Hazardous Wastes : Lessons from the US Regime", Review of 
European Community & International Environmental Law, Vol.7, Issue 3, 1998, p.286-287. 
36 Judgment of 25 June 1998, Case C-203/96, Chemische Afvalstoffen Dusseldorp BV and 
Others v Minister van Volkshuisvesting, Ruimtelijke Ordening en Milieubeheer, ECR 1998, p. 
I-4075. 
37 Idem., paras. 33-34. 
47 
 
 
【バーゼル条約の発展（全面禁止改正）と EU 法】 
 バーゼル条約は 1992 年に発効したが、その後も、先進国から途上国に向けた廃棄物輸
出の全面禁止を求める途上国等からの主張は収まらず、その結果、COP2（1994 年）
（Conference of the Parties：締約国会議、以下同様に表記する）で全面禁止 Total Ban
決議（II/12）が、続いて COP3 ではそれを条約に反映させるための改正決議（III/1）がそ
れぞれ採択された。決議 III/1 は、先進国、正確には、この改正によって付加される付属
書 VII に列挙される国（OECD、EC 構成国およびリヒテンシュタイン）から非付属書 VII
国への最終処分を目的とする有害廃棄物の輸出を禁止し、再生処理目的での輸出を段階的
に削減し 1997 年 12 月 31 日以降禁止することをその内容とする。  
途上国と並んで、これらの決議を強く主導した先進国は、デンマークを筆頭とする北欧
諸国であった。EU 自体はバーゼル条約交渉時から途上国に与する輸送全面禁止派ではな
く、他の先進諸国同様、適正な手続による廃棄物輸送の管理を擁護する立場にあった。そ
のため、このようなデンマークの単独行動により、締約国会議における交渉方針として事
前に EU と構成国が合意した共通の立場を維持することができなくなった。とりわけ、
COP3 に先立ち、デンマークは、EC 代表としての委員会の交渉権限や既に確立していた
域内合意を害し、1995 年に EC に加盟する予定だったフィンランドとスウェーデンの支持
を得て 3 国で、委員会を介さず、EU とは別の提案をバーゼル条約事務局に提出した。こ
のようなデンマークの単独行動は事実上、基本条約に定める構成国の忠実協力義務違反に
当たり、委員会や他の構成国から激しく非難されたが38、委員会はこの行為を ECJ に持ち
込むまでには至らなかった。  
この改正決議は未発効であるが39、上述のように北欧の EU 構成国の「イニシアティヴ」
により、EU 全体としても方針を転換し、全面禁止について域内での合意を確立し、この
条約改正をいち早く承認している40。これに従い、93 年規則も、いまだ未発効であるこの
条約改正を反映するために改正された41。従って、EU が関わる途上国への危険廃棄物のす
べての輸送が既に制度上禁止されている。EU として全面禁止に賛同し得たのは、既に第
四次ロメ協定によって ACP 諸国との間で廃棄物輸送の全面禁止が定められていたことが
大きい。 
                                                     
38 Kellow, Aynsley and Anthony R. Zito, "Steering through complexity : EU Environmental 
Regulation in the International Context", Political Studies, Vol.50, 2002, pp.49-52. 
39 発効要件を満たすための批准国の増加が進まない状態にある。さらに、COP8（2006 年）におい
て条約改正の発効要件（バーゼル条約 17 条 5 項）の解釈について問題が生じた。具体的には、発
効要件の基準となる条約締結国数をこの改正を採択した COP3 当時(1995 年)の数とするか、発効す
る時点での数とするかであった。COP10（2011 年）において前者を基準とすることでこの問題は決
着した（Report of the Conference of the Parties, UNEP/CHW.10/28）。それによるとこの改正の発
効までにさらに約 20 カ国の同意が必要であるという。BILLET, Philippe, «Convention de Bâle: 
levée de ban pour l'amendement d'interdiction», Environnement et développement durable, n°2, 
2012, p.2. 
40 97/640/EC: Council Decision on the approval, on behalf of the Community, of the amendment 
to the Convention on the control of transboundary movements of hazardous wastes and their 
disposal (Basle Convention), as laid down in Decision III/1 of the Conference of the Parties, OJ 
L 272, 4.10.1997, pp. 45–46. 
41 Council Regulation (EC) No 120/97 amending Regulation (EC) No 259/93, OJ L 22, 24.1.1997, 
pp. 14–15. 
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なお、93 年規則は 2006 年に改正されているが、PIC 手続など主要な点での大きな修正
はみられない42 
 
【93 年規則の実施に関する問題点】  
 バーゼル条約を EU へ適用するための法である 93 年規則は、このようにバーゼル条約
を遵守し、全面禁止改正を自主的に導入し、条約を上回る厳格な手続的規制を設けている
が、その運用については困難な点がある。それは、当該規則の内容が複雑であることに加
え、EU 廃棄物法との調和が完全には図られていないことにある。EU 廃棄物法は、廃棄
物枠組指令を一般法とし、その下に様々な特別法をおき、一種の系統的な法規制を構成し
ている。この廃棄物枠組指令のもとで廃棄物リストが作成され 43、2000 年には危険廃棄物
指令が有していた危険廃棄物リストを統合し、新たな廃棄物リストがつくられた 44。EU 廃
棄物法はこれに基づいて運用されている。しかし、93 年規則の依拠するリストは、上述の
ように OECD の廃棄物リストに基づいているため、これに統合されていない。このように、
EU 域内の一般的な廃棄物法を実施するための廃棄物リストと廃棄物の移動のための廃棄
物リストは別に定められている。そのため、構成国は自国内での処分については廃棄物枠
組指令のリストに基づき分類し処分するが、域内および域外との廃棄物の取引は別のリス
トを参照しなければならない。このような法的状況は、廃棄物管理に一貫性が確保されて
いないことを示し、実際の運用に多くの困難をもたらし、不適切な実施の原因となってい
ると考えられる45。さらに、93 年規則は OECD のリストを直接参照するのではなく、独
自のリストを作成している。他方、バーゼル条約も前述全面禁止改正との関係で、対象と
なる廃棄物リストと対象外の廃棄物リストを作成した46。このように、国際的にも 3 つの
フォーラム（バーゼル条約、OECD、EU）それぞれが独自の廃棄物リストを備える複雑な
状況にある。 
 
(d) 小括 
上記にみたようにバーゼル条約、とりわけその PIC 手続については、EU 法（84 年指令）
がその原型となり、条約制度に影響を及ぼした明確な例といえよう。さらに、そのバーゼ
ル条約の内容を EU 法に取り込む際には、指令ではなく規則という手段が選択され、手続
の統一性という側面が重視されている。また ECJ 判決によって 93 年規則は環境保護に関
わる EU 権限に基づくものであることが明確にされた。93 年規則の内容についても、バー
ゼル条約の手続よりも詳細で厳格な手続を採用し、いまだ発効していないバーゼル条約全
面禁止改正も既に取り込んでいる。このようにバーゼル条約の内容はほぼ完全に EU 法に
取り込まれている。しかし 93 年規則は、一般的な EU 廃棄物法レジームの外におかれ、
適正な実施を困難にする問題も孕んでいる。また、国際的にも、廃棄物の越境移動を規制
                                                     
42 Regulation (EC) No 1013/2006 on shipments of waste, OJ L 190, 12.7.2006, pp. 1–98. 
43 94/3/EC: Commission Decision establishing a list of wastes pursuant to Article 1a of Council 
Directive 75/442/EEC on waste, OJ L 5, 7.1.1994, pp. 15–33. 
44 2000/532/EC: Commission Decision replacing Decision 94/3/EC establishing a list of wastes 
pursuant to Article 1(a) of Council Directive 75/442/EEC on waste and Council Decision 
94/904/EC establishing a list of hazardous waste pursuant to Article 1(4) of Council Directive 
91/689/EEC on hazardous waste, OJ L 226, 6.9.2000, pp. 3–24. 
45 Krämer, Ludwig, EU Environmental Law, 7th edition, Sweet & Maxwell, 2012, p.339-347. 
46 それぞれ付属書 VIII および付属書 IX。上河原 献二「バーゼル条約と同締約国会議--対立と混乱
を越えて」『社会システム研究』 5 号, 2002, p.68-69。 
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する制度および廃棄物リストが重複的に存在するため、複雑な状況を作り出している。そ
の規制網のほころびは、最近起こったクレマンソー事件にも示されている 47。 
  
                                                     
47 1997 年に退役したフランスの軍艦クレマンソーの他国での解体作業に関して、バーゼル条約お
よびこれに関連する EU 法は適切に機能しなかった。この軍艦そのものが大量のアスベストやポリ
塩化ビフェニル（PCB）を含む有害廃棄物であったため、外国の解体作業所へ向けて越境移動させ
ることについて NGO 等が抗議し、社会問題化した。スペイン、トルコ、インドへ送られるも、ト
ルコとインドはこの軍艦の入港自体を拒否し、結局フランスが大統領命令により自国に引き取った。
インドへの輸送に際して通過国であったエジプトは、フランスから資金援助を得た見返りに、この
廃棄物の通過を見逃し、バーゼル条約の手続における通過国の役割を果たさなかった。フランス政
府はこの間、クレマンソーに含まれる有害廃棄物の量に関して虚偽の情報を相手国に通告し、また
軍事施設はバーゼル条約の適用外であるなどと主張した。これに対しバーゼル条約事務局は、船舶
の解体に関する環境に適した管理についてのガイドラインを作成し、ILO（International Labour 
Organization、国際労働機関）、IMO（International Maritime Organization、国際海事機関）も
それぞれの観点で対策を講じている。また、93 年規則の 2006 年改正の際にもこの件は考慮されて
いるが、EU として委員会がフランスの行為を ECJ に訴えることはなかった。結局 2011 年に、ク
レマンソーの解体はイギリスで行われた。Sonak, Sangeeta and Mahesh Sonak and Asha Giriyan, 
"Shipping hazardous waste: implications for economically developing countries", International 
Environmental Agreements: Politics, Law and Economics, vol.8, 2008, pp.143–159. 
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2．オーフス条約 ＜環境に関する情報へのアクセス＞  
 
 環境条約に先行して成立している EU 環境法政策が、後に採択される環境条約のモデル
となったもう一つのケースとして、オーフス条約を挙げることができる。しかし、EU 法
が条約に先んじて成立していたのはこの条約全体ではなく、この条約が掲げる 3 つの手続
的権利の一つ、環境情報アクセスの部分のみである48。以下では、オーフス条約と EU の
関係を概観した後、環境情報アクセスに焦点を絞って論じる。  
 
(a) オーフス条約と EU 
 オーフス条約は 1998 年に採択され、2001 年に発効した。この条約は UNECE において
交渉され、採択された地域的な条約であるが、すべての国連加盟国に開放されている（19
条 3 項）。この条約は、人権としての環境権を承認し49、これを主張するための 3 つの手続
的権利（情報アクセス、意思決定過程への参加、司法アクセス）の保障について定めたも
のである。条約にはこれらの権利が備えるべき諸要件が詳細に定められており、締約主体
に、これらの手続的権利を保障するために行政および司法制度を整備することを求めてい
る。 
 オーフス条約は EU による条約の締結を認めている。EU は「UNECE の主権国家構成
員により設立された地域的経済統合組織で、この条約が規律する事項に関して条約に加盟
する権限を含め、これらの事項の権限を委譲された組織」として、条約への署名、受諾、
承認、加入が認められている（17 条、19 条 1 項）。さらに、その際に条約事項に関係する
EU 権限の範囲を宣言することを義務づけられている（19 条 5 項）。先に論じたバーゼル
条約 22 条 2 項と同様に、オーフス条約にも EU が単体で条約締結主体になる可能性が定
められている（19 条 4 項）50。 
 これらの規定に基づき、EU はオーフス条約を 1998 年に署名し、2005 年に締結した51。
他の環境条約の締結と異なる点は、EU が条約規範を構成国に実施させるための措置だけ
ではなく、委員会、理事会、欧州議会などの EU 諸機関にも条約を適用する意思を示した
ことである52。条約への署名後、条約を適用するためのいくつかの法案が提出され、立法
手続きが始まった。EU はこれらの立法手続きが終結する時期を予想して、署名に続く条
約締結手続を開始したが53、結局いくつかの措置は条約締結後に採択され、あるいは現在
                                                     
48 オーフス条約が定める他 2 つの手続的権利（意思決定過程への参加および司法アクセス）は、も
っぱら条約由来の新しい規範として、EU による締結を機に EU 法の中に取り入れられている。  
49 オーフス条約前文および 1 条。 
50 このような条約規定と EU 権限の関係について本章１を参照。  
51 2005/370/EC: Council Decision on the conclusion, on behalf of the European Community, of 
the Convention on access to information, public participation in decision-making and access to 
justice in environmental matters, OJ L 124, 17.5.2005, pp. 1–3. 
52 この意思は、EU が署名時に付した宣言に明言されている。もっとも条約義務が課せられる「公
的機関」の定義に、地域経済統合組織の機関も含まれている(2 条 2 項(d))。よって、EU 諸機関への
条約の適用は EU の自発的な意思ではなく、条約交渉時に既に合意されていたものと考えられる。  
53 Explanatory Memorandum, COM(2003) 625 final, Proposal for a Council Decision on the 
conclusion, on behalf of the European Community, of the Convention on access to information, 
public participation in decision making and access to justice regarding environmental matters.  
51 
 
においても実現していない54。よって、オーフス条約に対する EU の権限宣言は、結局、
部分的に条約を適用する措置がいくつか採択された中途半端な時点で提出されたが、この
宣言には既に採択された措置も列挙されていない。この権限宣言には、EU が TEC175 条
1 項（現 TFEU192 条 1 項）に従い、環境保護を目的とする条約を締結する権限があるこ
と、オーフス条約を適用するためにすでにいくつかの措置を採択したが、これら適用措置
の一覧は後に提出すること、条約 9 条 3 項（司法アクセス）については、EU が適用法を
策定するまで各構成国が実施する責任を負うこと、そして、再度、署名時の宣言を繰り返
し、この条約を EU 諸機関に適用する意思があること、最後に、EU 権限の性質上、その
行使は絶え間なく発展することが示されているのみである55。このように、オーフス条約
締結時に提出した権限宣言は、EU の権限範囲を明示するにはほど遠い内容であった。  
 なお、EU の条約締結までにほとんどの構成国が条約を批准していた。構成国の中で長
い間唯一の未批准国だったアイルランドが、2012 年 6 月に批准し、これにより現在では
すべての構成国が EU と並んでオーフス条約の締結主体となっている。 
 
(b) 環境情報へのアクセス  
環境情報へのアクセスとは、公的機関56が保有する環境に関するあらゆる情報を一般公
衆が自由に入手するための保障およびそのための手続を指す。情報アクセスには、公的機
関が自発的に情報を公表する方法と公衆からの請求を受けて特定の情報を開示する方法の
両方が含まれる。公衆に対する環境情報へのアクセスが保障されていなければ、環境アセ
スメントの一部に組み込まれている環境に影響を与えうる事業に対する公衆からの意見聴
取制度は形骸化し、また、彼らが提起する環境訴訟が実を結ぶことはない。環境情報アク
セスは、このように公衆の積極的な環境保護行動を実質化するための基礎をなしている。 
 
(1)  環境情報へのアクセスの自由に関する 1990 年指令 
オーフス条約が定める環境情報アクセスに関する諸規定は、1990 年に EU が採択した
「環境情報へのアクセスの自由に関する指令」（以下「90 年指令」と記す）57を参考にし
                                                     
54 EU による締結までに採択されたのは、構成国に対する 2 つの指令である（Directive 2003/4/EC 
on public access to environmental information and repealing Council Directive 90/313/EEC, OJ 
L 41, 14.2.2003, pp. 26–32 ; Directive 2003/35/EC providing for public participation in respect of 
the drawing up of certain plans and programmes relating to the environment and amending 
with regard to public participation and access to justice Council Directives 85/337/EEC and 
96/61/EC, OJ L 156, 25.6.2003, pp. 17–25）。条約締結後に EU 諸機関に対しオーフス条約を適用す
る規則（Regulation (EC) No 1367/2006 on the application of the provisions of the Aarhus 
Convention on Access to Information, Public Participation in Decision-making and Access to 
Justice in Environmental Matters to Community institutions and bodies, OJ L 264, 25.9.2006, 
pp. 13–19）が採択されたが、この規則と同時に法案が提出されたが構成国に対する司法アクセス指
令は採択に至らなかった（COM（2003）624, Proposal for a Directive of the European Parliament 
and of the Council on access to justice in environmental matters）。 
55 Convention on access to information, public participation in decision‐making and access to 
justice in environmental matters – Declarations, OJ L 124, 17.5.2005, pp. 4–20. 
56 もっとも公的機関が有する情報だけではなく、企業が有する情報が公開され、提供されることも
重要である。しかし、オーフス条約と EU 法は両方とも公的機関が保有する情報のみを対象として
いる。 
57 Council Directive 90/313/EEC on the freedom of access to information on the environment, 
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たといわれている。この指令の作成は、第 4 次環境行動計画に掲げられた目標の一つであ
ったが58、そもそもはアメリカで定着し、成果を収めていた Freedom of Information Act
が EU の着想の源となっている59。この指令は、情報へのアクセスの自由が汚染管理手続
などへの公衆参加を活発にし、これによって EC 条約に定められた環境保護に貢献すると
いう考えに基づき、策定された60。 
環境情報アクセス手続を定める上での要点は、①対象となる情報の範囲、②情報を保有
し、情報を開示する義務を負う公的機関の範囲、③情報請求権を認められる人の範囲、④
法的に認められる開示拒否事由、⑤手続上の要件、⑥不服申立制度の保障、である。以下、
これらの要点について EU 法およびオーフス条約がどのように定めているかを比較考察す
ることによって、環境に関する情報アクセスの発展を明らかにする（以下の文章に示され
る①から⑥はこれらの項目を指す）。  
90 年指令はこれらの点について次のように定めている。  
①環境情報とは、書面、映像、音声、データベースの形式をとる、水、大気、土壌、動
植物、土地、自然が維持されている場所の状態についての情報、さらに騒音などの害
nuisance となる活動あるいは環境に悪影響を及ぼす措置、行政措置や環境管理プログラム
を含む保護措置を指す（2 条 a）。 
②公的機関には、国家、地域、よりローカルなレベルのあらゆる公的行政機関を含むが、
司法・立法権限を行使する機関は除外されている (2 条 b)。 
③あらゆる自然人および法人が、請求理由を明示することなく情報開示請求を行いうる
（3 条 1 項）。 
④開示を拒否する場合の理由は次に限られる。これらの事由には情報提供によって損な
われる利益がある場合（実質的な理由）と、形式的な理由がある。実質的な理由としては、
公的機関の議事に含まれる機密情報、外交・国防・治安に関する情報、個人情報、知的財
産権を含む産業・商業上の秘密、裁判過程の情報、（懲罰的な性質の）審問や事前調査に関
わる情報、情報提供者である第三者が開示義務を課されていない情報、公開すれば環境に
損害を及ぼすことになる情報（例えば希少種の生息地）が挙げられている(3 条 2 項)。形
式的な理由として、作成途中の書類・データ、内部コミュニケーションに関わるもの、そ
して、明らかに理不尽な情報請求や余りにも一般的な請求がこれにあたる（3 条 3 項）。 
⑤開示請求に対し出来る限り速やかに、遅くとも 2カ月内に情報を開示する（3条 4項）。
請求された情報について開示拒否に係る部分とそうでない部分とに分離が可能な場合は、
拒否事由にかからない部分の情報を提供する（3 条 2 項）。また、情報提供に対し料金を徴
収しうるが、合理的な負担の範囲を越えてはならない（5 条）。そして公的機関は開示を拒
否する場合、理由を付記することが義務付けられる（3 条 4 項）。 
⑥情報アクセスを不当に拒否され、無視され、あるいは回答が不適切になされたと考え
る者は、国内法に従って行政的あるいは司法的な審査を求めることができる（4 条）。 
                                                                                                                                                           
OJ L 158, 23.6.1990, pp. 56–58. 
58 Point 2.6.2., EEC Forth Environmental Action Programme, OJ No C 70, 18. 3. 1987, p. 16.  
59 Hallo, Ralph, Access to environmental information in Europe : the implementation and 
implications of Directive 90/313/EEC, Kluwer Law International, 1996, pp.3-5. 1986 年のチェル
ノブイリ原発事故も、1998 年に委員会を法案提出に踏み切らせた要因の一つといわれている。
Krämer, Ludwig, Focus on European Environmental Law, Sweet and Maxwell, 1992, 
pp.290-309. 
60 COM(88) 484 final, Proposal for a Council Directive on the freedom of access to information 
on the environment, OJ No C 335, 1988, p.5. 
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加えて、請求に基づかない情報公開に関し、構成国は、公的機関が保有する情報を利用
可能にするための必要な措置を採り、環境の現状についての情報を定期報告書のかたちで
提供しなければならない（6 条および 7 条）。 
このように司法・立法機関を除くあらゆる行政機関に広範な範囲の環境情報の開示を求
めうる手続が定められた。  
 
(2) オーフス条約の環境情報アクセス  
90 年指令は、UNECE の構成員でもある EU 構成国の環境情報アクセスに関する立法を
すでに標準化していた。オーフス条約の交渉時（1996 年から 1998 年）までに、構成国に
おける指令の実施状況について NGO のネットワークが情報を収集し、そこから得られた
知見が、オーフス条約の環境情報アクセス規定のたたき台として条約交渉に提示された 61。
他方、90 年指令は当時見直しの時期を迎えていたが62、条約交渉の結果がこれに影響する
ことが明らかだったため、中断された63。 
 最終的に採択されたオーフス条約の情報アクセス規定は、90 年指令を全面的にモデルに
しつつも、2 つの点でより発展的なものとなった。一つは環境情報アクセスの概念的な位
置づけである。オーフス条約における情報アクセスは、環境権という人権を支える手続的
権利として捉えられ、情報へのアクセスは公衆の権利であり、情報の開示請求を拒否する
ことは例外と位置づけられた。90 年指令において、情報アクセスの自由と環境権との関連
性は示されていない。もう一つは手続の精緻化である。実際、オーフス条約の条文は、90
年指令のすべての要素を含み、さらにそれを情報へのアクセスを求める公衆の権利に有利
な形でそれらを改善し、新たな要素を付加している。このことは次の点に見出される。 
 ①環境情報には、環境を構成する諸要素に景観、遺伝子改変生物を含む生物多様性を含
め、すべての要素の相互作用までを含む。さらに純粋な自然環境だけでなく、人間の健康
と安全の状態、生活条件、文化的史跡および建築物も対象とする。開示対象となる措置と
して環境協定、政策、立法、計画、実施計画を明記し、意思決定に用いられる費用便益分
析およびその他の経済的分析や想定も含まれる(2 条 3 項)。 
②公的機関の範囲は広げられている。すべての行政レベルの他に、環境に関連する公的
な任務を負い、公的なサービスを提供する自然人や法人も含まれる (2 条 2 項)。 
③請求者として環境 NGO を明示するとともに（2 条 4 項）、すべての請求者・団体は市
民権、国籍、居住地、法人の登記場所、活動本拠地に関して差別されない（3 条 9 項）と
定める。 
④請求された情報を保有していないなどの形式的な開示拒否事由を除き、実質的な拒否
事由に関しては情報の開示によってもたらされる公共の利益と比較衡量すること、拒否事
由は限定的に解釈すると明示されている（4 条 4 項）。さらに、商業・産業上の秘密に関わ
る情報であっても、汚染物質・エネルギーなどの排出に関する情報は開示されなければな
                                                     
61 Hallo, Ralph, "Access to Environmental Information in Europe : an Ongoing Story", in 
Thomas Ormond, Martin Führ, Regine Barth eds., Environmental law and policy at the turn to 
the 21st century = Umweltrecht und -politik an der Wende zum 21. Jahrhundert : Gedenkschrift, 
liber amicorum Betty Gebers, Lexxion , 2006, p.55. 
62 Council Directive 90/313/EEC, op.cit., note 57, art. 8. 
63 Hallo, Ralph, "Access to Environmental Information. The Reciprocal Influences of EU Law 
and the Aarhus Convention", in Marc Pallemaerts ed., The Aarhus Convention at Ten : 
Interactions and Tensions between Conventional International Law and EU Environmental 
Law, Europa Law Publishing, 2011, pp.58-63. 
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らない。作成途中の文書または内部コミュニケーションに関わる情報は国内法あるいは慣
行で開示対象から除外されている場合に限るが、その場合でも開示による利益の考慮を必
要とする。オーフス条約は、請求された情報を公的機関が保有しない場合、請求を拒否し
うると定めるが、当該公的機関は実際に情報を有すると思われる他の機関について請求者
に通知するか、当該他機関に申請を移管し、申請者にその旨を知らせなければならない（4
条 5 項）。 
⑤オーフス条約では、開示請求に対し 1 カ月以内に回答すること、ただし、情報の分量
と請求内容の複雑さのため、理由を請求者に通知した上でさらに 1 カ月、期限を延長する
ことができる(4 条 2 項)。合理的な範囲で料金を徴収する場合、徴収条件および料金の一
覧表を明らかにしなければならない（4 条 8 項）。また拒否の回答は書面で行い、理由を付
記する他に、不服申立手続に関する情報も通知しなければならない (4 条 7 項)。 
⑥不服申立ては請求の無視、不当な拒否、不適切な回答に限られず、条約規定に沿った
取扱いを受けられなかったと考えるその他の場合にも提起しうる。また条約は、公的機関
自身による再考または独立衡平な他の機関による再検討と司法裁判所による審査という 2
段階の審査手続の設置を求めている。審査機関の最終判断は情報を有する公的機関を拘束
し、その判断が情報アクセスの拒否を認める場合、書面で理由が述べられなければならな
い（9 条 1 項）。 
 さらに 90 年指令と違ってオーフス条約では、公的機関が自発的に行うべき環境情報の
収集および普及について詳細に定めている（5 条）。自らの任務に関する環境情報を保持・
更新する公的機関の義務、情報収集システムの確立、災害や事故など差し迫った脅威の際
に、公衆に情報を直ちに遅滞なく発出する公的機関の義務（同 1 項）、公的機関が保有す
る情報の範囲およびその入手手続についての情報の提供、公に入手可能なファイル、公衆
の情報アクセスを支援するための職員の配置、連絡先の明確化などによって情報アクセス
の実用的な仕組みを確立し、維持すること（同 2 項）、インターネット上のデータベース
による情報提供（同 3 項）などである。  
 オーフス条約では 90 年指令に比べ、アクセスに供すべき情報の範囲、対象となる公的
機関の範囲が拡大され、実質的な開示拒否事由に関わる場合であってもこれを限定的に解
釈し、開示による公衆の利益と衡量することが義務付けられ、不服申立についても 2 段階
の審査を設けることが定められた。この他、公的機関の自発的な情報公開についても広く
定められている。このようにオーフス条約は、90 年指令より広範な環境情報へのアクセス
をすべての人に保障する枠組を確立している。  
 
(3) オーフス条約の EU 法への取り込み 
【2003 年指令】 
EU はさらにこのオーフス条約の内容を取り込むために 90 年指令を刷新し、2003 年に
新しい指令を採択した（以下、2003 年指令と記す）64。2003 年指令では、オーフス条約
が保障する高度なレベルの環境アクセス手続を取り入れると同時にこれを一層発展させて
いる。 
まずオーフス条約と同様に、2003 年指令では情報アクセスが公衆の権利であることが明
示されている65。また、この指令とオーフス条約との間には、環境情報アクセスの制度面
で次のような違いがみられる。  
①自然が維持されている場所に湿地、沿岸、海洋も含まれることを明記し、放射性廃棄
                                                     
64 Directive 2003/4/EC, op.cit., note 54. 
65 Idem., Recital 8 & article 1 to the Directive. 
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物を含む廃棄物や食物連鎖の汚染も明記された(2 条 1 項)。また、公的機関自身が実際に
保有する情報だけでなくこの機関に代わり実際には第三者（自然人あるいは法人）が保有
する情報も含めている（2 条 3 項）。 
②公的機関には諮問機関などの他の機関も含む（2 条 2 項）。 
④オーフス条約では、開示による利益と相反する他の利益（国防など）を拒否事由とす
る場合にのみ比較衡量が義務付けられているが、2003 年指令ではすべての開示拒否事由に
ついて限定的に解釈し、開示による公共の利益と比較衡量することが義務付けられた。ま
た、汚染物質・エネルギーなどの排出に関する情報については、オーフス条約よりも一層
重視され、これに関わる情報の開示を拒否しうる事由がさらに限定されている  (4 条 2 項)。
また、形式的な拒否事由についても一層の配慮が定められている。余りにも一般的な情報
請求に対して公的機関は、申請者に請求の内容をより特定化するように求めなければなら
ず、申請者がそうできるよう公的機関が補助しなければならない（3 条 3 項）。作成途中の
情報であることを理由に拒否する場合、作成にあたっている機関と情報の完成に要する時
間について伝えなければならない（4 条 1 項）。 
⑤手続の点では、一般に公開されている登録簿 register やリストへのアクセス、現場で
の in situ 請求者自身による情報調査は無料にしなければならない（5 条 1 項）と明記され
た。 
 環境情報の漸進的な普及を 2003 年指令は目的の一つとして掲げ、そのためのコンピュ
ータによる電気・電子通信技術の活用を推進している (1 条(b))66。オーフス条約と同じよう
に情報の普及に関する規定が設けられているが（7 条）、本条に基づく情報の公開・普及に
関する義務は、インターネットのリンクの作成によって充足することができる（7 条 6 条)67。
最後に指令は、提供する環境情報の質について定める（8 条）。収集される情報は最新で、
正確で、比較可能でなければならない。また排出情報の開示請求に対し、可能であれば使
われた分析手法やサンプリングなどの測量手続に関する情報が得られる場所についても報
告しなければならない。  
 このように 2003 年指令では、オーフス条約が定めた権利性を一層強化し、情報請求者
の利益を保護するために詳細な義務を公的機関に課している。また指令では、オーフス条
約交渉時にはまだ普及していなかった電子技術の積極的な活用を明確に推進している。  
 
このように構成国が保障すべき環境情報へのアクセスは、90 年指令→オーフス条約
→2003 年指令と順を追うごとに、発展する一途をたどっている。これらの法文書によって、
EU 諸国における環境情報アクセスは手続的権利を保障する制度として明確に確立したと
いえよう。いくつかの構成国において 2003 年指令の国内法化は、不履行訴訟が提起され
るほど遅延していたが68、現在ではほぼ完了している。しかし、実際に適切に実施されて
いるかどうかは別の問題として考える必要がある。とりわけ日常業務の中で開示請求に対
しその適否を判断する行政職員の意識や情報アクセスという公衆の権利についての社会に
おける一般的な認知、浸透度については、各国の法や行政の文化によって差がある。構成
国における 2003 年指令の実施に関する法的な問題は、基本的に国内裁判所が扱うが、そ
れでも先決的判決を求める付託として ECJ に持ち込まれるケースは後を絶たない。これら
                                                     
66 Hallo, "Access to Environmental Information. The Reciprocal Influences of EU Law and the 
Aarhus Convention" op.cit., n. 63, pp.62-63. 
67 他に、情報開示請求に対し E メールで回答することも認められている（4 条 5 項）。 
68 Judgment of 5 July 2007, Case C-340/06, Communities v Republic of Austria, ECR 2007, p. 
I-96 ; Judgment of 3 May 2007, Case C-391/06, Communities v Ireland, ECR 2007, p. I-65. 
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の多くは、開示拒否事由の解釈69や環境情報の範囲70についてであり、ECJ はいずれの場
合も開示による請求者の利益を尊重する解釈を示している。  
 
【オーフス条約の EU 諸機関への適用】  
 EU によるオーフス条約の締結は、構成国に条約を適用させるための 2003 年指令だけで
なく、条約を EU 諸機関へ適用させる措置の採択にもつながった。もっとも 90 年指令を
策定する時点で既に、EU 諸機関に対しても指令と同じような法的措置が必要であること
は認識されていたが、実現していなかった71。しかし、構成国と並んで EU 諸機関が、環
境保護に関する権限を有し、環境法を策定し、環境に関する多くの情報を扱う行政機関で
あることを考えれば、EU 諸機関が有する環境情報へのアクセスも与えられるべきである。 
しかし、EU 諸機関に関わる文脈においては、環境情報に限定されない一般的な情報ア
クセスを保障すること自体が、特別の意義を有している。それは、EU レベルでの一般的
な情報アクセスの保障は、EU 諸機関の透明性、公開性を高める重要な手段と位置付けら
れているからである。EU がオーフス条約締結時に、EU 諸機関への条約適用を宣言した
のは、（もっとも条約は環境情報のみを対象としているが）このような EU の志向に沿う
ものであったからである。このように、オーフス条約の EU 諸機関への適用は、EU 諸機
関に対する一般的な情報アクセスの付与の一端と捉えられている。以下では、オーフス条
約の EU 諸機関への適用問題を、これと密接に関連している EU レベルでの一般的な情報
アクセスの発展経緯の中に位置づけて論じる。  
 従来、委員会や理事会の文書は非公開が一般的で、これらの文書にアクセスする手段は
どこにも定められていなかった72。EU 内での意思決定プロセスの閉鎖性、行政文書の非公
開は、EU の構造的な民主的正当性の低さ（公選議員からなる欧州議会の立法過程におけ
る関与の弱さ）、いわゆる「民主主義の赤字」と相まって、EU に対する不信の淵源であり、
批判されてきた点である。長年 EU に向けられてきたこのような不信や批判を解消する取
り組みの中で、情報に対するアクセスの保障が重要視されていった。90 年指令の採択や情
報アクセスに関するマーストリヒト条約の付属宣言73の影響をうけ、1990 年代初頭に EU
諸機関は情報の非公開主義を放棄し、行動準則74や内部規則75という形式ではあるが、文書
                                                     
69 Ex., Judgment of 28 July 2011, Case C-71/10, Office of Communications v Information 
Commissioner, not yet published ; Judgment of 16 December 2010, Case C-266/09, Stichting 
Natuur en Milieu and Others v College voor de toelating van gewasbeschermingsmiddelen en 
biociden, ECR 2010, p. I-13119. 
70 Ex., idem., Case C-266/09 ; Judgment of 14 February 2012, Case C-204/09, Flachglas Torgau 
GmbH v Bundesrepublik Deutschland, ECR 2012, not yet published.  
71 Hallo, Ralph, op.cit., n. 59, pp.409, 419-420. 
72 せいぜい外交文書の取り扱いによくみられる 30 年ルール（30 年後に公開する）がある程度だっ
た。Council Regulation (EEC, Euratom) No 354/83 concerning the opening to the public of the 
historical archives of the European Economic Community and the European Atomic Energy 
Community, OJ L 43, 15.2.1983, pp. 1–3 : Commission Decision No 359/83/ECSC concerning the 
opening to the public of the historical archives of the European Coal and Steel Community, OJ L 
43, 15.2.1983, pp. 14–1. 
73 Treaty on European Union - Declaration on the right of access to information, OJ C 191, 
29.7.1992, p. 101. 
74 93/730/EC: Code of conduct concerning public access to Council and Commission documents, 
OJ L 340, 31.12.1993, pp. 41–42. 
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アクセスのための手続きを定めるに至った76。 
 EU 諸機関に対する文書アクセスが法的に発展する転換点となったのは、アムステルダ
ム条約（1997 年採択）である。この条約により改正された TEU1 条において、「（EU レベ
ルでの）諸決定が可能な限り開かれた形で、かつ可能な限り市民に身近な形で行われるよ
うな、欧州の人々の間でより緊密な連合を創設する」方向性が明確に示された。この基本
方針に基づき、TEC255 条 1 条において「すべての EU 市民、および構成国に居住するか
または登録事務所を有する自然人あるいは法人は…欧州議会、理事会および委員会の文書
アクセスを有する」と明示された。さらに、アムステルダム条約発効後 2 年以内、つまり
2001 年までに「文書アクセスに関する…一般的原則および制限」を定めることを諸機関に
義務付けた（TEC255 条 2 項）。 
 この基本条約に定められた公約に従って 2001 年に採択されたのが、「理事会・委員会・
欧州議会の行政文書へのアクセスについての規則」（以下、2001 年規則と記す）である77。
この規則が審議されていた当時、オーフス条約は EU によって既に署名されていた。よっ
て、この条約が定める詳細で、権利保障に対する配慮がなされた手続は、EU にとって既
知の事実であった。しかし、2001 年規則 1 条 a は「諸文書への最大限のアクセスを確保
する」と述べてはいるものの、先の行動準則などの内容を引き継いだ部分もあり、この規
則はオーフス条約と同じレベルの情報アクセスを保障しているわけではない 78。 
 他方、2006 年に「EU 諸機関へのオーフス条約規定の適用に関する規則」（以下、「条約
適用規則」と記す）79が採択された。これは、オーフス条約が定める 3 つのすべての手続
的権利を EU 諸機関のレベルで保障するための規則である。この中には EU 諸機関が有す
る環境情報へのアクセスに関する規定がある。一般法である 2001 年規則には、環境に関
わらずすべての EU 諸機関の情報へのアクセスに関する定義、手続的要件、開示拒否事由
などが定められている。条約適用規則は、2001 年規則が定めるこの一般的な仕組みに依拠
しつつ、オーフス条約の内容に沿うようにこれを修正・付加するための規定が補足的に定
められているにすぎない。例えば、2001 年規則では文書アクセスを当然に享受することが
できるのは、EU 市民および構成国住民である自然人と構成国に登録している法人に限ら
れる（2001 年規則 2 条 1 項）。しかし条約適用規則はこの点を、オーフス条約の無差別原
                                                                                                                                                           
75 93/731/EC: Council Decision on public access to Council documents, OJ L 340, 31.12.1993, pp. 
43–44 ; 94/90/ECSC, EC, Euratom: Commission Decision of 8 February 1994 on public access to 
Commission documents, OJ L 46, 18.2.1994, pp. 58–61 ; 97/632/EC, ECSC, Euratom: European 
Parliament Decision of 10 July 1997 on public access to European Parliament documents, OJ L 
263, 25.9.1997, pp. 27–29. 
76 この時期の文書アクセスは、公衆の権利というよりは政策的要請に作成された行政手続としての
性質が強い。構成国に課されていた 90 年指令と比べても手続的保障としては不十分な点があった。
しかし、ECJ の判例を通じて、文書開示請求を処理する際の諸機関の裁量が制限され、公衆の権利
としての一定の実質化が図られた。兼頭ゆみ子「オーフス条約の EC 諸機関への適用に関する考察」
『法学新報』第 116 巻第 3・4 号（柳井俊二先生古稀記念論文集）、pp.134‐135。 
77 Regulation (EC) No 1049/2001 regarding public access to European Parliament, Council and 
Commission documents, OJ L 145, 31.5.2001, pp. 43–48. 
78 たとえば、この規則は「公共の安全、防衛・軍事事項、国際関係、EU あるいは構成国の金融、
貨幣、経済政策、プライバシー、身体の保全に関する公的利益が情報の開示により損われる場合、
文書アクセスを拒否しなければならない」（4 条 1 項）と定める（下線は筆者による）。この場合、
開示による公衆の利益との比較衡量も義務付けられていない。  
79 Regulation (EC) No 1367/2006, op.cit., n. 54. 
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則に従って、すべての自然人・法人にアクセスを付与するように修正している（条約適用
規則前文 6 および 3 条）。このように、EU 諸機関が有する「環境」に関する情報へのアク
セスに限り、2001 年規則と条約適用規則の両方を参照しなければならない仕組みになって
いる。なお、EU 諸機関が保有する情報のアクセスについて、一般に「文書アクセス access 
to documents」という言葉が使われるが、この「文書」の定義は、オーフス条約における
環境情報の「情報」の定義と同じように広範である。よって、この 2 つの用語の適用範囲
に明確な差はないものと考えられている80。 
 これら 2 つの規則によって定められる EU 諸機関が保有する環境情報へのアクセス手続
には、オーフス条約による制度と比べていくつかの特徴がある。一つは、オーフス条約が
定義する公的機関からは除外されている立法上の権能を行使する機関にも適用されること
である81。第二に、開示申請に対する回答期限の設定が条約に比べ短く設定されている（オ
ーフス条約では 1 カ月であるが EU の諸規則では 15 日が標準。）82。第三に、多言語主義
が採用され、どの EU の公用語によってでも申請が可能であり、かつその言語で回答を受
け取ることができる83。第四に、第三者（自然人・法人、構成国、第三国、国際機関）が
作成し EU 諸機関が保有する文書については、その文書が開示拒否事由に関連するかどう
かを当該第三者に問い合わせなければならない（2001 年規則 4 条 4 項）。 
 オーフス条約とは異なるものの条約の趣旨に反しない上記の相違点に加え、条約適用規
則は、2001 年規則による一般的な制度をオーフス条約規定に十分に沿うように修正してい
ないため、いくつかの齟齬が指摘されている。  
とりわけ、④開示拒否事由について、まず、EU 諸規則において認められている「EU あ
るいは構成国の金融、貨幣、経済政策」、「法的助言」といった拒否事由は、オーフス条約
にはない。また、オーフス条約は（特定事由に基づき）請求を拒否「しうる may」と定め
るが、EU の諸規則においては、拒否「しなくてはならない shall」と定められている。さ
らに EU 法が定める拒否事由の中には、オーフス条約の中にみつけられる類似する拒否事
由よりも範囲が広いと解されるものがある84。 
また、⑤手続的要件として、EU 諸規則による制度は、条約と同様に開示請求を拒否す
る場合、書面で理由などを付記することを義務付けているが、他方で EU 諸機関が法定期
間内に回答しない場合、これを拒否回答とみなすとも定めている 85。EU 諸機関には、不作
為によって、理由や異議申立手続について通知することなく申請を拒否するという選択肢
が与えられているようにとれる。この規定は、以前の内部規則を踏襲したものだが86、公
的機関が黙示的に開示を拒否する対応は、オーフス条約においては認められていない。  
 このように EU 諸機関へのオーフス条約の適用は、構成国に適用される 2003 年指令の
ように条約義務より高度なレベルの情報アクセスの保障を定めているわけではない。上記
                                                     
80 Idem., recital 8. 
81 Regulation (EC) No 1049/2001, op.cit., n. 77, recital 6 and art.3, a.もっともオーフス条約は立
法権限を行使する機関も環境情報アクセスの対象とするよう要請している（条約前文）。  
82 Idem., arts. 7 and 8. 
83 Idem., art. 6. 
84 たとえば、オーフス条約では「法的な保護が与えられている商業および産業情報の秘密の保持」
という事由が、2001 年規則では「商業上の利益」とより広く定められている。  
85 2001 年規則（注 77）、8 条 3 項（7 条 4 項も「拒否回答とみなす」とは明記されていないが、同
じ効果を有する。）。  
86 Cf. article 7.2 and 7.4, Decision 93/731/EC ; article2.4, Decision 94/90/ECSC, EC, Euratom, 
op.cit., n.75. 
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の諸規則は、オーフス条約の義務的要件をほぼ満たす制度を定めているが、上に述べたよ
うにいくつかの重要な齟齬がある。これは、環境情報だけを特別に扱わず、一般法である
2001 年規則の制度に出来る限り近い形で環境文書へのアクセスを規定しようとした理事
会の意見が立法過程で反映した結果である87。しかし、適法な立法手続きの結果であって
も、EU 法の秩序において EU が締結した条約は、規則や指令に優位する。これらの法文
の間の齟齬や諸規則の実際の適用が、EU を法的に拘束するオーフス条約との関係で司法
上問題とされた場合、これらの規則の規定が条約に反しているのか、それとも EU（条約
上は REIO）という法主体の特殊性ゆえに許容されうる齟齬なのかが法的に明らかになる
だろう。しかし、そのようなケースはまだない88。 
 なお、2001 年規則は 2008 年以降、改正審議中である89。一般的な文書アクセスの保障
に対し改悪となるおそれのある改正点が含まれているため、NGO や EU オンブズマンか
ら批判され90、審議の進行は滞っている。この規則に多くを依存する条約適用規則の関連
規定もこの改正手続の行方によって、将来、影響を受けるかもしれない。  
 
(c) 小括 
 オーフス条約が定める環境情報アクセスと EU 法との関わりにはこのような相互作用が
みられる。90 年指令はオーフス条約の土台となり、条約はこの指令を発展させた。さらに
EU はこの条約を締結し、条約規範を取り入れることによって自らの環境情報アクセスの
保障を一層充実させた。また、オーフス条約の締結は、EU 諸機関が保有する環境情報へ
の公衆からのアクセスを可能とするという法的発展をもたらした。これには、EU が一般
的な情報アクセスの実質的な保障に乗り出した時期と、EU がオーフス条約を締結した時
期がほぼ同じであったことも大きく影響している。たしかに詳細に観察すると、オーフス
条約を構成国に適用するための 2003 年指令と同条約を EU 諸機関に適用するための諸規
則との間には、環境情報アクセス権の保障の厚さにおいて差がある。後者については、オ
ーフス条約との齟齬が明確に指摘されているが、この点について、まだ法的に判断されて
いない。しかし、2003 年指令と諸規則によって環境情報アクセスが制度的に保障されてい
ることから、EU においては構成国に対しても、EU 諸機関に対しても環境に関する情報
アクセスは、ほぼ実質的な権利として保障されているといえよう。  
なお、EU において文書アクセスの法的な位置づけはより重要になっている。アムステ
ルダム条約では、主要 3 機関の行政的な共通規定に過ぎなかった文書アクセスが、リスボ
ン条約では、EU の擁する諸原則の一つに格上げされ、補助機関や部局外局を含む EU の
すべての機関の文書へと対象が広げられた（TFEU15 条 3 項）。また、リスボン条約によ
                                                     
87 Krämer, Ludwig, op.cit., n. 45, p.137. 
88 この点を問う判例はいまだないため、ECJ は、オーフス条約規定との齟齬が学説上指摘されてい
る開示拒否事由も含め、2001 年規則の拒否事由（4 条 1 項～3 項）を所与のものとして扱っている。
Judgment of 13 January 2011, Case T-362/08, IFAW Internationaler Tierschutz-Fonds gGmbH v 
Commission, ECR 2011 p. II-11 : Judgment of 18 December 2007, Case C-64/05 P, Sweden v 
Commission and Others, ECR 2007 p. I-11389. 
89 COM/2008/0229 final, Proposal for a Regulation of the European Parliament and of the 
Council regarding public access to European Parliament, Council and Commission documents.  
90 Press release no. 7/2008, 2 June 2008, “Ombudsman warns that citizens' right of access to 
documents is at risk”, at 
http://www.ombudsman.europa.eu/en/press/release.faces/en/241/html.bookmark [accessed 23 
march 2013]. 
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って法的拘束力を付与された欧州人権憲章にも文書アクセスは明記されている91。文書ア
クセスの強化は、その一部をなす環境情報へのアクセスの強化とも同視できよう。  
 このような情報アクセス権の発展に対しては、実は懸念も示されている。それは、2001
年に生じた同時多発テロ事件以降のテロ対策の影響である。情報アクセスにとって最も重
大な問題は、もはや開示拒否事由の拡大解釈ではなく、テロリストに悪用されるかもしれ
ない情報開示の危険性への対処となっているという92。たしかに現行法の開示拒否事由を
拡大解釈することによって、ほとんどの情報が保護されるだろうが、必ずしもそのような
方策は予測不可能な悪用に対処するための適切な方法とはいえない。テロへの対処は、情
報の請求・開示・公開のあり方にとどまらず、情報を保有する公的機関や情報を受け取っ
た請求者による情報管理のあり方などすべてが問題となる。EU ひいては国際社会は、現
在テロとの戦いという文脈の中で、情報の公開と保護の適切なバランスをどのように確保
すべきかという困難な問題に直面しているのである。 
  
                                                     
91 Article 42, Charter of Fundamental rights of the European Union, OJ C 364, 2000, p.19. 
92 Hallo, Ralph, "Access to Environmental Information in Europe : an Ongoing Story", op.cit., 
n.61, pp.60-61. 
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3．小括 
 
 既存の EU 法が環境条約の原型（オーフス条約の環境情報アクセスのように、条約の一
部に対する原型となる場合もあるが。）となった例として、バーゼル条約とオーフス条約の
情報アクセスについて検討した。  
バーゼル条約の場合は、1980 年以降急速に国際問題化した途上国への輸出という名の廃
棄物投棄に対処するため、急速に発展した様々な法規制の中で具体化されていた EU の指
令がモデルとなった。オーフス条約の環境情報アクセスについては、EU においてすでに
実施されていた環境情報アクセス手続が、主に NGO の積極的な行動により条約交渉の出
発点として提示された。両者には、普遍的な条約か地域的な条約か93、手続的規範か実体
的規範かなどの差異があり、EU 法が先行規範となった背景も異なる。しかし、両条約に
共通していえることは、モデルとなった EU 環境法政策が、EU 構成国という多国間で既
に成立していた共通の法規範だったことが、条約のモデルとして参照されたおもな理由と
なったことである。 
さらに、これらの環境条約に共通しているのは、環境条約が今度は EU 法に取り込まれ、
既存の EU 法規範を刷新、強化していることである。この強化の度合いは、諸条約と同等
の内容を単に EU 法に反映する程度にとどまらず、条約規範をさらにより高度な環境保護
規範へと発展させている。バーゼル条約の場合、以前は指令だったものが規則の形式で定
められ、いまだ発効に至らない条約改正内容を早期に先取りしている。また、オーフス条
約の情報アクセスに関しては、構成国に条約規範を課す指令のみならず、環境情報を有す
る行政機関として EU 諸機関を条約規範に服させる規則も作成された。このように、条約
規範を発展させた形で EU 法化することが可能なのは、先行する EU 法が既に存在するこ
とから、条約規範を取り込み、規則や指令を採択する場合に問題となりうる EU と構成国
との間の権限の配分の問題が既に解決していることが大きい。また、条約規定にもこの点
は反映されており、EU が諸国家と並んで条約締約主体となることを可能とし、特にバー
ゼル条約では特別協定として EU 法による手続を条約と両立させる規定が置かれている。 
このように、EU 環境法政策が条約規範に影響を与えた環境条約が少ないながらいくつ
か存在する。これらの条約に関して EU は、環境条約の形成に寄与し、積極的にその規範
を取り込む締約主体であり、その意味で規範的牽引車としての役割を果たしているといえ
よう。 
 
                                                     
93 もっとも既に述べたように、オーフス条約の交渉は UNECE で行われた地域的な条約であるが、
すべての国連加盟国の加入のために解放されている。よって、オーフス条約は特定の地域に適用が
限定された条約ではない。しかし、条約として採択に至る規範の内容に、交渉フォーラムの性質が
大きく影響することは否めない。このような意味において、オーフス条約は、極めて地域的な色調
を帯びた規範であるといえる。  
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B．第二類型： EU が締結し、適用実施するための EU 法政策が採られた環境条
約 
 
 
 EU が環境条約の適用に積極的な姿勢を示すのは、第一類型に当てはまる諸条約だけに
とどまらない。それは、本章が扱う環境条約、つまり条約が先行して採択され、EU がこ
れを締結し、条約内容を EU 環境法政策に取り込んだ多くの環境条約にもみられることで
ある。 
この第二類型にあてはまる環境条約は数多い。その中で、本章では特に、オゾン層保護
条約とモントリオール議定書(1)、気候変動枠組条約と京都議定書(2)、原子力の安全に関す
る諸条約(3)、生物多様性条約カルタヘナ議定書(4)を取り上げる。 
1 と 2 は、EU 環境法政策への環境条約の影響が大きかったものと一般に評価されてお
り、EU と環境条約の関係を一般的に論じる上で、重要な諸条約である。3 については、
EU ではなく Euratom の文脈における条約が問題となる。国際法上、原子力はもっぱら安
全保障にのみ関わるわけではなく、国際環境法の一要素をなす条約が作られている。また、
Euratom 条約には第 I 部で考察したように、放射性物質の有害な影響から人体および環境
を保護することが規定されている。このことから、第二類型にあてはまる原子力の安全に
関する諸条約と Euratom の関係も取り上げることにした。4 は、第二類型に属するものの、
EU 環境法政策の方が既に大きな発展を遂げており、その下でわずかな付加的価値しか EU
法にもたらさなかった議定書である。  
このように、本章で論じる環境条約は、EU あるいは Euratom がこれを締結し、域内で
実施するための措置が採択されているという点では共通しているが、その実際の態様、環
境条約が EU 法に及ぼした影響などの点については、以下に詳述するように極めて多様で
ある。 
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1．オゾン層保護条約およびモントリオール議定書 
 
 EU が締結した環境条約の中で、積極的に条約規範を EU 法に取り入れた例としてオゾ
ン層の保護のための条約（以下、「オゾン層保護条約」あるいは単に「条約」と記す） 1お
よびその議定書（オゾン層を破壊する物質に関する議定書）（以下、「モントリオール議定
書」あるいは単に「議定書」と記す）2がある。条約と議定書はともに EU による締結を可
能にする規定を備え、さらに議定書は EU に特別な権限を与えている。枠組条約であるオ
ゾン層保護条約は締結主体に明確な義務を課すものではないが、議定書は、具体的に、複
数のオゾン層破壊物質の生産量と消費量を段階的に削減するスケジュールを含み、非締約
国との間の輸出入を禁止する。たび重なる議定書の改正と調整 3により、新たな物質が規制
対象として付加され、削減スケジュールは前倒しされてきた。このような発展を遂げてい
るオゾン層保護条約レジームに対応するために、EU は実施措置を度々刷新し、それだけ
ではなく議定書の義務よりも厳格な内容を盛り込んできた。このように、オゾン層保護条
約とモントリオール議定書は、EU が積極的に実施し、それが比較的成功している環境条
約の例といえる。 
 しかし、今日このように総合的に評価されているとはいえ、この条約および議定書と EU
の関係は最初から良好に進展したわけではない。オゾン層保護条約に引き続きモントリオ
ール議定書が採択されるまでとその後の実施段階とでは、オゾン層保護政策に対する EU
の姿勢が大きく異なる4。 
 
(a) オゾン層保護条約とモントリオール議定書に対する EU 
【オゾン層保護条約以前の EU によるオゾン層保護法】 
 オゾン層の破壊によって人体や自然生態系が被りうる危険があり、その破壊の原因が、
人為的な化学物質の放出である可能性は 1970 年代半ばに認識されていた。これにいち早
くアメリカは対応し、原因物質の使用に対する規制を行ったが、EU がこの分野で措置を
採択したのは 1980 年なってからである5。 
 しかし、1980 年の決定は、構成国に対し次のような簡素な指示をしているに過ぎなかっ
た。この決定に示されていたことは、自国産業による特定のクロロフルオロカーボン（以
下 CFCs と記す）の生産能力を増加させないこと、1981 年内にエアゾール缶に使用する
                                                     
1 The Vienna Convention for the Protection of the Ozone Layer. 
2 The Montreal Protocol on Substances that Deplete the Ozone Layer.  
3 モントリオール議定書は、主に新たな規制物質や規制措置を追加する場合に改正手続が採られる
が、規制物質の削減スケジュールの変更は調整と呼ばれ、締約国会議により決定される（議定書 2
条 9 項、条約 9 条）。調整に関わる決定はすべての構成国を拘束する（議定書 2 条 9 項(d)）が、改
正はこれを批准・承認・受諾した締約主体のみを拘束する（条約 9 条 5 項）。調整によって、条項の
追加・削除・番号ふり直しが行われることがあるため、議定書の発展過程をたどる上で不可欠の文
書となっている。  
4 Oberthür, Sebastian, "The EU as an International Actor: The Protection of the Ozone Layer", 
Journal of Common Market Studies, Volume 37, No. 4, 1999, December, pp. 641-659. 
5 Lawrence, Peter M., “International Legal Regulation for Protection of the Ozone Layer : Some 
Problems of Implementation”, Journal of Environmental Law, vol.2, 1990, pp.29-31 ; 
80/372/EEC: Council Decision concerning chlorofluorocarbons in the environment,  OJ L 90, 
3.4.1980, p. 45. 
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これらの CFCs を 1976 年比で 30%削減すること、これらを確保するためのあらゆる適切
な措置をとることだけだった（1 条）。この決定は、当時の科学的知見において原因物質と
されていた 2 種類の CFCs を対象としているが、生産能力自体の削減を課しているわけで
もない。唯一具体的に数値が示されているエアゾール缶に使用する CFCs 量の削減義務も、
この決定が採択される時点で既に達成されていた6。つまり、この決定は現状維持を認める
にすぎなかった7。1980 年決定は新たな科学的および経済的知見に基づく見直しを予定し
ていたため、1982 年にこの決定は見直されたが、この新たな決定も以前の路線を引き継
ぐものでしかなく、具体的な数値目標や削減義務もまったく課されなかった 8。このように、
オゾン層保護政策についての EU の初期の対応は極めて消極的であり、ほぼすべてを構成
国に任せている状態だった9。 
 1980 年代、EU とアメリカは、世界最大の CFCs 生産地域だった10。そして、これらの
オゾン層破壊物質は、EU の中でも先進諸国（英、独、仏）の少数の大企業によって生産
されていた。法的措置の採択に理事会による全会一致が必要だった当時、これらの企業を
擁する構成国が CFCs 産業の活動を具体的に制限する EU 法に賛成するはずはなく、EU
レベルでの意思決定は事実上困難だった。このような状況の中で 1980 年および 1982 年の
決定が成立したのは、既に厳格な削減措置を採っていたアメリカからの圧力があり、EU
として対策を講じていることを示す必要があったためである 11。よって、先の 2 決定は、
内容は最低限のものでしかなかったが、EU として採りうる最大限の措置だった。  
このような姿勢は、EU の代表として条約や議定書の交渉にあたる委員会に理事会が与
える交渉マンデートにも反映していた。そのため、構成国も EU 代表としての委員会も、
条約交渉の場において具体的な数値目標や削減義務を受けいれることはできなかった。し
かし委員会には、国際交渉においてもう一つの重要な争点があった。それは、条約におけ
る EU の位置づけについてである。この点についてオゾン層保護条約は、後述のように、
EU の地位を対外的にも対内的にも向上させることに寄与した。  
 
【オゾン層保護条約と EU】 
 EU ブロック（EU および構成国）に具体的な原因物質の削減義務を受けいれる交渉の
余地がないことが一因となり12、オゾン層保護条約は 1985 年に枠組条約として採択され、
                                                     
6  Rowlands, Ian, "EU Policy for Ozone Layer Protection", in Golub Jonathan ed., Global 
competition and EU environmental policy, Routledge, 1998, p.38. 
7 Jachtenfuchs, Markus, "The European Community and the Protection of the Ozone Layer", 
Journal of Common Market Studies, Vol. 28, Issue 3, 1990, p. 263. 
8 82/795/EEC: Council Decision on the consolidation of precautionary measures concerning 
chlorofluorocarbons in the environment, OJ L 329, 25.11.1982, pp. 29–30. 
9 1980 年および 1982 年の決定により、これらが対象とするエアゾール缶 CFCs の生産量は低下し
たが、他の用途における使用量およびこれらの決定が対象としていない CFCs の生産量は大幅に増
加した。Renzulli, Jeffrey J., "The Regulation of Ozone-Depleting Chemicals in the European 
Community", Boston College International and Comparative Law Review, Vol.14, 1991, p.348. 
10 1980 年当初、世界生産量に対しアメリカが 44％、EU が 33％のシェアを有していたが、早くか
らオゾン層保護対策を始めたアメリカの生産量はその後減少し、1986 年には EU が 42％を占める
ようになりアメリカ（28％）を追い抜いた。Rowlands, Ian, op.cit., n.6, pp.38-40 ; Jachtenfuchs, 
Markus, op.cit., n.7, p.261. 
11 Jachtenfuchs, Markus, op.cit., n.7, p.263. 
12 Jachtenfuchs, Markus, op.cit., n.7, p.263. 
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1988 年に発効した。この条約は、より具体的な義務を規定する将来の議定書のための枠組
であって、締約主体に、オゾン層の変化から生じる悪影響から人の健康および環境を保護
するために適当な措置をとること、自国の能力に応じ、組織的観測、研究、情報交換を通
じて協力すること、適切な立法・行政的措置をとり、政策調整に協力することを定めるに
すぎない（2 条）。 
他方、この条約は、EU が条約および議定書に参加するための枠組も定めている。この
点で参考にされたのは、この条約の数年前にようやく同じ国連の場で採択された国連海洋
法条約の関連規定である13。オゾン層保護条約は海洋法条約に倣った「地域的な経済統合
のための機関」（つまり REIO）の定義を定めている（1 条 6 項）。EU は条約上 REIO と
みなされ、署名および批准、受諾または承認が認められている（12 条および 13 条）。批准、
受諾または承認に関する条約 13 条は、議定書にも準用される。  
EU の締結条件をどのように定めるかは、1982 年に採択された国連海洋法条約の時と同
じように、この条約の交渉における重要な争点となり、同様の議論が再燃した。初期の草
案では海洋法条約と同じように、過半数の構成国による批准を EU が条約締結するための
前提条件としていたが、この案は EU と構成国両方にとって受けいれられるものではなか
った14。結局、EU による条約締結に特定の条件は付けられず、いずれの構成国が条約を批
准していなくとも EU が単独で締結主体になることをも可能とする規定が定められた。こ
の点については、アメリカをはじめ他の諸国が妥協し、EU 側の提案が最終的に取り入れ
られた。オゾン層保護条約 13 条 2 項によれば、REIO が単独で条約あるいは議定書の締
結主体となる場合、その条約または議定書のすべての義務を負う、そして、1 または 2 以
上の構成国が REIO とともに条約または議定書の締結主体である場合、その条約または議
定書に基づく義務の履行についてそれぞれの責任を決定する。従って、第三国締約国にと
っては、EU が単体で条約を締結しようと、それが構成国とともにであろうと、どちらの
場合でもすべての条約義務の履行が担保されていることになる。海洋法条約付属書 IX に
は、第三国締約国が、EU と構成国の間の複雑な権限配分や責任の所在について正確に把
握しようとする意図があらわれていたが、オゾン層保護条約においてそのような意図は見
受けられない。EU にとっては、構成国に批准を強制することなく混合協定の当事者にな
ることが認められた初めての普遍的な環境条約であり15、この規定は EU の国際法主体性
を相対的に強化するものである。さらに、EU が域内の権限構造において環境保護に関わ
るより大きな権限を得ることにもつながる。それは、この規定が、条約または議定書のす
べての義務を履行するために EU が域内措置を提案するための根拠となるからである。も
っとも条約 13 条 2 項の考え方が貫徹されていない点もある。条約 15 条 2 項は、REIO は、
その権限範囲の事項について条約加盟国となっている構成国数と同数の票を行使すると定
めるが、REIO のみが締約主体である場合については何ら定めていない。他方で、オゾン
層保護条約は、海洋法条約と同様に、条約や議定書に対し REIO にその権限範囲を示す宣
言の提出を求めているが（13 条 3 項）、構成国にはもはや権限宣言を要求していない。こ
のように、海洋法条約の関連諸規定と比べ、オゾン層保護条約が EU を枠づける諸規定は
大幅に簡素化され、第三者締約国の懸念を解消し、かつ EU の国際法上の地位を相対的に
強化するものとなった。  
                                                     
13 第 II 部 C 章 1 を参照のこと。  
14  Temple Lang, Jean, "The Ozone Layer Convention: a new Solution to the Question of 
Community Participation in 'Mixed' International Agreements", Common Market Law Review, 
vol. 23, 1986, p.165. 
15 Jachtenfuchs, Markus, op.cit., n.7, p.264. 
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【モントリオール議定書と EU】 
 モントリオール議定書はオゾン層保護条約に基づき、この条約の採択後直ちに交渉が開
始され、1987 年に採択された（1989 年発効）。採択された当初の議定書は、CFCs（5 種
類）とハロン（3 種類）の 2 グループの物質を規制対象としていた。これらの生産量と消
費量を段階的に削減するスケジュールを確立したが、途上国と先進国とで別のスケジュー
ルが設定され、非締約国との間の輸出入を禁止している。  
 議定書の交渉が始まった当時の EU の交渉スタンスは、以前の条約交渉時のものと基本
的に同じであった。しかし、最終的に具体的な義務を含む議定書に合意することができた
のは、各構成国の政府に影響を与えている企業の態度が次第に軟化したこと、CFCs 生産
企業を有する構成国の中からも具体的な削減義務に賛成する国があらわれ、EU ブロック
で統一的な発言や投票行動が不可能となったこと、オゾン層保護に関する環境 NGO の活
動がヨーロッパでも活発化したことなどが影響している。その結果、議定書では、CFCs
の生産量・消費量を共に 1989 年 7 月以降、基準年 1986 年の量に凍結し、1993 年 7 月か
らは同年の量の 80%に、1998 年 7 月からはさらに 50%削減することが決められた（発効
当時の 2 条 1,3,4 項）。ハロンについては 1992 年 1 月より基準年 1986 年の量に凍結する
ことが決められた（同 2 条 2 項）。このように、EU は構成国と共同して、1980 年決定の
適用範囲に比べ、より多くの物質を対象とする包括的で具体的な政策を実施しなければな
らなくなった。 
議定書は、EU が議定書を実施する方法として、対象物質消費量の削減スケジュールを
REIO の構成国が共同して履行することを合意することができると定めている（2 条 8 項
（a））。従って、各構成国レベルではなく EU 全体でスケジュールに沿った凍結・削減義
務を実施することが認められた。これは、EU が交渉時に主張し、条約規定として明文化
することを求めた実施方法である。このように EU が主張したのは、1992 年に域内単一市
場が完成した後は構成国間の輸出入に制限を課すことは不可能になり、この域内貿易の輸
出入量の算定が困難になることが理由だった16。結果、EU の提案は、議定書の定義上、輸
出入量の差し引きが必要な消費量に関してのみ認められた17。さらに、この合意が認めら
れるためには、EU およびすべての構成国が議定書の締約主体となり、合意の実施方法を
事務局に通報することが必要であり、当然のことながら全構成国の消費量の算定値の合計
が削減義務の割合を超えないことが条件とされた（2 条 8 項(a),(c)）。これらは EU による
共同実施を認める代わりに第三国が要求した条件である。たしかに単一市場の管理が EU
に一元化され、この市場の競争を阻害するような構成国独自の（しかし議定書の義務を達
成するための）規制措置は認められない。そのため、各構成国レベルで削減義務を実施す
ることは困難となるだろう。しかし、この正当と思われる主張の裏には、この実施方法に
一定の軽減効果があることもまた認められていた。つまり、EU レベルで削減義務を負う
ことによって、熱心に生産・消費量の削減に取り組んだ構成国の削減量とそうでない国の
成果を相殺することができ、相対的な現状維持効果が得られるとともに、実際には義務の
緩和につながるからである18。しかし、環境条約規定としての議定書 2 条 8 項の重要性は、
EU が締結した普遍的な環境条約で初めて明確に REIO に実質的な義務（権利の形式で記
述されてはいるが）を負わせた点である。EU に対するこの特別規定は、国際社会に EU
                                                     
16 ベネディック、リチャード・E（小田切力訳）『環境外交の攻防  : オゾン層保護条約の誕生と展
開』工業調査会、1999 年、pp.126-130；Oberthür, Sebastian, op.cit., n.4, p. 647. 
17 対象物質の消費量は次のように計算される：消費量＝生産量＋輸入量－輸出量（議定書 1条 6項）。 
18 ベネディック、リチャード・E、注 16、pp.126-130。 
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が環境保護のための行為体であることを直接示す効果をもたらし、他方で、域内の権限配
分の観点で EU の権限を強化した。Lawrence は、この規定がなかろうと市場統合の結果
（構成国ではなく）EU による実施という同じ結果が生じることを考えれば、この規定が
設けられた意図を理解し難いと述べている19。たしかに域内市場の原理を熟知する EU や
構成国にとっては、EU レベルで議定書を履行することになることはある程度当然の帰結
であろうが、議定書はあくまで国家レベルで生産・消費量を算定することを前提としてお
り、この条件で同意している第三国締約国に EU に限って REIO による実施を承認しても
らうためには、明文規定がやはり必要であったと思われる 20。 
 
(b) EU によるオゾン層保護条約とモントリオール議定書の実施  
【EU による初期の実施】  
 以上のように、オゾン層保護条約とモントリオール議定書を策定する過程において EU
は指導的な役割を果たしたのではなく、できるかぎり実質的な義務を希薄化し、先延ばし
しようと行動した交渉者だった。しかしながら他方で、オゾン層保護レジームは EU に、
国際環境法上これまでになく強化された地位と特別な役割を与えた。このことはオゾン層
保護政策における EU と構成国との間の権限配分の決定にも大きく影響を及ぼした。これ
により、すでに確立していた EU 権限の範囲（1980 年と 1982 年の決定）は明確に拡大さ
れ、議定書の範囲全般が EU 権限に属することになった。  
確かに条約は EU 単独で締結することを認めているが、議定書 2 条 8 項の特別な条件を
満たすためには、すべての構成国による批准が必要である。そのため EU は、全構成国が
EU と同時に批准することを異例にも強く推奨した21。もっとも各国の国内批准手続を EU
がコントロールできるわけではないため、実際には同時批准は実現しなかったものの 22、
最後まで削減規制に反対していた国も含めすべての構成国および EU に対し同日に議定書
は発効した。世界の主要なオゾン破壊物質の消費国がいくつか批准しなければ議定書は発
効しない仕組みになっていたため23、EU による全構成国批准の促進は結果として発効要件
の早期充足に貢献したのである。  
議定書の発効と同時にその内容が EU に適用されるように、EU は事前に規則 3322/88
を採択していた24。上に述べた経緯の通り、以前のオゾン層保護措置（1980 年と 1982 年
の決定）は限られた効力しかなかったが、オゾン層保護条約とモントリオール議定書が採
択され、EU がこれらに署名し、EU レベルで実施すべき義務が条約および議定書に含ま
れていること、これらを理由に、この規則は策定された。規則 3322/88 はモントリオール
                                                     
19 Lawrence, Peter M., op.cit., n.5, pp.44-45. 
20 この点で、モントリオール議定書と同様にモノの越境移動（貿易）を規制する他の環境条約とし
て、有害廃棄物の越境移動に関するバーゼル条約がある。バーゼル条約 11 条では、条約義務を害さ
ないことを条件に多数国間および地域的な協定が認められている。EU 法に基づく特別なレジーム
も、この包括的な規定を根拠に条約上認められている。もっともバーゼル条約はもっぱら手続的規
制を定めているという点で、議定書と異なる。  
21 88/540/EEC: Council Decision concerning the conclusion of the Vienna Convention for the 
protection of the ozone layer and the Montreal Protocol on substances that deplete the ozone 
layer, OJ L 297, 31.10.1988, pp. 8–9. EU はこの決定により条約と議定書両方を同時に締結した。  
22 http://ozone.unep.org/new_site/en/treaty_ratification_status.php[accessed 1st apr. 2013]  
23 議定書 16 条 1 項。 
24 Art. 14, Council Regulation (EEC) No 3322/88 on certain chlorofluorocarbons and halons 
which deplete the ozone layer, OJ L 297, 31.10.1988, pp. 1–7. 
68 
 
議定書の主要な義務（対象物質の削減スケジュールと非締約国との貿易禁止）をほぼその
まま書き写したものと評されている25。それは、議定書の採択自体が構成国間の困難な妥
協の上に成立したものであったため、議定書より厳格な内容の規則案を提出しても全会一
致を必要とする理事会で廃案にされる可能性が大いにあった。従って、委員会は慎重に安
全策をとったのである26。しかし EU による議定書の適用（規則 3322/88）は、議定書 2
条 8 項から単純に想像されるよりもより包括的で直接的である。規則 3322/88 には、規制
物質の消費量を管理するにはこれらの物質の市場構造を考慮し、需要より供給を管理する
ことが適切であること、この供給管理として生産者による販売・使用の制限および輸入制
限を手段とすること、これらを理由として、この規則が規制物質の輸出入、生産、消費す
べてに適用されると明言されている27。従って、EU は第三国からの総輸入量を管理する。
そして、これらの物質の輸入業者は EU による輸入割当を受けなければならず（3 条）28、
輸入物質を域内市場で取引する場合、輸入割当に基づいたライセンスが必要となる（7 条）。
さらに、企業活動を EU が直接管理する。生産者、輸出入業者は、扱った対象物質の量（生
産量、輸出量など）を委員会に直接報告する（11 条）。委員会は関連企業に必要な情報の
提出を求めることができ、委員会が必要と考える調査を構成国の当局に実施させることが
できる（12 条）。この規則に議定書の主要な義務が記されたことによって、議定書の適用
は EU 権限に属することが明確化したが、さらに EU が、構成国を介することなく関係企
業を直接管理する形態を作り上げた。従って、モントリオール議定書の実施に関しては、
この規則を企業に遵守させるための罰則規定の策定などを除いて、構成国にはもはやほと
んど権限はないように思われるほどである29。 
 
【議定書の発展と EU による実施】 
 モントリオール議定書が発効した後にようやく、議定書の実質的な義務に対する EU（構
成国）の対応が積極的になった。これは、この頃になると議定書が規制する物質に代わる
技術や物質が開発され、商業化が可能な段階になってきたためである。よって、関係企業
が議定書の義務の達成に協力的な姿勢を示すようになった。  
しかし、発効当初の議定書の削減義務の程度では実際にオゾン層の破壊を食い止めるに
は全く不十分であること、そして新たな科学的知見から他にも規制すべき化学物質がある
ことが明らかにされていた。また、開発された CFCs の代替物質も、オゾン層に全く無害
というわけではなく、これらに対する規制も必要なことが認識されてきた。これらの問題
に対処するために議定書はこれまで 4 回改正され、6 回調整されている30。EU に関係する
点に限定してこれらの内容を総括すると31、1990 年 COP2 では、規制物質（CFCs とハロ
ン）の削減スケジュールが早められ、全廃時期が決められた。さらに、新たに 3 グループ
の物質（他の完全にハロゲン化された CFCs、四塩化炭素、1.1.1-トリクロロエタン）を規
                                                     
25 Jachtenfuchs, Markus, op.cit., n.7, p.269. 
26 Jachtenfuchs, Markus, op.cit., n.7, p.269. 
27 Preamble and art. 1, Council Regulation (EEC) No 3322/88, op.cit., n.24. 
28 Ex. 89/419/EEC: Commission Decision allocating import quotas for chlorofluorocarbons for 
the period 1 July 1989 to 30 June 1990, OJ L 192, 7.7.1989, pp. 37–38. 
29 Jans, H. Jan, European Environmental Law, Kluwer Law International, 1995, p.318. 
30 もっとも、改正が採択された締約国会議ではこれまで必ず調整も同時に決定された。そのため、
調整のみが決定された締約国会議は 2 回である。 
31 よって途上国（議定書 5 条国）に対する物質削減スケジュールや議定書の制度改革等を除く。  
69 
 
制対象に加え、これらの削減および全廃スケジュールが決定された（ロンドン改正）32。
1992年 COP4 では、すべての対象物質 5 グループの全廃スケジュールを早めるとともに、
CFCs の代替物質（ハイドロクロロフルオロカーボン（HCFCs）、ハイドロフルオロカー
ボン(HFCs)）およびオゾン層破壊係数の高い臭化メチルを新たに加え、それらの削減・全
廃スケジュールを決定した（コペンハーゲン改正）33。1995 年の COP7 では HCFCs の規
制強化と臭化メチルの全廃スケジュールが決定され（調整のみ） 34、COP9（1997 年）に
はさらに臭化メチルの全廃スケジュールが早められた（モントリオール改正） 35。COP11
（1999 年）には、それまで消費量の削減だけが対象だった HCFCs について、生産量規制
が導入され、さらにブロモクロロメタンが規制物質として追加された（北京改正）36。最
後に、もっとも最近の調整として、COP19（2007 年）において HCFCs の全廃スケジュ
ールが早められた37。 
実際、新たな化学物質が議定書の規制対象となる度に、その物質に関連する企業や市場
の構図が異なるため、議定書の締約国会議だけでなく EU 内の意思決定においても新たな
対立の構図が生じることになった。たとえば、CFCs 代替物質である HCFCs に関しては、
これに大規模な投資をしていたフランスがこの物質の規制に反対し、臭化メチルに関して
はこの物質が農業用の防虫剤として重要であったため、南欧諸国（スペイン、イタリア、
ギリシャ）とフランスが厳格な規制に反対した38。しかし総体的には、これらの改正およ
び調整を EU はその都度、既存の規則の改正あるいはこれを刷新する方法でとりこんでき
た。さらに、規則 3322/88 の時のように議定書の義務をそのまま移入するだけではなく、
議定書の新たな義務をより厳格化し EU で実施するようになったのである。例えば、ロン
ドン改正を取り込んだ規則 594/91 では、この改正で前倒しにされた CFCs の全廃予定
（2000 年）よりもさらに 2 年半早く EU では生産および使用禁止にするスケジュールが
定められた39。コペンハーゲン改正で新たに対象とされた HCFCs については、2030 年に
                                                     
32 UNEP, Handbook for the Montreal Protocol on Substances that Deplete the Ozone Layer, 9th 
ed., 2012, pp.654-655, 667-677；91/690/EEC: Council Decision concerning the conclusion of the 
amendment to the Montreal Protocol on substances that deplete the ozone  layer as adopted in 
June 1990 in London by the Parties to the Protocol, OJ L 377, 31.12.1991, pp. 28–40. 
33 UNEP, idem., pp.656-658, 678-687；94/68/EC: Council Decision concerning the conclusion of 
the amendment to the Montreal Protocol on substances that deplete the ozone layer, OJ L 33, 
7.2.1994, pp. 1–2. 
34 UNEP, idem., pp.658-660. 
35 UNEP, idem., pp.660-662, 688-689；2000/646/EC: Council Decision concerning the conclusion 
of the amendment to the Montreal Protocol on substances that deplete the ozone layer,  OJ L 272, 
25.10.2000, pp. 26–26. 
36 UNEP, idem., pp.662-664, 690-694；2002/215/EC: Council Decision concerning the conclusion 
of the Fourth Amendment to the Montreal Protocol on substances that deplete the ozone layer, 
OJ L 72, 14.3.2002, pp. 18-19. 
37 UNEP, idem., pp.664-666. 
38 Rowlands, Ian, op.cit., n.6, pp.46-53. 
39 Arts. 10.1. and 11.1, Council Regulation (EEC) No 594/91 on substances that deplete the 
ozone layer, OJ L 67, 14.3.1991, pp. 1–10. なお、CFCs 全廃時期はさらにコペンハーゲン改正で
1996 年に早められ、これを採りいれた規則 3952/92 ではさらに 1995 年に前倒しされた。Arts. 1.5 
and 1.8., Council Regulation (EEC) No 3952/92 amending Regulation (EEC) No 594/91 in order 
to speed up the phasing-out of substances that deplete the ozone layer, OJ L 405, 31.12.1992, pp. 
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全廃することになったが、EU では 15 年早く 2015 年に使用禁止とされている40。 
それぞれの規制物質に対し、厳格な規制に反対する構成国が存在しつつも、国際社会が
合意した基準よりも厳しい基準を採択することが EU において可能だったのは、複数の要
因が考えられよう。第一に、EU 政策の中で環境保護政策の重要性が高まったことが挙げ
られる。オゾン層保護レジームの成立時期とほぼ同時に EU 環境保護政策の法的根拠が単
一欧州議定書によって確立し、さらに 1992 年マーストリヒト条約では、理事会の決定方
法として特定多数決が導入された。これにより規制反対諸国の比率が小さい場合、多数意
見に基づいた措置が採択される。第二に、デンマークやドイツなど、議定書そのものより
はるかに進んだオゾン層保護対策をとっている構成国があり、委員会はこれらの諸国から
支持が得られることを見込んで、議定書の改正や調整よりも野心的な EU 法草案を提出す
るようになったことである。  
 さらに EU 内で合意が得られた議定書より厳格な規則の内容は、その後の締約国会議で
物質の規制基準や削減スケジュールの前倒しが交渉される際に、EU が主導的な役割を果
たす基礎となった41。このように、議定書の改正および調整をより厳格な形で EU に取り
入れ、さらにそれが国際交渉の場にフィードバックされるという循環関係が、オゾン層保
護レジームと EU 法との間で機能している。  
 
(c) 小括 
 オゾン層保護条約およびモントリオール議定書の交渉時、EU はオゾン層破壊物質の大
生産地域であり、よって重要な汚染源でありながら、具体的な規制を成立させようとする
国際努力には極力協力しなかった。しかし他方で、これらの国際文書は、EU と環境条約
との関係における重要な事例となった。EU が単体で条約や議定書の締結主体になること
が初めて認められ、さらに EU そのものによる議定書の実施を認める規定が設けられたか
らである。REIO に関するこれらの規定は、国際社会において EU が環境保護のための行
動主体であることを法的に認め、かつ強く印象付けると同時に、EU と構成国との間の権
限バランスの点においても EU の地位を強化することにつながった。  
 交渉時との姿勢とは異なり、条約および議定書が発効し、実施される段階になると、EU
は、議定書の改正および調整をその都度より厳格な形で自らに取り込み、さらに締約国会
議の場でも主導的な役割を担うようになった。EU がこのような方向転換に成功したのは、
構成国の中で環境保護政策の重要性が高まり、それが EU 規則の内容に反映するようにな
ったからである。それと同時に、EU レベルで議定書の義務を共同実施する方法が採られ
たことも大きい。実際、モントリオール議定書の義務は、EU の排他的な通商権限および
共同市場の管理者としての権限に基づいて実施するに適したものである。従って、EU が
EU 全体の輸入量を管理し、域内の関連企業を直接に統括することによって、規制物質の
生産量・消費量を監視しているが、この方法は概ね成功していると思われる。というのも、
議定書の実施に関する諸規則の履行についてほとんど法的な問題が提起された事はないか
                                                                                                                                                           
41–43. 
40 Art. 4.8, Council Regulation (EC) No 3093/94 on substances that deplete the ozone layer, OJ 
L 333, 22.12.1994, pp. 1–20. この規則以降、2000 年と 2009 年に新たな規則が採択されている。
Regulation (EC) No 2037/2000 on substances that deplete the ozone layer, OJ L 244, 29.9.2000, 
pp. 1–24 ; Regulation (EC) No 1005/2009 on substances that deplete the ozone layer, OJ L 286, 
31.10.2009, pp. 1–30. 
41 Oberthür, Sebastian, op.cit., n.4, pp.650-651. 
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らである42。 
  
                                                     
42 これまでの ECJ 判例としては、①EU から企業への輸入割当およびライセンスの付与に関する手
続トラブルに関するものや、②規則の義務に対する構成国の不履行訴訟がいくつかある。例えば①
に関して、Judgment of 2 December 1997, Case T-336/94, Efisol SA v Commission, ECR 1996 p. 
II-1343 ; Order of 20 January 2009, Case C-374/07 P, Mebrom NV v Commission, ECR 2009 p. 
I-3、②に関して、Judgment of 3 April 2008, Case C-522/06, Commission v Belgium, ECR 2008 p. 
I-52. 
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2．気候変動枠組条約および京都議定書 
 
気候変動枠組条約43（以下、「枠組条約」あるいは単に「条約」と記す）およびこの条約
の下に採択された京都議定書44（以下、「議定書」と記す）と EU 環境法政策との間の関係
も、この第二類型に属する。EU はこれらを締結し、もっぱらこれらの規範を取り込んで
きた。また、これらの国際文書は、EU 環境法政策に強い影響をもたらした環境条約の代
表例でもある。この条約および議定書が採択される以前においては、EU の対外的権限を
確立する温暖化防止に関する域内法がほとんど採られていなかったため、条約および議定
書の交渉時に EU を代表したのは、委員会ではなく構成国の代表である理事会議長国であ
る。2002 年の京都議定書締結時においても EU の権限はほとんどなかったが、その後急速
に EU レベルでの温暖化政策は発展した。京都議定書の柔軟性メカニズムを実施する枠組
みの設定や排出量のモニタリングは EU の措置として採択された。さらに、温暖化ガス排
出削減、再生可能エネルギーの利用促進、エネルギー効率化などの分野で様々な措置が採
択され、EU に温暖化防止政策という新たな政策分野をもたらした。  
このように、気候変動条約と京都議定書は、EU に受容され、EU レベルでの温暖化防
止政策を生じさせたが、この政策は、これらの国際文書を EU が包括的に、かつ一貫して
実施するような強力なものではない。温暖化防止に関わる EU の法政策は拡大しつつある
ものの断片的であり、構成国が行う温暖化防止政策を補完する関係にある。  
以下では、まず条約と議定書における EU の位置づけを確認し(a)、次に EU によるこれ
らの実施を検討する(b)。 
 
(a) 気候変動枠組条約と京都議定書における EU の位置づけ 
 枠組条約において EU は「地域的な経済統合のための機関」45（REIO）と位置づけられ、
同じ国連の場においてこの条約より前に採択されたオゾン層保護条約46に倣って定義され
ている。EU の位置づけに関する他の点についてもオゾン層保護条約に倣っている。つま
り、REIO による署名・締結に条約は解放されており（20 条、22 条 1 項）、REIO 単体に
よる条約締結の可能性も認められている（22 条 2 項）。その他 REIO の投票権（18 条）、
権限宣言の提出（22 条 3 項）についても同じである47。その結果、REIO だけが条約締結
した場合の投票権の数についての規定上の矛盾も同じように踏襲されているが、実際、す
べての構成国が批准せず EU のみが締約主体になる状態が生じることは考え難いため、特
に問題になるとは考えられていないのであろう。EU を枠づけるこれらの条約規定は京都
議定書にも反映されている48。オゾン層保護条約の時と違い、これらの規定に関して議定
書交渉時に特に論争は起こらなかった49。このことを考慮すれば、オゾン層保護条約と気
                                                     
43 United Nations Framework Convention on Climate Change：気候変動に関する国際連合枠組
条約。1992 年採択、1994 年発効。 
44 Kyoto Protocol to the United Nations Framework Convention on Climate Change：気候変動
に関する国際連合枠組条約の京都議定書。1997 年採択、2005 年発効。 
45 1 条 6 項。 
46 オゾン層保護条約 1 条 6 項。 
47 これらの前例としてオゾン層保護条約 12,13,15 各条参照。  
48 議定書 22 条 2 項、24 条。 
49 オーバーテュアー・S、H・E・オット（国際比較環境法センター、地球環境戦略研究機関訳  ; 岩
間徹, 磯崎博司監訳）『京都議定書 : 21 世紀の国際気候政策』シュプリンガー・フェアラーク東京、
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候変動条約に共通する EU に関する諸規定は、普遍的な環境条約において EU の地位を規
定する定式的表現として定着しているものと思われる50。従って、気候変動枠組条約およ
び京都議定書においても EU は構成国と並んで、かつこれらとは別の実体として条約と議
定書に自律的に関与することが公的に認められているのである。  
 枠組条約と議定書は、EU に特別に関係する規定をいくつか定めている。まず枠組条約
は、条約が依拠する共通だが差異ある責任の原則に従い、EU を構成国とともに付属書 I
および II に列挙し、特別な義務の対象としている。もっともこの枠組条約は、将来採択さ
れるより具体的な内容の議定書のための枠組に過ぎず、緩やかな義務を締約主体に課して
いるのみである。条約において主に EU には、付属書 I の締約主体として、すべての締約
主体に課される義務に加え、「気候変動を緩和するための…政策を採用し…措置をとる」こ
とが求められる51。さらに、EU がとる気候変動を緩和する政策および措置の詳細とその結
果生じる効果の具体的な見積もりを定期的に報告する義務が課されている 52。このように、
EU レベルで気候変動防止対策を講じる義務が EU にはあるが、具体的にどのような措置
を採らなければならないか、あるいはとりうるかについて EU に特段の制限は課せられて
いない。 
 他方、議定書はより具体的である。議定書は、付属書 I の各締約主体に対し、2008 年か
ら 2012年までの第一約束期間に 1990年における温室効果ガスの排出水準から削減すべき
量を具体的な数値として示している（付属書 B）。付属書 B によると、EU と各構成国には
一律の数値目標、つまり 1990 年比 8%の排出削減が義務付けられている。ただし、この目
標を付属書 I 諸国間で共同して履行することができる（4 条）。つまり構成国による共同履
行の合意に基づき EU として排出削減に取り組むことが認められている。その場合、対象
国の排出量の総計が 3 条に従って算定された排出許容量の総計を超えない場合、排出目標
を達成したものとみなされる(4 条 1 項)。構成国には付属書 B にかかわらず EU 内で排出
削減義務を再配分する合意をとりつけることができるが、EU として 8%の排出量削減を実
現しなければならない。この目標を達成できない時は、構成国は、個別に、かつ、EU と
共に、先の合意により再配分された削減目標について責任を負う（4 条 6 項）。このように
議定書においては、構成国レベルではなく EU として具体的な排出削減目標を負う方法が
認められている。 
 上記諸規定に従い、EU は枠組条約を 1994 年に、議定書を 2002 年に、それぞれ締結し
た53。 
                                                                                                                                                           
2001 年、pp.326-331。 
50 有害化学物質等の輸出入の事前同意手続に関するロッテルダム条約 The Rotterdam Convention 
on the Prior Informed Consent Procedure for Certain Hazardous Chemicals and Pesticides in 
International Trade（1998 年採択、2004 年発効）2 条(h)、23 条 2 項、24-25 条, 残留性有機汚染
物質ストックホルム条約 Stockholm Convention on Persistent Organic Pollutants（2001 年採択、
2004 年発効）2 条(b)、23 条 2 項、24 条、25 条 1-3 項参照。  
51 4 条 2 項(a)。条約正文に「これらの政策および措置には REIO が採るものが含まれる」と注記さ
れている。 
52 4 条 2 項(b)、12 条。 
53 94/69/EC: Council Decision concerning the conclusion of the United Nations Framework 
Convention on Climate Change, OJ L 33, 7.2.1994, pp. 11–12 ; 2002/358/EC: Council Decision 
concerning the approval, on behalf of the European Community, of the Kyoto Protocol to the 
United Nations Framework Convention on Climate Change and the joint fulfilment of 
commitments thereunder, OJ L 130, 15.5.2002, pp. 1–3. 
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 条約 4条 2項は、EUとして採りうる政策および措置について何ら制限を設けておらず、
EU に広い裁量の余地を与えているが、条約締約時に提出された権限宣言をみる限り 54、当
時存在した EU による措置は直接温暖化防止につながるものではなく、周辺的なものであ
る。それらの多くは、再生可能エネルギー開発やエネルギー効率化に関する研究・技術開
発プログラム、それらに対する資金援助計画であり55、その他には、条約機関への情報提
出義務のために EU レベルで情報を集約し、排出量の監視をするための措置があるだけで
ある56。議定書締結時の権限宣言はさらに具体的な内容がないものである 57。議定書締結時
に決定していたのは、議定書 4 条に基づき再配分された構成国の排出削減義務だけである
58。モントリオール議定書に定められた義務の EU による共同実施は、域内市場統合とい
う制度をとる以上避けられないものだった。たしかに京都議定書 4 条に基づく義務もこれ
に類似する共同義務のようにみえる。しかし、京都議定書の義務の共同実施については、
EU の基本構造に由来する必然性があるわけではない。EU によるが削減義務の共同実施
は、極めて政治的に決定された。  
 温暖化ガスによって生じる気候変動の危機について EU が何も行動を起こさなかったわ
けではない。第 4 次環境行動計画（1987 年～1992 年対象）は気候変動問題への認識を示
し、この問題を環境研究プログラムの対象とする程度だったが 59、1989 年には初めてこの
問題に関して委員会が政策文書を発表した60。1991 年の政策文書において委員会は、特定
の措置（再生可能エネルギーの研究・開発・実証、産業、運輸など部門毎の措置）や税制
措置、排出モニタリングについて提案し61、第 5 環境行動計画には各温室効果ガスに対し
採られるべき行動が列挙されている62。しかし研究開発の分野を除き、実際的な対策とし
て採択された措置はほとんどなかった。とりわけ EU レベルでの税制措置提案は理事会に
受けいれられなかった63。 
EU レベルでの既存の対策措置がほとんどないという事実は、EU 自体に気候変動対策
                                                     
54 Declaration by the European Economic Community made in accordance with article 22 (3) of 
the Frame work Convention on Climate Change, OJ L 33, 7.2.1994, p. 28. 
55 Ex. Council Regulation (EEC) No 2008/90 concerning the promotion of Energy Technology in 
Europe (Thermie programme), OJ No L 185, 17. 7. 1990, pp. 1–15 ; Council Decision 91/565/EEC 
concerning the promotion of energy efficiency in the Community (SAVE programme), OJ No L 
307, 8. 11. 1991, pp. 34–36. 
56 Council Decision 93/389/EEC for a monitoring mechanism of Community CO2 and other 
greenhouse gas emissions, OJ No L 167, 9. 7. 1993. pp. 31–33. 
57 Declaration by the European Community made in accordance with article 24(3) of the Kyoto 
Protocol, OJ L 130, 15.5.2002, p.20. 
58 Annex II, op.cit., n.53, 2002/358/EC: Council Decision, p. 19. 
59 See Pt2.3.20 and Pt6.3, EEC Fourth Environmental Action Programme ( 1987 - 1992 ), OJ C 
328, 7.12. 1987, pp. 5–40. 
60 COM(89)656, The Greenhouse effect and the Community. 
61 SEC(91)1774 final, Community Strategy to Limit Carbon Dioxide Emissions and to Improve 
Energy Efficiency. 
62 See Pt5.1, Table 7, European Community programme of policy and action in relation to the 
environment and sustainable development, “Towards Sustainability”, OJ C138, 17.5. 1993, 
pp.5-98. 
63 Proposal for a Council Directive introducing a tax on carbon dioxide emissions and energy, 
COM(92)226 final, OJ C196, 3.8.1992, p.1 ; its amended Proposal, COM(95)172 final.  
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についての対外的権限の根拠がほとんどないことを意味する。そのため、このことは EU
による条約や議定書の交渉スタイルにも影響した64。EU が環境条約を交渉する際の通常の
手続きは採られず、交渉時に EU を代表したのはもっぱら理事会議長国であった。とりわ
け議定書やその後の締約国会議での交渉において EU は相対的に一体となって主導的役割
を果たしたと評価されているが65、それはあくまで構成国間の団結や意見調整の結果であ
り、EU としての行動ではない。  
このように EU レベルでの政策の状況や対外的な行動の様態をみる限り、枠組条約の交
渉が始まった 1980 年代後半から 1990 年代にかけて、構成国は、温暖化政策が自国の主幹
産業や経済活動におよぶ影響が重大であることを考慮し、EU が温暖化対策として措置を
採ることで権限を拡大し、自国の裁量やコントロール権限が減じることに非常に慎重だっ
たことがみてとれる66。上に述べたように、EU は国際法上、温暖化対策・措置を採り、議
定書の義務の共同実施について責任を負う主体であるが、実際、そのための実質的な措置
や権限、つまり「EU の」温暖化政策はないに等しかった。それが形作られてきたのは 2000
年以降のことであり、この約 10 年で急速に発展し、EU 環境保護政策の一分野として確立
した67。 
 
(b) EU による気候変動枠組条約と京都議定書の実施  
【EU 気候変動政策の発展】  
 京都議定書が採択され、その後の締約国会議において京都メカニズムの具体的な実施規
則が作られた頃にあたる 2000 年に、委員会は EU レベルの排出削減政策として、EU 気候
変動プログラム：European Climate Change Programme: ECCPを発表した68。この中で、
EU レベルの共通で調和した措置が、各構成国の温暖化戦略に対する有益な補足となるこ
とを示し、この目的のために委員会は、EU 規模の措置の強化と域内における排出量取引
の設置という 2 つのアプローチを同時に追求することを明言している。ECCP では、措置
の対象となる重点分野ごとに作業グループ（working group : WG）を設置し、それらを、
関連するすべての委員会総局から構成される統括委員会 Steering Committee が統括する
体制を作ること、各 WG は 1 年後に具体的な報告書を作成すること（それが委員会による
立法提案の基礎となる）が決められた。この ECCP の下で、11 の WG が設置された。委
員会環境総局以外の総局および外部の専門家も巻き込んだ WG による政策提案の模索は、
EU レベルの温暖化防止措置について広い範囲で合意形成をはかるための場となった。
                                                     
64  この点で、オゾン層保護条約とモントリオール議定書での交渉スタイルと対象的である。
Oberthür, Sebastian, op.cit., n.4, pp. 646. 
65 オーバーテュアー・S、H・E・オット、注 49、pp.16-20 ; Delreux, Tom, The EU as international 
environmental negotiator, Ashgate, 2011, pp.74-85. 
66 オーバーテュアー・S、H・E・オット、注 49、p.20. 構成国は、もし委員会が交渉の場で積極的
な役割を果たせば、それをもとに、後の議定書の実施についても EU 権限を要求するかもしれない
と懸念していた。 Delreux, Tom, idem., p.78. 
67 しかし以前と同様に EU のこの分野での対外交渉力は弱いままのようである。COP15（2009 年
コペンハーゲン）に対しても委員会は EU を代表する COP 交渉者として交渉マンデートを要求する
ことさえせず、会議では各構成国がそれぞれの立場で交渉した。 Krämer, Ludwig, EU 
Environmental Law, 7th edition, Sweet & Maxwell, 2012, p.312, note 28. 
68 Communication from the Commission to the Council and the European Parliament on EU 
policies and measures to reduce greenhouse gas emissions: towards a European Climate Change 
Programme (ECCP), COM/2000/0088 final. 
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2005 年には ECCP 第 2 フェーズ（ECCPII）が開始され、以前の ECCP の見直しおよび
強化を行うとともに、新たな WG（航空機からの排出、自動車からの排出、炭素固定技術
など）が設けられた。これらの ECCP の枠組から生み出された最大の成果が、EU レベル
での排出量取引制度69であり、その他に航空機からの排出に関する指令70などがある。 
 2008 年から 2009 年にかけて EU の温暖化政策は更なる発展を遂げる。この時期は、京
都議定書の第一約束期間以降（2013 年から）の削減目標の設定が最大の争点となると考え
られていた COP15（2009 年コペンハーゲン）への準備段階にあたる。EU は、締約国会
議での交渉に先んじて自らの削減目標を設定し、それを実現するためのより包括的な域内
政策を打ち出した。これらの一連の行動は、温暖化対策に関する国際交渉の先頭走者
frontrunner であり他国に範を示すべき存在であること71を自認する EU が、近い将来行わ
れる国際交渉に影響力を与えるポジションを確立するため外交戦略という面もあるが、他
方で、EU 域内の温暖化対策における EU の権限を一段と強化することになった。  
 2007 年 3 月の欧州理事会総括において、気温上昇を産業化する前のレベルから 2℃以内
に制限する戦略目標を掲げ、1990 年比で 2020 年までに少なくとも温室効果ガス排出量を
20％削減すること72、また同年までに 20％のエネルギー効率化を達成し、エネルギー消費
の 20％を再生可能エネルギーで賄うことを発表した73。これを受け、委員会は既存の諸措
置の修正案とともに、いくつかの新提案を提出し、これらはすべて採択された74。この新
しい措置の一つが、20％の削減目標に対し具体的に計算された各構成国の削減負担につい
ての決定である。というのも、排出量取引に係る排出源による排出量は EU 全体の 40％に
過ぎない。残りの 60％についても一定の削減を実現しなければ全体として 20％削減は達
成されない。これまで、排出量取引の対象でない部門全体を視野に入れた措置が採られた
ことがなかったが、これらの非 EU-ETS セクターからの排出に関し 2005 年比で+20％か
ら－20％まで大幅に差異化された国別の負担割合が決められた（努力負担決定 Effort 
Sharing Decision と呼ばれている）75。もっとも、構成国がこの決定で決められた数値目
                                                     
69 本節(b)(1)を参照。 
70 Directive 2008/101/EC amending Directive 2003/87/EC so as to include aviation activities in 
the scheme for greenhouse gas emission allowance trading within the Community, OJ L 8, 
13.1.2009, pp. 3–21. 
71 このような表現は、政策文書のみならず指令などの関連措置の前文にもほぼ必ずと言いうるほど
見受けられる。  
72 さらに EU は、他の先進諸国がこれに匹敵する削減に取り組み、経済的により発展している途上
国が当該国による排出責任と能力に従い適切に削減に貢献する場合には、EU の目標を 30％に引き
上げることを約していた。しかし、COP 交渉の結果から周知の通り、この条件が満たされる可能性
はなくなった。  
73 European Council, Presidency Conclusion, Doc7224/07Rev.1 of 2/5/2007, paras. 27, 31, 32, 
and Annex I. 
74 COM(2008)30 final, Communication from the Commission to the European Parliament, the 
Council, the European Economic and Social Committee and the Committee of the Regions - 20 
20 by 2020 - Europe's climate change opportunity. このコミュニケーションによる立法提案はす
べ て 2009 年 に 採 択 さ れ た 。 こ れ ら の 法 案 の 内 容 は 、 EU 排 出 量 取 引 制 度 の 改 正
（Directive2009/29/EU）、炭素回収貯留指令(Directive 2009/31/EC)、再生可能エネルギー指令の
刷新(Directive2009/28/EU)、新車の CO2 排出基準に関する規則(Regulation(EC)No443/2009)と注
75 に示す決定の 5 つの措置である。  
75 Decision No 406/2009/EC on the effort of Member States to reduce their greenhouse gas 
77 
 
標を達成しない場合、一般的な委員会による不履行手続以外に何らかの制裁的措置が予定
されているわけではない。そのため数値目標の達成は、多分に各構成国の政治的意思に依
存していると言いうる。しかし、EU としての全体目標（2020 年までに－20%）を掲げ、
それを実現するための青写真から導出された各構成国の負担配分について EU レベルで合
意に至った意義は大きいと考える。  
 このように、気候変動条約の一般的な義務を履行するため、そして議定書の排出削減義
務を達成するため、さらには議定書の枠組みが 2013年以降も維持されることを見越して、
EU レベルで様々な政策および措置が採択されてきた。これらは、大きく議定書が定める
排出権取引  (1)と、伝統的な規制的手法によるその他の措置（排出削減、再生可能エネル
ギーの利用促進、エネルギー効率化など）(2)に分けられよう。以下、両者について概略を
述べる。 
 
(1) EU 排出量取引（EU Emissions Trading Scheme: EU-ETS） 
 EU は、京都メカニズムとして議定書に定めのある排出量取引制度 76を域内に設置するこ
とを早期に決定した。議定書交渉の最後の段階まで EU は排出量取引の導入に反対してい
た主要アクターであったが、この制度が議定書の義務を達成する手段の 1 選択肢として議
定書正文に盛り込まれたわずか数年後、一転して積極的な制度の活用に乗り出した。議定
書は排出量取引の設置を義務付けているわけではないため、EU のこの急激な方向転換は
政治的決断にほかならない。識者の分析によれば、この変化を生じさせた要因として決定
的なものがあったわけではなく、国際レベルおよび EU レベルの事情や諸アクターの行動
が複合的に作用したと考えられている77。国際的には、EU が具体的なスケジュールを伴う
数値目標義務を負う主体になったこと78、アメリカが議定書からの離脱を表明し、EU が国
際的なリーダーシップを自負する上でプレッシャーがあったこと、そもそも 2002 年のヨ
ハネスブルグサミットと同時に議定書を発効させる世界的動向があったため、EU は 2002
年までに対策を講じることを目標にしていたこと、EU の域内的な理由としては、EU レ
ベルの制度を導入することによって費用削減効果が得られることは明白であり、また必要
だったこと79、失敗した炭素税導入と違って排出量取引が構成国や経済界、NGO を説得で
きる手段だったこと、委員会環境総局のメンバーに経済学者が登用され、経済的措置に対
するアレルギーが少なくなったことなどが挙げられる。かくして、2003 年に採択された
EU-ETS 指令は80、世界初の国際的な排出量取引制度となった。  
 排出量取引について議定書は、具体的な削減義務を負う締約主体（付属書 B 国）がその
義務を履行するために排出量取引に参加することができるが、そのような取引は国内の削
減行動に対し補足的なものとすると定めるにすぎない。よって取引の原則や方法などにつ
                                                                                                                                                           
emissions to meet the Community’s greenhouse gas emission reduction commitments up to 2020, 
OJ L 140, 5.6.2009, pp. 136–148, Annex II. 
76 議定書 17 条。 
77  Skjærseth, Jon Birger and Jørgen Wettestad, EU Emissions Trading : Initiation, 
Decision-making and Implementation, Ashgate, 2008, especially pp.65-158. 
78 議定書 3 条 2 項の「付属書 I 国は 2005 年までに…明らかな前進を示す」義務を含む。  
79 京都議定書が採択された後、イギリスとデンマークは独自の国内取引制度を作り、オランダも導
入する過程にあった。  
80 Directive 2003/87/EC establishing a scheme for greenhouse gas emission allowance trading 
within the Community and amending Council Directive 96/61/EC, OJ L 275, 25.10.2003, pp. 
32–46. 
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いては後の締約国会議に委ねられていた。2001 年の締約国会議81を通じて決定したことは、
3 つの京都メカニズムに共通する事柄として、国内の削減努力に対するメカニズムの補足
性を具体化する数値（メカニズム利用の数量的上限）は設定されず、3 制度間のクレジッ
トの交換も無制限に可能と決められた82。また、メカニズムに参加する付属書 B 国の要件
として、国内排出量に関する諸制度の確立および事務局への報告義務の遵守が求められる
83。排出量取引に特化した事項としては、排出量の過剰売却によって温暖化防止効果が妨
げられないように、付属書 B 国は各自の割当量の一定量を保持すること（約束期間リザー
ブ）が義務付けられたのみである84。このように議定書に基づく排出量取引の制度につい
ては排出割当量と約束期間リザーブ以外ほとんど制約がなく、具体的な制度設計は各付属
書 B 国の裁量に属する85。 
前述の通り EU は、ECCP が設置した WG での検討を元に 2003 年に EU-ETS を設置し
た86。この指令は、試行期間にあたる第 1 期（2005 年～2007 年）と、京都議定書の第一
約束期間に当たる第 2 期（2008 年～2012 年）の枠組みを定めている。EU-ETS のもとで
排出量 allowance の割当を与えられる対象は特定の大量排出施設（焼却施設、石油精製所、
セメント窯など）に限定され、かつこれらから排出される CO2 のみを対象としている87。
EU-ETS が対象としている排出量は EU 全体の排出許容量の約 40％にあたる。構成国は指
令に定める基準88に従い国家割当計画（National allocation plan：NAP）において各期間
における総割当量および配分方法を定め、事前に委員会に提出する。この指令において設
置される委員会 committee で NAP は審査され、場合によっては拒否され、再考を求めら
れる可能性もある。指令には対象業者 operator に無償で排出量を割り当てることとされて
おり、NAP はこれに沿わなければならならい。排出量は EU 域内の自然人・法人の間で移
                                                     
81 COP6（再開会合、2001 年 7 月、ボン）と COP7（2001 年 10-11 月、マラケシュ）を指す。  
82  Decision 19/CP.7, Modalities for the accounting of assigned amounts under Article 7, 
paragraph 4, of the Kyoto Protocol, FCCC/CP/2001/13/Add.2, pp.55-72. 
83 具体的には議定書 5条 1項、2項、および 7条 1項、4項の遵守を指す。Decision 15/CP.7, Principles, 
nature and scope of the mechanisms pursuant to Articles 6, 12 and 17 of the Kyoto Protocol, 
FCCC/CP/2001/13/Add.2, p.4. 
84 数値目標の 90％か、最新の排出実績の 5 倍いずれか低い方を指す。Decision 18/CP.7, Modalities, 
rules and guidelines for emissions trading under Article 17 of the Kyoto Protocol, 
FCCC/CP/2001/13/Add.2, p.54. 
85 もっとも委員会は、COP で排出権取引の枠組みが決定するのを待って法案を提出したわけではな
い。COP の交渉では高度に詳細な規則が決められそうもないと判断し、法案提出に踏み切った。結
局、他の京都メカニズムとの関連付け等の点は、EU-ETS 指令の 2004 年改正で追加されることと
なる。 
86 Directive 2003/87/EC, op.cit., n.80. この指令は次の措置によって改正されている。Directive 
2004/101/EC amending Directive 2003/87/EC establishing a scheme for greenhouse gas 
emission allowance trading within the Community, in respect of the Kyoto Protocol's project 
mechanisms, OJ L 338, 13.11.2004, pp. 18–23 ; Regulation (EC) No 219/2009 adapting a number 
of instruments subject to the procedure referred to in Article 251 of the Treaty to Council 
Decision 1999/468/EC with regard to the regulatory procedure with scrutiny — Adaptation to 
the regulatory procedure with scrutiny — Part Two, OJ L 87, 31.3.2009, pp. 109–154 ; Directive 
2008/101/EC, op.cit., n.70. 
87 Annex I, idem., Directive 2003/87/EC. 
88 Annex III, idem., Directive 2003/87/EC. 
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転される。第三国の排出量取引との関係については、まず EU と当該第三国間で排出量取
引制度を相互承認するための協定が必要となる。なお、他の京都メカニズムに基づくクレ
ジット（共同実施に基づく削減単位（Emission Reduction Unit： ERU）と CDM に基づ
く削減単位（Certified Emission Reduction：CER））も EU-ETS において認められてい
る。第 2 期において換算が認められる CER と ERU の総排出割当量に対する割合（％）は
構成国の NAP において示される。構成国間のプロジェクトに関してはこれらのクレジッ
トは発行されない。構成国が第三国から得たクレジットに関しては、当該構成国の EU-ETS
における排出量と相殺されることとなっている。  
 この指令に基づく EU-ETS は一見明確な枠組みを提示しているように思われるが、実施
段階で露見した曖昧な点が多くの ECJ 判例を生みだした。判例は NAP に関するものが大
半である。委員会が下した NAP 拒否決定に対し取り消しを求める構成国からの訴えは、
NAP の作成に対する構成国の裁量の程度、逆にいえば委員会に認められる NAP に対する
統制の度合いが明確でないこと89、また、委員会の審査の指針が一定しないこと90、委員会
が示唆する修正を受けいれることができないこと91などが原因となっている。他方、NAP
の承認や修正によって経済的な不利益を被る（例えば想定よりも排出割当が少ないなど）
と主張する EU-ETS の対象事業者が、NAP についての委員会決定を直接訴える例もみら
れる。しかし、このような訴えは、対象業者の利益に悪影響を及ぼすのは NAP に基づく
構成国の実際の配分行為であって、NAP に対する委員会の決定ではないこと、そして、委
員会決定に当該業者が直接かつ個別的に関与しているわけではないという理由から、こと
ごとく却下されている92。 
                                                     
89 例えば、委員会による承認に関わらず構成国には NAP を修正する権利があるか（Judgment of 23 
November 2005, Case T-178/05, United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland v 
Commission, ECR 2005 p. II-4807）、配分した排出割当量を事後的に削減する手続は指令 2003/87
に適合しないか（Judgment of 7 November 2007, Case T-374/04, Germany v Commission, ECR 
2007 p. II-4431）等。 
90 第 1 期のための過半数の NAP は委員会によって否定されなかったが、第 2 期のすべての NAP
は拒否決定に見舞われた。第 1 期 NAP で認められた排出量配分方法を第 2 期 NAP で採用したにも
関わらず、第 2 期 NAP に対しては委員会が拒否した例もある（Ex. Order of 11 September 2007, 
Case T-28/07, Fels-Werke GmbH, Saint-Gobain Glass Deutschland GmbH and Spenner-Zement 
GmbH & Co. KG v Commission, ECR 2007 p. II-98）。Van Aken は、委員会による審査がこのよう
に厳格化した理由は、第 2 期が京都議定書の義務履行期にあたるためと説明しているが、この理由
は厳格化を正当化するには（そして構成国を納得させるには）不十分だと思われる。Van Aken, 
Nicolas, under the direction of Michel Pâques, "The 'Emissions Trading Scheme' Case-Law: 
Some New Paths for a Better European Environmental Protection", in Faure, Michael and 
Marjan Peeters eds., Climate change and European emissions trading : lessons for theory and 
practice, Edward Elgar, 2008, p.98. 
91 この例は、新規加盟した構成国の場合に多い。Ex. Judgment of 29 March 2012, Case C-504/09 
P, Commission v Republic of Poland, ECR 2012, not yet published ; Judgment of 29 March 2012, 
C‑505/09 P, Commission v Republic of Estonia, ECR 2012, not yet published ; Case T-194/07, 
Czech Republic v Commission, pending. 
92  Ex. Order of 30 April 2007, Case T-387/04, EnBW Energie Baden-Württemberg AG v 
Commission, ECR 2007 p. II-1195 ; Order of 25 June 2007, Case T-130/06, Drax Power Ltd and 
Others v Commission, ECR 2007 p. II-67 ; Order of 8 April 2008, Case C-503/07 P, Saint-Gobain 
Glass Deutschland GmbH v Commission, ECR 2008 p. I-2217. これらの判例は、私人の訴権に関
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 しかし、2009 年に大幅な制度改正が行われたため93、今後は NAP そのものが作成され
ない。従って、これらの判例の多くは、今後の手続きには役立たないものとなった。実際、
第 1 期の排出量取引は、ほぼ無償で排出量を配分し、かつその量が比較的過剰だったため、
取引市場の炭素価格が暴落し、想定された削減効果を挙げることができなかった。また同
業種で同規模の対象業者であっても NAP が異なるため構成国によって割当量が異なるこ
とや適用除外となっている近接分野（例えば鉄鋼業は対象に含まれるが非鉄業者（アルミ
産業）は含まれない）があることなどから不公平感が生じていた 94。 
 第 1 期の実施状況および EU が掲げた中長期目標を考慮し、2013 年から 2020 年の 8 年
間にあたる第 3 期に適用される EU-ETS は次のように制度化されている。まず、EU-ETS
の対象範囲が温室効果ガスの種類の面でも、事業種の面でも拡大している。CO2 だけでな
く特定のフロンガスや亜鉛化窒素も含まれ、航空機からの排出95の他に非鉄産業、セラミ
ック産業、化学産業、炭素貯留技術も加えられた96。第二の改革は排出割当の配分方法で
ある。各構成国に配分方法の決定を任せる NAP による配分をやめ、EU レベルの統一ルー
ルに従って配分されることとなった。まず EU は、総排出量を毎年 1.74％ずつ削減して配
分する。排出量は、経過的な措置として無償で配分される部分を除き、オークションによ
り有償で対象業者が得なければならない。オークション方式にかけられる総配分量の 88%
がこれまでの実績に応じて構成国に配分され、残りの 12%については、統計に基づく機械
的な配分から生じる不衡平感を緩和するため一定の条件のもとに特定の構成国に追加配分
される97。無償配分が部分的に維持されるのは、地域熱供給やエネルギー効率の高いコジ
ェネレーションを促進するため、カーボン・リーケージを防ぐためなどの理由によりエネ
ルギー効率化および排出削減に対するインセンティブを高めるために認められている。こ
れらの分配は、EU レベルで事前に決められる統一水準 benchmark に基づき行われる98。
この制度は 2013 年から実施されている。  
 
(2) EU におけるその他の温暖化防止対策 
 従来の規制的手法による措置も EU の温暖化政策の一環をなしている。これらの措置は、
構成国が策定する国内の排出削減措置の共通枠組みであり、努力負担決定を下支えするも
                                                                                                                                                           
する ECJ の伝統的な－批判の多い－限定解釈に沿うものである。ただし、EU-ETS に関するこれら
の判例については、委員会の決定を保護し、各構成国の政策を維持するものとして評価する論者も
ある。See Ghaleigh, Navraj Singh, "Emissions Trading Before the European Court of Justice : 
Market Making in Lusembourg", in David Freestone, Charlotte Streck, eds., Legal Aspects of 
Carbon Trading: Kyoto, Copenhagen and Beyond, Oxford University Press, 2009, pp.385-388. 
93  Directive 2009/29/EC amending Directive 2003/87/EC so as to improve and extend the 
greenhouse gas emission allowance trading scheme of the Community, OJ L 140, 5.6.2009, pp. 
63–87. 
94 その他指令 2003/87 の問題点について、由布節子「排出量取引に関する日 EU 比較」庄司克宏編
著『EU 環境法』慶応義塾大学出版会、2009 年、pp.232-234。 
95  航空機からの排出については 2012 年から既に EU-ETS に組み込まれていた。Directive 
2008/101/EC, op.cit., n.70. 
96 Annex I, op.cit., n.93, Directive 2009/29/EC. 
97 追加配分の内訳は、総体的に規模の小さい構成国および経済発展の度合いが低い構成国に配分さ
れる 10%と、既に大幅な排出削減を実現した構成国へ配分する 2%からなる。Art. 10.2, Annex IIa 
and IIb, op.cit., n.93, Directive2009/29/EC. 
98 Arts. 10a and 10c, op.cit., n.93, Directive2009/29/EC. 
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のである。多様な分野に温暖化が影響を及ぼすことを考えれば、温暖化政策が対象とする
分野も同じように幅広いが、ここでは以下の主要な点に限定する 99。 
 
【エネルギー効率化】 
EU の温暖化対策におけるエネルギー効率化措置は、主に建物のエネルギー効率を対象
とする。この分野で最初に採択された主要な指令 93/76/EEC は100、CO2 排出を制限する
目的でエネルギー効率を高めるための、いくつかのプログラム（法律、規則、経済的・行
政的措置、自主協定など客観的にその影響が精査できるものすべてをさす）を策定し実施
することを求めている。プログラムの内容として、建物のエネルギー効率証明、光熱水費、
公共部門のエネルギー効率化のための投資促進、新築建物の断熱などが指定されている。
しかし、この指令には具体的な指針や条件は全くなく、上記の分野において構成国が行動
を起こし、何らかの措置を採らせることを目的としているのみである。  
その後、指令 2002/91/EC101において大幅な規制強化がなされた。この指令では、建物
のエネルギー効率の計算を EU レベルで一定程度統一するとともにいくつかの義務を構成
国に課している。まず、建物全体のエネルギー効率を計算する枠組みが示されている
（Annex）。この枠組みに従い、各国または地方レベルで計算方法を決定しなければならな
い（3 条）。また、総使用床面積 1000 ㎡以上の新設建物についてエネルギー性能に関する
最低要件が決められている。他方、同じ規模の既存の建物が大規模な改修を行う際に充足
すべきエネルギー性能については、より緩やかな最低要件が示された（4－6 条）。他には
建物のエネルギー性能証明書の内容およびこの証明書による情報提供 (7 条）、ボイラーや
空調システムの定期点検義務（8－9 条）について定めている。この指令は、2010 年に、
近年のエネルギー効率化技術を反映し、改正された102。指令の対象建物に付されていた制
限（総使用床面積 1000 ㎡以上）はなくなり、エネルギー性能要件の対象となるのは建物
全体だけでなく、使用単位 units、使われるエネルギー技術システムを示す建物の構成要
素 elements についても定められる。また新築建物の建設に際し、指令に列挙するエネル
ギー効率化技術の適用可能性を考慮しなければならない。なお、構成国は、2021 年以降の
新設建物がゼロエネルギー建物となるように確保しなければならず、ゼロエネルギー建物
増加計画を策定しなければならない（9 条）。 
 よって、建物のエネルギー効率化に関する規制は、90 年代初頭の構成国に何らかの行動
を採らせるだけのレベルから、エネルギー効率の計算方法について EU レベルで枠組みを
さだめ、建物のエネルギー性能の最低要件を課し、高度なエネルギー効率化技術を備える
建物を標準化するための長期目標を掲げるまでに発展している。しかし、既存建物は、大
規模改修103にかかるもののみが指令の対象となるため、今でもすべての建物が対象とされ
ているわけではない。さらに、ヨーロッパの建築物の特徴から考えれば、この指令の効果
が表れるには一定の時間を要すると考えられる。  
 
                                                     
99  詳 し く は 次 を 参 照 。 European Commission Climate Action at 
http://ec.europa.eu/clima/policies/brief/eu/index_en.htm [accessed 22 Apr. 2013]  
100  Council Directive 93/76/EEC to limit carbon dioxide emissions by improving energy 
efficiency (SAVE), OJ L 237, 22.9.1993, pp. 28–30. 
101 Directive 2002/91/EC on the energy performance of buildings, OJ L 1, 4.1.2003, pp. 65–71. 
102 Directive 2010/31/EU on the energy performance of buildings, OJ L 153, 18.6.2010, pp. 
13–35. 
103 改修規模は、指令 2010/31/EU （前注）2 条 10 項に定義されている。  
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【再生可能エネルギー】  
 再生可能エネルギーの促進に関する EU の措置は、再生可能エネルギー一般と運輸燃料
に特化した再生可能エネルギー（バイオ燃料）に対するものに区別される。  
 1997 年に、総エネルギー消費量に占める再生可能エネルギーの割合を 2010 までに 6％
から 12％に増加させるという目標が掲げられた104。この EU レベルの目標を考慮し、2000
年に入って、構成国は国家レベルの目標を設定し、適切な措置を採り、その目標達成度を
2 年毎の報告することが義務付けられた105。移動手段に使われるバイオ燃料についても同
様の措置がとられた。バイオ燃料については、この燃料の占める割合について EU レベル
の目標を 2005 年までに 2％、2010 年までに 5.75％と設定し、これを考慮した国レベルで
の指標目標の設定、そのための諸措置の策定・実施、EU への年次進捗報告を義務付けて
いる106。これらの EU の措置に共通することは、EU で全体目標を達成するための負担の
割り振りや計算はなされておらず、各国が自由に各自の指標目標を設定し、採用する措置
（補助金などの支援措置も含む）についても広い裁量を与えられていることである。要す
るに、各構成国の再生可能エネルギー政策を促進するための緩やかな監視に過ぎず、これ
らの指令は、委員会にとっては、将来的に EU レベルでの調和した規制措置が可能かどう
かを模索するための情報収集という意味を有していた。従って予想されるように、EU レ
ベルの目標は達成されない見通しが強くなった。  
 そのため 2006 年に見直しがなされ、再生可能エネルギー全体については 2020 までに全
エネルギー使用の 20％に、バイオ燃料については運輸手段に使われる燃料の 10％にまで
割合を高めるという新たな目標が設定された107。この目標は、前述の 2009 年の政策決定
にも反映されている。そして同年に、以前の 2 指令が 1 つの指令（指令 2009/28）に統合
され、刷新された108。すべての再生可能エネルギーを扱うこの指令においても、国別目標
の設定と進捗報告の組み合わせという基本的な構造は以前の指令と同じである。しかし、
EU によるコントロールが強化されている点がいくつかある。第一に、指令 2009/28/EC
には、再生エネルギー割合 20％という全体目標の達成のため、義務目標 mandatory 
national overall targets として各構成国に数値目標が示されている点である（3 条 1 項、
AnnexI, partA）。第二に、各構成国は、義務目標達成のために再生可能エネルギー行動計
画を策定するが、委員会が定める雛型に沿わなければならない（4 条）。このように形式や
目標が厳格化・客観化され、これに伴い、目標達成度を正確に把握するために、多様な種
類の再生可能エネルギーおよびバイオ燃料の使用量を統一した方法で割り出すための数式
が具体的に示されている（5 条、19 条、付属書 II、付属書 V）。さらに、義務的な国別数
値目標が導入された運輸燃料以外の再生可能エネルギーについては、目標達成に構成国が
                                                     
104 Communication from the Commission - Energy for the future: renewable sources of energy - 
White Paper for a Community strategy and action plan, COM/97/0599 final.  
105  Directive 2001/77/EC on the promotion of electricity produced from renewable energy 
sources in the internal electricity market, OJ L 283, 27.10.2001, pp. 33–40, art. 3. 
106 Directive 2003/30/EC on the promotion of the use of biofuels or other renewable fuels for 
transport, OJ L 123, 17.5.2003, pp. 42–46, arts. 3.1b and 4. 
107 The Commission communication of 10 January 2007 entitled "Renewable Energy Roadmap 
— Renewable energies in the 21st century: building a more sustainable future", COM(2006)848 
final. 
108 Directive 2009/28/EC on the promotion of the use of energy from renewable sources and 
amending and subsequently repealing Directives 2001/77/EC and 2003/30/EC, OJ L 140 , 
5.6.2009, pp. 16–62. 
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使いうる措置が定められている109。 
 このように EU の再生可能エネルギー政策は、技術開発や研究に重きを置いていた 1990
年代に比べ、2000 年以降大きく発展した。現在でも構成国が実施する国家計画の監視とい
う図式は変わっていないが、達成すべき国別義務目標の設定、計算方法の統一化などを通
じて、EU による統制の度合いは確実に強化されている。  
 
【特定機器および自動車に対する規制】  
 京都議定書が対象とする温室効果ガスの排出を EU 法で直接規制するようになったのは、
上記 2 分野よりもさらに最近のことに過ぎない。  
 2006 年に、京都議定書の付属書 A に列挙させる 6 温室効果ガスの内の後 3 者（ハイド
ロフルオロカーボン、パーフルオロカーボン、六フッ化硫黄）の排出に関して、規則
842/2006110と指令 2006/40/EC111が採択された。両者は相互補完的な関係にあり、指令
2006/40/EC は自動車の空調システムからの排出のみを対象とし112、その他については規
則 842/2006 の適用範囲がカバーしている。この規則は、対象とするガスが使われる製品
（冷却機器、空調製品など）について業者にガスの密閉化、製品の定期点検、再処理制度
の設置を義務付けている(3 条、4 条)。さらに、適切なラベル表示がされていない製品の市
場化禁止、ラベル表示に関わらず特定の製品の市場化禁止期限が定められている（7 条、9
条、付属書 II）。製品に含まれる対象ガスだけでなく、これらの製造、輸出入業者につい
ても委員会に対する年次報告義務が課せられている(6 条)。このように、主に対象ガスが使
われている製品の使用を重点的に規制しているが、EU 域内におけるガスそのものの生成、
輸出入についても EU が監視する制度がつくられている。  
 乗用車からの CO2 排出については、規則 443/2009113が定められた。この規則は新車の
みを対象とし、平均排出量を 130gCO2/km と設定し、ここから段階的に削減していくこと
を目的としている（1 条、付属書 I）。この規則は、自動車メーカーを対象としている。ト
ラックからの排ガス規制についても、一定の規格のエンジンなどの部品を装備させる義務
を関連業者に課す規則が採択されている114。 
                                                     
109 構成国間の統計上の再生可能エネルギー移転(6 条)、構成国間の共同プロジェクト(7 条)、第三国
と構成国との共同プロジェクト(9 条)、共同支援制度（11 条）。 
110 Regulation (EC) No 842/2006 on certain fluorinated greenhouse gases, OJ L 161,  14.6.2006, 
pp. 1–11. 
111 Directive 2006/40/EC relating to emissions from air conditioning systems in motor vehicles 
and amending Council Directive 70/156/EEC, OJ L 161, 14.6.2006, pp. 12–18. 
112  これは、自動車（型や装備など）に対する各国の規制を調和せる指令（Council Directive 
70/156/EEC of 6 February 1970 on the approximation of the laws of the Member States relating 
to the type-approval of motor vehicles and their trailers, OJ L 42, 23.2.1970, pp. 1–15, English 
special edition: Series I Volume 1970(I) P. 96 – 110.）が既に採択されていたため、自動車に設置
される空調システムについては、この指令の改正という形式をとった。  
113 Regulation (EC) No 443/2009 setting emission performance standards for new passenger 
cars as part of the Community's integrated approach to reduce CO 2 emissions from light -duty 
vehicles, OJ L 140, 5.6.2009, pp. 1–15. 
114 Regulation (EC) No 595/2009 on type-approval of motor vehicles and engines with respect to 
emissions from heavy duty vehicles (Euro VI) and on access to vehicle repair and maintenance 
information and amending Regulation (EC) No 715/2007 and Directive 2007/46/EC and 
repealing Directives 80/1269/EEC, 2005/55/EC and 2005/78/EC, OJ L 188, 18.7.2009, pp. 1–13. 
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このように、EU-ETS 以外の EU での温暖化防止政策として、エネルギー効率化、再生
可能エネルギー、特定機器および自動車に対する規制、これらの分野で法的措置が採択さ
れてきた115。エネルギー効率化および再生可能エネルギー分野については、構成国が行う
排出削減措置を EU レベルで枠づけ、これを促進するものと特徴づけることができるだろ
う。しかし、次第に EU による規制が強化されている。最後の特定機器および自動車に対
する一連の規制措置は、指令 2006/40/EC を除き、規則の形式を採り、EU が直接、域内
市場の関係者に対し特定の義務を課している。このように、EU-ETS だけでなく、伝統的
な規制的措置による EU の温暖化防止政策も形成されてきている。  
 
(c) 小括 
 以上に検討したように、気候変動枠組条約と京都議定書は、各締約国に強い影響を及ぼ
すとともに、EU にも大きな変化をもたらした。京都議定書 4 条は、普遍的な環境条約に
おいて初めて、責任についてまで明確に規定した義務を EU に負わせた。しかし、議定書
締結当時、具体的な数値目標を負った EU には、それを達成するための方策も権限もなく、
EU に温暖化防止政策の権限を委ねることに対し構成国が合意していなかった。このよう
な、温暖化対策に関して対外的には義務を負うが、対内的には権限がないという EU 権限
の実態的な不均衡は、上に概説した EU レベルでの温暖化防止政策の発展に見るように
段々と修正されつつある。  
法的措置の積み重ねによって実体化した EU の温暖化防止政策に、法的枠組みとしての
保障が追いついたのは、2009 年に発効したリスボン条約によってである。「気候変動対策」
が、TFEU191 条の環境保護政策の目的として新たに追加され、エネルギー政策の根拠と
なる独立した条文が加えられた（TFEU194 条）116, 117。このように、気候変動枠組条約と
京都議定書は、国際法規範を EU が受容し、実施措置を採択するという単純な対応を越え、
EU に温暖化防止政策という新たな権限分野を確立させた。よって、枠組条約と議定書が
EU 法に与えた影響は、他の環境条約に類をみない強力で独特なものである。  
 
ところで、EU 環境庁による最新の排出量評価（2011 年の排出情報に基づく）118による
と、京都議定書において EU 構成国に認められた共同実施義務（当時の全構成国 15 ヵ国
の総体で 1990 年比－8%の削減）に関しては、それを上回る 13.8%の削減を実現している
                                                     
115 EU レベルでの税制措置は前述のとおり 90 年代から法案が提出されてきたが、いずれも採択に
至っていない（COM(92)226 final and COM(95)172 final, op.cit., n.63 ; Proposal for a Council 
Directive on passenger car related taxes, COM(2005)261 final）。しかし、域内市場の自由競争を
不当に阻害しないためにエネルギー製品と電力に対する租税について EU 共通の枠組が設定されて
いる。Council Directive 2003/96/EC restructuring the Community framework for the taxation of 
energy products and electricity, OJ L 283, 31.10.2003, pp. 51–70. 
116 もっとも、温暖化防止政策は純粋に環境保護のみにとどまらない分野横断的な政策であることを
考えれば、より一般的な規定（例えば TFU11 条）に気候変動対策を位置づける方がより賢明だっ
ただろうという意見もある（Krämer, op.cit., n.67, p.308.）。 
117 その他の大きな変化としては、2010 年 2 月、それまで委員会の中でも環境総局の所掌とされて
いた気候変動対策に対し、新たに独立した総局（DG-Climate Action）が設置された。  
118 EEA, Approximated EU GHG inventory: Early estimates for 2011, EEA Technical report, No. 
13/2012, EEA, 24 Oct 2012. 
85 
 
119。2008 年に議定書の第一約束期間が始まって以降、大幅な削減が観察されていること
から120、2012 年によほどの急激な変化がない限り、EU（15 ヵ国）は削減目標を遵守する
ものと推測される。ちなみに、EU が議定書を締結した後に加盟した新加盟国 12 カ国のう
ちキプロスとマルタを除く 10 カ国は、議定書の付属書 B 国として個別の排出削減義務を
負っている121。同じ評価報告書によると、排出量を削減するどころか逆に 7.1％増加させ
ているスロベニアを除き、他 9 カ国は議定書の義務割合を上回る大幅な排出削減を実現し
ている122。 
京都議定書に基づく第一約束期間（2008 年-2012 年）は経過したが、その後の国際制度
や削減義務については決定されないままである。他方、EU は 2013 年以降も共同達成方式
を継続させる意思を示し、2012 年にそのための暫定的な排出量削減目標に関する文書を既
に提出している123。これによれば、当然のことながら以前の 15 ヵ国ではなく現行の 27 カ
国が共同達成に参加し、さらには 2013 年 7 月に加盟が予定されているクロアチアと加盟
候補国で法的統合が進んでいるアイスランドがこれに加わる予定であることが示されてい
る。EU は、独自に議定書の路線を継続する準備を着々と進めているようだが、温暖化対
策は地球規模で行われなければ意義のある成果は得られない。今こそが EU の対外交渉力
とリーダーシップが問われている局面のように思われる。  
 
  
                                                     
119 EEA, idem., pp.33, 45. 
120 EEA, idem., p.22. 
121 ハンガリーとポーランドの削減義務は 6％、その他（チェコ、エストニア、ラトビア、リトアニ
ア、スロバキア、スロベニア、ブルガリア、ルーマニア）については 8％。 
122 EEA, op.cit., n.118, p.45. 
123 Danish Presidency of the Council of the European Union, Submission by Denmark and the 
European Commission on Behalf of the European Union and Its Member States, 19 April 2012.  
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3．原子力の安全に関わる諸条約 
 
 第二次大戦直後の時点では、原子力エネルギーに石油に代わる代替エネルギー源として
比較的に楽観的な期待が寄せられていたが、1986 年のチェルノブイリ原発事故をはじめ
数々の悲惨な事故を国際社会は経験し、人体および環境に及ぼす影響の重大さが認識され
るようになった。放射性物質からの環境および人体の保護に関わる条約については、もっ
ぱら国際原子力機関 IAEA が国際社会におけるフォーラムとして中心的な役割を果たし、
特にチェルノブイリ原発事故以降、原子力の安全および原子力事故の対応に関わるいくつ
かの条約が採択されている。  
そのような条約には、国際輸送中の核物質を窃取など不当な取得および使用から守るこ
とを目的とする核物質の防護に関する条約（以下、核物質防護条約）124、原子力事故の対
応について、チェルノブイリ原発事故の直後に策定された原子力事故の早期通報に関する
条約（以下、原子力事故早期通報条約）125および原子力事故又は放射線緊急事態の場合に
おける援助に関する条約（以下、原子力事故援助条約）126、既存の原子炉（とりわけ東欧
諸国が有するチェルノブイリ原発と同じ旧ソ連製の原子炉）の安全性に対する疑義から国
際レベルの安全基準の設定が志向され127、その結果採択された原子力の安全に関する条約
（以下、原子力安全条約）128および使用済燃料管理の安全および放射性廃棄物管理の安全
に関する条約（以下、放射性廃棄物安全条約）129がある。 
 これらの条約はいずれも初めから、国家のみでなく REIO による締結が認められている。
これらの条約には、REIO はその権限の範囲内の事項について、条約上の権利を行使し、
義務を履行する（あるいは責任を負う）ことが示され、締約主体となる際に当該 REIO に
は、条約の実施に関して REIO が有する権限を明確にする宣言を求めている130。権限宣言
について、とりわけ核物質防護条約、原子力安全条約および放射性廃棄物安全条約は、
REIO の権限の範囲だけでなく REIO に適用される条約の条項の明示を求める厳格な規定
をおいている131。よって、REIO は、どの条項が自らの権限範囲に当てはまるのかを条約
本位で示さなければならない。このような権限宣言を要請しているのは上記 3 条約のみで
あり、IAEA 諸条約すべてに共通する特徴ではない。しかし、他の環境諸条約が求め、EU
が提出する権限宣言がもっぱら EU 法本位で書かれるのとは、明らかに異なる点である。 
 
                                                     
124 Convention on the Physical Protection of Nuclear Material. 1979 採択 1987 年発効。  
125 Convention on Early Notification of a Nuclear Accident. 1986 年採択、同年発効。 
126 Convention on Assistance in the Case of a Nuclear Accident or Radiological Emergency. 1986
年採択 1987 年発効。 
127 Patricia Birnie and Alan Boyle, International Law and the Environment, 3rd edition, OUP, 
2009, p.499. 
128 Convention on Nuclear Safety. 1994 年採択 1996 年発効。  
129 Joint Convention on the Safety of Spent Fuel Management and on the Safety of Radioactive 
Waste Management 1997 年採択 2001 年発効。 
130 関連規定は以下の通り。核物質防護条約 18 条 4 項、原子力事故早期通報条約 12 条 5 項、原子
力事故援助条約 14 条 5 項、原子力安全条約 30 条 4 項、放射性廃棄物安全条約 39 条 4 項。 
131 前注参照。核物質防護条約だけは、条約規定の中で REIO に「適用されない」規定について通
知することを求めている。これは以下に述べる ECJ による条約適合性審査(Ruling1/78)の結果を反
映していると考えられる。  
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(a) 原子力の安全に関する Euratom の権限および諸条約との関係  
【原子力の安全に関する Euratom 権限の性質】 
 これらの条約は、これまで検討した諸条約とはちがい、EU ではなく Euratom の権限の
範囲内にある。第 I 部で示した Euratom 条約 2 条(b)および第 2 部第 3 章の諸規定をみる
かぎり、Euratom には、人体および環境保護、放射性廃棄物、原子力関係の事故の対応に
ついて幅広い権限があるようにみえる。これらの Euratom 条約の諸規定は、人の健康を
保護するための基礎的な基準を定め、構成国に対し基準の遵守および環境（大気、水、土）
に対する影響を監視する施設の設置および情報提供を義務付け、さらに、Euratom 自身が
放射性廃棄物の処理についても構成国に意見し、緊急時には指示を発することを定める。
そしてこの緊急時の Euratom の指示を構成国が守らない場合、ECJ へ付託される可能性
についても示されている。  
しかし、Euratom 条約に基づく人の健康および環境を保護する Euratom の権限範囲は、
主に放射能の被曝からの人体の保護および放射線濃度の高い場所で働く労働者の健康のた
めの基準の設定、放射性廃棄物に関する事項、これらに限定されると理解されていたため、
Euratom 条約の諸規定は十分に活用されてこなかった。原子力施設の設計、設備、施設の
運営に対する安全基準および環境保護基準は、人の健康の保護や一般的な安全の確保に必
要だとしても、Euratom の権限には含まれないと考えられていた。このような考え方が当
然とされていたために、原子力施設や使用原料などに関わる安全の問題、すなわち原子力
の安全全般に関する Euratom の対内的権限および対外的権限は十分に発展してきたわけ
ではない132。 
 その原因は、原子力技術の利用およびそれに対する規制には、安全保障、エネルギー政
策など重要な国家利益が関与するため、構成国が Euratom による権限行使を望まないこ
とにある。さらに構成国の原子力技術との関わり方は国によって様々であり、理事会とし
ての意思統一は容易でないことも挙げられる133。この分野の Euratom 法は全会一致で採
択されるのではなく、原子力の活用に否定的な国や原子炉を保有しない非利用国を交えた
構成国の意思が、Euratom による規制を成立させることになる。原子力利用国にとってみ
れば、自らの原子力政策に制限を課す Euratom 法が、非利用国など他国の意思によって
採択されることは認めがたい。そのため、とりわけ原子力施設に関する統制につながるあ
らゆる Euratom 法の成立は極力排除されるか、あるいは立法の過程で拘束的な内容がで
きるだけそぎ落とされることになる。  
 このように、Euratom 条約の環境保護規定の解釈および原子力の安全分野での法の発展
は、EU の環境保護分野とは全く対照的である。本稿で示されているように、EU の環境
保護規定（TFEU 第 3 部第 20 編（環境））は広く解され、唯一この原子力分野を除き、ほ
ぼ無制約に環境保護に関する域内法および環境条約の締結の根拠となってきた。Euratom
                                                     
132 Birnie and Boyle( op.cit., n.127, pp.505-507) にも Euratom の規定上の権限と実際の活動範囲
との間に大きなギャップがあることが示されている。  
133 27 の現構成国の中で 15 ヵ国が原子炉を保有している（フランス、英国、ドイツ、スウェーデン、
スペイン、ベルギー、チェコ、スロバキア、フィンランド、ハンガリー、ルーマニア、ブルガリア、
リトアニア、スロベニア、オランダ）。これに加えイタリアとポーランドでは建設提案がある
（http://www.world-nuclear.org [last accessed Oct. 29 2012]）。2008 年の各国の状況について、植
月献二「原子力と安全性--EU 枠組み指令:その背景と意味」『外国の立法』（242 号、2009 年、pp.3-43）
の「別表：EU 各構成国における原子力利用の状況及び動向」（pp.25～37）を参照のこと。各国の
従来の立場は固定的ではなく、原子力政策は様々な要因（政権交代、放射能事故など）によって変
化しやすい。 
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の権限分野では対内的権限の根拠としてさえ基本条約規定は限られた役割しか与えられて
こなかった。 
 
【Euratom と原子力の安全に関わる諸条約】  
 Euratom の対外的権限の行使に構成国が敏感であることは、この分野の最初の条約であ
る核物質防護条約について ECJ に権限問題が付託されたことにも表れている。核物質防護
条約は、国際輸送する核物質について警備員による監視などの防護措置をとることを締約
国に義務付け、国際輸送中の核物質の不法な取得およびその使用から守ることを目的とし
ている(1、3，4 条）。そのため、核物質の窃取などの行為を犯罪化し、容疑者が刑事手続
を免れることのないように、締約国に対して、裁判権の設定および容疑者の引渡し、又は
自国検察への付託を義務付ける条約である(7-13 条）。 
 この条約がまだ交渉中の段階で、Euratom にこの条約を締結する権限があるのか、
Euratom が排他的権限を有する（条約の中の）部分があるのかどうかが ECJ に問われた134。
これに対し ECJ は、基本条約の Euratom の権限に照らして、詳細に Euratom の関与を
判断した。核物質の供給と核物質の共通市場の運営に対して Euratom は排他的権限を有
するが、条約が対象とする核物質はこの Euratom の権限に関わること135、条約草案にい
う防護 protectionは Euratom条約の保護措置 safeguardに含まれること136などを論証し、
Euratom による条約締結が不可欠であると導いた。他方、この条約の後半に定められてい
る核物質の窃取行為などの刑罰化および裁判権の設定義務は、Euratom ではなく各構成国
の権限に属すると判断された。よって、核物質防護条約は、Euratom と構成国両方が締結
する混合協定になることが示された137。 
 この判決に従い、1980 年の段階で理事会は核物質防護条約の締結を承認している138。
しかしながら、Euratom および構成国に対し条約が発効したのは 10 年以上経過した 1991
年のことである。Euratom と当時のすべての構成国は同日（1991 年 9 月 6 日）に条約加
入のための文書を寄託し、これらに対し同日（同年 10 月 6 日）に条約は発効している。
このように条約の発効が遅れた理由は、おそらく Euratom が原因ではなく、Euratom 条
約 102 条に定める混合条約の発効要件が満たされなかった、つまり条約を適用するための
国内法の整備に時間を要した構成国があったためであると考えられる。なお、核物質防護
条約 18 条 4 項(c)に従い、そして先の ECJ 判決に従い、Euratom はこの条約の 7 条から
13 条が自らに適用されないことを宣言している。Euratom に適用される部分について、
                                                     
134 Ruling1/78 of 14 November 1978, Draft Convention of the International Atomic Energy 
Agency on the Physical Protection of Nuclear Materials, Facilities and Transports, ECR 1978 p. 
2151, paras.13-23, para.4. 
135 Ruling1/78, idem., paras 13-18. 
136 Ruling1/78, idem., paras. 14-23. 
137 Ruling1/78, idem., para. 34. 後の Euratom 文書によれば、Euratom のこの条約との関わりの
根拠を、適切な監督によって核物質の他目的への転用を防止する目的（Euratom 条約 2 条 e）に位
置づけているように思われる（Council Decision of 10 July 2007 proving the accession of the 
European Atomic Energy Community to the amended Convention on the Physical Protection of 
Nuclear Material and Nuclear Facilities, 2007/513/Euratom, Recital 5）。 
138 Euratom80/565/Euratom: Council Decision approving the conclusion by the Commission of 
the International Convention on the physical protection of nuclear material, OJ L 149, 
17.6.1980, pp. 41–41. 
89 
 
これを実施するための域内措置は採られていない139。  
 Euratom だけでなく EU にも共通することだが、核物質防護条約のように ECJ による
条約適合性審査にかかり、EU または Euratom による条約締結が必要であると ECJ によ
って明確に示されると、これに反して、例えば理事会が Euratom による条約締結を政治
的に妨げることは困難になる。核物質防護条約は上記の ECJ 判決が既にあったことが
Euratom による条約締結を可能にしたと考えられる。しかし、他の条約、特に 1986 年の
原子力事故関連 2 条約に関して、当時、委員会は理事会に対し条約締結の承認を求めてい
るが140、その後、理事会によって手続が進められず、これらの条約には REIO による締結
が認められているものの Euratom による条約締結には至らなかった。 
原子力事故早期通報条約については、この条約とほぼ同じ内容を有する Euratom 内に
適用される早期通報制度がつくられている141。この制度においては、委員会が情報ハブと
しての役割を与えられているが、事故の際の情報提供について、「国家安全保障を脅かすこ
となく without jeopardy to matters of national security」という留保が付けられている142。
このような制限的な文言は原子力事故早期通報条約には存在しない。従って、この条約に
加盟している構成国は同じ原子力事故に関して IAEA を中心とする条約上の情報提供義務
と Euratom の制度によるより緩和された義務の両方を負っているが、通報義務の程度に
差があるため内容に差異のある情報を複数から受け取る可能性および情報が錯綜する恐れ
があった。このように、条約を締結することなく条約内容を域内法化したという点におい
て、原子力事故早期通報条約は、本稿で設定した第四の類型に属すると言いうる。しかし、
後に述べるように、状況の変化により最近になって Euratom は条約を締結した。  
 
(b) Euratom による原子力安全政策の転換  
 原子力の安全に関する諸条約に対する Euratom の無反応および不機能は、1990 年代以
降、Euratom を取り巻く状況が変化することにより影響を受ける。その変化の第一は、2004
年の東欧 10 カ国の Euratom および EU への加盟である。これらの国々の半数は旧ソ連製
の原子力発電所を抱えており、加盟前手続においてもその安全性の問題が重要な交渉課題
となっていた。これらの国の原子炉の多くが耐久年限を迎える時期に来ており、閉鎖後の
環境への影響や安全性の問題に加え、これらの諸国はロシアに対するエネルギー（天然ガ
ス）依存度を下げるためも原子力発電の維持、原子力発電所の新設を必要としていた。第
二の変化は、温暖化対策として原子力エネルギーへの注目が高まったことである。京都議
定書の義務および EU が自ら設定した 2013 年以降の排出削減目標を達成するため、温暖
                                                     
139 2005 年この条約の締約国会合で、条約の適用範囲を、国内輸送・使用・貯蔵中の核物質および
原子力施設の妨害破壊行為からの防護に拡大し、核物質および原子力施設に対する妨害破壊行為も
犯罪とする改正が採択された。現時点でこの改正は未発効である。これに対しても Euratom は改正
を承認する理事会決定がすでに出されている(2007/513/Euratom: Council Decision approving the 
accession of the European Atomic Energy Community to the amended Convention on the 
Physical Protection of Nuclear Material and Nuclear Facilities, OJ L 190, 21.7.2007, pp. 12–14)。 
140  COM/86/760FINAL, including Draft Council Decision Approving the Conclusion of the 
Convention on Early Notification of a Nuclear Accident, and Draft Council Decision Approving 
the Conclusion of the Convention on Assistance in the Case of a Nuclear Accident or 
Radiological Emergency. 
141 Council Decision 87/600/Euratom on Community arrangements for the early exchange of 
information in the event of a radiological emergency, OJ L 371, 30.12.1987, p. 76.  
142 Art. 3.1, idem., Council Decision 87/600/Euratom. 
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化対策でもあるエネルギー政策一環として原子力エネルギーの活用を推進しようと考える
構成国が出てきたことである。石油に代わる代替エネルギーの一つとして、EU 自身が原
子力エネルギーの利用を積極的に推進してはいないが、施設の補修や維持のための適切な
人的・技術的資力のない東欧の新加盟国も含め、少なくとも Euratom レベルの統一的な
安全基準を設定し、Euratom 全体にそれを適用し、域内で原子力の安全な利用を確保する
必要が生じたのである。第三に、総じてエネルギー需要が増加し続けているという現実が
ある。安全で安定的なエネルギー供給のためにも、原子力施設の安全を保障する Euratom
レベルの政策が不可欠と認識されるようになった143。 
 
【原子力安全条約に関する ECJ 判決】 
 Euratom のもとで原子力安全政策が発展する嚆矢となったのは、2002 年に下された原
子力安全条約に関する ECJ 判決である144。この条約は、国内措置の向上と国際協力によ
る原子力の安全を世界的に達成し維持すること、原子力施設における放射能障害の危険を
効果的に防護し、それを維持すること、原子力事故の防止とその影響の軽減を目的とし、
締約国に、安全に関する法規制、原子力施設に対する認可制度、アセスメント、視察、こ
れらの要素を含む規制枠組の設定を義務付け、それらを実施し、緊急時の対応の準備、原
子力施設の立地、設計、建設、運用についても規定している。  
 この条約に対する Euratom の締結手続の最終段階で、条約 30 条が求める権限宣言の内
容について委員会と理事会が対立し、この問題が ECJ に付託された。条約締結を承認する
理事会決定には IAEA に提出する権限宣言が付されており、そこでは、Euratom の権限範
囲にある条約規定として、条約 15 条（労働者や公衆の放射線からの防護）と同 16 条 2 項
（緊急時の近隣住民への情報提供の保障）が挙げられているのみだった 145。つまり、これ
までの Euratom 権限の限定的解釈に合致する条約規定のみを列挙していた。これに対し、
委員会による権限宣言草案には、これらの 2 条に加え 7 条（安全規制、視察などを含む原
子力施設に対する規制枠組の設定）、14 条（施設に対するアセスメントと検証）、17 条（施
設の立地）、18 条（施設の設計および建設）、19 条（施設の運営）なども含まれていた146。
そこで委員会は、この条約に対する Euratom の権限を限定的にしか示していない理事会
による権限宣言の一部無効の確認を ECJ に求めた。この条約に対する権限を Euratom と
構成国が共有することについては委員会も理事会も同意見であり、このことは特に問題と
はされていない。よって、本件の争点は、Euratom の権限の程度にではなく、その範囲に
関するものである。 
この問題に対し ECJ は、まず、Euratom には条約規定の求める要件に応える完全な権
限宣言を提出する義務があると示した。条約の定める要件に答えない不完全な権限宣言を
理事会が作成することは、Euratom による当該条約の義務違反を意味する。Euratom を
対外的に代表し、実際に締結行為を行う委員会が条約を遵守できるように理事会は協力す
る義務（機関間の誠実協力義務）があると示した147。次に Euratom の一般的な権限に関
                                                     
143 Axelrod, Regina S, "The European Commission and Member States : Conflict Over Nuclear 
Safety", Perspective : Review of International Affairs, Issue 26, 2006, pp.5-22. 
144 Judgment of 10 December 2002, Case C-29/99. Commission v Council, ECR 2002 p. I-11221.  
145 7 December 1998, the Council adopted a Decision (not published) approving the accession of 
the European Atomic Energy Community to the Convention. 
146 COM(94)362 final, Sep. 8 1994, Proposal for a Council Decision concerning the approval of 
the conclusion by the European Atomic Energy Community of the Nuclear Safety Convention.  
147 Paras. 69-71, op.cit., n.144, Case C-29/99. 
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し、Euratom 条約 2 条（b）にある労働者や一般公衆の健康保護のための統一的な安全基
準について、そのような保護は有害な放射線源（つまり原子力施設）の管理なしには達成
し得ないとし148、健康の保護と放射線源の安全性を作為的に区別するのは適切でないと判
示した149。そして、委員会の権限宣言には列挙されていて理事会のそれにはない条約規定
それぞれに対し、Euratom に権限があるかどうかを検証した上で、Euratom の権限を限
定的に解している理事会の権限宣言の一部は Euratom の権限を正確に示していないとし
て無効とした150。この判決により Euratom の権限が、原子力施設の安全性の問題一般に
及ぶことが明確にされたのである151。 
 このように ECJ は、Euratom 条約の健康・安全基準の設定には、原子力施設への規制
は含まれないという従来の暗黙の了解を、Euratom 条約の文言解釈によって覆したが、こ
の解釈の転換については特に何も説明していない。この点について、本件の法務官意見に
は、この解釈の転換を正当化する要因についての記述がある 152。とりわけ法務官は、
Euratom 条約規定に関わる科学的な背景および国際法の文脈が時間的経過とともに変化
してきたことを挙げ、たしかに 1950 年代当時、もっぱら技術的な観点でとらえられる原
子力施設の安全と放射線からの人の健康の保護は明確に区別されていたが、今日、両者に
はかなりの重複部分があると示している153。ECJ はこのような背景を自らの言葉で説明し
ていないが、この法務官意見のアプローチを認めている154。 
 他方、このような ECJ 判決に至らせた要因の一つは、原子力安全条約 30 条 4(iii)にも
ある。前述のように、原子力安全条約は、REIO に適用される条約の条項を列挙するよう
求めている。これによればたしかに、第三者締約国に Euratom の権限範囲がより明確に
示されることになる。しかし、原子力安全条約の規定が ECJ への付託につながったように、
条約締結の時点で、それまで曖昧にされていた EU と構成国との権限の区分の明確化が不
可避となり、その表面化が権限に関する紛争を生じさせるおそれがある。これは、権限の
区分を曖昧にしたままで条約の締結が可能な手段である混合協定の政策的な利点が減じる
                                                     
148 Para. 76, op.cit., n.144, Case C-29/99. 
149 Para. 82, op.cit., n.144, Case C-29/99. 
150 もっとも、委員会の権限宣言案のみに列挙されている条約規定のすべてが認められたわけではな
い。ECJ は、条約 1 条（目的）、2 条（定義）、3 条（適用範囲）は権利義務を設定するものではな
いという理由で、4 条（一般的な義務）および 5 条（報告）は内容の一般性から権限宣言とは関係
しないと判断した。しかし他の実質的な義務を設定する規定はすべて認められた。  
151 ECJ に委員会が提訴した同じ時期に、委員会は ECJ に訴えた理事会による権限宣言をそのまま
条約締結文書の寄託とともに提出していた。これにより、条約上の加入手続きは完了し、原子力安
全条約は ECJ の判決が出される前（2000 年）に Euratom に対して発効していた。ECJ 判決の後、
理事会は権限宣言を判決に従って修正し (Council Decision amending Council Decision of 7 
December 1998 approving the accession of the European Atomic Energy Community to the 
Nuclear Safety Convention with regard to the Declaration attached thereto (not published))、委
員会が IAEA にこの新しい権限宣言を提出している ( 2004/491/Euratom:Commission Decision 
amending Commission Decision 1999/819/Euratom of 16 November 1999 concerning the 
accession to the 1994 Convention on Nuclear Safety by the European Atomic Energy 
Community (Euratom) with regard to the Declaration attached thereto, OJ L 172, 6.5.2004, pp. 
7–8)。 
152 Opinion delivered on 13 December 2001, op.cit., n.144, Case C-29/99. 
153 Paras. 123-132, and 139, idem., Opinion. 
154 Para. 81, op.cit., n. 144, Case C-29/99. 
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ことを意味する。この点について、ECJ が「他の締約国の利益において」155権限宣言が完
全でなければならないという解釈を示したことは、重要である。  
 この判決を契機として、原子力の安全の分野における Euratom の活動は活発化してい
る156。それは、この分野の諸条約との関係にも当てはまる。これまで締結していなかった
原子力事故早期通報条約および原子力事故援助条約、この判決の前年に既に発効していた
放射性廃棄物安全条約、これらすべてを Euratom は 2006 年に締結し、権限宣言において
自らの権限の根拠を Euratom 条約 2 条（ｂ）および第 2 部第 3 章「健康と安全」の関連
規定にあると示している157。 
 
【諸条約の Euratom による適用】 
 原子力安全条約と放射性廃棄物安全条約の内容については、それらを域内法化する法案
パッケージが 2003 年に委員会から提案された。これは、上記の理由から東欧諸国の EU
加盟によって理事会での意思決定が一層困難になる前に、EU として原子力施設および放
射性廃棄物の管理についての規制枠組の設定が急がれたからである。たしかに、上の ECJ
判決によって原子力の安全に対する包括的な Euratom の権限が認められたが、立法手続
きにおいては理事会の承認が得られなければ法案は成立しない。そのため、諸条約の適用
措置を採択するための立法過程は困難を極めた158。委員会は 2002年を含めると合計 3回、
指令の草案を提出し、結局、原子力安全条約に関する指令は 2009 年に、放射性廃棄物安
全条約に関しては 2011 年に指令が採択された159。 
 原子力施設の安全のための枠組指令 2009/71/Euratom160が、原子力安全条約以上に厳格
な義務を構成国に課しているか、また原子力の安全を Euratom レベルで統制し、実効化
するしくみとなっているかどうか、このような観点から指令を検討するならば、指令の内
容は全く期待はずれである。数年に及ぶ立法過程の結果、まず、西欧原子力規制者会議
（Western European Nuclear Regulators' Association：WENRA）で作成された安全基
                                                     
155 Para. 70, op.cit., n. 144, Case C-29/99.. 
156 Koutrakos, Panos, "Case C-29/99 Commission v. Council (re: Nuclear Safety Convention)", 
Common Market Law Review, Vol.41, 2004, p.207. 
157 2005/845/Euratom: Commission Decision concerning the accession of the European Atomic 
Energy Community to the Convention on Assistance in the case of a Nuclear Accident or 
Radiological Emergency, OJ L 314, 30.11.2005, pp. 27–27 ; 2005/844/Euratom: Commission 
Decision concerning the accession of the European Atomic Energy Community to the 
Convention on Early Notification of a Nuclear Accident, OJ L 314, 30.11.2005, pp. 21–21 ; 
2005/510/Euratom: Commission Decision concerning the accession of the European Atomic 
Energy Community to the ‘Joint Convention on the Safety of Spent Fuel Management and on 
the Safety of Radioactive Waste Management’, OJ L 185, 16.7.2005, pp. 33–34. 
158 その紆余曲折に関しては植月献二（注 133）を参照。  
159 原子力安全条約に関しては、Council Directive 2009/71/Euratom establishing a Community 
framework for the nuclear safety of nuclear installations, OJ L 172, 2.7.2009, pp. 18–22 ; 放射
性廃棄物安全条約については、Council Directive 2011/70/Euratom establishing a Community 
framework for the responsible and safe management of spent fuel and radioactive waste, OJ L 
199, 2.8.2011, pp. 48–56. 
160 Stanič, Ana, "EU Law on Nuclear Safety", Journal of Energy and Resource Law on Energy 
Disputes, vol.28, no.1, 2010, pp.145-158. 
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準を WENRA 加盟国以外の構成国に対しても適用することとした161。この決定は、原子力
を利用しない構成国を交えず、原子力利用国だけで構成されるフォーラム（WENRA）で
基準が設定されることを意味する。そのため、Euratom が独自に安全基準を策定する可能
性はなくなった。よって、指令にも Euratom による安全基準の策定について定める条項
はみあたらない。さらに各構成国の安全監督機関には規制評価および査察、操業停止を含
む強制行動をとる権利を与えているが(5 条)、この各国の監督機関を Euratom レベルで管
理統制することも、そのための規制機関を設置することも認められなかった。初期の草案
には存在した EU 内での各国報告書の Peer Review に関する規定も削除された。この指令
を積極的に評価しうる点があるとすれば、原子力安全条約よりも対象施設が広範なこと (3
条)と、原子力の安全性確保に関する情報は労働者および公衆が確実に入手できるようにし
なければならないと定めている（8 条）ことである（特に、この情報アクセスの観点は条
約にはない）。従って、指令 2009/71/Euratom は、Euratom 内で原子力安全条約を実効化
させるための強力な規定や制度を含まず、基本的に、条約に定められている国内法による
規制枠組みの設置などを構成国に義務付けるにすぎない。しかし、条約の内容が指令とし
て採択されたことによって、少なくとも条約義務が構成国に対しより強い拘束性を有する
ことになる。つまり指令に採りいれられた条約義務の適用を指令の定める期限内に可能と
すること、およびその履行が委員会によって監督されること意味する。  
 他方、使用済燃料および放射性廃棄物に安全で責任のある管理に関する枠組指令
2011/70/Euratom は、2011 年に成立したばかりである。  
まず放射性廃棄物安全条約に関して簡単に述べると、この条約は、国内措置および国際
協力の拡充を通じ、使用済燃料および放射性廃棄物について高水準の安全管理を世界的に
達成し、およびこれを維持することを目的とし(1 条)、使用済燃料および放射性廃棄物それ
ぞれの管理に関する一般的な要件、既存および新設施設の安全について定め（4-17 条）、
締約国に許可制度や規制機関の設置などを含める法令上の枠組の設定を義務付け (18 条 26
条)、これらの物質の越境移動（27 条）についても定める。これらの義務は一般的な性質
を有し、国家報告書の Peer Review(29-36 条)を通じて安全性の向上を図ることを主眼して
いる。 
上に述べたように 2002 年の法案パッケージにも同じ趣旨の指令案は含まれていた。よ
って、放射性廃棄物安全条約は、Euratom がこれを締結する以前に既に域内法化が提案さ
れていた。委員会は原子力の安全に関する上記 2 条約が IAEA の下で発効したことを受け、
原子力施設の安全に留まらず、使用済核燃料、放射性廃棄物を含む総合的な原子力の安全
についての Euratom 法の策定を、条約締結とは別に、急務と考えていたことを示してい
る。しかし、2003 年指令案162、さらに 2004 年の改正指令案163も採択には至らず、指令採
択は一時断念される。それは、これらの指令案には、条約の Euratom 法への取り込みに
留まらず、極めて野心的なものだったからである。この法案は、放射性廃棄物最終処分の
ための Euratom による具体的なスケジュールを含み、Euratom がこの分野の研究を調整
することや Euratom と構成国との共同事業まで想定する画期的なものだったが、構成国
には到底受け入れがたい内容が含まれていた164。 
                                                     
161 WENRAとは、原子力発電所を所有する欧州諸国の原子力規制機関からなる非政府組織である。  
162 Proposal for a Council Directive (Euratom) on the management of spent nuclear fuel and 
radioactive waste, COM/2003/0032 final. 
163 Amended proposal for a Council Directive (Euratom) on the safe management of the spent 
nuclear fuel and radioactive waste, COM/2004/526 final.  
164 Stanič, Ana, "A Step Closer to EU Law on the Management of Radioactive Waste and Spent 
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2010 年に再度提出された法案に基づき、翌年採択された指令には、原子力安全枠組指令
にはない重要な点が含まれている。2011 年指令は、放射性廃棄物安全条約と同様に、構成
国に法による規制枠組の設定を義務付けるが、より具体的に使用済核燃料および放射性廃
棄物管理のための国家プログラムを策定し、実施することが求められている。国家プログ
ラムに含めるべき諸要素は指令に列挙され、それらには、構成国が設定する重要な目標
milestone を達成するためのスケジュール、対象物質の分類、量、位置などの情報、放射
性廃棄物処理計画、研究、財政スキーム、関連情報の透明性を向上させる措置などが含ま
れている（11－12 条）。この国家プログラムは委員会に通知され、委員会は 6 か月以内に
これに対し更なる明確化を求めることや、意見を付すことができる。これを受け構成国は、
国家プログラムの修正を委員会に 6 か月以内に通知しなければならない(13 条)。この国家
プログラムに対する委員会の統制は、構成国に提出が義務付けられている指令全体に対す
る国内実施報告書とは別のものである（この報告書は委員会が受け取るのみ）。この国家プ
ログラムの Euratom レベルでの統制が、EU における使用済核燃料と放射性廃棄物の管理
および処分の安全性向上に資するかどうかは今後注目されようが、このような制度が採択
に至ったことは注目に値する165。 
また放射性廃棄物安全条約は、対象物質の越境移動について PIC 手続をとることを明確
に示している（27 条 1 項）。もともと放射性廃棄物の越境移動は、IAEA が扱うものとし
てバーゼル条約の適用範囲から除外され、IAEA はこれについて拘束力のない準則166の形
で定めていた。この準則がこの条約に組み込まれたことで、使用済燃料および放射性廃棄
物の越境移動についても PIC 手続が法的拘束力を有する原則となった。  
EU と PIC 手続およびバーゼル条約に関しては別に論じたとおりであるが 167、EU は放
射性廃棄物の越境移動をバーゼル条約と同様に、規則 259/93168の適用外とした。他方、放
射性廃棄物の移動に関し権限を有する Euratom は、これを他の危険廃棄物の越境移動と
同じような厳格な手続には服させてこなかった。放射性廃棄物の越境移動に関する最初の
指令 92/3/Euratom16912 条は、Euratom 構成国から域外第三国に向けての放射性廃棄物の
輸出に関し、PIC 手続を義務付けず、輸出国である構成国が輸入国とコンタクトをとるこ
とを義務付けるのみで、Euratom 法上の要件さえ満たされれば放射性廃棄物の輸出は許可
される制度を採っていた。2006 年、Euratom による放射性廃棄物安全条約締結を機にこ
の指令は全面改正され170、すべて形態の輸出入に対して PIC 手続が導入された。しかし、
この新指令は、人体・環境に対する保護の観点から次の点で問題がある。第一に、放射性
廃棄物または使用済核燃料が再生処理を経て利用可能な放射性物質となった場合、これら
                                                                                                                                                           
Fuel", Journal of Energy & Natural Resources Law, vol.29, no.1, 2011, pp. 133-137. 
165 この指令の国内法化期限は 2013 年 8 月 23 日であり、第一回の国家プログラムの通知は遅くと
も 2015 年 8 月 23 日までと指定されている（15 条）。 
166 IAEA, Code of Practice on the International Transboundary Movement of Radioactive Waste 
INFCIRC/386 13 November 1990. 
167 第 II 部 A 章 1 参照。 
168 Council Regulation (EEC) No 259/93 on the supervision and control of shipments of waste 
within, into and out of the European Community, OJ L 30, 6.2.1993, pp. 1–28, art. 1.2(c). 
169 Council Directive 92/3/Euratom on the supervision and control of shipments o f radioactive 
waste between Member States and into and out of the Community, OJ L 35, 12.2.1992, pp. 
24–28. 
170  Council Directive 2006/117/Euratom on the supervision and control of shipments of 
radioactive waste and spent fuel, OJ L 337, 5.12.2006, pp. 21–32. 
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には指令は適用されない（1 条 4 項）。第二に、処分のためではなく再生処理のための越境
輸送、自国の放射性廃棄物または使用済核燃料であって他国で再生処理したものの再輸入、
これらの場合、当該構成国の権利を侵害しない限りにおいてのみこの指令は適用される（2
－3 条）。第三に、他の危険廃棄物については「規則」の形式で手続が定められているが、
同等あるいはそれ以上のリスクを有する放射性廃棄物および使用済核燃料については「指
令」の形式が引続き維持されている。  
先のバーゼル条約の節で示したように171、PIC 手続に関して EU 法は先駆性を有してい
たが、それは、放射性廃棄物の越境移動については当てはまらない。放射性廃棄物および
使用済核燃料の越境移動に関しては完全に国際環境規範に追随する形をとっており、条約
規定と比べ、Euratom の指令は不十分な規制しか行っていない。  
 
(c) 小括 
 以上にみたように原子力の安全に関わる諸条約と Euratom との関係は、Euratom が条
約を締結し、条約内容を域内法化する形をとっている。しかし、1 および 2 で検討した環
境諸条約と EU 法との間の関係のように条約の締結が比較的容易かつ即座に実現し、条約
内容に対する EU 権限が広く認められている場合とは、大きく異なる。  
原子力の安全の分野では、安全保障等の重大な国家利益に関わるため、構成国は伝統的
に、Euratom レベルでの政策あるいは法の必要性を極力認めてこなかった。このことは元
来 Euratom の権限が限定的に解されていたことに示されている。この分野の条約には初
めから REIO による締結が認められていることを考慮すれば、原子力の安全に関わる諸条
約については、国際社会の側の問題ではなく、Euratom 内部の権限問題によって長い間
Euratom 法と国際法の関係が断たれた状態にあった。  
2002 年の原子力安全条約に関する ECJ 判決が、原子力の安全に関わる Euratom 法の
発展に根拠を与える契機となった。EU をとりまく社会情勢が変化し、この判決によって
法的正当性が認められたことによって、Euratom による諸条約の締結が実現し、その域内
法化がすすめられた。しかし、原子力分野の国家主義的性質が根本的に変化したわけでは
ない。よって、構成国はそれぞれ異なった見解や政治的意図を有している態様に変わりは
なく172、原子力の安全の分野での Euratom 理事会の意思決定は EU のそれと比較して時
                                                     
171 第 II 部 A 章 1 参照。 
172 原子力の安全をめぐる域内紛争も生じている。反原子力国であるオーストリアとチェコとの間に
は、オーストリア国境に近いチェコの Temelin 原発がチェコの EU 加盟以前から問題となっている。
加盟条約の締結はすべての既存の構成国の同意を要件とするため、オーストリアでは、この原発の
活動停止を条件とするチェコ加盟条約への拒否運動が起こった。この件は委員会が両者の話し合い
を仲介し、原発の安全性を欧州レベルに向上させること（EUレベルの安全基準は当時存在しない）、
アセスメントの実施と結果の公表、緊急時対応に関するホットラインの設定等を含む文書（Melk 
Protocol および Conclusions of the Melk process and follow-up）を成立させ、加盟プロセスの断絶
は避けられた（特に後者は加盟条約の付属文書とされたため基本条約と同じ重要性が与えられてい
る [Joint Declaration by the Czech Republic and the Republic of Austria concerning their 
bilateral agreement regarding the Temelin nuclear power plant, OJ L 236, 23.9.2003, p. 
974–974])。委員会はチェコ加盟の条件として Temelin 原発を追加査察の対象とし、観察を継続し
ている。しかし紛争は解決したわけではなく、近年 ECJ に先決的判決が求められた（Judgment of 
27 October 2009, Case C-115/08, Land Oberösterreich v ČEZ as, ECR 2009 p. I-10265）。この件
では、他国の有害物質排出者（施設）を差別的に扱うオーストリア民法規定が、EU 法の原則であ
る国籍差別の禁止に反しており、そのような差別的扱いは Euratom 条約関連規定および Euratom
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間がかかり、Euratom レベルでの立法化に対する抵抗が根強い状況も変わっていない173。
しかし、次章で検討する環境諸条約のように、締結はしたがそのまま放置される条約規範
とは異なり、条約規範が域内法化されている背景には、少なくとも Euratom レベルで統
一的な規制が必要であると認識が構成国間で共有されているからであろう。  
もっとも、Euratom による規制は最低限のものに留まっている。諸条約を域内法化する
指令の立法過程において、Euratom の権限が構成国の行動や政策上の選択肢を制限する可
能性がある部分は多くが骨抜きにされた。よって、原子力の安全に関わる諸条約と
Euratom との関わりは、たしかにこの第二の類型に属するが、Euratom が諸条約よりも
厳格な規範を域内適用措置として採択しているわけではない。原子力分野の性質を考える
と、条約を適用する Euratom 法が成立しただけでも重要な進展といえる。実際、それが
どのように発展するかは今後の動向にかかっているところが大きい。これらの指令の国内
法化期限を迎えた後、委員会が構成国の履行遵守を厳しく監視するのかどうか、Euratom
独自の安全基準が今後発展するのかどうか、これらの点にかかっていると思われる。特に、
原子力事故早期通報条約および原子力事故援助条約については、遅ればせながら果された
Euratom の条約締結によって、IAEA、Euratom および構成国、この三者間の連携および
役割分担がどのように整理されるかが課題であろう。  
 
  
                                                                                                                                                           
が加入している原子力安全条約の規定の解釈によっても正当化されないと判断された。この判決は
紛争を根本的な解決に導くものではない。真の解決に向かうには、近隣の反原子力国に不安を与え
ないレベルの原子力施設の高度な安全管理を原子力利用国が実現し、そのような管理に関する情報
を十分に開示することが必要であると考える。  
173 対外的な場において、構成国が Euratom との密接な協力義務の下で一貫した行動をとることも
容易ではないと考えられる。実際、委員会は、締結した IAEA 諸条約に Euratom と構成国が各権限
範囲に基づき整合的に関与するための機関間合意（準則）を理事会に提案したが、理事会がこれを
取り上げず、後に委員会自身が提案を取り消した。Draft interinstitutional agreement on 
inter-institutional co-operation in the framework of international Conventions to which the 
European Atomic Energy Community and its Member States are parties, COM/2006/0179 final.  
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4．カルタヘナ議定書 
 
(a) カルタヘナ議定書と EU 
 バイオセーフティに関するカルタヘナ議定書174（以下、本節において「議定書」と記す）
は、生物多様性条約の議定書である。この議定書は、2000 年の生物多様性条約の締約国会
議（COP5）において、条約 19 条 3 項に基づき採択され、2003 年に発効している。この
議定書もまた、以下に述べるように EU によって締結され、適用措置が定められている。 
 なお、本章ではカルタヘナ議定書のみを取り上げ、生物多様性条約については次章で検
討している175。それは、議定書に対しては EU がこれを取り込み、域内で適用する措置を
採っているのに対し、生物多様性条約について EU は既存の措置で対応しており、この条
約が EU に及ぼした規範的影響はそれほど大きくないからである。  
議定書は、遺伝子組み換えなどバイオテクノロジーによって改変された生物（Living 
Modified Organism：LMO）（生物多様性条約 3 条(g)）が、人の健康を含む、生物多様性
の保全およびその持続可能な利用に与える悪影響の可能性を考慮し、予防原則に基づき、
この物質の越境手続について定めている。この手続は、事前の情報に基づく合意（Advance 
Informed Agreement：AIA）手続と呼ばれ、バーゼル条約の PIC 手続がモデルとされて
いる。LMO の輸出国は、議定書の AIA 手続に従い、輸入国にまず LMO の輸出について
通告しなければならず、輸出国は輸出国から受けた情報と当該 LMO のリスク評価に基づ
き、輸入の承認、条件付きの承認、拒否、追加情報の要請いずれかを決定する。輸出は承
認を得て実行される(8-10 条、12 条)。ただし、議定書は LMO である医薬品や拡散防止阻
止が採られた LMO は対象とせず（5 条および 6 条 2 項）、また、食料や飼料として直接利
用・加工される LMO については、AIA 手続とは別の手続を定める（7 条 2,3 項、11 条）。
もっとも、適用除外の LMO についても、締約国がリスク評価を行う権利は侵害されない。
また、バーゼル条約と同じように、この議定書の規制レベルと同等あるいはより厳格な規
制を行う二国間・多数国間条約の締結が認められている（14 条）。 
 議定書における EU の位置づけは、生物多様性条約に規定されている（32 条）。生物多
様性条約において EU は、REIO と定義され、署名、受諾・承認、加入が認められている
（生物多様性条約 2 条、33－35 条）。生物多様性条約における EU の位置づけは、実際、
同時期に採択された気候変動枠組条約とまったく同じである。よって、EU には構成国と
は関係なく条約主体になることが認められているが、権限宣言の提出を条件とし、投票権
に関する制限が課せられている（31 条 2 項、34 条 2－3 項）。 
EU は既に生物多様性条約の締約主体となっており、議定書の締結について規定上問題
となる点はなかったが、EU 内部の手続において問題が生じた。議定書が、LMO による悪
影響の防止という環境保護目的を貿易規制という手段によって規制するものであるため、
EU による議定書締結の法的権限の根拠について、委員会と理事会の間で意見が一致しな
かったのである。委員会は、議定書が貿易規制手続を定めている点を重視し、EC 条約 133
条（現 TFEU207 条）を根拠とするが、EU の通商権限に当てはまらない規定も議定書に
はあるため、これと並んで EC 条約 174 条 4 項（現 TFEU191 条 4 項）も根拠とすること
を主張した。つまり委員会は、議定書は主に EU の排他的権限である通商権限に属すると
解した。他方、理事会は議定書の環境保護目的を重視し、議定書締結の根拠は EC 条約 175
条 1 項（現 TFEU192 条 1 項）であり、議定書を EU の環境保護権限に基づく混合協定と
                                                     
174 Cartagena Protocol on Biosafety. 
175 第 II 部 C 章 2 参照。 
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なると解した。この問題を付託された ECJ は、根拠条項の決定について基準を示したこれ
までの判例に照らし、「議定書の主な目的・要素が、LMO の取扱いに関わる活動、とりわ
け越境移動から生じうる悪影響からの生物多様性の保護」であり、「議定書はバイオセーフ
ティを改善する措置であり、貿易の促進、容易化、規律をするものではない」と判断した 176。
そして ECJ は、理事会の主張を採用し、また議定書の範囲に対応する EU 権限は部分的で
あるため、EU と構成国が議定書を締結する権限を共有すると判示した177。 
ECJ はこのように議定書の目的および内容の観点から議定書の文言を解釈したが、訴え
を提起した委員会の意図は法的根拠に伴う権限にあった。議定書が規定する LMO の越境
手続の実態は、物品貿易の規制に他ならない。これに依拠し、EU の通商権限を締結の根
拠とすれば、通商権限は EU の排他的権限であるから、EU が単独で議定書を締結し、か
つ EU レベルの強力な適用措置を採択しうる。また、これにより混合協定に付随する困難
を回避できると委員会は考えていた。よって、委員会の主張は、議定書締結を機に EU 権
限の拡張を狙ったものであったが、ECJ は、このような理由を法的根拠の選択理由とする
ことは受け入れられないと否定した178。 
 かくして、EU はカルタヘナ議定書を環境条約として締結した179。しかしこの議定書に
関して提出した権限宣言の内容はほぼ何も述べていないのと同じである 180。権限宣言には
主に、カルタヘナ議定書に関わる範囲で EU は既にいくつかの法的措置を採択しているこ
と、そして、これらの措置の一覧を適宜提出し、更新すると示されているにすぎない。権
限宣言の内容がこのように希薄であることには、以下のような理由がある。 
 
(b) EU の GMO 規制 
既に 1990 年から EU は、GMO の使用や取引に関していくつかの規制措置を採ってきた
181。主なものは、GMO の密閉状態での使用に関する指令182と GMO の環境への意図的な
                                                     
176 Opinion 2/00 of 6 December 2001, Cartagena Protocol , ECR 2001 p. I-09713, paras.34 and 
37. 
177 Paras.44 and 46, idem. 
178 Para. 41, idem. 
179  2002/628/EC: Council Decision concerning the conclusion, on behalf of the European 
Community, of the Cartagena Protocol on Biosafety, OJ L 201, 31.7.2002, pp. 48–49. 
180 Cartagena protocol on biosafety to the convention on biological diversity - Declaration by the 
European Community in accordance with article 34(3) of the convention on biological diversity, 
OJ L 201, 31.7.2002, p. 50–65. 
181 カルタヘナ議定書は LMO を対象としているが、この分野の EU 法が対象とする概念は遺伝子組
み換え作物 genetically modified organisms : GMO である。GMO は「人以外の有機体であって、
交配または／加えて自然の再結合による自然に生じる以外の方法で遺伝物質が改変されたもの」と
現在定義されている（Article 2.2, Directive 2001/18/EC on the deliberate release into the 
environment of genetically modified organisms and repealing Council Directive 90/220/EEC, OJ 
L 106, 17.4.2001, pp. 1–39.）。この定義は他の EU の GMO 法に共通する。LMO と GMO 両者をほ
ぼ同じ範囲の物質を指すものとして同等と扱う論者もあるが、生きている living かどうかを問わな
い点で GMO の方が LMO よりも広い概念と解されている。Christoforou, Theofanis, "The 
Regulation of Genetically Modified Organisms in the European Union: The Interplay of Science, 
Law and Politics", Common Market Law Review, vol. 41, no. 3, 2004, p.640, note 10 ; Glowka, 
Lyle, Françoise Burhenne-Guilmin and Hugh Synge, A Guide to the Convention on Biological 
Diversity, 1994, IUCN, p.45. 
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放出に関する指令183である。前者にいう密閉された使用 contained use とは、環境や一般
市民との接触を制限するために特定の施設などで隔離された状態で行われる GMO の使用
を指す。この指令は、対象施設のアセスメントの実施や施設の操業に関する権限当局の管
理、事故対応などについて定める。後者にいう意図的な放出 deliberate release とは、密
閉されていない状態の GMO そのもの（例えば種子など）や GMO を含む製品（以下 GMO
と示す）の市場化を含む、環境への意図的な導入を意味する。とくに後者の指令は、GMO
を市場化するための認可手続きを定めていた。  
1996 年、この意図的な放出に関する指令の下で採られる GMO 認可制度に対する疑義が
生じ、政治問題化し、EU の GMO 法は機能麻痺に陥った。それはスイス Novartis 社の遺
伝子組み換えトウモロコシに関する次のような事件である。この指令の下では、GMO を
最初に市場化する際に、手続に従い EU レベルでの許可が必要となっていた。まず、GMO
の製造者あるいは輸入者は、それを域内で取引する前に、国内の権限当局に通知する（11
条）。次に、この当局はリスクアセスメントを行い、その結果が望ましい場合、委員会に当
該 GMO に関する全資料を提出する(12 条)。委員会は全資料を全構成国の権限当局に送付
し、一定期間内に他の構成国から反対が示されなければ、通知を行った業者に市場取引が
許可される。ただし、当該 GMO の市場化について構成国内で合意に至らない場合、指令
21 条の手続が発動する(13 条)。Novartis 社の GMO については、市場化の通知を受け、
リスクアセスメントを行ったフランスおよび委員会は市場化を認める意見だった。しかし、
その他ほとんどの構成国は更なる調査を要するとして市場化に反対したため指令 21 条の
手続がとられた。この手続においては、まず、構成国代表と委員会で構成される指令が設
置する委員会 Committee の同意を得る手続が採られる。この同意が得られない場合は理
事会に付託され、理事会でも合意が成立しない場合は、最終的に委員会が決定する。委員
会 Committee および理事会の議決は全会一致を要していたため、どちらの場でもフラン
スと他国が対立し合意が成立せず、結局、最終的に委員会が決し、市場化の許可を出した 184。
しかし、たしかに指令の手続きには則っているが、大多数の構成国が反対しているにもか
かわらず当該 GMO の市場化が合法に許可された現状に対し、各国は独自に取引禁止など
の保護措置を採って反発し、世論も激しい反応を示した。この結果、1998 年、環境理事会
は新たな GMO 認可申請に対する判断を行わないと宣言し（モラトリアム）、意図的な放出
に関する指令は機能不全に陥った。そしてこれを機に、EU レベルでの GMO 規制の大幅
な見直しが行われることになったのである。カルタヘナ議定書についての実質的な内容の
ない EU の権限宣言は、EU の GMO 規制がこのような過渡期にあったためである。  
                                                                                                                                                           
182 Council Directive 90/219/EEC on the contained use of genetically modified micro-organisms, 
OJ L 117, 8.5.1990, pp. 1–14. 
183 Council Directive 90/220/EEC on the deliberate release into the environment of genetically 
modified organisms, OJ L 117, 8.5.1990, pp. 15–27. 
184  97/98/EC: Commission Decision concerning the placing on the market of genetically 
modified maize (Zea mays L.) with the combined modification for insecticidal properties 
conferred by the Bt-endotoxin gene and increased tolerance to the herbicide glufosinate 
ammonium pursuant to Council Directive 90/220/EEC, OJ L 31, 1.2.1997, pp. 69–70. 事件の経緯
については次を参照。Judgment of 21 March 2000, Case C-6/99, Association Greenpeace France 
and Others v Ministère de l'Agriculture et de la Pêche and Others, ECR 2000 p. I -1651, see also 
Opinion of Advocate General to this case ; Levidow, Les, "Precautionary Uncertainty: 
Regulating GM Crops in Europe", Social Studies of Science, Vol. 31, No. 6, 2001, pp.845-78. 
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 その後、既存の措置の刷新185や食品・飼料に関する特別措置186、強化されたラベル表示
措置187などが採択され、EU の GMO 法はより詳細に、体系的になっている。Novartis 事
件の反省として、GMO の市場化を EU が一元管理するために、専門機関として欧州食品
安全機関が設置された188。 
これらの新しい GMO 規制の一環として、カルタヘナ議定書を EU に適用するための規
則 1946/2003 が採択されている189。しかし、この規則は、EU 構成国から第三国への輸出
のみを対象としている。というのも、EU 内で既に存在する GMO を市場化するための厳
格な手続などが EU の輸入管理に相当するからである190。規則は、EU においては既にあ
る措置、とりわけ意図的な放出に関する指令を刷新した指令 2001/18 やその他の措置がリ
スクアセスメントについて規定し、議定書の目的に沿う法規則を含んでいるため、EU へ
の GMO 輸入に関する更なる法規は必要ないとし、その他、GMO の域内輸送、GMO のラ
ベル表示、トレーサビリティ191についても既に規制されていることを挙げている 192。議定
書もこのような特別法の存在および策定を認めていることは既に述べたとおりである 193。 
 以上のように、採択された規則 1946/2003 は、GMO の EU からの輸出に関する AIA 手
                                                     
185  Council Directive 98/81/EC amending Directive 90/219/EEC on the contained use of 
genetically modified micro-organisms, OJ L 330, 5.12.1998, p. 13–31, recast by Directive 
2009/41/EC on the contained use of genetically modified micro-organisms, OJ L 125, 21.5.2009, 
pp. 75–97; Directive 2001/18/EC, op.cit., n.181. 
186 Regulation (EC) No 1829/2003 on genetically modified food and feed, OJ L 268, 18.10.2003, 
pp. 1–23. 
187 Regulation (EC) No 258/97 concerning novel foods and novel food ingredients, OJ L 43, 
14.2.1997, pp. 1–6; Commission Regulation (EC) No 1813/97 concerning the compulsory 
indication on the labelling of certain foodstuffs produced from genetically modified organisms of 
particulars other than those provided for in Directive 79/112/EEC, OJ L 257, 20.9.1997, pp. 7–8. 
188 Regulation (EC) No 178/2002 laying down the general principles and requirements of food 
law, establishing the European Food Safety Authority and laying down procedures in matters of 
food safety, OJ L 31, 1.2.2002, pp. 1–24. 
189  Regulation (EC) No 1946/2003 on transboundary movements of genetically modified 
organisms, OJ L 287, 5.11.2003, pp. 1–10. 
190 EU は GMO 貿易において輸入する立場にある。実際、理事会が行った上記モラトリアムは、GMO
製品を EU に輸出しているアメリカ、カナダなどの国々に貿易に打撃を与えた。これらの国々は、
2003 年、貿易を阻害する EU のモラトリアム（および特定の構成国が採った取引停止措置）を、衛
生植物検疫措置の適用に関する協定（SPS 協定）違反として EU を相手に WTO の紛争解決手続き
に訴えた。2006 年、WTO は、EU を SPS 協定違反と認定するパネル報告書を採択した。もっとも
パネルにおいて違反とされたのは、モラトリアムという事実状態であって EU の GMO 規制制度そ
のものではない。また、報告書が出された時点で既にモラトリアムは解除されていた。Panel Report: 
European Communities — Measures Affecting the Approval and Marketing of Biotech Products, 
WT/DS291. 高島忠義「EC バイテク事件について：WTO における自由貿易と健康・環境保護の相
克」『法学研究』80 巻 7 号、2007 年、pp.99-144。 
191  Regulation (EC) No 1830/2003 concerning the traceability and labelling of genetically 
modified organisms and the traceability of food and feed products produced from genetically 
modified organisms and amending Directive 2001/18/EC, OJ L 268, 18.10.2003, pp. 24–28. 
192 Recitals, 14-16, op.cit., n.189, Regulation (EC) No 1946/2003. 
193 議定書 14 条 1 項。 
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続を定めている。規則は、議定書の手続を忠実に EU 法化したものである。議定書と同じ
適用除外を定め（2 条 2 項、8 条）、議定書の非締約国に対しても議定書と同じ通知手続を
採るよう輸出業者に義務付けている（4-5 条）。輸出業者は最低 5 年間、手続に関わる情報
を保存しなければならない（6 条）。また、議定書が AIA とは別の手続を定める、食料・
飼料としての GMO あるいは加工用の GMO についても議定書と同様である（9-10 条）。
このように、カルタヘナ議定書が、EU 法に及ぼした影響はそれほど大きくはない。EU は
既に、域内の GMO 管理を一元化し、厳格なリスクアセスメントに服させている。また、
議定書が適用を除外する密閉状態での GMO に関する措置194、トレーサビリティなど様々
な規制を行っている。このように、GMO 規制に関しては EU 法が環境条約よりはるかに
先行している。環境条約における GMO 規制は、現時点では端緒に就いたに過ぎない状況
なのである。 
 
(c) 小括 
 本章で検討した環境諸条約と同様、カルタヘナ議定書もまた、EU によって締結され、
適用措置が採択された。  
しかし、カルタヘナ議定書が対象とする LMO が人の健康や環境に与える悪影響につい
て、EU では 1990 年から予防原則に基づき様々な規制が採択されてきた。これは、ヨーロ
ッパの人々が経験に基づいて安全性が確認されている自然生成食品を好み、人工的な技術
による加工食品を嫌悪する食文化を有することが背景にある。よって、EU では早くから、
食や環境へ GMO によって及ぼされるいまだ明らかでない影響に対して措置を採ることが
正当化され、モノの自由移動が保障されている EU 域内においては EU による規制が必要
となった。このような市民の主張はとりわけ欧州議会を介してこれらの EU 法の立法過程
に反映されたといわれている。また他方で、EU の GMO 規制は、域内農業の保護という
利点も有していた195。 
そのため、確かにカルタヘナ議定書は、GMO に関する EU 法を補完する措置をもたら
したが、既に発達している GMO 規制網に議定書が与えた影響はそれほど大きくない。さ
らに、議定書に基づき採択された EU 規則は、議定書の AIA 手続よりも際立って厳格な手
続を課しているわけでもない。国際貿易において EU 構成国は一般に GMO を輸入する側
であることを考えれば、EU からの輸出をもっぱら規制するこの規則の実際のインパクト
は、一層限られたものであるといえよう。  
  
                                                     
194 Council Directive 98/81/EC, op.cit., n.185. 
195 Komindr, Athita, "To label or not to label : Leveling the trading field" in Edith Brown Weiss, 
John Howard Jackson, Nathalie Bernasconi-osterwalder eds., Reconciling Environment and 
Trade, Brill, 2008, pp.635-637. 
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5．小括 
 
 本章で扱った環境諸条約は、いずれも構成国と並んで EU によって締結され、条約規範
を適用・実施するために域内法が採択された例である。この類型には、UNECE による長
距離越境大気汚染条約の酸性化・富栄養化・地上レベルオゾン低減議定書 196、残留性有機
汚染物質に関するストックホルム条約197などもあてはまる。  
本章が扱った類型、つまり環境条約が EU 環境法政策へ及ぼした規範的な作用という点
は、A 章で論じた第一類型にも部分的に当てはまる。しかし、環境条約の内容をより厳格
化した形で EU 法に取り込むことや条約内容を取り込む際に EU と構成国との間の権限配
分が明確化していることという第一類型にあてはまる諸点が、第二類型にも必ず当てはま
るとはいえない。 
第一に、EU が条約締約主体になることが可能だとしても、条約を適用する権限が実際
どの程度 EU に認められるのかが定かでない場合がある。カルタヘナ議定書の場合、EU
は既に域内で GMO 規制法を発展させていたため、EU が議定書に対し権限を有すること
は自明だった。しかし、気候変動枠組条約と京都議定書については、EU そのものに明確
な国際法義務が課せられているにも関わらず、条約や議定書の締結当初、EU に実質的な
権限はほとんどなかった。このことは、EU が条約事務局に提出した権限宣言にもよく示
されている。しかしその後、これらを適用・実施するための多様な域内措置が策定・強化
され、今日では EU 気候変動政策が一定の体系化をみるまでに発展している。他方、原子
力の安全に関わる諸条約の場合、条約には Euratom による締結が認められていたにもか
かわらず、長い間、Euratom 内部の認識がそれを可能としなかった。この認識の転換のき
っかけとなったのは、Euratom と構成国との間の権限配分をめぐる紛争の司法的解決であ
った。 
第二に、第一類型の場合と異なり、環境条約規範を EU 法化する際に、必ずより厳格で
高度な形に条約規範を発展させているとは限らないことである。度々改正され、厳格化さ
れてきたモントリオール議定書の義務に対しては、議定書の義務内容よりも高度で厳格な
EU 法規範を定めてきたため、第一類型の場合と共通するといえる。しかし、原子力関係
諸条約については、条約規範より厳格な規範を EU 法に盛り込むことは困難であり、EU
法規範の方が条約規範より発展的であるとはいえない。またカルタヘナ議定書に関する
EU 適用法も、EU からの GMO 輸出にのみ適用され、その内容も議定書の AIA 手続とか
わらない。 
このように第二類型に属する国際環境諸条約と EU 法政策との関係は、第一類型の場合
と違って、条約や議定書に対する EU の権限範囲についても、EU が採択した域内法規範
の内容の面においても、多様である。  
                                                     
196 2003/507/EC: Council Decision on the accession of the European Community, to the Protocol 
to the 1979 Convention on Long-Range Transboundary Air Pollution to Abate Acidification, 
Eutrophication and Ground-Level Ozone, OJ L 179, 17.7.2003, pp. 1–2. 議定書適用措置として次
がある。 Directive 2001/81/EC on national emission ceilings for certain atmospheric pollutants, 
OJ L 309, 27.11.2001, pp. 22–30. 
197  2006/507/EC: Council Decision concerning the conclusion, on behalf of the European 
Community, of the Stockholm Convention on Persistent Organic Pollutants, OJ L 209, 31.7.2006, 
pp. 1–2. 条約適用措置として次の規則を採択した。Regulation (EC) No 850/2004 on persistent 
organic pollutants and amending Directive 79/117/EEC, OJ L 158, 30.4.2004, pp. 7–49. 
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しかしいずれの場合も、EU が環境条約を締結し、EU に自らの権限の範囲において、
それを域内で適用させるための域内措置を策定するという EU の対応が見て取れる。これ
らの条約と EU 環境法政策との関係には、少なくとも、EU が誠実に国際環境法を実施す
る主体であることが示されている。そして、一般的に言いうることは、時間の経過ととも
に、締結した環境条約やその議定書に対する EU 権限の範囲は拡大し、EU による条約適
用措置は強化される傾向にある。
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C．第三類型：EU が締結したものの、条約規範を適用するための EU 法が策定さ
れていない環境条約 
 
 
 EU 環境法政策と環境条約の関わり方についての第三の類型は、EU が環境条約を締結
しており、締約主体として締約国会議など対外的な場で活動しているものの、対内的に条
約の内容を適用するための法的措置が採られていないという類型である。この第三類型に
属する環境条約にはどのような条約があり、実際に EU 法政策とどのような関係にあるの
だろうか。 
 この類型には、EU が締結した様々な環境条約の中で、海洋環境保護と河川保護（1）、
自然動植物の保護（2）に関わる諸条約が当てはまる。本章では、これらの分野ごとに複
数の条約を考察する（河川保護に関する諸条約については、海洋環境保護に関する諸条約
と EUの関わり方に類似している部分が多いため、1の末尾で簡単に言及するにとどめる）。 
 1 については、普遍的な条約である国連海洋法条約と特定の海域に関わる地域的な諸条
約とに分けられる。前者は、海洋環境保護に関する枠組的な条約であり、既に様々な規則
が別の国際機関によって策定されているため、EU レベルの法規制は必要とみなされなか
った。後者については、特定の構成国しか関わらない地域的な条約であること自体が、EU
法と条約規範との関係が希薄な原因の一つである。しかし、近年これらの条約と EU 法の
関係が変化しつつある。2 についても、締結した諸条約を適用するための EU 法は採択さ
れてこなかった。しかし、条約の内容と実質的に重なる EU 法が、条約と直接には関わり
なく発展してきた。現在ではこれらの域内措置が事実上、EU が締結した諸条約規範を適
用する役割を果たしている。  
 このように、本章で扱う条約に関しては、条約締結を契機として EU による適用措置が
策定されてこなかった。しかし、2 のように、EU 域内で条約規範が実効化されていない
とは言い切れない状況が生まれている例もある。 
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1．海洋環境保護に関する諸条約 
 
 EU が締結している海洋環境保護条約には、この分野の普遍的で枠組み的な条約である
国連海洋法条約(a)と特定の海洋地域を対象とする諸条約(b)とがある。 
 
(a) 国連海洋法条約 
国連海洋法条約（以下、「海洋法条約」と記す）は、海洋環境の保護に関するだけでな
く、海洋に関するあらゆる根本的な国際法規則の総体をなしている 1。この条約の長期にわ
たる起草および交渉過程2が示すように、海洋法条約の内容は、慣習国際法の法典化に留ま
らず、これまで争点になっていた諸問題に一応の決着をつけた部分（例えば領海の幅員、
船舶を原因とする汚染を防止するための関連諸国への管轄権の配分など）、これまでにない
制度の新設（深海底開発に関する第 XI 部）など多くの新規な点をも有する海の憲法と呼
びうるものである。この条約は、EU 権限と国際法との連関という観点においても重要な
転換点となった。第一に、海洋法条約は、国連の枠組みで交渉された条約で、初めて EU
に条約締結の道を開いた重要な多国間条約であった3。さらに、EU の複数の権限分野（排
他的権限である漁業および通商関係、共有権限である環境保護および研究協力の分野など）
と構成国に排他的に属する権限（領域主権、多様な管轄権）が複雑に絡まった条約に EU
が関わることも、初めての経験であった。このことはまた、EU および構成国以外の他方
当事者である第三国にとっても同様である。EU の法的構造を考慮すれば EU に正式な条
約締結主体の地位を付与することが不可欠であると EU を代表する委員会および構成国が
主張する一方で、必ずしも EU の法的構造を熟知しているわけではない第三国は、EU の
ような国際組織に正式な条約締結を認める意義、その法的帰結 4などの点で多分に懐疑的で
あった。結局、政治的妥協として EU の条約締結は認められるに至ったが、第三国を安心
させるために多くの諸条件が付されている。それらは主に、付属書 IX「国際組織による参
加」に記されている5。 
                                                     
1 国連海洋法条約について一般に以下等を参照のこと。島田征夫、林司宣編『国際海洋法』有信堂
高文社、2010 年；水上千之『海洋法 : 展開と現在』有信堂高文社、2005 年；Churchill, Robin Rolf 
and Alan Vaughan Lowe, Law the Sea, 3rd ed., Juris Pub., 1999. 
2 1973 年第三次国連海洋法会議が招集され、1982 年に海洋法条約は採択をみたが、条約第 XI 部に
関する諸国の対立が激しく、同部の実施協定を別に採択したことによりようやく 1994 年に発効し
た。このように起草の着手から 20 年以上が費やされたが、この間に EU の環境法政策は急速に発展
し、海洋法条約の環境保護規定と関連性をもつに至った。  
3 Simmonds, K.R. "The Community declaration upon signature of the U.N. convention of the law 
of the sea", Common Market Law Review, Vol.23, 1986, p.524. 
4 とりわけ構成国と EU の権限の区分が曖昧で第三国にとって把握し難いこと、海洋法条約は 309
条により留保を一切認めていないパッケージディールであるが、海洋法条約の義務の一部を EU が
負うということは構成国がその部分については条約義務から免れることを意味し、結果として EU
構成国にだけ実質的に留保を認め、特権的地位を付与することになるのではないかと懸念されたこ
と、が挙げられる。  
5 ソビエトや東側諸国が EU の加入に当初反対していたが、他の非国家主体（民族解放運動、完全
な独立を果していない政府団体や国連信託統治領であった当時のナミビア）による条約署名を可能
とする付属書 IV が受け入れられたことが、付属書 IX の採択につながった。Simmons によれば、
この付属書は、EU が海洋法条約にアクセスする手段が得られる地位を取得することを第一の目的
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前 2 章におけるいくつかの普遍的な環境条約の検討を通じて、EU が独立した締約主体
となりうることを確認してきた。しかし、EU へ条約主体性を付与することについて、条
約交渉における諸アクターは初めから全く抵抗がなかったわけではない。海洋法条約は、
条約における EU の位置づけに関する考察の出発点となる事例である。以下では、海洋法
条約付属書 IX によって枠づけられる海洋法条約と EU の関係について、多少詳しく論じ、
その後、この条約の環境保護規定と EU の関係を検討する。  
 
(1) 海洋法条約と EU の関係－海洋法条約付属書 IX 
【海洋法条約付属書 IX】 
海洋法条約において EU は「国際組織」のカテゴリーに含まれる6。この付属書 IX に従
い、国際組織はその構成国の過半数が条約に署名しなければ自ら署名できず、さらに当該
国際組織が有する、構成国から移譲された権限の性質および範囲を宣言することが求めら
れる（付属書 IX2 条）。国際組織の加入および正式な承認についても同じ条件が付されて
いる（同 3-5 条 1 項）。よって、EU には署名時と加入時両方に権限宣言の提出が義務付け
られている。この付属書はさらに、構成国にも批准時に当該国際組織に移譲した権限につ
いて宣言することを義務付け、移譲が宣言されていない権限についてはすべて構成国が有
するものと推定されると定める(同 5 条 2, 3 項)。国際組織とその構成国は、第三国が特定
事項について権限の帰属に関する情報を求めた場合、合理的期間内にそれに答える義務が
あり、新たな権限の移譲がなされた際には権限宣言を更新する義務が課されている（同 5
条 4,5 項）。国際組織の条約参加によって、この条約の非締約国である構成国に条約上の権
利を付与してはならないことが確認されており（同 4 条 5 項）7、国際組織と構成国がそれ
ぞれの権限の範囲内において責任を負うこと、また特定事項の責任の所在について両者か
ら回答がない場合は両者の連帯責任 joint and several liability とすることも明記されてい
る（同 6 条）。 
先に示したように海洋法条約は、EU に宣言によって自らの権限範囲を明確化させる技
術を初めて導入した条約であるが、それだけにとどまらず、この付属書 IX は、過半数の
構成国の参加を EU による条約締結の条件とし、構成国にも権限宣言を要請し、EU の負
う責任の追及についても明記している。もっとも、Simons は既に当時において、この付
属書を独自 sui generis のものとみなすべきであり、海洋法条約の交渉という特殊な状況
下での特殊な対応を示している、と述べている8。結果的にこの指摘は妥当であった。国家
                                                                                                                                                           
として起草されたものであり、国際的なアクターとしての EU に権限があると考える EU の見解が
反映されたものでも、EU を独立した主体として国際社会が受容したことを示すものでもない、妥
協の産物であると記している。Simmons, K. R., idem., p.525. 
6 海洋法条約にいう国際組織 international organization は、付属書 IX、1 条に次のように定義さ
れている："[I]nternational organization" means intergovernmental organization constituted by 
States to which its member States have transferred competence over matters governed by this 
Convention, including the competence to enter into treaties in respect of those matters.  
7 注 5 に示したように、この項は第三国が最も危惧した点を反映したものである。しかし、EU の
権限範囲に含まれる条約上の権利の効果は、EU の構造上、原則として EU 全体に及ぶ。従って、
特定の構成国が海洋法条約締約国か否かによって条約から生じる EU の権利を差別的に行使するこ
とは、実際は不可能であると識者には認識されていた。Frank, Veronica, The European Community 
and marine environmental protection in the international law of the sea : implementing global 
obligations at the regional level, Martinus Nijhoff, 2007, pp.153-156. 
8 Simmons, K.R. "The U.N. Convention of the law of the Sea 1982 and the community's mixed 
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以外の国際機関（あるいは条約によっては REIO と表現されるが）に権限宣言を義務付け
る手段は後の環境条約においても使われているが、この付属書 IX に倣って EU による条
約締結に対し、これほど詳細な条件を付した条約は他には見当たらない。 
 
【EU の対応】 
海洋法条約 305 条 1(f)、306 条、307 条および付属書 IX に従って、EU は 1982 年にこ
の条約に署名し、1998 年に締結した。EU の条約締結承認決定9には、漁業政策(EC 条約
43 条)、環境保護政策(同 130s 条 1 項)、通商政策(同 113 条)が締結のための法的根拠とし
て列挙されているが、権限宣言ではより詳細に EU の権限範囲について述べられている。 
EU は付属書 IX に従い 2 回、権限宣言を提出しているが、署名時の宣言は締結時のそれ
に比べ、内容が簡素である10。これは、署名によって EU が終局的に条約に拘束されるわ
けではないこと、早期に署名することによって、準備委員会に参加する権利を得、初期の
諸規則の策定に関与することが EU にとっては第一の目的であったためと考えられている
11。他方、より入念に記述された締結時の権限宣言12には、まず排他的権限分野として漁業
資源の保全および管理に関する立法権限（その実施は構成国による）と条約締結権、並び
に通商および関税政策権限を列挙し、後者については海洋法条約第 X 部および XI 部の通
商関連規定に関連することが示されている。次に、共有権限に関しては、共有権限の性質
を示すと共に、排他的権限に属さない漁業に関する研究、技術開発、開発協力の分野、お
よび海洋法条約第 II、III、V、VII、XII 各部に関連する海上輸送、海運の安全、海洋汚染
防止が該当する分野として記されている。さらに、同条約 XIII 部および XIV 部に関連す
る研究協力および技術開発協力分野について EU の権限は構成国の活動を補完するもので
あることが示されている。共有権限分野については付録 Appendix として、これまでに EU
が定めた域内法および締結した条約が列挙されている13。これらの列挙された諸措置の中
で EU に確保されている権限の範囲、とりわけ共通の法規 common rules が確立されてい
る範囲は、具体的な諸規定に照らして精査されなければならないと注記されている。  
このように EU の権限を第三者締約国に示す締結時の権限宣言は詳細かつ網羅的に記さ
れてはいるものの、もっぱら EU 法の観点から作成されたものであり、海洋法条約の諸規
定と EU 権限の範囲を示す諸措置との具体的な結びつきは明確にされていない。よって第
I 部で述べたように、ここにも、権限の区分の明確化を回避しようとする EU および構成
国の意思が暗に示されている。実際、第三国がこの宣言を参照して EU あるいは構成国ど
ちらの権限に特定の事項が属するかを判断するのは容易ではないであろう。しかしこれま
で、この権限宣言について第三国が疑義を唱えたことはなく、EU 自らによる宣言の更新
もなされていない。 
                                                                                                                                                           
agreements practice", in O’KEEFFE, D., SCHEMERS, H.G., Mixed agreements, Kluwer, 1983, 
p.201. 
9 98/392/EC: Council Decision concerning the conclusion by the European Community of the 
United Nations Convention of 10 December 1982 on the Law of the Sea and the Agreement of 28 
July 1994 relating to the implementation of Part XI thereof, OJ L 179, 23.6.1998, pp. 1–2. 
10 署名時の宣言は次に再録されている。Simmons, K. R., op.cit., n.3, pp.538-540. 
11 Frank, Veronica, op.cit., n.7, pp.160-162. 
12 Annex II, op.cit., n.9, 98/392/EC: Council Decision, pp.128-133. 
13 海の安全と汚染防止に関する 12 の立法措置、海洋環境保護に関する 30 の立法措置、研究および
科学技術協力に関して 3 つのプログラム、最後に 10 の EU が締結した条約および議定書が列挙さ
れている。 
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(2) 海洋法条約の環境保護規定と EU 
【海洋法条約の環境保護規定】  
海洋法条約には海洋環境保護に関連する規定が散在するが 14、その中核をなすのが、こ
の条約の第 XII 部「海洋環境の保護および保全」である。海洋法条約第 XII 部は、一般的
な環境保護および汚染防止の義務を課しているが、自ら海洋環境保護のための具体的な規
則を定めるのではなく、様々な汚染源について既成の、あるいは将来作成される国際規則
群を包括的に参照する方式（いわゆるアンブレラ・アプローチ）を採用している。より詳
細に述べると、あらゆる汚染源からの汚染（陸源汚染、海底活動による汚染、深海底活動
からの汚染、投棄による汚染、船舶からの汚染、大気からの汚染）の防止に関して法規則
の制定（207-212 条）および執行（213-222 条）に分けて規定している。それぞれの汚染
の形態ごとに、国家（沿岸国、旗国、寄港国など）の義務を定め、執行管轄権を配分して
いる。これらの汚染に関して制定される法規則およびその執行について、共通して、「国際
的に合意される規則および基準…」15を基準とすると述べるにとどまる。よって、各汚染
源による汚染防止に対してどの国際規則および基準を海洋法条約が示唆しているのかは、
それを評価する時点における国際的な規則群の発展状況に依存する。現時点では一般的に、
海洋投棄汚染の防止については IMO（International Maritime Organization、国際海事
機関）による「廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防止に関する条約（以下、「ロン
ドン条約」と記す）」16が、船舶汚染の防止に関しては、同じく IMO により策定された「船
舶による汚染の防止のための条約および 1978 年議定書（以下、「MARPOL 条約」と記す）
17が少なくともこのような国際的な基準に当てはまると考えられている 18。その他の汚染源
からの汚染防止についての国際的な規則は未発達な状態にある。  
このような参照方式を採る海洋法条約の汚染防止規定の効果に関して問題となるのは、
                                                     
14 例えば、21 条 1 項、39 条、42-3 条、56 条 1 項、60 条 3 項、61 条、94 条、117-9 条、123 条、
145 条。 
15 この表現は海洋法条約 207 条 2 項による。この表現が統一的に用いられているのではなく、他の
条文では表現に差がみられる。「世界的な規則および基準」（210 条 6 項）、「一般に受けいれられて
いる国際的な規則および基準」（211 条 1 項）、「適用のある国際的な規則および基準」（213 条）な
ど。 
16 Convention on the Prevention of Marine Pollution by Dumping of Wastes and Other Matter. 
1972 年に採択され、1975 年発効した IMO による条約。投棄を禁止する、あるいは投棄に特別許可
を要する廃棄物等を列挙する方式から、1996 年議定書により投棄および海上焼却を原則禁止し、投
棄を検討しても良いもののみを付属書に列挙するリバースリスト方式に改革され、規制が強化され
た。1996 年議定書は 2006 年に発効している。  
17 International Convention for the Prevention of Pollution from Ships, 1973, as modified by the 
Protocol of 1978 relating thereto. IMO において 1973 年に採択されたが発効に至らず、1978 年の
議定書による改正を経て 1983 年に発効。本文および６の付属書からなる。詳細は第 II 部 D 章 1 を
参照。 
18 ここに挙げたものの他にも、例えば 1974 年海上における人命の安全のための国際条約（SOLAS）、
商船の最低基準に関する ILO147 号条約」、IMO コード等の非拘束的な基準、汚染による損害の賠
償に関わる諸条約もこれらの分野の国際的な規則および基準に含まれると考えられている。竹内真
理「海洋環境関連条約」西井正弘 , 臼杵知史編『テキスト国際環境法』有信堂高文社、2011 年、
pp.18-36 : Birnie, Patricia W., Alan E. Boyle, Catherine Redgwell, International Law & the 
Environment, 3rd ed., Oxford University Press, 2009, pp.386-390.  
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上に挙げた 2 条約は締結していないが海洋法条約を締結している主体が、海洋法条約規定
を介して間接的にこれらの条約に拘束されるかどうかという点である。この点について学
説は様々である。船舶汚染の防止に関する海洋法条約 211 条にある「一般に受容されてい
る国際規則および基準 generally accepted international rules and standards」の意味に
ついて考察している ILA19の報告書20によると、まず、①この基準の意味を慣習国際法の
概念に依拠するものと考える、あるいは国家が実際に締結している国際文書のみを示すと
解する説21がある。つまり海洋法条約の文言「一般に受容されている国際規則および基準」
に特別な法的意味を見出さない考えである。この考えに従えば、海洋法条約の締結主体で
あっても、上記 IMO 諸条約を批准していない場合はこれに拘束されない（便宜上、非拘
束説と呼ぶ）。このような一般国際法に基づく解釈に対し、②締約主体となっているかどう
かにかかわらず発効している IMO 諸条約を指すという説22、あるいは、③海洋法条約に加
盟することによって、予め当該規定（海洋法条約 211 条）が黙示的に示す基準を受けいれ
ていると考える説23とがある。後者の 2 説（②と③）は、「一般に受容されている国際規則
および基準」概念には、IMO 諸条約の非締約国にもこれらの条約が適用されることを正当
化する一定の法的効果があると解釈している（便宜上、間接適用説と呼ぶ）。この報告書に
おいては、このような概念を海洋法条約に導入した目的が国内法よりも国際的な規則や基
準を優位させることにあること、および海洋法条約が示唆するこれらの基準の法的な形式
や性質に関わらず、これらの普遍的な適用を確保することにあることに鑑みて、結論とし
て③説を支持している24。しかし、この説に従い、海洋法条約を介して IMO 諸条約などが
                                                     
19 International Law Association：国際法協会。  
20 以下の学説の分類は次による。ILA, Final Report of the Committee on coastal state jurisdiction 
relating to marine pollution, ILA, Report of the Sixty-ninth conference, London, 2000. 
http://www.ila-hq.org/en/committees/index.cfm/cid/12 (accessed, 30 Oct 2012), pp.33-39. 
21 Kasoulides, G., Port State Control and Jurisdiction: Evolution of the Port State Regime, 
Martinus Nijhoff, 1993, pp. 38-41 ; Treves T., “Navigation”, in Dupuy, R.-J. & Vignes, D., eds., 2 
A Handbook on the New Law of the Sea, Martinus Nijhoff, 1991, pp. 874-875 ; van Reenen, W., 
“Rules of Reference in the New Convention on the Law of the Sea, in Particular in Connection 
with the Pollution of the Sea by Oil from Tankers”, Netherlands Yearbook of International Law, 
Vol.12, 1981, pp. 3, 11-12. 
22 Churchill, R. & Lowe, V., op.cit., n.1, p. 346 ; Timagenis, G., 1 International Control of 
Marine Pollution, Oceana, 1980, p. 605. 
23 Oxman, B., “The Duty to Respect Generally Accepted International Standards”, New York 
University Journal of International Law and Politics, Vol.24, No.1, 1999, pp. 109-159 ; Sohn, L., 
“‘Generally Accepted’ International Rules”, Washington Law Review, Vol.61, No.3, 1986, pp. 
1073, 1074-1075 and note 16 ; Vignes, D., “La valeur juridique de certaines règ les, normes ou 
pratiques mentionnées au TNCO comme ‘généralement acceptées’”, Annuaire Français de Droit 
International, Vol.25, 1979, pp. 712, 716 ; Wolfrum, R., “IMO Interface with the Law of the Sea 
Convention”, in Nordquist, M. & Moore, J., eds., Current Maritime Issues and the International 
Maritime Organization, Martinus Nijhoff, 1999, pp. 223, 231-232. 
24 報告書は、非拘束説（①）に関しては、これらの基準が慣習法あるいは国家が締結した諸条約を
示すのであれば、わざわざ「一般に受け入れられた国際規則および基準」という表現で起草する必
要がないとし、さらに MARPOL 条約などの IMO 諸条約にみられる詳細な技術的基準が慣習法化し
ているとは言い難いとしてこれを退けた。②説については、「一般に受け入れられた国際規則および
基準」は効力を有する条約に限らないという理由で退けている。  
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間接適用される考え方を採ると、海洋法条約締結国であれば IMO 諸条約を締結する必要
性がなくなり、これらへの加盟が促進されないこととなる。さらに、間接適用される場合、
国内法によって IMO 諸条約の内容を実施するための措置が採られるが、その際、条約上
の権利はともかく条約義務の実施がおろそかにされるおそれがあると指摘されている25。
従って、海洋法条約規定に示される「国際的な規則および基準」という文言の具体的な効
力は必ずしも明確ではなく、この争点を裁定した国際判例もない。また以上にみたように
学説も収斂しているわけではない。また、以下にみるように、EU の法的状況はまさにこ
の不明瞭な領域にある。  
 
【EU による海洋法条約第 XII 部の実施】 
 上記に示した海洋法条約第 XII 部と EU 環境法政策はどのような関係にあるのだろうか。 
 EU は、海洋法条約締結時に提出した権限宣言において、この第 XII 部の海洋汚染防止
の分野に関して共有権限を有していると示し、同宣言に含まれる付録 Appendix で関連す
る EU 域内法を列挙した。列挙された域内法、とりわけその中の多くを占める海洋環境保
護に関する 30 ほどの立法措置は、海洋法条約の汚染源の分類に当てはめれば主に陸源汚
染を規制したものである26。他方、海洋法条約の陸源汚染に関する規定によれば、条約締
約主体には「国際的に合意される規則および基準…を考慮して」汚染を防止・軽減・規制
する法令を定める義務（207 条 1 項）および「適用ある国際的な規則および基準」の実施
措置をとる義務（213 条）があるものの、そのような規則および基準は未だ存在していな
いと解されている。よって、陸源汚染の防止に関して EU は十分な権限を有するが、この
分野の「国際的な規則および基準」はいまだ存在しない。そのため、この条約規定が、陸
源汚染について定めた様々な EU 法に影響を与えることはない。また、海底活動、深海底
活動、大気からの海洋汚染の防止に関しても、これと似かよった状況にある。これらの分
野についても国際基準や規則が未発達なため、海洋法条約規定が具体的に示唆する基準が
現在のところない。さらにこれらの分野においては EU の権限自体も未発達である。  
 しかし、海洋法条約が示唆する具体的な「国際基準および規則」が存在する船舶汚染防
止分野と海洋投棄防止分野については別の考察が必要である。  
EU が提出した権限宣言の付録 Appendix を参照すると、船舶汚染の防止について、船
舶の仕様27、航行28、安全29に関していくつかの EU 法が定められており、海洋投棄汚染の
                                                     
25 Blanco-Bazán, A. “IMO Interface with the Law of the Sea Convention” in M.H. Nordquist and 
J. Norton Moore eds., Current Maritime Issues and the International Maritime Organization, 
Martinus Nijhoff, 1999, pp.269-287. 
26 Ex. Council Directive 75/439/EC on the disposal of waste oils , OJ L 194, 25.7.1975, p. 23 ; 
Council Directive 75/442/EEC on waste, OJ L 194, 25.7.1975, p. 39, ; Council Directive 
76/160/EEC concerning the quality of bathing water, OJ L 31, 5.2.1976, p. 1 ; Council Directive 
76/464/EEC on pollution caused by certain dangerous substances discharged into the aquatic 
environment of the Community, OJ L 129, 18.5.1976, p. 23. 
27 Council Directive 93/75/EEC concerning minimum requirements for vessels bound for or 
leaving Community ports and carrying dangerous or polluting goods, OJ L 247, 5.10.1993, p. 
19 ; Council Directive 96/98/EC on marine equipment, OJ L 46, 17.2.1997, p. 25.  
28 Council Decision 86/85/EEC establishing a Community information system for the control 
and reduction of pollution caused by the spillage of hydrocarbons and other harmful substances 
at sea, OJ L 77, 22.3.1986, p. 33. 
29 Council Directive 94/57/EC on common rules and standards for ship inspection and survey 
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防止については、これを正面から扱う EU 法はないが、これと関連を有する EU 廃棄物法
およびバルセロナ条約の海洋投棄に関する議定書30が挙げられている。このように船舶起
源汚染と海洋投棄の防止に関して、部分的にではあるが EU は措置を採択しているため、
EU には一定の権限があると考えられる。ただし、これらの 2 分野に関する EU の権限の
行使が全く同程度に認められていると解することは難しい。それは、確かにバルセロナ条
約の海洋投棄に関する議定書に EU は加入しているが、この分野での EU による権限の行
使が阻まれてきたこともまた事実だからである。例えば、地域的な海洋投棄防止条約であ
るオスロ条約に EU は加入し得なかったこと、これまで海洋投棄に関する EU 法の法案が
成立に至らなかったこと31が挙げられる。よって、海洋投棄の防止に関して EU は権限を
行使しうるかどうかについて、一般的な見解では否定的である 32。従って、EU がロンドン
条約を自らの規範に取り込み、この条約と同等の規則や基準を定めることは実際、困難で
あろう。しかし他方で、MARPOL 条約に関しては、EU がこの条約の規制範囲において
EU 法を定める権限はあると解しうる。そして、EU 法が MARPOL 条約と同等の規則や基
準を定めることは、EU が「自らの権限の範囲内で」海洋法条約上の義務を果すことにな
るだろう。 
 しかし、MARPOL 条約やロンドン条約など、多くの海洋活動および船舶関連の国際規
則を策定している国際機関 IMO は、その正規成員資格を国家に限定しており33、さらにほ
とんどの IMO 条約は締結主体を IMO の成員に限定している34。そのため EU には IMO
諸条約を締結する資格がなく、IMO においても委員会がオブザーバーの地位を有するにす
ぎない。よって EU は、IMO 条約であって海洋法条約上の「一般に受け入れられた国際規
                                                                                                                                                           
organisations and for the relevant activities of maritime administrations (Classification 
Societies Directive), OJ L 319, 12.12.1994, p. 20. 
30 Convention for the protection of the Mediterranean Sea against pollution and the Protocol for 
the prevention of the pollution of the Mediterranean Sea by dumping from ships and aircraft, 
Barcelona, 16 February 1976. Council Decision 77/585/EEC of 25 July 1977, OJ L 240, 19.9.1997, 
p. 1. 
31 委員会は 1976 年および 1985 年に海洋投棄に関する法案を提出し、1988 年には 1985 年法案の
修正案を出したが、いずれの試みも採択に至らなかった。COM/75/688final, Proposal For a Council 
Directive Concerning the Dumping of Wastes at Sea, OJ C 40, 20.2.1976, pp.3 -13 ; 
COM/85/373final, Proposal For a Council Directive on the Dumping of Waste at Sea, OJ C 245, 
26.9.1985, pp.23-41 ; COM/88/8final, Modified Proposal For a Council Directive on the Dumping 
of Waste at Sea, OJ C 72, 18.3.1988, pp. 8–12. 
32 Frank は、海洋投棄そのものを規制する域内法はないものの広範な適用範囲を有する EU 廃棄物
法や危険物質に関する法によって廃棄物や危険物質の投棄は規制されていると指摘する。例えば、
廃棄物指令 91/156/EEC は、不法投棄などと並んで構成国に投棄 dumping を禁止しており（4 条）、
指令が対象とする廃棄物処分の類型に海洋への排出、海上焼却が挙げられている（Directive 
91/156/EEC, ANNEX IIA, D7 and D11）。しかし他方で、この指令の実施を監督する際に委員会が、
海洋投棄の側面に重点をおいているわけではないことも事実である。よって、Frank は、海洋投棄
および海上焼却に関する EU 法がないというのが EU 諸機関においても一般的な認識であることを
認めている。Frank, Veronica, op.cit., n.7, pp.316-322. 
33 Convention on the International Maritime Organization, art.4.  
34 唯一 REIO による締結が認められている IMO 条約に、乗客およびその手荷物の海上運搬に関す
るアテネ条約 Athens Convention relating to the Carriage of Passengers and their Luggage by 
Sea がある。 
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則や基準」にあたるものを、締結することができない。このように、船舶汚染防止に関し
て EU は、その権限の範囲内で「一般に受け入れられた国際規則や基準」と同等の法規則
を定める海洋法条約上の義務を有するが、具体的な規則（MARPOL 条約）を締結してい
ない（し得ない）状況にある。  
 海洋法条約を介して締結していない MARPOL 条約に EU が拘束されるかという点につ
いて、ECJ は、海洋法条約とこの条約とは別の条約と捉え、海洋法条約の規定を介して
MARPOL 条約が EU に（間接的に）適用されるとは解していない。ECJ は、海洋法条約
第 XII 部の規定には触れず、EU が MARPOL 条約の締結主体ではないこと、GATT の場
合のように、基本条約に基づいて、当該条約の下で構成国が有していた権限が EU に自動
的に継承されたわけではないことを示し、MARPOL 条約は EU を拘束しないと示してい
る35。これは、TFEU216 条 2 項のコロラリーであり、締結していない条約に EU は拘束
されないという一般的な EU 法の論理に沿うものである。  
 上記 ILA の報告書に列挙された国際法の諸学説に照らせば、ECJ の判断は非拘束説に基
づくものといえよう。もっとも、間接適用説に基づいた論理を展開した法務官意見も存在
する（最終的な判決には採りいれられなかった）36。このように EU の法解釈として間接
適用説が一貫して否定されているわけではない。しかし、上記いずれかの立場に学説全体
が収斂しているとはいえない以上、ECJ 判例は、学説を支える一つの実行としての意義が
あるのみであり、この ECJ の解釈が国際法上明らかに通用しないとまではいえない。  
もっとも、第一にこれらの学説は、現状において EU のみが該当する国際機関（海洋法
条約 305 条(f)）を対象とするのではなく、国家を念頭においていることを考慮しなければ
ならない。第二に、EU が負う「一般に受け入れられた国際規則や基準」を適用させる義
務の効果は、実際のところ、国際法の側面には及ばず極めて域内的である。というのも、
すべての構成国がロンドン条約と MARPOL 条約を批准しているため、少なくとも EU 法
が適用される地理的範囲内および旗国の権限がおよぶ船舶においては、EU が法規則を制
定しなくとも構成国を介して IMO 諸条約が適用されているからである。従って、EU が海
洋法条約規定を積極的に解釈し、自らは締結していない IMO 諸条約の内容を自発的に EU
法化した場合と現状、つまりこれらの分野における EU の措置がほぼないに等しい状態と
の違いは、構成国の権限が一部 EU に移譲すること、そして構成国による IMO 諸条約の
実施が EU 法の実施として厳しく監督されることにある。このように、もっぱら域内的な
法的効果が問題となるにすぎない。  
 よって、海洋法条約第 XII 部に規定する船舶汚染防止分野と海洋投棄防止分野について
は、上に示したように EU は断片的に権限を有しているが、EU による海洋法条約の締結
が契機となって、これらの分野における EU 法が質量ともに増大したわけではない。EU
は、海洋法条約を介してこれが示唆する IMO 諸条約に拘束されるとは解釈しておらず、
これらの諸条約に対する EU の対応は非常に消極的であった。後に示すようにその原因の
一端は、海運や海上貿易が世界的な規模で行われる活動であるため、船舶に対する汚染防
止規制も世界的な統一基準によることが望ましく、EU 法による地域的な法規制は既成基
準の普遍性を乱すものと考えられたこと、EU 内部の権限関係において補完性の観点から
                                                     
35 Judgment of 14 July 1994, Case C-379/92, Criminal proceedings against Matteo Peralta, ECR 
1994 p. I-3453, paras.15-17; Judgment of 3 June 2008, C-308/06, The Queen, on the application 
of International Association of Independent Tanker Owners (Intertanko) and Others v 
Secretary of State for Transport, ECR 2008 p. I-4057, paras.47-49. ロンドン条約と EU の関係が
扱われている ECJ 判例はこれまでのところない。  
36 Opinion of Advocate General, idem., C-308/06. 
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EU 法化が必要だとは考えられなかったことにある。  
 
(3) 小括  
最も複雑な混合協定と言いうる海洋法条約を、EU は付属書 IX に従い締結した。起草お
よび交渉過程において、EU による条約への関与をめぐって第三国が表明した強い懸念と
は裏腹に、海洋法条約の海洋環境保護規定に関しては、EU は一定の権限を有するものの、
それを行使して実質的な適用措置がとられたことはほとんどない。このように、海洋法条
約が EU 環境法政策に与えた規範的な影響は限定的である。それは、第一に、海洋法条約
の規定が枠組としての性質を有するにとどまるからであり、第二に、それらの中で特に海
洋投棄や船舶汚染の防止に関しては、海洋法条約が黙示的に示す IMO 諸条約に EU 自身
は拘束されないからである。もっとも条約を締結せずとも条約の内容だけを EU 法に取り
込むことは可能であるが、このような手段も積極的に活用されていない。その結果、海洋
法条約の環境保護規定およびこれに黙示的に結び付けられている IMO 諸条約などの実施
は、事実上構成国に任されてきた。EU のこのような姿勢は次に検討する地域的な海洋環
境保護条約と EU との関わりにも通じるものである。  
 
(b) 地域的な海洋環境保護条約  
EU が締結している主要な地域的な海洋環境保護条約には、次の条約がある。 
まず、「陸地の汚染源による 1974 年海洋汚染防止パリ条約（以下、「パリ条約」と記す）」
37がある。これは EU が最初に締結した環境保護条約でもある。その後この条約は「海洋
投棄に関する 1972 年オスロ条約」38と統合され、1998 年発効した「東北大西洋海洋環境
保護条約（以下、「OSPAR 条約」と記す）39に引き継がれた。この条約も EU は締結して
いる。その他に、「地中海汚染防止バルセロナ条約（以下、「バルセロナ条約」と記す）」40、
バルト海保護のためのヘルシンキ条約（以下、「ヘルシンキ条約」と記す）」41がある。ま
たこれらの下で策定された多くの議定書にも EU は加入している42。 
                                                     
37 The Paris Convention for the Prevention of Marine Pollution from Land-based Sources, 
75/437/EEC: Council Decision concluding the Convention for the prevention of marine pollution 
from land-based sources, OJ L 194, 25.7.1975, p. 5. 
38 Convention for the Prevention of Marine Pollution by Dumping from Ships and Aircraft.  
39 The Convention for the protection of the marine environment of the north-east Atlantic, 
98/249/EC: Council Decision on the conclusion of the Convention for the protection of the 
marine environment of the north-east Atlantic, OJ L 104, 3.4.1998, p. 1. 
40  The Barcelona Convention for the Protection of the Mediterranean Sea against 
Pollution(1978 年発効 )、 77/585/EEC: Council Decision concluding the Convention for the 
protection of the Mediterranean Sea against pollution and the Protocol for the prevention of the 
pollution of the Mediterranean Sea by dumping from ships and aircraft, OJ L 240, 19.9.1977, pp. 
1–2. この条約は 1995 年に改正され（改正の発効は 2004 年）、次のように改称された。Convention 
for the Protection of the Marine Environment and the Coastal Region of the Mediterranean). バ
ルセロナ条約の内容についてはこの改正条約条文を参照している。  
41 The Helsinki Convention for the Protection of the Baltic Sea（1980 年発効。1992 年改正が 2000
年に発効している。）、94/156/EC: Council Decision on the accession of the Community to the 
Convention on the Protection of the Marine Environment of the Baltic Sea Area 1974 (Helsinki 
Convention) OJ L 73, 16.3.1994, p. 1. 
42 これらの他に、北海汚染対処協力ボン協定（以下「ボン協定」）Agreement for Co-operation in 
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これらの条約における EU の位置づけには多くの共通点があり、これまで検討した諸条
約に比べ、総じて簡単な規定を定めるのみである。共通する点は、第一に REIO などの
EU を示す一般化した概念を用いず、EU そのもの（もっとも当時の名称（European 
Economic Community、あるいは European Community）であるが）を明示している点
である。第二に、EU は他の締約国とほぼ同じように扱われ、権限宣言その他、締結手続
において EU のみに課せられる条件はないという点である43。EU のみに課せられる制限は
投票権の行使だけである。すなわち、これらの条約はすべて、EU は自らの権限範囲内の
事項に関して、条約加盟国となっている構成国の合計数と同等の票数を行使し、EU と構
成国が同時に投票権を行使することはできないと定めている44。ヘルシンキ条約だけは、
EU が負担する条約運営費の割合についても定めている（22 条 3、4 項）。 
 
【パリ条約と OSPAR 条約】 
パリ条約は、1978 年に発効し、1998 に OSPAR 条約が発効するまで効力を有していた。
                                                                                                                                                           
dealing with Pollution of the North Sea by hydrocarbons and other harmful substances および北
東大西洋岸汚染防止協力リスボン協定（以下、「リスボン協定」）The Co-operation Agreement for the 
Protection of the Coasts and Waters of the North East Atlantic against Pollution がある。いずれ
も（リスボン協定に関してはその一部、ボン協定は適用範囲全体が）OSPAR 条約の地理的な適用範
囲と重複し、主に汚染事故の防止およびその対応のための協力について定めている。  
ボン協定は 1970 年に発効し、1983 年に適用範囲を拡大し EU を加入させるための改正を行った
（84/358/EEC: Council Decision concerning the conclusion of the Agreement for cooperation in 
dealing with pollution of the North Sea by oil and other harmful substances, OJ L 188, 
16.7.1984, pp. 7–8）。EU の関与という点においてこの条約は、他の地域的な諸条約とは異なると
ころがある。その協定締結承認決定には、EU は情報交換と共同研究に参加するために締結するの
であり、EU のこのような参加は、その性質上共通の法規 common rules を構成するものではない
と示されている。条約における EU の権限（活動分野）が明確に示されている珍しい例といえるが、
さらに EU による権限行使が、EU と構成国との権限配分の点において排他性を生じさせるもので
はない、つまり EU の協定締結は共有権限の行使ではないことが明らかにされている。この明言に
従い、EU は油その他の危険物質による汚染に関する情報システムが設置している（86/85/EEC: 
Council Decision establishing a Community information system for the control and reduction of 
pollution caused by the spillage of hydrocarbons and other harmful substances at sea, OJ L 77, 
22.3.1986, pp. 33–37.）。 
リスボン協定は 1990 年採択され、1993 年に EU は締結を承認したが（93/550/EEC: Council 
Decision concerning the conclusion of the cooperation Agreement for the protection of the coasts 
and waters of the north-east Atlantic against pollution, OJ L 267, 28.10.1993, pp. 20–21）、西サ
ハラ問題のためモロッコとスペインが批准せず、未発効である。2008 年、批准を促進するために条
約を一部改正する議定書 Additional Protocol to the Cooperation Agreement for the Protection of 
the Coasts and Waters of the North-East Atlantic against Pollution が作成され、2010 年 EU は
これを締結した（2010/655/EU: Council Decision concerning the conclusion, on behalf of the 
European Union, of the Additional Protocol to the Cooperation Agreement for the Protection of 
the Coasts and Waters of the North-East Atlantic against Pollution, OJ L 285, 30.10.2010, pp. 
1–3）。2012 年末現在、議定書および条約ともに未発効である。  
43 パリ条約 22 条、24 条、バルセロナ条約 30 条、32 条、33 条 2 項および 4 項、ヘルシンキ条約
34 条、35 条 4 項。 
44 パリ条約 19 条、OSPAR 条約 20 条 2 項、バルセロナ条約 25 条、ヘルシンキ条約 22 条 2 項。 
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この条約は、締約主体に陸の汚染源からの海洋汚染を防止するすべての可能な措置を採る
ことを義務付ける(1 条）。国家行動を枠づけるため、汚染物質を複数の付属書で特定して
いる（4 条 1，2 項、5 条）45。条約はまた、締約主体の代表で構成される締約国会議に相
当するパリ委員会（Paris Commission : PARCOM）を設置し、この委員会の任務（条約
実施の監督、報告書のレビュー、共通の実施措置やプログラムの採択、勧告の採択）を定
める（15-16 条）。 
EU は条約締結当時、環境保護に関する権限の法的根拠を有していなかったが、第一次
環境行動計画（1973 年）が陸地の汚染源による海洋汚染の規制について強調していたこと、
この条約に関連する危険物質の排出についていくつかの指令を採択する途上にあったこと
から、この条約の内容について EU が権限を有すると正当化され、条約締結が認められた。
しかし、EU の条約への関与、とりわけ条約実施機関である PARCOM における EU の関
与は、肯定的に評価されていない46。EU とパリ条約の締結国である諸構成国47との間で権
限の配分について紛争が生じ、第三者締約国が EU そのものを十分に理解していなかった
こともあって、パリ委員会の意思決定は滞る傾向にあった48。EU が最初に締結した環境条
約での対外行動とその評価は、他の地域的海洋保護条約にも影響を与えることになった。  
OSPAR 条約はパリ条約とオスロ条約を統合し、東北大西洋の総合的な海洋環境保護条
約として 1998 年に発効した。そのため、様々な汚染への対処および環境アセスメントの
実施についてそれぞれ付属書で詳細を定める仕組みをとっている 49。OSPAR 条約が採択さ
れた頃においても、EU はオスロ条約が定めていた海洋投棄に関して権限を有していなか
ったが50、パリ条約に関わる部分では一層域内法が充実し、パリ条約原加盟国として EU
による OSPAR条約の締結が実現した。OSPAR条約は、PARCOMにおける経験をふまえ、
意思決定が EU によって妨げられることのないように、全会一致ではなく多数決制を導入
した（13 条）。OSPAR 条約においても、とりわけ危険物質の排出制限に関して EU と関連
構成国との間の権限配分は問題となっているが、両者とも、区分を明確化することで、こ
の問題を積極的に解決しようとは考えていない。また条約実施機関である OSPAR 委員会
（OSPAR Commission : OSPARCOM）によって、EU 域内法よりも厳格な決定（締約主
体に対し拘束力を有するが、締約主体にはオプトアウトが可能である）がいくつか採択さ
れている。しかし EU がこれらの決定に合わせて EU 法を改正するなどの措置をとること
は、ほとんどない。例えば、非鉄金属産業におけるヘキサクロロエタンの段階的使用禁止
に関する決定51は EU による既存の関連指令の改正という形で EU 法に採りいれられた珍
                                                     
45 除去すべき汚染物質（付属書 A-I）、汚染を削減すべき物質で排出には権限当局の許可を要するも
の（付属書 A-II）、放射性物質（付属書 A-III）。 
46 Ljlstra, Ton, « L’Action communautaire dans les Commissions de Paris et d’Oslo  » in J. 
Lebullenger et D. Le Morvan éds., La Communauté européenne  et la mer, Economica, 1990, 
pp. 381-401. 
47 ベルギー、デンマーク、フランス、西ドイツ、アイルランドおよびイギリス。  
48 Frank, Veronica, op.cit., n.7, pp.171-172. 
49 陸源汚染（3 条、付属書 I）、廃棄物投棄および焼却（4 条、付属書 II）、沖合施設からの汚染（5
条、付属書 III）、環境アセスメントの実施（6 条、付属書 IV）。 
50 そのため、オスロ条約にはそもそも EU による締結を可能にする条項は含まれていなかった。  
51 Decision 96/1 on the phasing out of the use of hexachloroethane in the non-ferrous metal 
industry. この決定はパリ条約のものだが、OSPAR 条約の下においても前身の 2 条約が採択した決
定の効力は認められている。 
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しい例である52。しかし他の多くの OSPARCOM による決定は、委員会によって EU 法化
が提案されたものも含めて、理事会によって取り上げられず、事実上廃案になっている53。 
OSPAR 条約に関する規範に対し EU が積極的に取り組まない姿勢は、次の事例にも表
れている。PARCOM による決定（PARCOM Decision 95/1）を国内法化したオランダが、
この決定に類似し、この決定よりも後に採択された指令と両立しないという理由で、委員
会から国内法規定の修正を命じられた（国内法規定、つまり PARCOM 決定の方が指令の
内容より厳格だった）。オランダは、この委員会決定の取り消しを ECJ に求めたが却下さ
れた54。EU 自身はこの決定 95/1 を署名していないため、この決定に拘束されない。よっ
て ECJ は、指令と構成国の国内法との整合性を、EU 法秩序に基づいて判断した。この結
果、環境保護の点でより厳格な環境条約の国内実施が、より低いレベルの保護を課してい
る EU 法によって阻まれるという事態が生じた。このように、EU には、EU 法としての
一貫性を優先し、環境保護の点でより先進的な地域的な条約規範を軽視または否定する姿
勢がみられる55。 
 
【バルセロナ条約】 
バルセロナ条約は、1976 年に採択され、1978 年に発効した。この条約は、多くの汚染
の形態（5 条－9 条）を対象とし、条約適用区域における生物多様性の保護（10 条）も視
野にいれる。この条約は、各汚染形態および生物多様性保全について個別の議定書56で詳
細を定める枠組み条約の構造を有しており、条約締結時に少なくとも一つの議定書に同時
加入することが必要とされている（29 条）。条約交渉時、EU による締結を可能とするか
どうかは重要な論点とされ、EU 構成国以外の地中海沿岸諸国は、EU を関与させる実益
が見出されないことや PARCOM における EU のネガティブな影響等を理由に EU の加入
                                                     
52 Directive 97/16/EC amending for the 15th time Directive 76/769/EEC on restrictions on the 
marketing and use of certain dangerous substances and preparations, OJ L 116, 6.5.1997, pp. 
31–32. 
53 Ex. Proposal for a Council Decision concerning the approval, on behalf of the Community, of 
OSPAR Decision 98/3 on the disposal of disused off-shore installations, OJ C 158, 4.6.1999, p. 
10 ; Proposal for a Council Decision concerning the approval, on behalf of the Community, of 
OSPAR Decision 98/4 on emission and discharge limit values for the manufacture of vinyl 
chloride monomer, and OSPAR Decision 98/5 on emission and discharge limits in the vinyl 
chloride sector, OJ C 158, 4.6.1999, p. 19. 
54 Judgment of 8 November 2007, Case T-234/04, Netherlands v Commission, ECR 2007 p. 
II-4589. 
55 その他、OSPAR 条約に関わる ECJ 判例として、イギリスの MOX プラントに関係したものがあ
る。この判例は、アイルランドが ECJ の管轄権を配慮しなかったことによって、EU 法の誠実協力
義務違反と判示された。Judgment of 30 May 2006, Case C-459/03, Commission v Ireland, ECR 
2006 p. I-4635. 
56 以下の議定書が採択されている。「EU 未加入」と示した 2 議定書を除き、すべてに EU は加入し
ている。船舶および航空機からの投棄による汚染防止のための議定書（1876 年、1995 年改正）、陸
地を汚染源とする汚染に対する議定書（1980 年、1996 年改正）、特別保護地域に関する議定書（1982
年、1995 年改正）、油および危険物質による汚染の緊急時における協力に関する議定書（1976 年、
2002 年改正）、大陸棚および海底開発汚染に対する議定書（1994 年、EU 未加入）、危険廃棄物の
越境移動およびその処分による汚染の防止に関する議定書（1996 年、EU 未加入）、統合的沿岸区
域管理に関する議定書（2008 年）。 
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には反対していた。他方 EU としては、水質関連指令など既存の域内法と条約内容が関連
するため、また、近隣の地中海諸国が参加するこのような条約に加わることに政治的な重
要性を見出していたため、条約の締結を求めていた。結局、初めから条約の EU による締
結を可能とする条項が挿入され、1977 年 EU は海洋投棄に関する議定書とともに条約を締
結した。EU のバルセロナ条約に関する国際平面における関わり方は消極的であり、EU が
締結した議定書や締約国会議で採択された内容について、EU は適用措置を策定していな
いため、これらは EU 法に実質的な影響を及ぼしてはいない。  
しかし、委員会が、構成国によるこの条約の不遵守を ECJ の場で問題にしたことがある。
この件は、フランス地中海岸沿いに位置する海水湖であるベール湖 Étang de Berre に、
上流に位置する発電所からの大量の真水や堆積物が流れ込むことによって生じる汚染が、
バルセロナ条約および陸源汚染に関する議定書との関係で問題となった57。具体的には、
委員会は、フランスが条約および議定書に従って、地中海の汚染を防止し、除去し、対処
するためのすべての適切な措置をとる義務（条約 4 条 1 項）および議定書付属書 II に列挙
する汚染物質の、あるいは汚染源からの排出を権限当局の許可に厳格に服させる義務（議
定書 6 条 3 項）に違反していると主張した。条約およびこの議定書を EU は締結している
が、これらについて指令などの域内適用法は作られていない。フランスはこのことを根拠
に、上記諸規定は EU 権限の範囲に含まれていないとして、ECJ の管轄権を否定した。フ
ランスのこのような実際的で経験に基づく主張に対し、ECJ は、EU による適用措置が取
られていない混合協定に対する EU の権限を広く、緩く解釈し、その管轄権を正当化した。
まず、EU の権限に属する特定の条約規定が関係する限り、混合協定であっても、それは
EU が単独で締結した純粋な EU 締結協定と同等の法的地位を有する、よって構成国は、
EU との関係において、協定を実施する義務を負うと述べた58。特定の条約規定が EU 権限
に属するものかどうかについては、ECJ は緩やかに判断している。EU 法には、具体的に
特定物質の水への排出を許可制に服させる規定はない。しかし、水質汚染防止に関する既
存の EU 法（排水処理指令、農業排水汚染に関する指令など）を挙げ、この分野の大部分
が EU 権限に属している、そして、本件が対象とする条約や議定書の規定は、明らかに EU
権限が多くを占める水質汚染防止分野に含まれると関連付け、ECJ の管轄権を認めた59。
このように、ECJ は、混合協定の特定の規定が EU 権限に属するかどうかについて、具体
的な規定内容のレベルではなく、同じ目的（水質汚染防止）の措置が採られているかどう
かというより概括的な範囲で判断している。そして、構成国による当該条約および議定書
の遵守を精査する管轄権が ECJ にあるとし、これらについて EU レベルの適用法が作られ
ていない事実は、特定の条約規定が EU 権限に属することを否定する要素とならないと断
言した60。 
通常、EU が締結した条約でも域内法化されていない場合、委員会はその実施を監督し
ない。その場合、これらの条約の実施は実際には構成国に任されることになる。しかし、
この件が示すのは、ECJ はこのような実際的な効果に関係なく、EU 締結条約は EU 法で
あるという理論上の法的効力を考察の出発点とする。EU による適用措置がとられていな
                                                     
57 Judgment of 7 October 2004, Case C-239/03. Commission v French Republic. ECR 2004 p. 
I-9325. なお、同じ問題について先決的判決が求められた次の判例も参照のこと  。 Judgment of 15 
July 2004, Case C-213/03, Syndicat professionnel coordination des pêcheurs de l'étang de Berre 
et de la région v Électricité de France (EDF). ECR 2004 p. I-7357. 
58 Paras. 25-26. idem., Case C-239/03. 
59 Paras. 27-28, idem. 
60 Paras. 30-31, idem. 
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い締結条約であっても、構成国による条約実施の問題が ECJ に提起されるならば、その適
否が判断されることになる。もっとも、締結しているだけの条約に対し、委員会の実施監
督機能が働かない以上、構成国による条約実施の適法性が委員会によって ECJ に持ち込ま
れる可能性は非常に低い。環境条約については上記のバール湖に関する判例が唯一の事例
である。この事例も、バール湖の汚染について苦情が委員会に寄せられたことが発端であ
り、純粋に監督機能が働いた結果ではない。  
 
【ヘルシンキ条約】 
ヘルシンキ条約は 1974 年に作成され、1980 年に発効した。当初 EU は条約への加入を
申請したが、EU 構成国のうちデンマークとドイツしか締結していなかったため EU の条
約加入の必要性が疑問視されていたこと、EU の関与を不可避にする EU の排他的権限の
範囲に条約内容が該当しなかったこと、PARCOM の意思決定を妨げる EU の行動が第三
国の間で懸念されていたこと、そしてなによりもヘルシンキ条約締約国の大多数であった
東欧諸国が EU の法主体性を認めていなかったこと、これらの理由により EU の加入は実
現しなかった61。冷戦後、これらの多くの加入阻害要因が解消され、国際社会の構造変化
に対応するための条約改正が行われた際にようやく EU の加入が認められた62。この条約
もバルセロナ条約と同様に、多数の形態の汚染防止を対象とし、環境アセスメント、汚染
事故の通知義務を定めるが（5－13 条）、バルセロナ条約と違って付属書によって各汚染規
制を詳細に定めている。条約実施機関である委員会（Helsinki Commission : HELCOM）
による意思決定は拘束力のない勧告の形式をとるため (20 条)、EU と条約締結国である構
成国との権限配分の問題も顕在化しない傾向にある。他方、HELCOM の勧告によって EU
の域内法が改正された形跡も、ヘルシンキ条約上の義務が ECJ で問題になったケースもみ
あたらない。現在ではロシアを除く全条約締約国が EU 構成国となっている。条約の実施
は、これらの構成国にもっぱら委ねられている。  
 
【地域的な海洋環境保護条約と EU との関わり】 
上で検討したパリ条約、OSPAR 条約、バルセロナ条約およびヘルシンキ条約には次の
ような共通点がみられる。  
第一に、EU 権限に関わる事項が締約国会議の議題に挙げられているとしても、一般的
に、事前に共通の立場を確立するなど EU 内での意思の調整が図られない。それは、これ
らの条約が締約主体間の自由でオープンな議論を通じて、すべてに受けいれられうる解決
策を模索するための協力を模索するフォーラムであるという意味合いが強く、事前調整に
よるブロック化が嫌悪されるからである63。そうでなければいずれの条約も、EU と構成国
によるグループを一方とし、第三国締約国グループを他方とする対立的な議論の構図を作
り出してしまう（例えば、現在のヘルシンキ条約加盟国の構成を考えれば、EU ブロック
（EU と構成国）対ロシアとなる。）。そのため、EU 構成国であってもこれらの条約の場
においては自由に発言し、EU の利益は EU 代表である委員会によってのみ擁護される。  
                                                     
61 Frank, Veronica, op.cit., n.7, p.177. 
62 新たに EU 構成国であるフィンランドとスウェーデンがヘルシンキ条約加盟国となり EU の条約
加入がより説得的になったこと、条約改正までの間に EU 環境法政策が発展したこと、東欧諸国の
EU に対する懐疑的な態度が変化したことなどが挙げられる。改正条約の採択は 1992 年、発効は
2000 年である。 
63 もっともそれでも、OSPAR 条約やヘルシンキ条約においては EU 権限事項について事前の意思
統一がなされる場合がある。 
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第二に、EU 権限に関する事項について黙示的に意思の調整を図っていたとしても、ま
たそうでなくとも、この分野の最初の混合協定であった PARCOM の経験から
OSPARCOM が意思決定の方法を変更したように、EU のみでは条約実施機関の決定を左
右することができない意思決定方法がとられている。そのため EU 法の内容から乖離する
地域的な義務が条約実施機関において採択される可能性がある。 
上記をふまえ、第三の点として、地域的な環境保護条約に EU が関与する目的は、条約
の実施機関が定める義務や環境基準が EU 法に沿うように確保すること、および条約締結
国である構成国が EU の権限を侵さないように監視すること、もっぱらこの 2 点にある。
本来、EU はこれらの条約において自らの権限に関わる部分の環境保護基準や制度を強
化・発展させることに関心はない。このように、EU は、地域的環境条約に対して環境保
護に先進的な主体としてリーダーシップを発揮するわけではなく、むしろその行動は保守
的である。とりわけ EU 法規範よりも厳格な地域的な環境保護規範がつくられた場合、こ
れを遵守するために EU が既存の法を改正するには、当該地域条約に拘束されない構成国
の合意が立法プロセス上必要となる。しかし、このような理由のみに基づいて他の構成国
の同意を得ることは事実上、困難である。実際、より厳格な基準が地域条約の規範として
成立しても、EU 域内法への取り込みはほとんど実現しない。よって、EU は、地域条約
の設ける環境基準が EU 法のそれに収斂するように行動し、EU 法のレベルを越える地域
的な環境規範の採択を阻害しようとする傾向がある64。 
このように、限られた構成国と EU しか関与しない地域条約と EU の制度や仕組はそも
そも適合的ではないのである。EU の権限に関わる事項であっても、地域条約の加盟国で
ある EU 構成国は、比較的自由に発言し行動する。他方、限られた構成国しか関与しない
地域条約の法規範を、EU 全域に適用される EU 法に取り込むことは困難である。よって、
これらの地域条約を EU 自身が締結しているものの、これらから生じた規範は、形式的に
は EU 法の一部をなすが、手付かずのままにされる。よって、地域条約上の義務は、EU
環境法政策の適用を害しない程度において、その実施はもっぱら関連構成国に一任される。 
 
(c) 小括 
EU は様々な海洋保護条約を締結しているが、これらを域内で適用するための措置を定
めることはほとんどなかった。  
EU が積極的に条約規範を域内法に取り込まない理由として、いくつかの点が指摘でき
る。 
第一に、EU の政策として海洋環境保護分野が確立しておらず、諸条約の内容や規範を
域内法化する際の法的基盤がなかったことが挙げられる。これまで海洋環境の保護それ自
体が EU 環境法政策の重要な一部門とはとらえられてこなかった。海洋環境の保護に特化
した戦略文書や包括的な域内法が作成されたことはなく、海洋環境の保護は複数の様々な
政策分野において二次的に扱われてきたにすぎない65。海洋環境の保護は、EU 環境保護政
策の中では水質汚染防止政策、その他には漁業政策、海上運輸政策、これらにおいて断片
的に扱われてきたに過ぎない66。 
第二に、域内法化する場合に必要となる構成国の統一的な意思が欠如していたことであ
                                                     
64 例えば OSPAR 条約について、Frank, Veronica, op.cit., n.7, p.175. 
65 Krämer, Ludwig, Focus on European environmental law, 2nd ed., Sweet & Maxwell, 1997, 
p.206.   
66 このような EU 政策分野の構成を反映して、それぞれの EU 諸機関の中に海洋環境保護を主とし
て扱う部署なり委員会がなかったことが指摘されている。Frank, Veronica, op.cit., n.7, pp.81-82. 
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る。とりわけ沿岸国は自国の経済的利益に強くかかわる海洋関係の問題に EU が関与する
ことを本来望まない傾向にある。さらに沿岸国の中でも漁業面での利益の保護を主張する
諸国、環境保護指向の強い構成国、海運上の利益を優先する諸国、海洋投棄を行っている
ためその禁止を EU 法で導入することに反対する国々など、各国の利害は多様である。そ
のため全会一致事項が多かった時期には海洋関係の EU 法の採択は非常に困難だった67。 
 第三に、補完性の原則および均衡の原則から、条約規範の EU 法化が否定される傾向に
あることである。MARPOL 条約など普遍的な条約の規範は、海上運輸という経済活動の
性質上、世界中で共通に保たれることが重要であり、EU 法化による地域主義的な規範の
導入は望ましくない。さらに国際法上、詳細な規則群が既に存在し、それが各国で実施さ
れているのであるから、EU レベルで重複的に立法する必要性はないと考えられた。他方、
地域的な条約規範の場合、その規範は地域的要請によってつくられた規範であって、それ
に基づき EU 全域に適用される法に取り込む必然性は（例えば、域内市場の円滑な運営を
阻害するなどの EU 全体に及ぶ問題がない限り）ないと考えられた。  
 これらの理由から、EU は海洋環境保護に関する多くの条約を締結しているものの、そ
れらを域内法化し、実効化することはほとんどの場合拒まれてきた。よって、海洋法条約
が示唆する MARPOL 条約やロンドン条約のような普遍的な条約であれ、また地域的な条
約であれ、その実施は事実上構成国に任されてきた。このように、必ずしも EU が環境条
約を締結している事実があれば、その条約規範は EU 法として実効化していると自動的に
みなすことはできないのである。  
 
しかし近年この分野における EU の活動に変化が生じている。  
その一つは、EU 近海で生じた相次ぐ船舶による海洋汚染事故をきっかけとして、EU は
とりわけ MARPOL 条約の規制範囲と重なる分野において独自の域内法を形成し始めたこ
とである。上にみたようにこの条約を EU 自身は締結できないため、条約の締結を経ずに、
EU が自発的に条約内容に関連する域内法を採択している68。 
もう一つは、EU が包括的な海洋環境保護政策の策定および実施に着手したことである。
2005 年に海洋環境の保護および保全に関する戦略文書69が採択され、これに基づき 2008
年、海洋戦略枠組指令が採択された70。この中では、OSPAR 条約（北東大西洋）、ヘルシ
ンキ条約（バルト海）、バルセロナ条約（地中海）の適用範囲と一致する各欧州海洋圏
European Marine Region が設定され、これを単位に管理することとなっている。しかし
指令は主に目的と諸原則を定める枠組に過ぎず、諸条約に EU 自身が積極的にコミットす
るものではなく、これらの条約に欧州海洋圏の管理を任せているように思われる。  
 
【河川の保護】 
最後に、EU の水質政策と関連する河川保護諸条約と EU の関わり方についても、上記
海洋環境保護条約と同じような傾向があることについて簡単に述べる。  
 EU が締結している河川保護条約の中で普遍条約としては、UNECE による 1992 年国際
                                                     
67 Frank, Veronica, op.cit., n.7, pp.82-83 ; Krämer, Ludwig, EU Environmental Law, 7th edition, 
Sweet & Maxwell, 2012, p.275. 
68 この点に関しては、MARPOL条約と EUとの関わりについて論じた第 II部 D章 1を参照のこと。  
69 COM/2005/0504 final, Thematic Strategy on the Protection and Conservation of the Marine 
Environment. 
70 Directive 2008/56/EC establishing a framework for community action in the field of marine 
environmental policy (Marine Strategy Framework Directive, OJ L 164, 25.6.2008, pp. 19–40. 
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河川湖沼の利用と保護に関する条約 71がある。これは 2003 年に改正され、締約国を
UNECE 加盟国に限定しない普遍条約となっている。この条約は、国際的な河川湖沼に対
する悪影響を防止、軽減、管理するすべての締約国の義務 (3 条)を定め、河川湖沼を共有す
る沿岸国による協定に基づく協力枠組みの確立(9 条)を義務付けている。この条約における
EU の位置づけは他の UNECE 条約（例えばオーフス条約）とほぼ同じである。EU は REIO
と示され、条約締結が認められ（23 条、25 条 1 項）、権限宣言の提出が義務付けられてい
る（25 条 4 項）。そして、締約国会議での投票権に他の条約と同様の制限が付されている
（18 条）。EU が提出した権限宣言には、EU が策定した水質汚染防止保護の措置が列挙さ
れている72。 
他方、ヨーロッパの主要河川についてそれぞれ保護条約が締結され、EU もこれらを締
結している。ライン川汚染防止国際委員会に関する条約およびライン川の化学的汚染防止
条約73、これを引き継いだライン川汚染防止条約74、ダニューブ川持続的利用と保護のため
の協力条約75 がある。他に、エルベ川国際委員会条約76、オデール川国際委員会条約 77に
加入していたが、これらの 2 条約については、第三国締約国であったポーランドとチェコ
が 2004 年に EU に加盟したことによって条約締約国がすべて EU 加盟国となった。これ
を機に EU はこれら 2 条約から脱退している78。 
                                                     
71 The Convention on the protection and use of trans-boundary watercourses and international 
lakes (Helsinki Convention). 95/308/EC: Council Decision on the conclusion, on behalf of the 
Community, of the Convention on the protection and use of transboundary watercourses and 
international lakes, OJ L 186, 5.8.1995, pp. 42–44. 
72 Convention on the protection and use of transboundary watercourses and international lakes 
- Declaration by the Community pursuant to Article 25 (4) of the Convention, OJ L 186, 5.8.1995, 
pp. 44–58. 
73 The Convention on the Protection of the Rhine against Chemical Pollution. 77/586/EEC: 
Council Decision concluding the Convention for the protection of the Rhine against chemical 
pollution and an Additional Agreement to the Agreement, signed in Berne on 29 April 1963, 
concerning the International Commission for the Protection of the Rhine against Pollution, OJ 
L 240, 19.9.1977, pp. 35–52. 
74 Convention on the Protection of the Rhine（2003 年発効）. 2000/706/EC: Council Decision 
concerning the conclusion, on behalf of the Community, of the Convention for the Protection of 
the Rhine, OJ L 289, 16.11.2000, p. 30. 
75 Convention on cooperation for the protection and sustainable use of the river Danube（1998
年発効） . 97/825/EC: Council Decision concerning the conclusion of the Convention on 
cooperation for the protection and sustainable use of the river Danube, OJ L 342, 12.12.1997, p. 
18. 
76 The Convention on the International Commission for the Protection of the Elbe. 91/598/EEC: 
Council Decision OJ L 321, 23.11.1991, pp. 24–27. 
77 Convention relative a la commission internationale pour la protection de l’Oder contre la 
pollution、Decision 1999/257/EC, OJ L 100, 15.4.1999, p. 20. 
78 2005/884/EC: Council Decision concerning the effects of the accession of the Czech Republic 
and the Republic of Poland to the European Union on the participation of the European 
Community in the Convention on the International Commission for the Protection of the Oder 
and the Convention on the International Commission for the Protection of the Elbe, OJ L 326, 
13.12.2005, pp. 35–36. 
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地域的な河川保護条約の内容は、締約主体の個別の義務あるいは相互協力義務（協力制
度の確立、事故の通報を含む情報提供、適切な汚染防止・削減義務、共通の方法による測
量調査など）と、各条約が設置する委員会の運営に関わる規定から構成されている。これ
らもまた、地域海洋環境保護に関する諸条約と同様に、投票権に関わる制限を除き、EU
そのものをほぼ他の締約国と同じように扱う（ライン川保護条約 10 条 3 項、4 項、ダニュ
ーブ川保護条約付属書 IV4 条） 
これら河川保護条約の規範を実施するための域内措置はこれまでとられていない。また、
ダニューブ川条約についてその締結承認決定の法的根拠が問題となった ECJ 判例を除い
て79、ECJ の場でこれらの条約が問題となった事例もない。このように、EU は河川に関
する諸条約を締結しているが、EU 域内法にこれらの条約規範は実質的な影響を与えては
いない。さらに、地域的な条約に EU が関与する主要な目的が条約制度内での EU 法の保
護であることは、エルベ川条約とオデール川条約からの EU の脱退にも示されている。条
約の締結国がすべて EU 法に拘束される構成国となったため、EU は条約に参加する必然
性がなくなったのである。  
河川保護諸条約のほとんどは締約主体を河川流域国に限定する地域的な条約であるこ
とから、上記(b)と同様の考察が当てはまる。すなわち、河川保護諸条約においても条約制
度への EU の消極的で保守的な関わり方が示されている。  
河川保護諸条約についても海洋環境保護条約と同様の変化がみられる。 
 まず、EU の水政策が統合され、その中にこれらの条約制度が取り込まれていることで
ある80。水枠組指令は、これまで EU が採ってきた特定の水質、特定の汚染源に対する一
様な規制というアプローチをとらず、河川流域区 river basin district ごとに沿岸水や地下
水まで含めた包括的な管理を流域国に任せる方策をとっている。域内の複数の構成国にま
たがる河川流域区では関係諸国がそのための調整を確保すること (3 条 3 項 international 
river basin district)、域外第三国が関わる河川流域区では適切な調整の確立に努めること
と定められている（3 条 5 項）。EU は各河川流域区が定める目標や計画、プログラムのた
めの様々な指針を定め、それらの計画やプログラムを管理する。この河川流域区の管理に
ついて上記に挙げた既存の条約によって確立している制度を活用してもよいことになって
いる。 
 このように、近年、地域的な海洋保護条約は海洋戦略枠組指令の中に、河川保護諸条約
は水枠組指令の中に取り込まれた。環境条約の規範ではなく、条約そのものを EU 法の一
部として位置づけたことはこれまでない。このような EU 法と環境条約との関わり方は、
全く新しい形態の関わり方である。条約制度そのものが EU 法となったことによってこれ
らの地域条約にどのような影響がおよぶのか。委員会は、これらの指令の実施をどのよう
                                                     
79 Judgment of 30 January 2001, Case C-36/98. Kingdom of Spain v Council of the European 
Union. ECR 2001 p. I-779. 基本条約の環境保護規定は二次立法の採択について「共同決定手続に
よる」と定めると同時に一定の事項を全会一致に服させている。当時の全会一致事項の一つに「水
資源の管理」があったが、ダニューブ川条約の承認決定は一般的な共同決定手続について定める条
項を根拠としていた。共同決定手続に服する条項が締結根拠として適切か、あるいは「水資源の管
理」にあたるため全会一致が必要か、この正否について問われた ECJ は、全会一致事項とされてい
る「水資源の管理」は量的管理の場合であり、質的管理その他の場合はこれにあたらないと判示し
た。この判決を受け、後の条約改正で、理事会の全会一致を要する事項に関する表現が明確化され
た（現 TFEU192 条 2 項(b)）。 
80 Directive 2000/60/EC establishing a framework for Community action in the field of water 
policy, OJ L 327, 22.12.2000, pp. 1–73. 
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に監視するのか。これまでと同様に各海域・河川毎の条約の独自性を尊重し、EU 法とし
ての統制を積極的に及ぼさない緩やかな枠組に留まるのか。これらの問題を解明するには、
今後の指令の実施状況の観察と検討を待たなければならない。 
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2．自然動植物保護に関する諸条約 
 
これまで採択された環境条約に照らせば、野生動植物を含む自然環境、つまり生物の多
様性を保護する手段としていくつかの異なる方法が採られている。その第一は、直接に動
植物種および生息地を保護する方法であり、第二に人間による利用を少なくするために取
引を規制する方法、第三により包括的に生物の多様性を保護する方法である。また、第四
の方法として景観を保護する方法も挙げられる。 
本節で扱うのは第一の方法および第三の方法をとる諸条約と EU との関係である。第一
の方法をとる条約で EU が締結しているものに、欧州評議会が作成した欧州の野生動植物
および自然生息地の保全に関する条約（以下、「ベルヌ条約」と記す）81、移動性野生動物
の種の保全に関する条約（以下、「CMS」と記す。ボン条約とも呼ばれる）82、地理的に締
約主体が限定された地域条約であるアルプス保護条約（以下、「アルプス条約」と記す）83
が挙げられる。EU が締結している第三の方法をとる条約には、生物の多様性に関する条
約（以下、「生物多様性条約」と記す）84がある。先に検討した海洋環境保護や河川保護に
関する諸条約と同じように、これらの条約に対する EU の対応は消極的である。この消極
性の背景には、自然動植物保護の分野の EU 権限の行使および拡張を構成国が望まないこ
とが挙げられる。しかし、徐々にではあるが確実に、この分野の EU 法はこれらの条約規
範に匹敵するほどに発展してきた。もっとも、EU 法のこのような発展は条約の締結を直
接の契機としているわけではない。 
なお、第一の方法をとる諸条約としてさらに、水鳥とその生息地としての湿地の保護に
関するラムサール条約（1971 年）85および世界の文化遺産および自然遺産の保護に関する
条約（1972 年）86も挙げられよう。しかしいずれの条約も国家のみを締約主体と規定して
いるため EU はこれを締結できない87。もっともラムサール条約が対象とする越境性の野
鳥とその生息地としての湿地に関しては、これらに特別な注意を払う旨の規定が EU 法の
中に置かれ、条約締約国として EU 構成国が義務を負う条約規範に配慮していることがわ
かる88。 
ちなみに第二の方法を採る代表的な条約には CITES があるが、この条約と EU との関
わりについては次章で論じている89。第四の方法を採るものに、欧州評議会による欧州景
                                                     
81 Convention on the conservation of European wildlife and natural habitats.  
82 Convention on the conservation of migratory species of wild animals.  
83 Convention on the protection of the Alps. 
84 Convention on Biological Diversity. 
85 Convention on Wetlands of International Importance Especially as Waterfowl Habitat.  
86 Convention concerning the protection of the world cultural and natural heritage. とりわけ 2
条の自然遺産の定義に、「脅威にさらされている動物又は植物の種の生息地又は自生地として区域が
明確に定められている地域であって、学術上又は保存上顕著な普遍的価値を有するもの」を含み、
これら自然遺産の認定、保護、保存、整備等の義務（4 条）を課している。  
87 ラムサール条約 9 条、世界遺産条約 31 条および 32 条。 
88 Article 4.2, Directive 79/409/EEC on the conservation of wild birds, OJ No L 103, 25.4.1979, 
pp. 1-18, codified by Directive 2009/147/EC on the conservation of wild birds, OJ L 20, 26.1.2010, 
pp. 7–25.   
89 D 章 1 を参照。 
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観条約90がある。この条約は一定の条件の下に EU による加入を認めているが91、現時点に
おいて EU がこれを締結する動きはみられない。  
 以下、まず、野生動植物種および生息地を保護する諸条約、次いで生物多様性条約を概
観し(a)、次に、これらの条約と EU の自然動植物保護政策の関係について論じる(b)。 
 
(a)EU が締結した自然動植物保護に関する諸条約  
【ベルヌ条約、CMS、アルプス条約】  
まず、冒頭で述べた第一の方法をとり、EU が締結している諸条約について述べる。  
ベルヌ条約は欧州評議会による条約の一つで、1979 年に採択され、1982 年に発効した。
締約国は、野生動植物の個体数を、生態学的、科学的、文化的な必要性に応えるレベルに
維持するために必要な措置をとるよう義務付けられる (2 条)。より具体的には、付属書 I
に列挙された野生植物種および付属書 II の野生動物種に対する特別な保護のために立法
および行政的措置をとる義務を負い、これらの種の意図的な採取、捕獲、生育の場への損
害行為、養育期や冬眠期の妨害行為は禁止される。さらにこれらの種および種の加工品の
所持および販売も禁止される(4 条および 5 条)。加えてこれらの種の生息地を保全するた
めの立法および行政的措置をとり、開発政策や計画において、これらの区域の劣化を防ぐ、
あるいは劣化が最小限となるように保護生息地の保全の必要性を考慮させなければならな
い(4 条 1 項および 2 項)。ただし、付属書 III に列挙された野生動物種についてはより緩や
かな保護措置の対象とされている。そのような措置には、これらの種の利用規制、狩猟の
時期的あるいは場所的な限定、販売のための所持などの適宜禁止が含まれる。さらに、こ
れらの種に関して付属書 IV に挙げられた無差別な採取・狩猟手段を用いてはならない（7
条および 8 条）。このようにベルヌ条約は、2 段階の保護を規定している。付属書 I および
II に挙げた野生動植物種に関しては、種の採取・狩猟・所持・販売を禁止し、それらの生
息地に対する保護を義務付け、採取・狩猟を許容する付属書 III の動物種に対してはより
緩やかな義務を定めている。  
ベルヌ条約 19 条により EU（EEC）による署名、加入が認められており、締約主体の代
表からなる常設委員会 Standing Committee の構成員として EU の代表はその権限内で投
票権を有する（13 条 2 項）。さらに、条約の適用・解釈に関する紛争の仲裁において EU
構成国が一方当事者となる場合、EEC もこ（れら）の構成国と共同の当事者とみなされる
(18 条 3 項)。 
 
CMS は普遍条約であり、ベルヌ条約と同年 1979 年に採択され、1983 年に発効した。
この条約の対象は移動性の動物種に限られているが、陸生動物だけでなく、海洋動物、鳥
類を含む。締約国には、そのような種とその生息地を保全するために適当でかつ必要な措
置を、個別にまたは他国と協力して採ることが求められる。CMS は、絶滅危惧種を列挙す
る付属書 I と保全状態が好ましくない種および国際協定により実現される国際協力によ
り保全状態が著しく改善する種のリスト（付属書 II）を備える。付属書 I 種に対しては即
急の保護に努めることが求められる(2 条)。具体的には、生息地の保全および復元、種の移
動を妨げる障害や悪影響を与える活動の防止、除去、影響の最小化あるいはそのような影
響に対する補償、外来種の除去を含む対象種の絶滅化要因の除去、軽減に努め、例外を除
き対象種の捕獲は禁止される(3 条)。付属書 II の種に対しては種の移動範囲にかかる諸国
                                                     
90 European Landscape Convention. 2000 年採択、2004 年発効。 
91 Art. 14, idem. 
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間で協定 AGREEMENT92の締結が推進され、そのような協定の内容に関して指針が置か
れている(2 条、4 条、5 条)。これまで、ヨーロッパコウモリ、地中海と黒海の鯨類、ウミ
ガメなどについて協定が作られている。その中で EU は唯一アフリカ－ユーラシア両大陸
間を移動する水鳥に関する協定（以下、「AEWA」と記す）を締結している93。このように
CMS による付属書 I と II は異なる目的のために作られたリストであり、同じ種が両付属
書に掲載されることも認められている（4 条 2 項）。以上からわかるように、CMS は、個々
の保護対象種の保護を協定によって具体化するための枠組条約となっている。  
CMS では、署名および加入が REIO に対しても開かれ（15 条、17 条）、「締約国」の定
義に REIO が含まれると定められている（1 条(k)）。締約国としての REIO は、その権限
の範囲内で権限を行使し、責任を負う（1 条 2 項）。 
 
ベルヌ条約と CMS の両方を EU は 1982 年に締結しており、これらの条約締結決定の内
容は類似している94。締結の理由として、第一次環境行動計画などに掲げる目的のために
とりわけ自然環境の適切な管理と生態系のバランスを損うような利用の回避が不可欠であ
ること、そしてこの分野において EU レベルで立法（野鳥指令95）がすでになされている
ことを根拠として挙げている。CMS の締結決定においては特に、EU の排他的権限に係る
協定 AGREEMENT を将来締結するために枠組条約である CMS への EU による締結が必
要であると示されている。しかし CMS5 条 2 項には、この条約の締約国であるかどうかに
関わらず、協定の対象種に関わるすべての移動範囲国の加入のために協定を開放すべきで
あると定めているため、事前に親条約である CMS に加入している必要はない。  
 
他方、アルプス条約は、領土の全部あるいは一部にアルプス山脈を含む諸国 96および EU
により締結された地域条約である。1991 年に採択され 1995 年に発効した。この条約の射
程は広く、動植物や自然環境の保護だけでなく、土壌、水質、廃棄物といった汚染問題、
文化の保護、さらに農業、観光、交通などの社会的側面も扱われる。つまり、アルプス山
系の持続可能な保全・保護のための包括的な政策を実施するための枠組条約である (1 条お
よび 2 条)。これらの観点のいくつかについて議定書が作成されている。その中で EU が締
結しているのは、山間農業、観光、エネルギー、土壌保全に関する各議定書97のみで、本
                                                     
92 他の協定 agreement と区別し、付属書 II 種に関するもので、CMS5 条の指針に沿う協定のこと
を条約正文で”AGREEMENT”と示されている。  
93 2006/871/EC: Council Decision on the conclusion on behalf of the European Community of the 
Agreement on the Conservation of African-Eurasian Migratory Waterbirds, OJ L 345, 8.12.2006, 
pp. 24–25. 
94 82/72/EEC: Council Decision concerning the conclusion of the Convention on the conservation 
of European wildlife and natural habitats, OJ L 38, 10.2.1982, pp. 1–2 ; Council Decision 
82/461/EEC on the conclusion of the Convention on the conservation of migratory species of wild 
animals (Bonn Convention), OJ L 210 of 19.7.1982, p.10. 
95 Directive 79/409/EEC, op.cit., n. 88. 
96 ドイツ、フランス、イタリア、スロベニア、リヒテンシュタイン、オーストリア、モナコおよび
スイスである。  
97 2006/655/EC: Council Decision on the approval, on behalf of the European Community, of the 
Protocol on the implementation of the 1991 Alpine Convention in the field of mountain farming, 
OJ L 271, 30.9.2006, pp. 61–62 ; 2006/516/EC: Council Decision on the conclusion, on behalf of 
the European Community, of the Protocol on Soil Protection, the Protocol on Energy and the 
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節に関連する自然および田園の保全に関する議定書98には入っていない。この議定書には、
自然、風景、動植物種およびその多様性と生息地の保護・保全といった一般的な義務にと
どまらず、具体的な諸義務（保護計画の策定と実施、保全行為、報告義務など）について
定められている99。 
アルプス条約は、EU（EEC）を他の諸国と並列的な締約主体のように扱っている。EU
にだけ向けられた署名や加入手続きはなく、締約国会議における投票権の行使について、
これまでみてきた諸条約と同じ制限があるだけである（7 条 2 項）100。このような包括的
な枠組みであるアルプス条約を EU は EC 条約 130s 条を根拠に 1996 年に締結している。
条約締結のための決定は、この締結が、第 5 次環境行動計画が推進する環境保護に関わる
国際的な活動への EC の関与の一環をなすと述べるのみで、環境保護およびその他の諸分
野で EU が条約においてどのような権限を有するのかは明らかにしていない 101。このよう
に EU はアルプス条約を環境条約として締結したことがこの決定には示されているが、例
えば農業や運輸など環境保護以外の EU 権限にも関わりうるアルプス条約の包括的な性質
にはあまり考慮が払われていないようである。  
 これらの 3 つの条約に関して、これらを適用するために EU によって特段の措置はとら
れていない。また、これらの解釈適用が問題となった ECJ 判例もみあたらない。  
 
【生物多様性条約】 
 生物多様性条約についてはこれまでの動植物種保護に関する諸条約とは趣を異にする部
分がある。この条約は、「生物多様性」を「すべての生物（陸上生態系、海洋その他の水界
生態系、これらが複合した生態系その他生息又は生育の場のいかんを問わない。）の間の変
異性をいうものとし、種内の多様性、種間の多様性および生態系の多様性を含む」(2 条)
と定義する。このように、これまでの条約の対象とされた種や生息地・生態系レベルでの
多様性の保護に加え、遺伝子や微生物のレベルでの多様性の保護も含む広い概念を採用し
ている。この条約は、第一に、生物の多様性の保全、第二に自然の構成要素の持続可能な
利用、そして第三に遺伝資源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分（access and 
benefit-sharing：ABS）を実現することを目的とする（1 条）。第一および第二の目的は、
ベルヌ条約や CMS などこれまでの条約で掲げられてきた目標と重なるところが多い。生
物多様性条約ではこの点について、締約主体による戦略もしくは計画の作成 (6 条)、生息地
の域内および域外の保全(7,8,9 条)、生物多様性を著しく害するおそれのある事業計画案に
対する環境影響評価手続の導入（14 条）などを定める。他方、第三の目的はこれまでの条
約にない新たな観点であり、この点について生物多様性条約は、自国資源に対する主権的
                                                                                                                                                           
Protocol on Tourism to the Alpine Convention – Declarations, OJ L 201, 25.7.2006, pp. 31–33. 
これらについては本節の主題から外れるため詳述しない。  
98  Protocol on the Implementation of the Alpine Convention of 1991 Relating to the 
Conservation of Nature and the Countryside. 
99 2 章「特定の措置」6～19 条。 
100 Art. 7.2 : Each Contracting Party shall have a vote at the Conference. Within the areas of its 
competence, the European Community exercises its right to vote with a number of votes equal to 
the number of its Member States which are Contracting Parties to this Convention; the 
European Economic Community shall not exercise is right to vote in cases where the Member 
States exercise theirs. 
101 96/191/EC: Council Decision concerning the conclusion of the Convention on the protection 
of the Alps (Alpine Convention), Official Journal L 061 , 12/03/1996 p. 31.  
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権利(3 条)を確認し、さらに、資源へのアクセスおよびバイオテクノロジーを含む技術への
アクセスや移転の円滑化（15，16 条）および途上国への資金供与（20，21 条）について
定める102。 
 生物多様性条約もまた枠組条約であり、その多くの規定は「可能な限り、かつ、適当な
場合に」という文言が付され、努力規定も多い。そのため条約の誠実な実施は締約主体の
政治意思に多く依存している。  
生物多様性条約は REIO による条約の受諾・承認、加入を認め、その際に権限宣言の提
出を求めている103。この条約が定める REIO の位置づけは、同時期に採択された国連条約
である気候変動枠組条約と同じであり、EU は自律的な締約主体とみなされている104。こ
れらの規定に従い 1993 年に EU は生物多様性条約を締結した105。条約締結時に提出した
権限宣言によると、環境保護権限に基づきこれまで EU が締結した諸条約（ベルヌ条約、
CMS）および採択措置（CITES 実施規則、野鳥指令、生息地指令、戦略アセスメント指
令、GMO に関する指令）が挙げられ、これに農業・漁業権限などによるその他の措置が
連なっている。さらにもう一つ別の宣言を付し、条約が規定するバイオテクノロジーの移
転が有する重要性について強調している106。 
 この条約は枠組条約であることから、明確な義務を締約主体に課しているわけではない。
EU は、この条約が採用する「生物多様性」という包括的な概念に基づいて、生物多様性
条約を適用する枠組み、あるいは法的措置を何ら採っておらず、もっぱら既存の EU 法や
政策で対応する方策をとっている。  
 
(b) EU 法政策と諸条約の関係  
 上にみたように、EU は多くの自然動植物保護に関する条約を締結しているが、締結と
ともに域内で条約を実効化する措置は採られていない。このことは、この分野における EU
権限の性質に関係している。  
EU 環境法政策の中でも自然動植物の保護に関する分野は、そもそも発展しにくい状況
にあると考えられている。第一次環境行動計画にも「自然環境、とりわけ動植物を、それ
らが被っている多くの侵害から保護すること」107とあるように、この観点も広範な EU 環
境保護政策の目的の一つと捉えられてきたが、構成国は従来、自然保護分野は自らに属す
る排他的権限であると考えてきた108。さらに、EU レベルで動植物種や生息地の保護区の
設定および管理などについて法的措置が採られることは、権限の部分的な移譲を意味し、
構成国は、EU レベルの保護対象区域に関わる経済開発について、自らの裁量権を大幅に
                                                     
102 生物多様性条約の下で採択されたカルタヘナ議定書については、第 II 部 B 章 4 を参照。  
103 生物多様性条約 2 条、34 条 1 項および 3 項、35 条 1 項および 2 項。 
104 REIO はその権限の範囲で、REIO と同様にこの条約の加盟国となっている REIO 構成国と同数
の投票権を行使する（31 条 2 項）。REIO のみが条約に加入する場合は REIO 自身がすべての条約
義務を負い、1 以上の構成国が批准する場合は REIO と構成国との条約義務に対する責任の範囲を
決定する。両者が同時に条約上の権利を行使することはできない（34 条 2 項、35 条 3 項）。 
105 93/626/EEC: Council Decision concerning the conclusion of the Convention on Biological 
Diversity, OJ L 309, 13.12.1993, pp. 1–2. 
106 Convention on biological diversity – Declarations, OJ L 309, 13.12.1993, pp. 3–20. 
107  Programme of Action of the European Communities on the Environment, OJ C 112, 
20.12.1973, pp.1–53, especially Part II, Title I, Chapter 3, Section 2 Quality objectives.  
108 Reid, C., "Nature conservation law", in Jane Holder ed., The impact of EC environmental 
law in the United Kingdom, J. Wiley & Sons, 1997, p.200. 
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制限される可能性がある。そのため、構成国は、自国領域の使用に関して EU に介入させ
るこのような権限の付与には強く抵抗する傾向にある109。このような構成国の主権的意識
により、これまで自然動植物保護の分野で採択された EU 法は極めて限られている。  
 このような政策文化の中で採択された主な措置は、野鳥指令 110と生息地指令111の 2 つの
みである。これらが野生動植物種の保護のため EU 法の中核をなしている。現在では両指
令によって設定された自然保護区の総体である Natura2000 が形成されている。しかし、
このことが意味しているのは、自然動植物保護の分野においては、条約の締結および適用
措置の採択という流れによる EU 環境法政策の進展はみられないことである。A 章および
B 章で考察した環境諸条約と EU 法の関係とは明らかに異なり、本章 1．で検討した海洋
環境保護や河川保護のための諸条約と EU 法の関わり方に類似する（そのためにこの第三
類型に分類した）。しかしながら、自然動植物保護に関する諸条約の場合、さらに、海洋環
境保護条約などとは異なる点がある。これらの条約については、適用法が作られないこと
で EU 法に実質的に統合されず、他方、EU 独自の海洋環境保護政策や河川保護政策と呼
びうるものもなかった。ところが、自然動植物保護の分野の場合、確かに条約規範の統合
はなかったが、上記野鳥指令と生息地指令には、諸条約を EU に適用するに等しい実質的
な効果がある。締結した条約内容を取り入れることによってではなく、EU の自然動植物
保護政策は独自に発展し、現在では、締結条約を十分適用しているに等しい法的状況に達
している。 
 EU による条約の締結と EU の自然動植物保護措置が直接に結び付かないことは、次の
ように説明できよう。 
 EU 独自の措置である野鳥指令が、上に述べた構成国の意識にも関わらず、野鳥の減少
を懸念する当時の世論の影響から 1979 年に採択された。その名が示す通り、この指令は、
特定の野鳥種を保護するために、構成国にこれらの生息地を保護区して指定し、適切な保
護を求めるものである。同年、野鳥指令が成立した直後に、EU はベルヌ条約と CMS を
締結した。それは、両条約の締結決定に示されたように、野鳥の保護に関して EU が既に
権限を有していたことが唯一の理由である。ベルヌ条約や CMS が対象とする野鳥以外の
動植物種の保護について、条約締結を足がかりに更なる域内措置は採択されなかった。よ
って、これらの条約が対象とする野鳥に関しては EU に、その他の動植物種については構
成国の権限に属していた。  
生息地指令が採択されたのは、その約 10 年後、1992 年のことである。いくつかの構成
国の根強い反対を受けながらも欧州議会および環境 NGO からの圧力により成立した112。
生息地指令も、野生指令と同様に保護区域の設定という手法をとるが、野鳥指令が対象と
                                                     
109 Krämer, Ludwig, op.cit., n. 67, p.181. とりわけ 1970～80 年代は EU の主要な活動が共通農業
政策であったことから、環境保護よりも農業的利益が優先されていたからだという指摘もある
（Fairbrass, Jenny & Andrew Jordan, "Protecting biodiversity in the European Union: national 
barriers and European opportunities?", Journal of European Public Policy, Volume 8, Issue 4, 
2001, p. 509.）。 
110 Council Directive 79/409/EEC, op.cit., n.88. 
111 Council Directive 92/43/EEC on the conservation of natural habitats and of wild fauna and 
flora, OJ L 206, 22.7.1992, pp. 7–50. 
112 Coffey, Clare, "The EU Habitats Directive : Enhancing Synergy with Pan-European Nature 
Conservation and with the EU structural Funds" in  Sebastian Oberthür and Thomas Gehring 
eds., Institutional Interaction In Global Environmental Governance : Synergy and Conflict 
among International and EU Policies, MIT Press, 2006, p.240. 
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していないその他の動植物種を対象としている。野鳥指令に加え、生息地指令が作られた
ことによって、EU の権限は保護すべき動植物種全般に及ぶことになった。生物多様性条
約を EUが締結したのはこの翌年 1993年であり、アルプス条約については 2006年である。
いまやこの 2 つの指令に基づく権限から、EU がこれらの条約を締結する根拠は十分にあ
る。しかしこれらは枠組条約に過ぎず、EU に新たな適用措置が必要となるような明確な
義務を規定するものではない。  
このように諸条約の締結と指令の採択とを時間軸に沿ってなぞってみると、EU の指令
は締結条約の規範を適用するための措置ではなく、条約の締結とは無関係に、独自の歩調
で発展してきたことがわかる。この歩調および締結した条約規範に適応できない EU の姿
勢には、上に示したように、この分野の EU 法の採択自体が困難な構造が反映されている。  
では、締結した諸条約を適用しているに等しい状況を、野鳥指令と生息地指令はどのよ
うに実現しているのだろうか。  
 
【野鳥指令】 
上に述べた構成国の意識にも関わらず、採択された野鳥指令の内容は欧州議会が想定し
た以上に包括的なものと評価されている113。この指令は、一般的な義務として種の個体数
の維持、および種の多様性や生息区域の保全、維持、および再構築するための保護区域の
設定、維持、管理、生息地の再生を求める(2 条および 3 条)。例外を除き、意図的に殺傷
することや採取・狩猟、巣や卵に対する破壊や損害、育成期の野鳥に対する意図的な妨害、
種そのものや加工品の取引および取引のための所持、輸送が禁止されている（5 条および
6 条）。特に重要なのは、指令の付属書 AnnexI の種に対する特別な保全措置である。構成
国は、これらの種の保全のために規模および数において最もふさわしい領域を特別保護区
域 special protection areas（以下、「SPA」と記す）として指定し、委員会にその区域に
関するすべての情報を通知しなければならない。SPA に対し、構成国は、生息地の汚染、
劣化、野鳥に悪影響を及ぼすあらゆる妨害を除去する適切な処置を採らなければならない。
また、保護区域の外側においても生息地の汚染、劣化の除去に努めなければならない（4
条）。このように SPAとして指定した野鳥保護区域に対し厳格な保護をもたらす制度が EU
レベルでつくられた。 
しかし、この指令の実施は様々な困難に直面することになる。SPA 指定の遅延、適切で
ない SPA の指定や保護措置がとられるために多くの不履行訴訟が提起されてきた。これに
対し ECJ は、指令 4 条の解釈に関して、環境保護を重視しこれを害する可能性のある事
業（道路の敷設や施設の建設など）を認めない判断を重ねた114。SPA に関わる限り構成国
に適法な経済的な開発についての裁量を極度に狭める ECJ 判例のいわば環境至上主義的
な傾向115は、皮肉なことに構成国の実施をさらに遅らせる一因となった。  
 
                                                     
113 Haigh, Nigel, EEC environmental policy and Britain, 2nd rev. ed., Longman, 1989, p.293. 
114 Ex, Judgment of 28 February 1991, Case C-57/89, Communities v Federal Republic of 
Germany, ECR 1991 p. I-883 ; Judgment of 2 August 1993, Case C-355/90, Commission v 
Kingdom of Spain, ECR 1993 p. I-4221 ; Judgment of 11 July 1996, Case C-44/95, Regina v 
Secretary of State for the Environment, ex parte: Royal Society for the Protection of Birds, ECR 
1996 p. I-3805. 
115  Nollkaemper, André, "Habitat Protection in European Community Law : Evolving 
conceptions of a Balance of Interests", Journal of Environmental Law, Vol. 9, No. 2, 1997, 
pp.276. 
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【生息地指令】 
生息地指令も、野生指令と同様に、採るべき保全措置 (2 条)と種々の禁止行為（12 条お
よび 13 条）についての一般的義務を定め、保護区域の設定による保護制度を採用してい
る。そして既に述べたように、EU の権限を野鳥だけでなくその他の動植物種にさらに拡
大する措置である。対象種以外でこの指令が野鳥指令と異なる点は、保護区域の設定方法
にある。さらに生息地指令は、指定区域に対する保護義務の観点で野鳥指令を修正した。  
この指令の下では、付属書 Annex I に列挙される「EC が関心を有する自然生息地類型」
および付属書 II に挙げる「EC が関心を有する種」に関して、特別保全区域 special area of 
conservation(以下、「SAC」と記す)が指定されなければならない。野鳥指令の SPA につ
いては構成国による選定および通知という手続が採られたが、SAC の場合、構成国が候補
地リストを提出し、それに対して委員会で討議の上、SAC としての指定区域を決定する 2
段階の手続を要する。構成国による候補地の選定は指令が定める基準（付属書 III(第一段
階)）および科学的な情報に基づかなければならない（4 条 1 項)。さらに、付属書 I および
II の中で印が付されている優先的な自然生息地および動植物種については、これらの保全
に不可欠な区域が構成国の候補地リストから漏れていると委員会が考える場合、これを理
事会決定によって追加する手続が設けられている (5 条)。このように、SAC に関しては、
構成国の裁量による区域の指定だけでなく EU レベルでの検討が加えられる点、選定基準
や強制追加手続が設けられている点で、SPA 指定手続よりも構成国の裁量は狭められ、手
続自体が客観化されている。この SAC と野鳥指令の下での SPA を統合したものが
Natura2000 と呼ばれ、EU レベルでの自然保護区ネットワークを構成している（3 条）。 
委員会決定により正式に SAC に採用された候補地を構成国は国内法で保護区として指
定し、独自の管理計画によって、あるいは他の地域整備計画に統合させることにより必要
な保全措置を採る(6 条 1 項)。さらに、SAC 内では生息地の劣化および種に対する妨害を
回避するための適切な処置を採らなければならない(同 2 項)。SAC に悪影響を与えうる計
画や事業については適切なアセスメントを実施し、この結果を考慮し、さらに SAC の一
体性が害されないことが確認された後にしか、当該事業あるいは計画を認可してはならな
い（同 3 項）。アセスメントの実施が明記されたことも野鳥指令と違い新しい点であるが、
上に示したように野鳥指令の解釈適用に関する ECJ 判例があまりに厳格なため、その反動
としてこれを緩和するための規定が生息地指令に設けられた。つまり、アセスメントによ
り特定の開発事業が SAC に影響を及ぼすものと判明した場合でも、他に代替措置がない
最重要の公的利益（社会的経済的な利益を含む）のための事業計画は、あらゆる補償措置
をとることを条件に実施されると規定されたのである（6 条 4 項）116。この SAC の保護
と開発事業に関する緩和された義務規定は、生息地指令の発効に伴い、SPA に関する義務
規定に置き換えられると定められている（7 条）。よって、SPA に対しても合法的な開発の
可能性が広げられ、結果、両指令による指定区域すべてに対する環境保護のレベルは引き
下げられた117。 
このように指定区域の保護義務の観点で後退があるものの、生息地指令の強固に構成さ
れた制度は極めて野心的なものである118。しかし、野鳥指令と同様に、SAC 候補地の選定、
リストの提出、保全措置の採択など、構成国による実施措置が必要なあらゆる段階で作業
                                                     
116 付属書 I および II の中の優先種および生息地を含む SAC については、事業実施を許容する理由
が限定され、委員会の意見を徴しなければならない(6 条 4 項)。このようにより厳格な条件が付加さ
れている。 
117 Coffey, Clare, op.cit., n. 112, p. 238. Nollkaemper, André, op.cit., n.115, pp.271-286. 
118 Coffey, Clare, op.cit., n.112, p.235. 
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が滞り、実施面で多くの問題を抱えている119。委員会が作成する”Natura Barometer”によ
れば、2010 年段階で SPA の指定が完了しているは全構成国の半数以下 13 カ国にすぎず、
SAC については 9 カ国に留まっている120。 
 
【EU 法と諸条約の関係】  
生息地指令は EU が締結している既存の条約をところどころ参考にしたことがみてとれ
る。SAC に指定し厳格な保護を実施する種および生息地と一定の規制の下に利用を認める
種および生息地という 2 段階の規制構造をとっていること、禁止される無差別な採取・狩
猟方法が付属書により特定されていること、例外規定の内容などの点にベルヌ条約の影響
がみられる121。他方、法的保護の対象とするかどうかの基準となる「望ましい保全状態
favorable conservation status」の定義は CMS から採りいれられたものである122。また、
生息地指令と同じ時期に交渉され、採択された生物多様性条約の影響も認められている123。 
従って、委員会を含め識者は、この指令は EU が締結した諸条約の適用措置であるとは
いわないが、事実上、ベルヌ条約を EU 域内で実施するための枠組であると認識している
124。確かにそうであろう。生息地指令によって、EU の権限はほぼすべての動植物種の保
護に及ぶ。さらに、これらの条約に共通する一般的な義務（保護区の設定を含む必要で適
切な保護措置の実施および特定の禁止規範（対象種の採取・狩猟およびそれらの保持・販
売の禁止））の観点においても、生息地指令は十分に条約規範に対応していると考えられる。
しかし、それだけにとどまらず、保護区の設定を実現し、これを害する経済開発との関係
でどのような保護を実現すべきかについて ECJ 判例が EU レベルの指針を提供している。
このように、生息地指令はもっぱらベルヌ条約を実施するために策定されたわけではない
が、条約内容を EU で実効化する（、そしてそれ以上の保護を実現する）法であると言い
うる。同じことは、枠組条約である CMS、生物多様性条約およびアルプス条約に対しても
言いうるだろう。実際、これらの条約の内容は EU に明確な義務を課してはいない。CMS
の付属書 I 種に対する義務はほとんどが努力義務であり、付属書 II 種に対しては協定
AGREEMENT の締結がなければ保護義務も生じない125。アルプス条約の義務規定は条約
                                                     
119 両指令の実施状況が悪い原因には、指令や ECJ 判決の厳格さだけでなく、構成国の経済的・人
的資源不足、指定地とされることへの地元の反発、土地利用の点で競合する農業等の利害等が挙げ
られる。Coffey, Clare, op.cit., n.112, p.235、Krämer, op.cit., n.67, pp.191-192. 
120 European Commission, Natura2000 Newsletter, no. 29, December 2010, pp.8-9. これ以降の
ニューズレターに示された Natura Barometer では達成状況が表示されなくなっている。Published 
newsletters are all available at 
http://ec.europa.eu/environment/nature/info/pubs/natura2000nl_en.htm[accessed, 3 mars 
2013]. 
121 ベルヌ条約 4～9 条、生息地指令 3 条、12～16 条。ベルヌ条約からの他の影響について、Coffey, 
Clare, op.cit., n.112, p.241-242. 
122 CMS1 条(c)、生息地指令 1 条(i)。 
123 Verschuuren, Jonathan M., "Implementation of the Convention on Biodiversity in Europe: 
10 Years of Experience with the Habitats Directive", Journal of International Wildlife Law and 
Policy, Vol.5, 2002 pp.251–267. 
124 Krämer, op.cit., n.67, p.192 ; Coffey, Clare, op.cit., n.112, p.233. 
125 CMS3 条 4 項および 5 項、4 条。Lyster, Simon, "The Convention on the Conservation of 
Migratory Species of Wild Animals (The Bonn Convention)", Natural Resources Journal, Vol.29, 
1989, pp.985-992. 
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の包括的な性質を反映し、一層一般的である126。もっとも野鳥・生息地指令とベルヌ条約
それぞれの付属書が列挙する種には齟齬があると指摘されており 127、この点で条約との整
合性は確保されていない。しかし、いまや EU はベルヌ条約付属書が指定するすべての種
を EU の保護措置の対象とすべき条約上の義務を負っていると考えられる。  
この分野では EU 法の採択自体が容易でない EU の内部構造を考慮すれば、対象保護種
を列挙した条約の付属書が改正されたとしても（とりわけ保護種を増やす改正の場合）、
EU がこれに沿って両指令の付属書を調整することは簡単ではない。EU による AEWA 締
結決定には、この点が考慮されており、議定書のあらゆる改正の承認権を委員会に与えず、
既存の EU 法の修正を要するような議定書の改正に対しては、それが EU 法で実施される
まで留保することを明確に委員会に義務付けている128。 
さらに、野鳥・生息地指令が形成する Natura2000 の制度は、ベルヌ条約に影響を与え
た。ベルヌ条約のエメラルドネットワーク Emerald Network は 1990 年半ばに生息地指
令および Natura2000 を参考にし、これらと両立するように制度設計されたものである。
エメラルドネットワークの起源は、ベルヌ条約の常設委員会が採択した勧告にある。1989
年に常設委員会は、特別保全利益区域（Areas of Special Conservation Interest：ASCIs）
という概念基準を導入し、この基準に当てはまる区域を各国が指定し、適切な保護措置の
下に置くことを勧告した129。エメラルドネットワークとは、各国が指定し、保護する ASCIs
から構成されるネットワークを指し、Natura2000 との補完性を確保するような実施形態
が 1996 年に定められた。エメラルドネットワークの一部として ASCIs が認定を受ける方
法は、生息地指令の SAC の承認方法とよく似ている。まず、参加国は常設委員会の勧告
に従い、保護すべき種や生息地を確定し、これらの情報が科学的情報を含め ASCIs 候補区
域として条約事務局に提出する（第 1 段階）。次に、条約機関で提出されたすべての情報
が調査・確認され、常設委員会で ASCIs として承認を受けることによって、エメラルドネ
ットワークに公式に統合される（第 2 段階）。この承認を受け、国内法上の保護区域とし
て ASCIs を指定し、保護管理、モニタリングなど適切な措置を実施する（第 3 段階）。た
だし、Natura2000 と違ってエメラルドネットワークへの参加は任意であり、あくまで参
加国の自主的な取り組みのための枠組みである。  
しかしこれは事実上、EU 域外にまで EU の制度（Natura2000）が普及することを意味
している。この背景には、ベルヌ条約事務局と EU だけでなく、当時 EU 加盟を目指して
いた東欧諸国を加えた三者による利害の合致があった 130。ベルヌ条約のネットワークが
Natura2000 を承認し取り入れたことによって、EU 構成国はエメラルドネットワークに
関するベルヌ条約関連規定を自動的に遵守していることとなり、EU 近隣諸国がこのネッ
トワークに参加することで Natura2000 そのものの実効性が向上する。ベルヌ条約事務局
も Natura2000 に関し EEA等が既に有するデータなどを利用することができる。そして、
当時の東欧諸国にとっては、EU 加盟を目指し生息地指令を含めた EU アキ aquis を実施
できるレベルに達することが必要だったが、この要件の達成を促進する手段としてエメラ
ルドネットワークの構築に取り組んだ。これらの諸国は、エメラルドネットワークの試験
的計画 pilot project のもとで、技術的・金銭的援助が得られたのである。現在、このネッ
トワークに関する活動は、ボスニア・ヘルツェゴヴィナ、モンテネグロなどのバルカン諸
                                                     
126 アルプス条約 2 条。 
127 Krämer, op.cit., n.67, p.192. 
128 Art.3, op.cit., n. 93, Council Decision 2006/871/EC.  
129 Recommendation No. 16 (1989) on "Areas of Special Conservation Interest".  
130 Coffey, Clare, op.cit., p. 242-245. 
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国や、アルメニア、アゼルバイジャンなどのコーカサス地方にまで広がっている 131。 
 
 野鳥指令と生息地指令はまた、EU が生物多様性条約を実施するための中心的な措置と
位置づけられている。生物多様性条約は、それまでの CMS などと異なりより広範な生物
多様性概念を導入したが、EU 法へこの概念を導入し、農業政策など他分野も含めた生物
多様性保護のためのより包括的な措置はとられていない132。EU は、生物多様性条約の実
施に関して、既存の措置を組み合わせ、もっぱら法的拘束力のない政策文書により取り組
んでいる。 
 1998 年生物多様性戦略133では、主に自然資源の保全に焦点が挙げられ、野鳥・生息地
指令の十分な実施、Natura2000 の確立、CITES 規則の実施と並んで関連分野（農業・漁
業・地方政策・森林・エネルギー・輸送・観光など）に生物多様性観念を導入する具体的
な諸目的が明記された。その後、2010 までに生物多様性の減少を阻止することを目標に掲
げ行動計画を付した政策文書を採択した 134。そこでは、生物多様性保全のための
Natura2000 ネットワーク内外での保護、地域計画および開発計画と生物多様性保全の両
立性強化、国際的な保全の促進、気候変動政策との相互調整、知識基盤の強化などの目標
の下に EU レベルの措置と構成国レベルで採るべき措置を列挙している。しかし、上記
2010 年目標は達成されず、2011 年に、新たな目標135に基づく戦略文書を採択した136。そ
こでもこれまでの政策と方向性は変わらず、よく似た方策が繰り返し掲げられている。こ
のように、EU には、野鳥・生息地指令の他に、法規則を手段として自然動植物保護政策
を強化しようとする兆しはない。  
 最後に、生物多様性条約の第三の目的である ABS について付言する。ABS の観点は、
上記にみたように EU 自然動植物保護政策にはほとんど登場しない。また、この点につい
て、具体的にバイオテクノロジー技術の移転やこれから生じる利益の配分を可能にする条
約上の制度も作られていない。条約を締結した後の EU の動きとして次を述べるにとどめ
る。 
 ABS の観点は、とりわけ途上国の希望で生物多様性条約に定められたものである。この
途上国の主張は、技術を有し、かつこれらから生じる利益を知的財産権の下で独占する先
進国と対立し、条約交渉の争点となった。結局、条約には ABS について定めるものの、「知
的所有権の十分かつ有効な保護を承認し、そのような保護と両立する」ことが移転の要件
とされ、途上国・先進国両者の主張を織り交ぜたかたちになっている。このように、ABS
の促進および円滑化という生物多様性条約の理念・志向は、とりわけ知的所有権の保護・
促進を指向する WTO の TRIPS 協定とは相容れないものである。このことは条約交渉時か
ら認識されてきた。 
                                                     
131 Emerald Network constitution process, 
 http://www.coe.int/t/dg4/cultureheritage/nature/econetworks/Emeraldnetwork_en.asp 
[accessed, 3 mars 2013]. 
132 Krämer, op.cit., n.67, p.183. 
133  COM(98)0042, Communication from the Commission to the Council and the European 
Parliament on a European Community biodiversity strategy. 
134 COM/2006/0216, Communication from the Commission : Halting the loss of biodiversity by 
2010 – and beyond, and annex 1 attached to it, “EU Action Plan to 2010 and Beyond.  
135 新しい目標とは、①2050 年までに生態系およびそれが提供する生態系サービスの保護・回復、
および②2020 年までに生物多様性の損失の阻止・回復、である。  
136 COM(2011) 244, Our life insurance, our natural capital: an EU biodiversity strategy to 2020.  
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 ところで、EU はすでに述べたように、生物多様性条約締結時の宣言で、バイオテクノ
ロジーへのアクセスが規定された事を重要視すると示したが、1998 年バイオテクノロジー
発明の保護に関する指令を採択し137、実際は知的所有権の保護を助長する行動を採ってい
る。この指令は、EC 条約 100a 条を根拠とし、特許に関する構成国の国内法を調和させ、
バイオテクノロジーへの投資の促進、域内市場の活性化を目的としている。そして、特許
取得の対象を広く定義し138、公正な利益配分の観点を配慮する規定は設けられていない。
たしかに、生物多様性条約は ABS の観点を実施する具体的なメカニズムを備えるに至っ
ておらず、明確な義務を締約主体に課しているわけではない。また、条約交渉時の論争を
考慮し、指令には、構成国が負う生物多様性条約上の実施義務を害するものではない（1
条 2 項）と前置きされている。しかし、この指令の内容は、事実上、ABS を規定する生物
多様性条約の志向に反するものと考えられている139。 
 
(c)小括 
 様々な自然動植物の保護に関する諸条約を EU は締結しているが、これらを EU 法化し
域内で実施する措置は積極的に採られてこなかった。これらの条約締結や議定書を EU が
締結したのは、条約内容の一部に EU が権限を有していたためである。つまり、EU 域内
での EU－構成国間の権限配分と域外のそれとの整合性を確保するためになされたことを
示している。このように自然動植物の保護に関して EU は、既に確立している EU 権限に
関係しない条約上の権利義務の実施を構成国に委ねてきた。よって、これらの条約と議定
書の規範は、EU による締約を契機に EU 法に何らかの法的な付加価値をもたらしたとは
いえない。むしろ、EU の自然動植物保護に関する法は、上記（b）で述べたように、条約
締結とは関係なく、独自に発展してきた。  
野鳥指令から生じる EU 権限があるためにベルヌ条約や CMS に加入してはいたが、長
い間 EU は野鳥の保護に関する権限しか有していなかった。しかし、1992 年に生息地指令
が採択された事によって、現在では締結諸条約を総体的に実施しうる EU の権限が確立し
た。野鳥・生息地指令から構成される EU の保護制度は、いまや、諸条約が求める義務の
レベルに達し、さらに、保護区の設定やその中での保護の実施を強制的に実現しうる点で
これらより一層厳格である。たしかに生息地指令は EU が締結した諸条約の内容に沿う形
で策定されている。この意味において、既存の条約規範は生息地指令に影響を与え、両規
範が収斂する方向にあるのは確かである。  
生息地指令を採択したことにより EU は、締結条約の規範を包含する制度を確立したと
はいえ、自然動植物保護における EU の行動が硬直的で消極的であることは従来と変わら
ない。よって、既存の EU 権限を基づき、今後もこの分野に属する条約や議定書の締結が
                                                     
137 Directive 98/44/EC of the European Parliament and of the Council of 6 July 1998 on the 
legal protection of biotechnological inventions, OJ L 213, 30.7.1998, pp. 13–21. 
138 Arts. 2-4, idem., Directive 98/44/EC. とりわけ指令は、動植物種そのものは特許の対象としな
いものの、自然状態から分離された isolated from its natural environment だけの生物由来物質も
発明の対象となり、よって特許の対象とされている。このような「発明」の広い定義と TRIPS 協定
27 条 1 項との両立性について疑義を孕んでいる。  
139 Rosendal, G. Kristin, "The Convention on Biological Diversity : Tensions with the WTO 
TRIPS Agreement over Access to Genetic Resources and the Sharing of Benefits", in Sebastian 
Oberthür and Thomas Gehring eds., Institutional Interaction In Global Environmental 
Governance : Synergy and Conflict among International and EU Policies, MIT Press, 2006, p.91, 
note 5. 
136 
 
承認されるであろうが、これまで諸条約と EU 法との関わりが希薄だったように、今後も、
両者間で活発な規範的交流が生じるとは考え難い。  
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3．小括 
 
 本章で検討した環境条約と EU 法政策との関わり方は、前 2 章から導出した考察に、全
く新たな視点を付け加える。前章までは少なくとも、締結した環境条約に対し、EU はこ
れを EU 域内で適用するための措置を採択することが前提となっていた。しかし本章にお
いて EU は締結条約について何ら措置を採らないこともあることが示された。  
 国連海洋法条約の海洋環境保護規定については、第一に、この条約が具体的な海洋汚染
防止規則を定めているわけではなく、枠組に過ぎないことから、EU 環境法政策に大きな
影響を与えるものではなかった。第二に、海洋法条約の規定が示唆する具体的な IMO 諸
条約については、すべての構成国が締約国となっていることから、EU レベルでの更なる
立法措置が必要とはみなされなかった。地域的な海洋環境保護諸条約および河川保護諸条
約に関しては、いくつかの構成国しか関わりのない地域的な条約の規範を EU 全域に適用
させる規範として取り入れることは、EU の制度上、そもそも困難であること、EU がこ
れらの条約を締結し関わりをもつ意図は、純粋な環境保護目的とは別にあることが明らか
にされた。自然動植物の保護に関する諸条約については、条約の範囲の一部が既存の EU
法と関わるために締結したに過ぎない。条約内容と同じ方向性を有する動植物保護のため
の措置が EU において採択されてきたが、この EU レベルでの法の発展は、条約の締結に
よって及ぼされた直接的な影響ではない。このように、締結した条約について域内適用措
置を採らない理由やその背景は分野により様々である。 
 では、EU が締結条約に関わる域内措置を採らない、いわば締結しただけの条約の実際
的な意義とは、どのように考えることができるのだろうか。 
第 I 部でみたように EU が締結した条約は、理論的に EU が条約規範の一部にしか権限
を有しない混合協定の場合であっても、その条約全体が EU の法秩序の一部を構成すると
みなされる。そして原則として、EU が締結した条約規範は EU および構成国を拘束する
（TFEU216 条 2 項）。よって、論理的には、条約規範を適用する域内措置があるかないか
に関わらず、EU が締結した条約はすべて同じように拘束力がある。ECJ は、EU 法の一
部となった条約規範についてこのような一元論的な視点に立っている。地中海保護条約の
陸源汚染に関する議定書に関する判例140において ECJ は、適用措置が採られていない条
約を EU 法として扱い、条約規定を解釈し、フランスを EU 法違反と判示した。  
しかし、この形式的な理解とは別に、その実際を観察した場合、EU により締結された
条約と規則や指令などの域内措置はともに EU 法秩序の構成要素ではあるが、同等に扱わ
れていないのも事実である。域内措置を伴わない単なる条約規範については、一般的な域
内措置に対して働く拘束力－委員会による履行遵守の監視、不遵守の場合の政治対話およ
びそれで遵守状況が改善されない場合の ECJ への訴追、構成国から委員会への域内措置実
施の報告義務による実施管理－が域内措置のようには働かない。よって、実際には、適用
措置が採られていない EU 締結条約の場合、この内容が適切に実施しているかどうかにつ
いて委員会は積極的には監視せず、これらの適用および実施は、構成国にもっぱら全面的
に委ねられている。よって、域内法化されている条約規範には EU 機関の監視・統制を受
けるという点で実際的な EU 法として効力があるが、締結しただけの条約にはそれがない。
EUが締結した条約規範の EU法としての効力には、実質的に、このような二面性がある 141。 
                                                     
140 C-239/03, op.cit., n.57. 
141 Krämer(op.cit., n. 67)は、条約内容を取り込んだ規則や指令といった適用措置が採択されていな
い EU 締結条約について、EU 法としての規範的効力はないと断言する。  
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このように、EU が締結した条約の法理論上の効力と、条約の EU 法としての実効性に
は乖離がある。法理論上は EU 締結条約の効力が一元論的に捉えられるのに対し、実際に
は、二元論的である（指令や規則などの EU 法に受容されて初めて EU 域内での効力が生
じる）。この考えは、本稿における第二類型に属する条約と第三類型に属するものとの違い
を整合的に説明していると思われる。よって、締結しただけの条約規範は、形式的には EU
法であっても、EU 法としての実質的な効力を実施主体である構成国にほぼ及ぼさない。
第三類型に属する環境諸条約は、理論上の効力と実質的なそれとが最も乖離する例である。 
たしかに、2．で検討した自然動植物保護条約については、現在、ただ EU が締結した
だけの状態とはみなすことができない。諸条約の適用措置ではないものの、野鳥・生息地
指令はこれらの条約を EU に適用する役割を果たしている。しかし、これは EU が締結し
た諸条約と、この分野の EU 法政策が収斂した結果であって、二元論的な考え方そのもの
を否定するわけではない。  
 
第 I 部において、環境条約を EU と構成国が権限を分有する混合協定と位置づけた。こ
の混合協定理論に照らすと、この二元論的な考え方はどのように考えられるだろうか。混
合協定の考え方においては、締結した条約について域内適用措置が採られているかどうか
は問題としない。しかし少なくとも相対的に言いうるのは、第三類型に属する条約の場合、
同じ条約に加盟している構成国の権限が広く、EU には極めて限定的な権限しかない、こ
のような権限バランスの混合協定だということである。第一および第二類型に属する条約
については、第三類型の条約に比べ、この権限バランスが EU の方へ傾き、相対的に EU
の権限が大きくなる。よって、これまで検討したどの類型も混合協定の考え方においては
問題なく説明できる。むしろ、二元論的な理解は、混合協定理論では明らかにされない EU
法と環境条約との間の法的な実態を示している点で重要であると思われる。  
 
では、A 章および B 章で検討した環境条約と EU 法との関係とは根本的に異なる、本章
で検討した、EU が締結しているだけの環境条約の法的意義について、どのように考える
ことができるだろうか。  
まず、このような環境条約には、少なくとも、EU の対内的権限と対外的権限、両方の
範囲の整合性の確保という意義がある。このような意義は、EU が締結する条約すべてに
共通する最低限のものである。そこから、対外的側面において、同じ条約に対する権限を
分有する構成国が EU の権限範囲を侵すような行為をとらないかを EU が条約主体となっ
て監視することができる。また、条約の締約国会議など、対外的な場に EU が参加するこ
とで、条約に関わる EU 法の法益保護が図られる。  
他方で、締結しているだけの環境条約の EU 法としての対内的な意義は限定的である。
このような条約については委員会による適用監視等の機能がほとんど働かないが、少なく
とも、ECJ の場において裁判規範として解釈・適用される（上に挙げたようにこのような
判例は環境条約については 1 例しかない）。そのため、これらの条約に関して構成国内で
環境訴訟を提起している当事者が、委員会に働きかける、あるいは自国の最高裁に先決判
決を求めるようにことを運ぶことによって、ECJ を「利用」することができるかもしれな
いが。 
このように、EU 法の平面においては、域内への適用措置がとられていない EU 締結条
約は、主に、対外的な側面において EU 法の法益および EU 権限の確保という現状維持的
な役割が強いものである。  
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D．第四類型：EU が締結主体にはなっていないが EU 法政策に取り込まれた環境
条約 
 
 
 EU が条約を締結することが不可能な場合であっても、EU が自発的にその条約規範を
EU 法に取り込むことがある。これが EU と環境条約との四番目の関わり方である。EU は
自発的に環境条約の内容を EU 法化することによって、環境条約と EU 環境法政策との調
和を実現し、EU 法としての拘束力をもって構成国に条約義務と同等の義務の実施を課す
ことになる。 
 EU による条約締結が不可能な理由は、国際法の事情による場合と EU の事情による場
合とがある。 
国際法の事情が EU による条約締結を可能としない主な理由は、当該条約が EU のよう
な非国家主体による締結を認めていないからである。このような条約の例として船舶によ
る汚染の防止に関する MARPOL 条約、絶滅のおそれのある野生動植物種の国際取引に関
する条約（以下、「CITES」と記す）1、欧州評議会による刑事法を通じた環境保護に関す
る条約（以下、「環境刑法条約」と記す）2が挙げられる。MARPOL 条約は IMO の枠組み
において定められた条約であるが、IMO は、IMO への加盟資格および IMO が採択したほ
とんどの条約の締約主体を国家に限定している。そのため、EU は IMO というフォーラム
に正規の構成員として参加することも、ほとんどの IMO 諸条約の締結主体となることも
できない3。CITES もまた、締約主体を国家のみに限定している。CITES においては EU
による締結を可能にするための条約改正が採択されたが、それはいまだ発効していない。
環境刑法条約もまた EU が締結するための規定を備えていない。加えてこの条約は、未発
効のため、EU 構成国もこの条約に拘束されてはいない。このように、これらの環境条約
のいずれも EU 自身は締結していないが、後述するように、条約の内容が EU 法化されて
いる。 
他方、EU の事情が条約の締結を阻む場合とは、EU の条約締結が想定されており、条
約にそのための規定が定められているものの、EU 内で条約締結のための意思決定がなさ
れない場合である。このような例に 1986 年の原子力事故早期通報条約が当てはまる。こ
の条約ははじめから Euratom による締結を予定し、その旨の規定（12 条 5 項）を有して
いたが、当時、Euratom の権限が限定的に評価されていたため、Euratom として条約を
締結する意思が域内で成立せず、この条約に類似した機能を有する域内法が採択されただ
けだった4。しかし、2006 年になってようやく Euratom としての条約加入が実現した。こ
                                                     
1 Convention on International Trade in Endangered Species of Wild Fauna and Flora. 
2 Convention on the Protection of the Environment through Criminal Law.  
3 IMO 諸条約の中で唯一次の条約のみが REIO による締約を認めている：2002 年乗客およびその
手荷物の海上運搬に関するアテネ条約 Athens Convention relating to the Carriage of Passengers 
and their Luggage by Sea, 2002。 
4 もっとも原子力事故早期通報条約とその EU 法版とみなされる理事会決定（Council Decision 
87/600/Euratom）の内容を考慮すると、後者が前者の規範を EU 内で完全に実現するものとはいえ
ない。条約は、事故により影響を受けうる近隣諸国および IAEA に対し事故発生地国が情報を提供
することを義務付けるが、Euratom による決定は IAEA への通報を義務付けず、Euratom 内にお
いて構成国が近隣諸国と「Euratom」に通知する義務を課している。このように上記決定は原子力
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れには近年の ECJ 判例によって Euratom 権限が再解釈されたことが影響している。この
ように原子力事故早期通報条約の場合、今日では EU が締結しているため、現在ではもは
やこの第 4 類型には当てはまらない5。 
従って、今日、第四類型に当てはまるのは、条約が国家以外の主体による締結を認めな
い上記 3 つの環境条約だけである。以下では、MARPOL 条約(1)、CITES(2)、環境刑法条
約(3)、それぞれと EU 法との関わりについて論じる。 
  
                                                                                                                                                           
事故時における通報ネットワークを確保するという条約義務を Euratom に取り込んではいるが、
IAEA を中心とする情報網の実現に寄与するものではない。  
5 原子力事故早期通報条約に関しては、第 II 部 B 章 3 を参照。  
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1．MARPOL 条約 
 
(a) MARPOL 条約と EU 
 MARPOL 条約とは、船舶の通常活動または事故に起因する様々な汚染の防止を目的と
し、IMO で策定された条約である。本条約は、油濁汚染のみを対象としていた 1954 年油
による海水汚濁の防止のための条約 International Convention for the Prevention of 
Pollution of the Sea by Oil （通称 OILPOL 条約）にとって代わり、油に加えその他の有
害物質による汚染も対象として 1973 年に採択された。しかし技術的な問題から発効の見
通しがたたなかったため、これを改正した 1978年の議定書によりようやく発効に至った。
現在の MARPOL 条約は、本文と 2 つの議定書（I 有害物質に係る事件の通報、II 仲裁）、
さらに汚染源ごとに定められた 6 つの付属書を備える（I 油、II ばら積みの有害液体物質、
III 容器収納有害物質、IV 汚水、V 廃物、VI 大気汚染）。条約本文には主に、条約の一般
目的(1 条)、定義(2 条)、適用船舶の範囲(3 条)、違反に対する処罰(4 条)、その他、船舶の
監督、違反や事件の通報等の諸義務(5~8 条)を定める。付属書 I および II は条約締結時に
加入が義務付けられているが、その他の付属書に関しては任意である (14 条)。またこれら
の付属書は現在すべて発効している6。具体的な規制は付属書に定められ、その内容は技術
的かつ詳細多岐にわたっている。例えば、付属書 I の場合、油の種類、船舶の種類および
規格を定め、海域によって排出の可否および排出が可能な場合の方法、備えるべき設備や
構造の基準が異なり、緊急措置、船舶検査、証書などについても定める。また、技術の進
歩、状況の変化により付属書は度々改正されてきた。このように MARPOL 条約は、海洋
汚染の防止という目的において環境条約の一つに数えられるが、船舶そのものに対する規
制をその手段としているため、船舶の構造設備などの技術面や海上輸送手段としての経済
性といった他の側面にも関わる独自性を有している。  
MARPOL 条約は、C 章で論じた国連海洋法条約が 211 条に定める、船舶からの汚染源
に対する国際規制の基準とみなされているものである7。この章で論じたように、MARPOL
条約は締結資格を国家に限定しているため EU を含めいかなる国際組織も加入できないが、
すべての EU 構成国は MARPOL 条約締約国となっている。  
同じく C 章で述べたように、EU に環境保護に関する権限が認められて以来、海洋汚染
防止分野に対する権限も EU の共有権限に含まれると認識されている。しかし、この分野
での、とりわけその中でも船舶起因汚染を防止するための EU の権限行使は消極的であり、
いわば IMO による国際法規制を尊重する態度をとってきた。この理由には、MARPOL 条
約という国際レベルでの基準が既に EU 構成国に適用されており、これと重複する EU レ
ベルでの法規制を行う必要性が認められなかったこと、船舶汚染防止分野における EU 法
が成立することによって生じる国家主権の部分的な喪失に構成国が抵抗を感じていること、
船舶による海上運輸は経済的に重要であるため諸国および関連企業が、EU 法によってで
はなく、拘束力がより緩やかな条約規範による規制を望んでいることなどが挙げられる 8。
                                                     
6 各付属書の発効日は次の通り（付属書のすべての改正の発効を意味しない）。付属書 I：1983 年
10 月 2 日、II：1983 年 10 月 2 日、III：1992 年 7 月 1 日、IV：2003 年 9 月 27 日、V：1988 年
12 月 31 日、VI：2005 年 5 月 19 日。 
7 第 II 部 C 章 1 参照。 
8 Ringbom, Henrik, The EU Maritime Safety Policy and International Law, BRILL, 2008, 
pp.7-14 ; Frank, Veronica, The European Community and marine environmental protection in 
the international law of the sea : implementing global obligations at the regional level , 
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このため、これまで EU は、MARPOL 条約による規制がおよぶ範囲内で EU 法を策定し
たことはあるが、EU として統一化の必要がある限度に限っており、MARPOL 条約の内容
すべてにわたって EU の権限が行使されているわけではない9。 
しかしこのような状況が近年大きく変化し、EU は、従来介入してこなかった IMO の規
制領域とされる分野において EU は独自の法政策を発展させている。この文脈において、
MARPOL 条約の重要な一部を EU 法化した指令（以下、「指令 2005/35」と記す）10が採
択された。 
 以下では、まず、この指令が定められる背景として、近年、MARPOL 条約を含む IMO
の規制分野に対して生じた EU 法政策の転換について述べ、次にこの指令 2005/35 と
MARPOL 条約との関係について論じる。後者については、特にこの関係が争点となった
ECJ 判例があるため、この判例の考察を中心とする。  
 
(b) EU 海上安全政策の急速な発展－指令 2005/35 の背景 
海洋汚染の防止規制に対し EU の態度が変化した引き金は、近年、欧州近海で発生した
相次ぐタンカー事故（Erika 号事件（1999 年）と Prestige 号事件（2002 年））である。
Erika 号の事故では 400km に及ぶフランス・ブリュターニュの沿岸が汚染され、Prestige
号の事故に関しては、重油の流出が始まったタンカーの入港を沿岸国が許可せず、その対
応の不手際が汚染の拡大につながった。このような事態の直接の原因は、タンカーの老朽
化、維持管理上の問題、事故対応のまずさにあったが、それを生んだ背景には、MARPOL
条約が規定する船舶に対する検査・管理の甘さや不徹底、安全や装備が基準以下のタンカ
ーの横行、国家による IMO 諸条約の不適切な実施、IMO 諸条約に遵守管理制度や執行力
がそもそもない点などが挙げられる。これらの事故や引き起こされた汚染被害に対する世
論の激しい反応を受け、EU がこれまで積極的に介入してこなかった海上の安全分野に関
して、EU レベルでのより厳格な、そして実効力のある規制を求める機運が急速に高まっ
た。その結果、これまでに 3 次にわたる法案パッケージ11が提案され、この中から様々な
指令が採択された12。 
                                                                                                                                                           
Martinus Nijhoff, 2007, pp.227-230. 
9 Ex. Council Directive 95/21/EC concerning the enforcement, in respect of shipping using 
Community ports and sailing in the waters under the jurisdiction of the Member States, of 
international standards for ship safety, pollution prevention and shipboard living and working 
conditions (port State control), OJ L 157, 7.7.1995, pp. 1–19; Directive 2000/59/EC on port 
reception facilities for ship-generated waste and cargo residues, OJ L 332, 28.12.2000, pp. 
81–90. 
10  Directive 2005/35/EC on ship-source pollution and on the introduction of penalties for 
infringements, OJ L 255, 30.9.2005, pp. 11–21. 
11 Communication from the Commission to the European Parliament and the Council on the 
safety of the seaborne oil trade COM/2000/0142 final ; Communication from the Commission to 
the European Parliament and the Council on a second set of community measures on maritime 
safety following the sinking of the oil tanker ERIKA, COM/2000/0802 final  ; Communication 
from the Commission - Third package of legislative measures on maritime safety in the 
European Union [COM(2005)585]. それぞれ通称、Erika package I, II, III と呼ばれる。  
12 例として次を挙げる。Regulation (EC) No 1726/2003 amending Regulation (EC) No 417/2002 
on the accelerated phasing-in of double-hull or equivalent design requirements for single-hull 
oil tankers, OJ L 249, 1.10.2003, pp. 1–4（一重船殻構造の船舶の使用期限を早めることを目的と
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 また、この機運は、船舶汚染防止措置を含む海上安全の分野での EU 法の採択を促進し
ただけに留まらず、IMO に対する EU の影響力の強化という点にも反映している13。それ
は、IMO 諸条約に直接関わる権限のない EU に代わり、条約締約国となっている構成国の
行動を EU が統制する形で現れている。 
構成国の行動統制という点において、まず、EU 権限に関わる IMO での交渉事項につい
て EU 内で事前に意思調整をはかるための手続的枠組み14が 2005 年に作成された。これは
公式に承認されるに至っていないものの、自主的に活用されているという15。しかし、と
りわけ海運に強い国益を見出す構成国（マルタ、キプロス、ギリシャ、ポーランド）は時
として、この非拘束的な調整手続を経て採択された EU 全体としての共通見解に従わず単
独行動を採ることがある16。 
これに対し、構成国に対する統制の第二の点として、司法による統制が強化されている。
例えば、近年 ECJ は、ギリシャが IMO において単独提案を行った行動を、EU 法への誠
実協力義務（TEU4 条 3 項）違反と認定した17。この事案は環境条約を扱ったものではな
いが、同じ IMO の条約に関するものであり後に述べる MARPOL 条約の判例と比較する
ために、ここで簡単に取り上げる。IMO 条約の一つである 1974 年海上における人命の安
全のための条約18が 2002 年に改正され（以下、改正 SOLAS 条約と記す）、これに基づき
船舶と港湾施設の保安のための国際規則 International Ship and Port Facility Security 
Code（ISPS コード）が作成された。これらを EU は自主的に取り込み、規則 725/200419と
して EU 法化していた。このような状況において、ギリシャが改正 SOLAS 条約の実施に
                                                                                                                                                           
している。Erika package I で採択されたものを Erika package II で改正した。近年再度改正され
た。Regulation (EU) No 530/2012, OJ L 172, 30.6.2012, p. 3–9.） ; Directive 2001/105/EC 
amending Council Directive 94/57/EC on common rules and standards for ship inspection and 
survey organisations and for the relevant activities of maritime administrations, OJ L 19, 
22.1.2002, pp. 9–16（船舶の検査や設備保証を行う船級協会に対する規制。Erika package I で提案
された。） ; Directive 2002/59/EC establishing a Community vessel traffic monitoring and 
information system and repealing Council Directive 93/75/EEC, OJ L 208, 5.8.2002, pp. 10–27
（船舶航行監視システムについて。Erika package II で提案されたもの。） . 
13 EU の IMO 加盟を実現するための交渉の許可を求める勧告を委員会は理事会に提出したが、理事
会から事実上拒否され、立ち消えになった。Recommendation from the Commission to the Council 
in order to authorise the Commission to open and conduct negotiations with the International 
Maritime Organization (IMO) on the conditions and arrangements for accession by the 
European Community, SEC/2002/0381final. 
14 Procedural framework for the adoption of Community or common positions for IMO related 
issues and rules governing their expression in the IMO, SEC(2005)559. 
15  Nengye, Liu and Frank Maes "The European Union and the International Maritime 
Organization: EU's External Influence on the Prevention of Vessel-Source Pollution", Journal of 
Maritime Law and Commerce, Vol.41, No.4, 2010, p.585. 
16 Idem., p.586. 
17 Judgment of 12 February 2009, Case C-45/07, Commission v Hellenic Republic, ECR 2009 p. 
I-701. 
18 The International Convention for the Safety of Life at Sea. この条約も MARPOL 条約同様、
締約主体を国家に限定している。  
19  Regulation (EC) No 725/2004 on enhancing ship and port facility security, OJ L 129, 
29.4.2004, pp. 6–91. 
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関し IMO に単独提案を提出したことが、ECJ で問題にされたのである。ECJ はまず、規
則 725/2004 が作成されていることから、改正 SOLAS 条約の扱う分野は黙示的権限の理
論に従い、EU が対外的な排他的権限を有することを確認した。そして AETR 事件20を引
用し、構成国は規則 725/2004 の枠組みの外でこの規則に影響を与え、これを変更するよ
うな義務を負うことができないと示した。このような EU 法の状況下でギリシャが行った
単独提案は、IMO による新しい法規則の採択につながりうる手続の開始を意味する。そし
て、もしそのような新しい法規則が IMO において採択されれば、規則 725/2004 はその影
響を受ける。そのため、ギリシャは EU 法を実施する上でまもるべき誠実な協力義務21に
違反していると ECJ は判示した22。また、EU と IMO の関係のように、EU による対外的
権限の行使を阻まれているが、EU の排他的権限が確立している場合、EU の利益のため
に協力する構成国を介して、EU の権限が行使されると改めて述べた23。つまり、EU が対
外的に行動できないが、EU の排他的権限に属する分野や事項については、構成国が EU
の利益のために行動するように拘束されることを改めて示したのである。  
このように、相次ぐ海洋汚染事故をきっかけに、これまで IMO の専門領域であった海
洋汚染や海洋の安全分野において、EU の法政策は、近年大きく方向転換した。  
 
(c) 指令 2005/35 と MARPOL 条約 
 指令 2005/35 もこのような文脈において策定されたものである。もっともこの指令は、
上に示した法案パッケージから生まれたのではなく、ErikaII パッケージの提出後に発生
した Prestige 号事件を受け、更なる追加措置として委員会が提案した法案の一つであった
24。 
 指令 2005/35 は、船舶からの汚染物質の排出に関して全構成国の基準となっている
MARPOL 条約が日常的に遵守されておらず、不遵守を是正する措置も採られていないこ
と、さらにこの条約の実施、とりわけ違反に対する処罰に関して構成国間で大きな差異が
あることに鑑み25、船舶汚染の防止に関する国際基準を EU 法に取り込み、汚染物質の排
出に関わる責任者を処罰することを目的としている(1 条)。同指令は、船舶からの汚染物質
の排出が、故意に、無謀に、あるいは重大な過失によって行われた場合を犯罪とすること、
さらにこの犯罪に対し刑法あるいは行政法上の、効果的で、抑止力のある、均衡のとれた
処罰を課すことを構成国に義務付けている（4 条および 8 条）。犯罪の構成要件と処罰の詳
細については、枠組決定 2005/667 が指令を補完するために定められている26。汚染物質や
排出の定義(2 条)や排出行為であっても違反とならない例外（5 条）については MARPOL
条約に依拠し、この条約の枠組みに沿う形で規定されている。 
 MARPOL 条約とこの指令との違いとして、次の点を指摘することができる。第一に、
MARPOL 条約では条約規定に反する汚染物質の排出の処罰について詳細を定めず、もっ
                                                     
20  Judgment of the Court of 31 March 1971, C22/70, Communities v Council, European 
Agreement on Road Transport, ECR 1971 p. 263. 第 I 部 A 章 2(b)参照。 
21 TEU4 条 3 項。 
22 Judgment, Case C-45/07, op.cit., n. 17, paras.17-23. 
23 Idem., paras.30-31. 
24 COM(2002) 681 final, Communication from the Commission to the European Parliament and 
to the Council on improving safety at sea in response to the Prestige accident, p.11.  
25 Directive 2005/35, op.cit., n. 10, preamble, paras. 2 and 3. 
26 Council Framework Decision 2005/667/JHA to strengthen the criminal-law framework for the 
enforcement of the law against ship-source pollution, OJ L 255, 30.9.2005, pp. 164–167.  
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ぱら国内法に委ねているが27、指令では違法な排出を刑法犯罪として定めなければならず、
犯罪の構成要件および処罰について明確に示している。第二に、指令では公海で行われた
汚染行為も明確に適用対象とされている28。第三に、条約にはない「重大な過失」も指令
では違法責任を生じさせる行為として定めている29。第四に、船舶あるいはその装備の損
傷から生じる汚染は MARPOL 条約においては違反に対する例外とされているが、指令で
は限定的にしかこの例外が適用されない30。第二の点については、海洋法条約にも公海に
おける排出違反に関して規定があること、EEZ（Exclusive Economic Zone：排他的経済
水域）が設定されていない地中海沿岸国にとっては公海も規制対象にいれることが重要で
あることが法案段階で考慮された31。第四の点は、すべての違法な排出を指令の対象とす
るために意図的に厳格化された点である32。 
よって指令 2005/35 は、膨大な MARPOL 条約全体ではなく、その本文、付属書 I およ
び II を部分的に EU 法化するものである。またこの指令は、概ね MARPOL 条約の枠組み
に則り、かつ条約では詳細に定められていない点、つまり違反行為を刑法上処罰するため
の構成要素と処罰について EU 域内で統一化をはかり、これを実効化するためのものであ
る。 
 しかし、海運関係者の立場からすれば船舶に対する規制は世界共通であるべきであり、
わずかであっても MARPOL 条約より厳格な指令 2005/35 の適用を受ける EU の海運業者
は、世界的な標準規則（MARPOL 条約）にのみ服する他の同業者よりも不利な状況に置
かれる。このような経済的理由を背景に、イギリスの国際タンカー船主協会等がこの指令
の国内法化に反対し、イギリス高等法院に提訴した。この裁判において高等法院は、上に
示した第三および第四の点で指令 2005/35 が MARPOL 条約と異なっているが、これによ
り指令 2005/35 は無効かどうかの解釈を ECJ に求めた33。ECJ はこれに対し、具体的に
                                                     
27 MARPOL条約 4条 1項：「条約の規定のすべての違反は、違反が行われた場所のいかんを問わず、
主管庁の法令により禁止され処罰されるものとする。…（一定の場合に）司法的手続きが行われる
ようにする」。 
MARPOL 条約付属書 I 第 9 規則 1：「この付属書が適用される船舶からの油又は油性混合物の海
洋への排出は禁止する」。  
同付属書 II 第 5 規則は、複雑な規定のため公定訳を引用しないが、規制対象となっている有害液
体物質又はこれらの物質を含有するバラスト水、タンク洗浄水その他の残留物若しくは混合物の海
洋への排出を禁止する趣旨である。  
 なお MARPOL 条約付属書 I と II は、ECJ 判決後条文番号の振り直しが行われたが、本稿では便
宜上、判例当時の旧番号を示す（以下の注についても同じ）。  
28 もっとも MARPOL 条約 4 条 1 項（前注参照）は「…すべての違反は、違反が行われた場所のい
かんを問わず…禁止され、処罰される」とあるため、指令 2005/35 が MARPOL 条約を越えた内容
を有するわけではない。MARPOL 条約 9 条 2 項および 3 項、海洋法条約 218 条 1 項も参照のこと。 
29 MARPOL 条約では、免責（例外）規定（付属書 I 規則第 11 規則 b(i)および付属書 II 第 11 規則
b(i)）において故意または無謀な行為は免責されないと間接的に規定するのみである。  
30 MARPOL 条約付属書 I 規則第 11 規則 b および付属書 II 第 11 規則 b、指令 2005/35、5 条。 
31 COM(2003) 92 final, Proposal for a Directive of the European Parliament and of the Council 
on ship-source pollution and on the introduction of sanctions, including criminal sanctions, for 
pollution offences, p.8. 
32 Idem., pp.7 and 8. もっとも法案の内容と成立した指令の内容を比較すると、例外の適用除外の
程度は緩和されている。  
33 Judgment of 3 June 2008, Case C-308/06, The Queen, on the application of International 
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諸規定の比較を行わず、指令 2005/35 のような特定の国際法規範に対応する EU 法の有効
性が審査できるかどうかという観点から答えた。ECJ はまず、国際法に照らして EU 法の
有効性を審査する場合、2 条件に服すると述べた。その条件は、EU 自身がその国際法規
則に拘束されていること、および対象となる条約の性質や全般的な論理が EU による措置
の有効性審査の妨げず、その条約の内容が無条件で十分に明確であることと示した34。次
に、これらの条件を MARPOL 条約に当てはめ、EU が条約締約主体ではないことを明示
し、さらにこれまでの判例に則って締結していない条約でも EU が拘束された場合の論理
を MARPOL 条約に当てはめ、検証した。結果、どのような判例に照らしても MARPOL
条約に EU が拘束されていないと結論付けた35。さらに、単に全構成国が MARPOL 条約
の締約国となっている事実によって EU は条約に拘束されないこと、拘束されない以上、
指令 2005/35 がこの条約の諸規定を EU 法に取り込むことを目的としているとしても、こ
の目的だけで、条約に照らした指令の有効性審査を行う十分な理由にはならないと判示し
た36。よって MARPOL 条約に照らして指令 2005/35 が有効かどうかを審査することはで
きないとした37。 
 結局 ECJ は、MARPOL 条約に EU が拘束されないことに基づき、条約に照らして指令
2005/35 が有効か無効かの具体的な審査を回避する手法をとった。MARPOL 条約に関し
て ECJ が示した論理はこれまでの判例を踏襲し、正当ではあるが、具体的な解釈を行わな
かったことで、指令 2005/35 の不透明性が残される形となった。環境条約には、締約主体
よるより厳格な措置を許容する規定がよくみられるが38、MARPOL 条約にはこの旨の規定
がないため、当該指令のような条約より厳格な措置が条約違反となる余地がないわけでは
ない。しかし、ECJ が立ち入らなかった具体的な検討を試みる学説においても、見解は二
分しており、この指令が明白に MARPOL 条約違反であるとまではいえない39。少なくと
も EU としてはこの判決によって、この指令を有効に維持することに成功したといえるが、
同時にこの判例は、環境保護規範の地域的な厳格化が環境条約上必ず肯定されるわけでは
                                                                                                                                                           
Association of Independent Tanker Owners (Intertanko) and Others v Secretary of State for 
Transport, ECR 2008 p. I-4057. 先決問題としては他にも、指令 2005/35 の 4 条が無害通航権を認
める海洋法条約規定に違反しないかどうか、また同 4 条の「重大な過失」には定義がなく、このよ
うな不明確な概念により刑罰が科されるのは法的安定性の原則に反しないかどうかという点も同時
に問われたが、本稿では触れない。  
34 Case C-308/06, idem., paras. 43-45. 条約規定の無条件および明確性という条件を国際法に照ら
した EU 派生法の審査のための基準とすることが適切かどうかについては、様々な見解がある（中
村民雄「EU 法の最前線(123)条約(MARPOL と国連海洋法条約)に基づく EC 立法の効力審査の拒否
--Intertanko 事件」『貿易と関税』 58 巻 7 号, 2010 年, p.69。）。 
35 Idem., paras.47, 48, 51. 
36 Idem., paras. 49, 50. 
37 Idem., para. 52. なお本件の法務官意見では、海洋法条約は EU が締結しているためこれに EU
は拘束されること、そして、MARPOL 条約は海洋法条約の（間接適用規則としての）一部であるか
ら、MARPOL 条約にも海洋法条約を介して EU は拘束されるとし、MARPOL 条約に対する指令の
有効性審査を可能とする論理構成をとった。ECJ の裁判官は、海洋法条約自体の審査対象性を否定
したため、このような考察は行っていない（Case C-308/06, Opinion of Advocate General, ECR 
2008 p. I-4057, paras. 59, 70-138 and Judgment of the Court, paras. 53-65.）。 
38 例えば CITES14 条 1 項。 
39 佐藤智恵「船舶起因による海洋環境汚染に関する EU 指令と条約との整合性 : 欧州司法裁判所判
決(Case 308 / 06)を参考に」『一橋法学』9 巻 1 号, 2010 年, p.224、とりわけ注 79 参照。 
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ないことを示している。  
 
(d) 小括 
 ヨーロッパにおけるタンカー事故およびそれによる環境汚染をきっかけに、海洋汚染防
止政策を含む EU の海洋安全政策は急速に発展し、その一環として MARPOL 条約の重要
な部分を取り込んだ指令 2005/35 が採択された。このように、特定の環境条約の内容と重
なる範囲における EU の権限の行使は、その条約を締結し、条約規範が EU 法となってい
なくても、タイミングや状況によって補完性・均衡性の諸原則から正当化されれば行われ
る。よって、EU においては、ある環境条約の内容と重なる域内措置をとるにあたって、
当該環境条約が EU による締約を可能としているかどうかはそれほど重要ではないと思わ
れる。また、締約主体となっている環境条約の場合（第一および第二類型）と同じように、
MARPOL 条約の場合もまた条約内容よりも一層厳格な規範を EU 法として採択するとい
う傾向に沿っている。 
 また、本節で示したギリシャの判例40とこの MARPOL 条約に関する判例41を対比すると、
EU が締結することなく、自発的に EU 法化された条約規範は、EU 法秩序において微妙
な位置にあることが示されている。ギリシャの例では改正 SOLAS 条約が EU 法化してい
る、つまり規範の面で EU の排他的権限が確立していることに基づき、ギリシャの行為は
EU 法違反とされた。他方、MARPOL 条約の判例では、EU がこの条約に拘束されないと
いう法的で形式的な観点から、MARPOL 条約に照らして、この条約の一部を EU 法化し
た指令 2005/35 の有効性判断を行わなかった。このように、EU が環境条約に拘束される
ことなく自発的に EU 法化した法規範は、ある時は実質的な規範の関連性を強調し、また
別の時には形式的に法的関係が断絶していることを強調することによって、ECJ がそのと
きどきに考える「EU 法上の利益の保護」を可能にする規範なのである。 
 他方、IMO からみれば、指令 2005/35 は、自らが採択した条約に対する EU の地域主義
的な態度の表れとも捉えられる。しかしこの指令は、MARPOL 条約の枠組みを損うもの
ではなく、この条約の不備を補い、EU 域内のみに効果は限定されるものの、この条約を
詳細化、厳格化する規範である。国際環境法の観点にたてば、指令 2005/35 は MARPOL
条約を補足し、改善する地域的な規範とみなすことができよう。ただし、海運業が国家に
とって重要な経済活動であることを考えれば、この厳格な地域的規範が、国際社会のより
広い範囲に影響を与える可能性は低いと思われる。  
 なお、指令 2005/35 は、2009 年に改正され、刑法的側面が強化されている42。 
 
  
                                                     
40 Case C-45/07, op.cit., n. 17. 
41 Case C-308/06, op.cit., n. 33. 
42 Directive 2009/123/EC amending Directive 2005/35/EC on ship-source pollution and on the 
introduction of penalties for infringements, OJ L 280, 27.10.2009, pp. 52–55. 指令 2005/35（改
正も含め）は、MARPOL 条約の一部を EU 法化する意義の他に、EU 法における環境刑法として重
要な意義も有している。この点について、本章 3 節および注 94 を参照のこと。 
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2．CITES 
 
(a) CITES と EU 
 上記 1 において検討した MARPOL 条約と EU 法との規範的な関連性に比べ、CITES と
EU 法の関わりには長い歴史がある。CITES は環境条約の中でも比較的初期に誕生した普
遍条約であり、IUCN43の主導により 1973 年に採択され、1975 年に発効した。CITES は、
「野生動植物の一定の種が過度に国際取引に利用されることのないようこれらの種を保護
する」44ことを目的とし、次の制度に則って締約国が貿易を規制することを求めている。
まず CITES は動植物種の絶滅に対する危険度に応じて 3 つのリスト（付属書 I、II、III）
を備える。具体的な取引規制を受けるのはこれらの種の標本である。標本とは、生死を問
わず動植物の個体と、毛皮や象牙などこれらの一部若しくはこれらからの派生物であって
容易に識別できるものを意味する(1 条 b)。付属書 I には絶滅のおそれのある種であって取
引による影響を受けているものが指定され、これらの種の標本の商業的な取引は禁止され
ており、例外的な場合にのみ許容される(2 条 1 項)。付属書 I の標本の輸出には条約の定め
る一定の条件の下で発行された輸出許可書が必要であり、輸入には、輸出許可書の発行を
受け、さらに諸要件に従い発行される輸入許可書に基づく場合にのみ、取引が認められる
(3 条)。付属書 II には、現在必ずしも絶滅のおそれのある種ではないが、それらの標本の
取引を厳重に規制しなければ付属書 I の種となおそれのある種と、これらの取引を効果的
に取り締まるために規制しなければならない類似種が含まれる（2 条 2 項）。付属書 II の
標本の輸出には、条約の定める一定の条件の下で発行された輸出許可書が必要であるが、
輸入には輸出許可書の事前提出が義務付けられているだけで、輸入国による輸入許可書は
必要ではない(4 条)。最後に、付属書 III には、上記 2 付属書以外の種であって、いずれか
の締約国の国内法により規制され、その取引の取締りのために他国の協力を要する種が列
挙されている。付属書 III に動植物種を登録した締約国が行うこれらの種の輸出入に対し
ては、付属書 II とほぼ同じ手続が適用される（5 条）。締約国は、この CITES システムの
実施を担う科学当局と管理当局を指定する。これらの当局が、CITES が定める許可書の発
行要件（国内法例の遵守の承認、種の存続に対する危険についての科学的助言など）が満
たされているかを管理し、許可書を発行する(9 条)。また、CITES 非締約国との輸出入に
関しては、この条約が定める要件と同等の要件を満たす許可書等によってしか認められな
い（10 条）。CITES の条文にある不明確な概念（例えば「容易に識別できるもの」や本来
の付属書 II 種のために追加的に規制の対象となる類似種など）の解釈、さらに条約運用上
必要な基準（付属書へ新たに種を加えるための基準、付属書 I から II に種を移行させ、よ
り規制を緩和するための基準など）は、締約国会議が採択する決議 Resolution や決定
Decision により定められる45。これらは、CITES システムの細則を補完するだけでなく、
時には不遵守の締約国に対する制裁など様々な内容を有する。これらには拘束力はないが、
CITES の実際の運営システムの一部をなしており、締約国はすべて従うことが求められる
                                                     
43 International Union for Conservation of Nature：国際自然保護連合。  
44 CITES 前文。 
45 決定は、条約により設置された特定の委員会あるいは条約事務局に対する指示事項が示される。
決議はより長期的な性質の文書であり、条約解釈・適用のための指針、常設委員会の設置、事務局
の予算等について定める（http://www.cites.org/）。これらは、指示内容の実現や状況の変化等によ
り、適宜削除・改正される。 
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46。 
前述のとおり CITES は、EU そのもの、あるいは EU を含む概念である REIO を締約主
体としては認めていない。しかし CITES14 条 3 項には、EU を念頭に置いて、「共通の対
外関税規制を設定し若しくは維持し、かつ、その構成国間の関税規制を撤廃する同盟若し
くは地域的な貿易機構を創設する条約若しくは国際協定であって現在締結されており若し
くは将来締結されることのある条約若しくは国際協定の規定のうち又はこれらの条約若し
くは国際協定に基づく義務のうち、これらの同盟又は地域的な貿易機構の構成国間の貿易
に関するものにいかなる影響も及ぼすものではない」と規定されている。CITES 交渉時の
EU（当時は EEC）が域内の貿易障壁を撤廃し、共通市場の確立を目的としていることは、
基本条約（ローマ条約 36 条）にも明示され、明らかであったが、その実現には至ってい
なかった。このように将来の共通市場の実現を見越して、このような共通市場地域に対す
る CITES の影響を排除し、越境取引ではあるが EU 域内の構成国間の取引については EU
の定める制度の優位を認める規定をおいている。  
構成国間の貿易だけでなく構成国と第三国の間の対外貿易についても CITES の規制制
度は関連する。対外的な通商権限は EU が排他的に有する権限であるため、CITES の実施
全般に関わる事柄（例えば付属書の改正や適切な条約実施のための締約国会議の決定や勧
告の履行）は、結局、条約締約主体ではないものの EU と関わらざるをえない。さらに EU
は、CITES が対象とする取引が最も多くなされる 3 大地域の 1 つである47。そのため EU
法による取引規制のあり方や構成国による法（CITES や関連する EU 法）の適用・実施は、
CITES の条約目的の実現に大きく影響する要素でもある。このような状況から、たびたび
CITES の締約国会議において、CITES に関わる EU 法や構成国によるその実施が取り上
げられてきた。 
他方、COP4(1983 年)の最終日に第 2 回特別会合が開催され、そこで EU を CITES の締
約主体にすることを可能とする 21 条の改正が採択された（開催地の名称から「ガボロン
Gaborone 改正」と呼ばれる）48。改正 21 条によれば、CITES は、主権国家からなる地域
的経済統合組織（REIO）であって、この条約に関わる権限を委譲されたものによる加入
を認め（改正 21 条 2 項）、加入の際に REIO は条約内容に対する REIO 自身の権限
の範囲を宣言しなければならない（同 3 項）。さらに、REIO は自らの権限の範囲内
において条約上の権利義務を負い（同 4 項）、CITES 締約国であるその構成国数と同
数の投票権を行使する（同 5 項）と定められている。このように、これまでに検討
した他の環境条約が EU の締結のために定める規定と同等の諸規定を、CITES は採
択している。しかし、この改正の発効に必要な要件49が満たされていないため、いまだに
                                                     
46 現在効力を有する決議や決定を含む解説書として、Wijnstekers, Willem, The Evolution of 
CITES: A reference to the Convention on International Trade in Endangered Species of Wild 
Fauna and Flora, 9th ed., 2011.  
47  その他はアメリカと日本である。 See, Fleming, Elizabeth H., The Implementation and 
Enforcement of CITES in the European Union, TRAFFIC EUR., 1994, p.3. 野生動植物種の全取
引の約 3 分の 1 に EU が関わっている。See, Burns, William C. and C. Thomas Duncan Mosedale, 
"European Implementation of CITES and the Proposal for a Council Regulation (EC) on the 
Protection of Species of Wild Fauna and Flora", Georgetown International Environmental Law 
Review, Vol.9, 1996-7, p.389, note9 citing an article in Irish Times, Dec. 10, 1996.  
48 Gaborone amendment to the text of the Convention,  
http://www.cites.org/eng/disc/gaborone.php [accessed 10 Jan. 2013]. 
49 改正採択当時の全締約国の 3 分の 2（54／80 国）の批准が必要であるが、2013 年 1 月時点で 52
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EU は正式に CITES に加入していない。  
 
(b) EU における CITES 適用法 
【EU における CITES 適用法と CITES】 
 CITES に関して EU は、CITES 発効から数年後の 1982 年にこれを域内で適用するため
の規則（以下、「82 年規則」と記す）50を採択している。82 年規則前文にも示されるよう
に、EU レベルで統一的に CITES を適用する必要性が環境保護の側面と対外通商の側面か
ら正当化されている。構成国が CITES の締約国となっているか否かで取引の制度が異な
ってしまう上、さらに各国の CITES 適用法が不統一であれば EU 域内の自由競争が阻害
されるため、EU で統一した規制が必要である51。さらに当時は環境保護に関する EU 権限
が基本条約に明示されてはいなかったが、CITES の目的が EU の環境保護政策の目的に沿
うものと確認されている。そして、当時の手法である TEC235 条（柔軟性条項、現 TFEU352
条）を根拠にこの規則は採択された。その後、1993 年に、域内で国境のない単一市場が完
成し、82 年規則の実施状況52やその後の科学的知見を加味し、新たな規則が採択された（以
下、「97 年規則」と記す）53。これが現行法である54。 
                                                                                                                                                           
国の批准を得ている。CITES17 条 3 項、Resolution Conf. 4.27 参照。 
50 Council Regulation (EEC) No 3626/82 on the implementation in the Community of the 
Convention on international trade in endangered species of wild fauna and flora, OJ L 384, 
31.12.1982, pp. 1–61. この規則を補完し、取引規制に関わる許可証等の発行や仕様を統一的に行う
ための別の規則が採択されている。Commission Regulation (EEC) No 3418/83 laying down 
provisions for the uniform issue and use of the documents required for the implementation in 
the Community of the Convention on international trade in endangered species of wild fauna 
and flora, OJ L 344, 7.12.1983, pp. 1–27. 
51 CITES が発効した 1970 年代後半当時の構成国 9 カ国中 5 カ国－デンマーク、西ドイツ、フラン
ス、イタリア、イギリス－は CITES 締約国であり、条約のための国内制度を設けていた。他の CITES
未批准の構成国の中でオランダが関連する国内法を備えていたが、ベルギー、アイルランド、ルク
センブルクには CITES に関連する国内的措置はほとんど採られていなかった。See, Thomsen, 
Jorgen B. and Brautigam, Amie, "Cites in the European Economic Community: Who Benefits?", 
Boston University International Law Journal, Vol.5, 1987, p274. 
52 とりわけ、82 年規則の下では、CITES 締約国会議で採択された付属書の改正内容を迅速に規則
の付属書に反映させることができなかった。  
53 Council Regulation (EC) No 338/97 on the protection of species of wild fauna and flora by 
regulating trade therein, OJ L 61, 3.3.1997, pp. 1–69. 82 年規則と同様に 97 年規則にも次の細則
が定められている。Commission Regulation (EC) No 865/2006 laying down detailed rules 
concerning the implementation of Council Regulation (EC) No 338/97 on the protection of 
species of wild fauna and flora by regulating trade therein, OJ L 166, 19.6.2006, pp. 1–69 （as 
amended by Commission Regulation (EC) No 100/2008, Commission Regulation (EU) No 
791/2012 and Commission Implementing Regulation (EU) No 792/2012 ） ; Commission 
Implementing Regulation (EU) No 792/2012 laying down rules for the design of permits, 
certificates and other documents provided for in Council Regulation (EC) No 338/97 on the 
protection of species of wild fauna and flora by regulating the trade therein and amending 
Regulation (EC) No 865/2006. 
54 取引規制の対象となる動植物種を列挙した付属書の改正を除き 2 度改正されている。Regulation 
(EC) No 1882/2003 adapting to Council Decision 1999/468/EC the provisions relating to 
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 82 年規則と 97 年規則に共通しているのは第一に、EU が一体として扱われ、第三国と
EU 間の取引規制について定めていることである。よって、構成国間の域内取引は、モノ
の自由移動が保障される EU の制度によって対処され、CITES の制度とは切り離されてい
る。しかしこれが意味することは、規則の履行が不十分な、あるいは適切でない特定の構
成国から CITES に違反して標本が輸入されたとしても、その後の域内取引において当該
標本は合法な物品として取引されることになる。実際、EU 市場への入り口となる税関審
査が緩やかな取引地点から大量の CITES に違反する標本が輸入されている。このような
違法取引の事実は CITES の場でも報告され、EU の実施状況に対する懸念が、COP6（1987
年）で決議として採択された。この決議は EU に、適切な能力を有する調査官による十分
な監視体制を即急に確立し、EU 法による他の手段も活用し、また 82 年規則の制度に従っ
て CITES が規制する標本の取引を監督するよう勧告した55。さらに、域内の完全な自由市
場の完成は、EU による CITES の実施に関して第三国締約国や CITES 事務局に一層の懸
念を抱かせ、EU 構成国による適切な条約の適用・実施を求める決議が COP8（1992 年）
で再度採択された56。82 年規則が 97 年規則に改正された目的の一つは、これらの決議や
規則そのものの実施状況を考慮し、対外貿易規制を強化することだった。  
第二にこれらの規則は、付属書による動植物種の指定および許可書・証明書による取引
規制という CITES と同じ手法を用いているが、CITES よりも多くの動植物種を対象とし、
内容の異なる独自の付属書を備え、規制方法も CITES より厳格なことである。例えば、
CITES の制度によれば、付属書 II と III に属する種の取引には輸入許可書は必要なく輸出
許可書のみで足りるが、EU の規則の下では、CITES のすべての付属書の指定種の取引が
原則的に禁止され例外的な場合にのみ可能である。さらに、すべての場合に輸出許可書に
加え輸入許可書が必要となる57。つまり EU 構成国と第三国との間では、CITES の全付属
書の掲載種に対して CITES 付属書 I の手続が適用される。そのうえ、EU の諸規則の付属
書には CITES が対象としない種も登録されている。このように、EU の規則は量的にも質
的にも CITES の規制より厳格である。さらに、これらの規則に則り EU は、適宜、輸出
国に対する輸出割当量の設定、特定の種あるいは特定の第三国からの禁輸措置を採ってい
る58。 
                                                                                                                                                           
committees which assist the Commission in the exercise of its implementing powers laid down 
in instruments subject to the procedure referred to in Article 251 of the EC Treaty, OJ L 284, 
31.10.2003, pp. 1–53; Regulation (EC) No 398/2009 amending Council Regulation (EC) No 
338/97 on the protection of species of wild fauna and flora by regulating trade therein, as 
regards the implementing powers conferred on the Commission, OJ L 126, 21.5.2009, pp. 5–8. 
55 Resolution Conf. 6.5. 
56 Resolution Conf. 8.2. 
57 82 年規則 2 条(A)、3 条(1)、5 条 1 項、6 条 1 項、97 年規則 3 条、4 条 1 項、2 項、8 条 1 項。
CITES の分類よりも厳格な規制におかれた種の例として 82 年規則の付属書 C1 に登録されたトリ
バネチョウが挙げられる。See, Thomsen, Jorgen B. and Brautigam, Amie, op.cit., n. 51, p.277-278, 
note 42. 
58 Ex. Commission Regulation (EEC) No 2496/89 on a prohibition on importing raw and worked 
ivory derived from the African elephant into the Community, OJ L 240, 17.8.1989, p. 5–6. See, 
Thomsen, Jorgen B. and Brautigam, Amie, op.cit., n. 51, p.279, note 45 ; Krämer, Ludwig, 
"Environmental Protection and Trade - the Contribution of the European Union", in Rudiger 
Wolfrum ed., Enforcing Environmental Standards : Economic Mechanisms as Viable Means?, 
Springer 1996, p. 437 ; Sand, Peter H., "Whither CITES? The Evolution of a Treaty Regime in 
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CITES14条1項は、この条約が「標本の取引、捕獲若しくは採取、所持若しくは輸送の
条件に関する一層厳重な、または輸送を禁じる国内措置」、さらにCITES付属書が対象と
しない「種の標本の取引、捕獲若しくは採取、所持若しくは輸送を制限し又は禁止する国
内措置に影響を与えない」と定める。よって、諸規則が定めるCITESよりも厳格な規制制
度も、特定の対象に対しアド・ホックにEUが採択する禁輸などの措置も、CITES違反で
はない。しかし、EUに標本を輸出するCITESの第三国締約国からみれば、EUの諸規則に
基づく厳格な規制や禁輸措置は、取引の相手方を侮辱するEUによる一方的措置であり、
さらにCITESの場で輸出国と輸入国を交えて決められた諸決定の正当性を損うものと映
る59。特に標本輸出国であるアフリカ諸国からは、EUを含めこのような一方的な厳格な措
置を採る諸国に対する非難が表明され、CITESの場で決議が採択された。しかし、その決
議は、より厳格な国内措置に関する問題は取引を行う諸国間の協議および協力によって解
決するものとし、そのような措置をとる締約国が、当該措置を採択する前に出来る限り早
い段階で協議するよう努めることを勧告しているにすぎない60。このように、より厳格な
国内措置の問題は根本的に解決されたわけではなく、取引国間においてより摩擦を生じさ
せない努力を奨励するにとどまる61。 
第三に、これら諸規則の効力は CITES を批准していない構成国にも等しく及ぶことで
ある。82 年規則が採択された当時、ギリシャとアイルランドは CITES の締約国ではなか
ったが、これらの構成国も規則を履行する義務を負っていた 62。 
しかし、CITESとEUが採択した諸規則の制度との間の差異や実施に関する摩擦に加え、
とりわけ82年規則が適用されていた時期の構成国によるCITESの実施状況は、惨憺たるも
のであった。この規則がEU構成国の統一的なルールとしてEU全体に適用されることから、
原則として、一構成国で採られた特定国からの特定種の輸入拒否決定は、他のいずれ構成
                                                                                                                                                           
the Borderland of Trade and Environment", European Journal of Environmental Law, Vol.8, 
No.1, 1997, p.40. とりわけ 97 年規則によって特定国あるいは特定種を対象とする取引停止措置の
採択は制度化され、毎年委員会規則の形式による取引停止リストが更新されている。Commission 
Implementing Regulation (EU) No 757/2012 suspending the introduction into the Union of 
specimens of certain species of wild fauna and flora, OJ L 223, 21.8.2012, pp. 31–50. 
59 Hutton, Jon, “Who Knows Best? Controversy over Unilateral Stricter Domestic Measures”, in 
Hutton, Jon and Barnabas Dickson ed., Endangered Species Threatened Convention: The Past, 
Present and Future of CITES, the Convention on International Trade in Endangered Species of  
Wild Fauna and Flora, Earthscan, 2000, p.57-66. 
60 Resolution Conf. 6.7. 
61 より厳格な国内措置（CITES14 条 1 項）を CITES が積極的に活用している側面もある。CITES
の決議によって条約不遵守国に対する禁輸制裁が勧告されることがある。これに従う締約国は、
CITES14 条 1 項に基づき、より厳格な国内措置として禁輸措置を採る。つまり、CITES 公認の一
方的国内措置である。このように CITES14 条 1 項は、CITES による履行確保手段の不可欠な要素
をなしている。See, Wijnstekers, Willem, op.cit., n. 46, pp.431-434 ; Sand, Peter H., op.cit., n. 58, 
p.38-39. EU 構成国ではイタリア（1992 年-1993 年）とギリシャ（1998 年-1999 年）に対してこの
ような勧告がなされたことがある。  
62 Schonfeld, Alan H., International Trade in Wildlife: How Effective is the Endangered Species 
Treaty?, California Western International Law Journal, Vol.15, 1985, p.130, note 126. ギリシャ
の批准は 1992 年。2002 年にアイルランドが CITES を批准したことによって、現在 EU 構成国は
すべて CITES 批准国となった。東欧諸国は 2004 年の EU 加盟時にはすでに CITES 締約国となっ
ていた。 
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国においても同様に有効でなければならない63。加えて、構成国で有効に発行された許可
書類は域内どこででも効力を有する64。しかし、構成国間の横の連携が確保されていなか
ったことから一貫性をもって規則は実施されず、様々な問題が生じた。また、宛名にある
域内の送付目的国とEU域内に最初に入る国が異なる場合、どちらで規則に基づく審査を
すべきかがはっきりしていなかったため、結局どちらでもチェックされないままの場合も
あった。さらに、個々の構成国による不適切な規則およびCITESの実施が、多々指摘され
ている65。また、違法な取引はもとより適法になされた取引についての情報が把握されて
いないことも実施状況の改善を困難にしていた66。1994年の締約国会議に提出された
CITES事務局による報告書によれば「現実にEUでCITESが実施されている程度は、最低
の実施レベルの国家と同じである」67と批判されている。  
上記に挙げた CITES の適用・実施に関する様々な問題点を EU が抱えていることが、
ガボロン改正の批准国が増えない、つまり EU による正式加入を遅らせている原因となっ
ていると指摘されている68。しかし他方で、CITES 事務局や学説は、EU を正式に条約に
加入させることによって、EU に条約義務および義務違反の場合の法的責任を負わせるこ
とができる、そしてこのことが、EU による条約の履行状況の改善につながるとし、ガボ
ロン改正の早期発効は不可欠であると考えている69。純粋に条約目的の実現を追求する立
場からは、このように考えるのが妥当であろう。第三国がガボロン改正の批准を見合わせ
る、あるいはこれを先送りする理由として、EU の履行状況が悪い点を挙げるのは、あま
り説得的ではなく、この理由の背景には別の視点があるように思われる。第一に、第三国
締約国にとってはこの改正を早急に発効させなければならない理由や発効によって得られ
る利点がないことが挙げられる。非締約主体とはいえ EU は CITES の場でほぼ締約国同
然に扱われている。EU が正式加入してもしなくても状況はそう大きく変わらないし 70、現
状の条約運営において決定的な不都合もみあたらない。このように批准を「急ぐ」動機が
ないことに加え、例えば EU を取引相手とする標本輸出国等が、EU が CITES に正式に加
入することで、CITES における EU の影響力がなんらかの形でさらに大きくなる可能性を
暗に懸念しているものと思われる。  
97 年規則では、上記に述べた CITES との間の根本的な制度的差異は相変わらず維持さ
                                                     
63 82 年規則（注 50）9 条 1 項。97 年規則（注 53）6 条 4 項。 
64 82 年規則（注 50）9 条 2 項。97 年規則（注 53）11 条。 
65 例えば、条約や規則を実施するための国内措置がとられていない、条約実施に欠かせない科学当
局と管理当局が適切に指定されていない、締約国会議に参加する国内の CITES 担当部署と実際に取
締を行う税関や警察部署との連携がない、書類や物品の未確認等の税関職員の無能力等。これらに
加え、不正書類の横行、大規模な不法取引の事実等。See, Vandeputte, Godelieve A. "Why the 
European Community Should Become a Member of the Convention on the International Trade 
in Endangered Species of Wild Fauna and Flora (CITES)", Georgetown International 
Environmental Law Review, vol.3, 1990, pp.252-258 ; Burns, William C. and C. Thomas Duncan 
Mosedale, op.cit., n.47, p.406-415 ; Reeve, Rosalind, Policing International Trade in Endangered 
Species: The Cites Treaty and Compliance, Earthscan, 2002, pp.112-120. 
66 Vandeputte, Godelieve A., idem., pp.254-255. 
67 Doc. 9.23, Implementation of the Convention in the European Union.  
68 Vandeputte, Godelieve A., op.cit., n. 65, p.246. 
69 Doc. 9.23, op.cit. n. 67 ; Vandeputte, Godelieve A., op.cit., n. 65, p.258-264. 
70 ある NGO は、EU が CITES に加入したとしても、EU が直面している諸問題になんら利益をも
たらすわけではないと述べている。See, Vandeputte, Godelieve A., op.cit., n.65, p.246. 
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れているが、様々な点で改善が行われた。例えば、輸入に係る書類の提示などの手続は原
則として EUにおける最初の税関ポイントで行われることが明確化され（97年規則 4条）、
CITES 決議を取り入れ、EU が貿易制限措置を採る場合、原産国と協議することとし（同
4 条 6 項）、規則の統一的な実施を改善するための連携および情報交換（同 6 条、15 条 1
項）について定められている。さらに 82 年規則にはなかった点として、十分に訓練され
た税関官吏を配置する義務（同 12 条 2 項）、罰則規定の導入（同 16 条）、証明書などの有
効期限の設定（規則 865/200671、10 条）について定めている。その後、構成国による規
則の履行に改善がみられたようである。COP12（2002 年）では先に挙げた EU の条約実
施に関する勧告決議72がようやく取り下げられた。  
 
【CITES 適用法に関する ECJ 判例】 
上記のように、CITES の締約国会議では、EU による条約実施に関する数々の不備不足
が長期にわたり指摘されていたのに対し、CITES を実施するために採択された諸規則の履
行に関する EU 内での監督や管理は、不十分なものだったといわねばならない。実際、こ
れらの規則の違反や不十分な実施が ECJ に持ち込まれた件数は極端に少ないからである。 
しかし、具体的な判例を検討する前にまず、ECJ が、EU が締結していない CITES に
ついてどのように解釈しているかを確認しておこう。この点について、82 年規則、97 年
規則、CITES これら 3 者と国内法との両立性が問われた事例がある73。ECJ はこの件で、
CITES に対する ECJ の管轄権の有無について判断する必要はなく、2 つの規則を介して
のみ EU において条約規定は適用されるのであるから、CITES 規定の解釈は不必要である
と述べた。しかし、両規則が CITES の目的、原則および規定に従って適用されると定め
ていることから、ECJ はこれらを軽視してはならないと示すにとどめている74。他方、本
件の法務官意見では、EU が CITES を締結していないため CITES 自体は ECJ が解釈する
ことができる法的行為とはみなされないが、CITES が規則の解釈に一定の役割を果す限り
において ECJ は管轄権を有すると述べている75。このように、法務官意見は規範的な関連
性から積極的に CITES に対する ECJ の管轄権を認める方向にある。しかし後の判例でも
76、ECJ は先の判決と同様に、規則の規定を介し、CITES の目的、原則および規定に考慮
すると述べるにとどまる。従って、EU が締結主体となっていない条約で、EU がそれを
域内で実施する法を採択している CITESのような条約の場合、法務官意見とは対照的に、
ECJ は、そのような条約と EU 法の関係について、また ECJ 自らがそのような条約に対
する解釈権を有するか否かについての判断を避け、あくまで EU 法である規則を解釈対象
の主軸にしている。 
CITES 適用規則に関し初めて ECJ で争われたケースは、フランスによるボリビアから
の毛皮の違法輸入についてであった77。この件は CITES での動きとも関連している。この
                                                     
71 注 53 参照。 
72 Resolution Conf. 6.5 and Resolution Conf. 8.2 
73 Judgment of 23 October 2001, Case C-510/99, Criminal proceedings against Xavier Tridon, 
ECR 2001 p. I-7777. 
74 Case C-510/99, idem., preliminary observations, paras.23-25. 
75 Opinion of Advocate General, idem., Case C-510/99. 
76 Judgment of 23 October 2003, Case C-154/02, Criminal proceedings against Jan Nilsson, 
ECR 2003 p. I-12733, para.39. 
77 Judgment of 29 November 1990, Case C-182/89, Commission v French Republic, ECR 1990 p. 
I-4337. 
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動物種は当時 CITES 付属書 II の対象となっていたが、ボリビア産の標本に関して大量の
不正な輸出許可書が出回っていたことが判明し、ボリビア産標本の輸入を認めないよう締
約国会議で勧告決議がだされた78。ボリビア政府も条約の実施状況を改善するまで許可書
などの発効を控えていた時期に、フランスによる対象種の標本の大量輸入が発覚し、これ
が ECJ において 82 年規則違反とされた（具体的には、輸入許可書の発給要件をさだめた
82 年規則 10 条(1)(b)違反とされた。）。この判決は、構成国による規則の適用方法を問題と
し、取引制度に関する構成国の裁量を狭める効果をもたらした。また、ECJ や委員会が「EU
域外の」動植物種の保護のために EU 法の適用を問題にしたという点で重要であると評価
されている79。しかし、CITES そのものや締約国会議の決議の実施のために、委員会が構
成国による規則の実施を監督した結果、裁判にまで至った事例は他にない。その後の判例
はもっぱら EU 域内で生じた問題を扱ったものであり、しかもほとんどが先決的判決であ
る80。 
このように、CITES の履行監視と同じ効果がある委員会による諸規則の実施監視は、実
質的に行われていないように思われる。確かに、委員会は、構成国による EU 法履行の監
視義務を負っているが、発見した不遵守や不履行がすべて ECJにまで至るわけではない81。
しかし、CITES の場でイタリアやギリシャに対し条約の履行状況が悪いため禁輸制裁勧告
が出されたことがあり、また、CITES の締約国会議で指摘された多くの深刻な不遵守事例
があることに比べて、諸規則の実施に関する ECJ 判例は極めて少ないように思われる。も
っとも、事実が発生し、さらにそれが発覚してから数年もかかる司法手続は、動植物種の
違法取引の即時適正化という点では効果的でないとも指摘されている 82。 
 
(c) 小括 
上にみたように、CITES と EU 法とは EU が条約の締約主体の地位になくとも密接な関
係を有している。それは第一に、CITES の内容が、EU の有する重要な諸権限に関わるか
らである。とりわけ対外通商等の EU の排他的権限分野においては、CITES の場では構成
                                                     
78 Resolution Conf. 5.2. 
79 Ong, David M., "The Convention on International Trade in Endangered Species (CITES, 
1973): Implications of Recent Developments in International and EC Environmental Law," 
Journal of Environmental Law, Vol.10, No.2, 1998, p.308, citing, J.H. Jans, European 
Environmental law, Kluwer, 1995, pp.366-367. 
80 先に言及した判例（Case C-510/99 と Case C-154/02）の他に、次のような事例がある：より厳
格な国内法の適法性（ Judgment of 19 June 2008, Case C-219/07, Nationale Raad van 
Dierenkwekers en Liefhebbers VZW and Andibel VZW v Belgische Staat, ECR 2008 p. I -4475）、
97 年規則による証明書を認めない、他国で合法的に取引されている動植物を認めない国内手続
（Judgment of 10 September 2009, Case C-100/08, Commission v Belgium, ECR 2009 p. I-140）、
標本の合法取得の証明（Judgment of 16 July 2009, Case C-344/08, Criminal proceedings against 
Tomasz Rubach, ECR 2009 p. I-7033）。これらの中で唯一委員会が提訴したケース Case C-100/08
は、動植物種の取引に関するベルギー法をモノの自由移動を阻害する数量制限措置にあたるとした、
域内の問題を扱ったものであり、CITES の履行に直接に関わるものではない。  
81 スペインに対する 82 年規則の不遵守手続が開始されたことがあったが、ECJ にまでは至ってい
ない。See, Written question No 671/91 : Wanton cruelty to animals in Spain, OJ C281, 1991, 
pp.17-18. 
82 Reeve, Rosalind, op.cit., n.65, p.113. 先のボリビアに対する CITES 決議は、状況の改善に鑑み
すでに数月後に取り下げが提案されている。  
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国のみが締約国としての権利を有するものの、EU 内では構成国にはもはや実質的な適用
権限がない。そのため CITES においても EU の権限の権限に基づき、EU 版 CITES であ
る諸規則の履行を問題とせざるをえず、実際、たびたび締約国会議で EU および構成国に
よる履行の問題が取り上げられ、非難や勧告が繰り返されてきた。CITES では EU はあた
かも条約当事者として扱われ、非締約主体と条約の間の一般的な関係以上の関わりがある。 
しかし、判例が示したように、ECJ は、82 年規則および 97 年規則が CITES を参照し
ているために、CITES は ECJ が軽視すべきでない文書であるが、CITES そのものに対す
る裁判管轄権は否定した。１で検討した MARPOL 条約を適用する指令 2005/35 に関する
判例では、もっぱら、形式論（EU が締結していない条約に EU は拘束されない）のみに
則って判断しているのに比べ、CITES についての ECJ 判例には実質的な内容への配慮が
示されている。しかし、どちらの場合も ECJ は、不締結の条約であっても実質的に条約規
範とEU法とが関連していることを理由に ECJの俎上にこれらを載せる論理をとる法務官
意見を否定し、締結していない条約を解釈の対象としない点は共通している。  
 EU は、CITES よりも多くの点で厳格な域内法を定め、法規制の側面では CITES に勝
る規範を備えている。この点だけをとらえれば、EU 環境法政策の先進性が示されている
と言いうるかもしれない。しかし、不適切で不十分な各構成国による規則の実施がたびた
び CITES で問題とされてきたことを考慮すると、これまで EU による CITES の適用・実
施が円滑かつ十分に行われてきたとはいえない。  
 他方、EU の CITES 加入を可能にする 1983 年ガボロン改正の批准国数は徐々にではあ
るが増え続け、あと 2 カ国による批准を得れば発効要件が充足するところまで来ている 83。
よって、EU と CITES との法的関係は近い将来変化することが予想される。EU による
CITES 加入が実現した場合、第一に、これまでの不明瞭な法的関係が明確化するだろう。
現在の 97 年規則は、EU と CITES に法的な関係がない中で、いわば EU が勝手に採択し
た法規範にすぎない。しかし CITES に加入した場合、EU は CITES に法的に拘束され、
ECJ も CITES 自体を EU 法の一部として考慮しなければならない。また、国際法上も EU
自体が CITES を適用する義務および義務違反の場合の国際責任を負う。さらに構成国と
は別に EU 代表として委員会が CITES の締約国会議において正式な発言権と投票権を得
ることになる。EU の CITES 加盟にはこのような効果が考えられるが、実質的には現状と
それほどの変化は生じないと考えられる。既に述べたように、CITES14 条 3 項が EU の
ような経済統合地域に影響しないと定め、また同 1 項により厳格な国内措置を許容してい
るため、97 年規則が確立している EU の制度が CITES 違反とみなされることはないだろ
う。さらに、締約国会議での構成国の行動を EU の利益に沿うように事前に調整する手続
が既に機能している84。そのため現状においても、構成国を通して EU は確実に CITES の
場で発言している。EU の CITES 加入により生じる効果はもっと長期的なものと考えられ
る。将来、EU と CITES との制度的な調和が図られ、EU を含めた CITES システム全体
の機能の改善につながるのであれば、それこそが EU の加入による真の貢献と言いうるだ
ろう。 
                                                     
83 発効要件には算入されないが、改正採択以降に CITES に加盟した諸国の内 40 カ国が改正を批准
しており、合計して、現在の全締約国 177 カ国の半数以上である 90 カ国が批准している。  
84 Ex. Decision establishing the position to be adopted on behalf of the European Community 
with regard to certain proposals submitted at the 14 th meeting of the Conference of the Parties 
to the Convention on International Trade in Endangered Species of Wild Fauna and Flora 
(CITES). もっともこの理事会決定は、根拠条項未提示のため後に ECJ の場で取り消された
(Judgment of 1 October 2009, Case C-370/07 Commission v Council, ECR 2009 p. I-8917)。 
157 
 
 
3．環境刑法条約 
 
(a) 環境刑法条約と EU 
欧州評議会による環境刑法条約（以下、本節における「条約」はこの条約を指す）は、
環境法の実効化に資すために、特定の行為類型を刑法上の犯罪として定め、それに対する
刑罰を課すことを諸国に求めている。この条約は 1998 年に採択され、現在（2013 年 1 月）
未発効である85。またこの条約は、当時の一般的な認識を反映し、締約主体を国家に限定
しているため EU は締結できない86。当時の認識は、EC には環境保護に関する権限はある
が刑事法に関わる権限はないこと、さらに 1993 年から存在していた第三の柱である PJCC
の枠組みは政府間協力にすぎず、当時の狭義の EU には法人格規定も条約締結権限を認め
る規定も基本条約に定められていなかったことに基づく。しかし、この条約が発効する見
通しがないことから、デンマークが重大な環境汚染の可罰化を EU の場で提案した。これ
を契機として、2003 年に EU は独自に PJCC の権限に基づき、この条約を考慮した枠組
決定を採択した87。他方、この枠組決定の採択によって、委員会が同じ時期に同じ趣旨の
指令案88を EC の権限に基づき提出していたが、これは廃案となった。EC には刑法に関す
る権限がないという当時の理解の基づき、理事会では指令案の採択に至らなかったため、
理事会は枠組決定という別の手段を採ったのである。これに対し委員会は、刑法を通じた
環境保護措置は EC 条約 175 条 1 項（現 TFEU192 条 1 項）を根拠にすべきであると主張
し、ECJ に枠組決定の取り消しを求めた89。ECJ は、EC に一般的な刑事法分野の権限が
ないことを前提としつつも、環境保護規定を実効化する一手段として刑法規定を導入する
ことが可能であると認め90、理事会による枠組決定を取り消した。従ってこの判決により、
刑法を通じた環境保護は、PJCC としての EU の権限ではなく EC 条約の環境保護規定に
基づくものと判断されたのである91。その後、委員会はこの判決を考慮した新たな指令案 92
を提出し、これが近年採択されている9394。 
                                                     
85 条約発効には 3 カ国による批准を要するが（環境刑法条約 13 条 3 項）、現在、発効要件として締
結国となりうる諸国（欧州評議会の 47 の加盟国と条約交渉参加国であるカナダ）の中で、14 カ国
が署名し、内 1 カ国が批准している状態である。  
86 環境刑法条約 13 条 1 項。 
87 Council Framework Decision 2003/80/JHA on the protection of the environment through 
criminal law, Official Journal L 29 , 05/02/2003 pp. 55-58. 
88 COM (2001) 139, Proposal for a Directive of the European Parliament and of the Council on 
the Protection of the Environment through Criminal Law, OJ C 180E , 26.6.2001, pp. 238–243. 
89 Judgment of 13 September 2005, Case C-176/03, Commission v Council, ECR 2005 p. I-7879. 
90 Idem., para. 48. 
91 もっとも 2009 年 12 月のリスボン条約の発効に伴い、現在では柱構造は解消され、一部を除いて
第三の柱であった PJCC 分野も旧 EC に統合されている。  
92  COM(2007) 51, Proposal for a Directive on the protection of the environment through 
criminal law. 
93 Directive 2008/99/EC on the protection of the environment through criminal law, OJ L 328, 
6.12.2008, pp. 28–37. 
94 EU にはもう一つ環境刑法指令がある。それが海洋環境汚染の犯罪化を定めた指令 2005/35（本
章 1．参照）である。この指令も本節の対象としている指令 2008/99 と同様の経緯を経ている。指
令 2008/99 と異なり海洋環境汚染に関する指令 2005/35 では、この指令が犯罪の構成要件等の枠組
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(b) EU における環境刑法指令  
指令 2008/99（以下、本節における「指令」はこの指令を指す）は、環境刑法条約につ
いて全く言及していないが、指令案に付された趣意説明書 explanatory memorandum に
指令の経緯として示されている。実際、環境刑法条約と指令の内容を比較する限り、両者
の類似性は高く、指令が条約を EU 内で実効化するための法であると判断することができ
る。もっとも、両者は同様の犯罪類型について定めているが、罰則については様相を異に
する。 
条約と指令が共通して、国内法において刑法犯罪として定めることを義務付けている犯
罪類型とは、大量の物質あるいは放射線の大気、土壌、水への放出あるいは導入 95、危険
廃棄物の収集、処分、貯蔵96、危険活動を行う工場の操業97、放射性物質あるいは他の危険
放射性物質の加工、取扱い、貯蔵、使用、輸送、輸出入98であって、いずれの場合も人体
や環境を構成する要素に侵害を生じさせる、あるいはその危険を生じさせる行為である。
犯罪類型として条約と指令の内容が異なる点は、条約には違法な騒音 99も列挙されている
が、指令にはこれがなく、指令には条約にはないオゾン層破壊物質の生成、輸出入、市場
取引、使用100が犯罪とされている点のみである。しかし、指令に関してはこれらの行為が
指令の付属書 A および B に列挙された EU 環境法の違反となる場合に限定している。従っ
て、両者の違いとして、指令では EU 環境法の違反があること（違法性）が必ず犯罪の構
成要素となっている。他方、条約は、国内法例の違法性を構成要件としない、いわば合法
に環境損害を生じさせる特定の行為を犯罪類型として定めている101。また、条約と指令と
では、環境法違反行為ではあるが、必ずしも損害を生じさせるわけではない行為、いわゆ
る抽象的危険犯102に対する規制が異なる。条約 4 条は、抽象的危険犯としての諸類型につ
                                                                                                                                                           
みを定め、PJCC による枠組決定（Framework Decision 2005/667/JHA）が詳細を規定するかたち
で、両者が相互補完的な関係にあった。しかし、委員会が上記 ECJ 判決を受け、この枠組決定の取
り消しを ECJ に訴え、その結果、枠組決定は取り消された(Judgment of 23 October 2007 Case 
C-440/05 Commission v Council, ECR 2007 p. I-9097.)。その後、この枠組決定の一部を取り込む
ために指令 2005/35 が改正されている。  
95 条約 2 条 1 項 b、指令（注 93）3 条 a。 
96 条約 2 条 1 項 c、指令（注 93）3 条 b。 
97 条約 2 条 1 項 d、指令（注 93）3 条 d。 
98 条約 2 条 1 項 e、指令（注 93）3 条 e。 
99 条約 4 条 b。 
100 指令（注 93）3 条 i。 
101 条約 2 条 1 項 a(i)。条約解説書 explanatory report 
 (http://conventions.coe.int/Treaty/EN/Reports/Html/172.htm [7 Feb. 2013, accessed]) で
は ”autonome” offence”と称されている。  
102 条約解説書（前注）参照。環境刑法の犯罪には、保護法益の観点および従来行政法により環境基
準や禁止行為が定められていることに鑑み、3 段階あると考えられている。第一が、行政法上合法
（違反を要件としない）だが重大な法益侵害をもたらすため犯罪とすべき行為（環境刑法条約 2 条
1 項 a(i)がこのカテゴリーに該当する）である。例えば、合法な放射性物質の放出であるが、人の死
亡あるいは人に重傷を負わせる行為が相当する。第二が、行政法違反と法益侵害の具体的な可能性
（危険）を構成要件とする行為である（具体的危険犯）。例えば、人の健康を害する原因となりうる
行政法上違法な産業排水の排出行為などが挙げられる。第三が、行政法違反を要件とするが、それ
のみでは法益侵害が惹起されない行為である（抽象的危険犯）。例えば、危険物質を扱う工場の行政
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いて必ずしも刑法犯罪化を義務付けておらず、一段緩和した義務を課しているが、指令は
これらの一部についても刑法犯罪として国内法化することを義務付けている 103。この点で
指令はより厳格である。また、両者ともこれらの法違反行為の故意、（重大な）過失を共に
犯罪とし、これらの幇助罪、教唆罪、（指令ではさらに扇動罪も）について定めている。 
他方、罰則については両者とも自然人のみならず法人を対象としているが、条約が自由
刑、財産刑、利益や財の没収、環境の原状回復命令といった具体的な刑罰について定める
のに対して、指令は「効果的で、均衡のある、抑止的な刑罰」を課すことを義務付けるの
みである。これは、環境法の実効化のためであれ刑事罰の種類や量刑にまで EC が介入す
ることは認められないと ECJ が明確に示したためである104。よってこれが、EC 権限によ
って刑罰について示しうる最大限の表現なのである。  
条約は、各国による実施を促進するために、過失犯の可罰性や法人に対する罰則など、
重要な点で留保を認めているが、指令には留保の余地はない。これらの点においても、指
令は、より統一的で厳格な義務を課しているといえよう。  
このように指令は、いわば、EU（EC）の権限の枠内で条約規範を適用する法であり、
内容としては既存の EU 環境法の違反を構成国の国内法で確実に刑法犯罪化することを主
眼としている。指令は、条約と比べ様々な点で詳細かつ厳格であるが、上述のように EU
（EC）の権限に伴う限界のために、刑罰の種類を含め、刑事裁判手続、刑の執行などにつ
いては構成国の裁量に依存している。よって、この指令は、環境刑法条約そのものが発効
した場合とまったく同じ効果があるわけではないが、少なくとも条約が定める特定の環境
損害行為を国内法上の刑法犯罪として定めさせることによって、環境刑法の発展に寄与す
るだろう。 
 
(c) 小括 
環境刑法条約と EU 法との関係は、MARPOL 条約や CITES との関係とは異なる。一般
的に、環境法の性質からその違反に対する処罰は行政法上の罰則に大きく依存してきた。
そのため環境刑法と呼ばれる法規定は国内法レベルでも国際法レベルでも断片的であり、
刑法を通じた環境保護という考え方自体が比較的新しいものである。よって、環境刑法の
有用性や理論構築も発展段階にある。このような状況の中で、欧州評議会が採択した環境
                                                                                                                                                           
法上違法な操業が当てはまる。 Faure, Michael G., « Vers un nouveau modèle de protection de 
l'environnement par le droit pénal », Revue européenne de droit de l'environnement, 2005, 
pp.3-19. 町野朔編『環境刑法の総合的研究』信山社、2003 年、pp.265-280（川出敏裕担当）、
pp.337-347（齋野彦良弥担当）。 ただし、この分類は保護法益をどのように捉えるかによって、同
じ行為であっても異なる分類に振り分けられる。保護法益を刑法の伝統に従い、人の生命と身体の
保全と捉えるか、環境を構成するあらゆる要素の保全を保護法益と設定するかである。例えば、保
護動植物種の違法な所持、奪取、損傷、殺害、取引、これらの行為は人間中心主義的な保護法益論
に従えば、すべて抽象的危険犯であるが、環境の構成要素を保護法益と考えると、これらの種の所
持と取引のみが抽象的危険犯となる。環境刑法においては、条約解説書を含め、人間中心主義的な
保護法益を念頭に犯罪類型を分類する記述や論考が多い。本節の記述も条約解説書に倣っている。  
103 規制の程度が異なる抽象的危険犯の類型として、廃棄物の違法な輸送（条約 4 条 c、指令 3 条 c）、
保護された野生動植物種の違法な所持、奪取、損傷、殺害、取引（条約 4 条 g、指令 3 条 f、g）、自
然保護区域に対する違法な損害行為（条約 4 条 f、指令 3 条 h）が挙げられる。  
104 指令案 5 条および 7 条には最低基準となる罰則の種類と量刑が詳細に規定されていたが、2007
年に ECJ（Case C-440/05, op.cit., n. 94, para. 70.）が、適用すべき刑罰の種類やレベルを決定す
る権限は EC にないと判示したことを考慮し、欧州議会により削除された。  
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刑法条約はこの分野に特化した初めての国際法文書である。環境刑法条約の規範内容は、
CITES のように EU 権限と不可避的に関わらざるをえない条約規範でもなく、MARPOL
条約のように EU 権限がすでに存在していた範囲にある規範でもない。むしろ EU（EC）
の環境権限を逸脱する規範だと本来考えられていたが、ECJ 判決によって環境権限の新し
い側面が見出され、従来の認識を転換した105。このように条約が、EU の環境保護権限を
拡大する契機として作用し、他方で、未発効の条約規範の主要な部分が、EU 法として発
効するに至った。この指令は、2010 年に国内法化期限を迎えたばかりであり、まだ実施に
関する実行が蓄積されてはいない。しかし、指令の実施やその効果は、EU 法による環境
刑法の有用性のみならず、今後の国際環境刑法のあり方にも影響を与える材料となるだろ
う。このような意味において EU は環境刑法の実験の場となっている。  
 
  
                                                     
105 しかし、ECJ 判決がもたらした EC の環境保護権限の新たな見方が、抵抗なく受け入れられた
わけではない。環境刑法と EU との関係およびこれに関する ECJ 判決は、EU レベルでの環境刑法
の是非、EU と EC の権限問題のみならず、EU の機構制度、ECJ の権限など様々な点で議論を巻き
起こした。Ex. Faure, Michael G., "European Environmental Criminal Law : Do we really need 
it?", European Environmental Law Review, Vol.13, 2004, pp.18-29. 
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4．小括 
 
以上にみたように、EU 自体に締結が認められない環境保護条約であっても、EU は条
約規範を自らに取り込み、域内の環境規範を環境条約のレベルに合わせ、あるいはそれ以
上の厳格な規範を課している。そして、EU 法に取り込まれた条約規範は、条約効果より
も強い EU 法独自の拘束力（履行状況が監督され、不遵守の場合には司法的に追及される。）
をもって構成国に課されることになる。  
不締結の環境条約と EU 権限との関係については、次のことがいえるだろう。  
第一に、CITES と EU 法との関わりにみるように、環境条約規範が EU の排他的権限事
項（対外貿易や域内市場の管理運営など）に関わる場合、構成国には適用するための権限
がない。そのため、EU に条約の締結が認められているか否かに関わらず、EU が当該条
約の規範と関わることは不可避となる。  
他方、MARPOL 条約のように EU の共有権限に関わる条約の場合は、必ずしも条約規
範を EU 法化する必要性はない。C 章 1 で述べたように、船舶汚染防止分野における EU
権限自体は認められていたが、MARPOL 条約と重なる分野において長い間、EU は権限を
積極的に行使してこなかった。この分野における EU 権限の行使が急に活発化したのは、
タンカーの座礁事故とそれにより引き起こされた環境汚染によって構成国の意思が大きく
変化したことが大きい。  
環境刑法条約の場合は、刑法を通じた環境保護という分野が EU（EC）の環境保護に関
する権限の範囲に含まれるかどうかさえ明らかではなく、むしろこれに否定的な認識を諸
国は共有していた。しかし、条約規範を EU 法化するプロセスの中で、EU の環境保護権
限に刑法犯罪の構成要素を定める権限が含まれることが確認され、結果として EU の環境
保護権限の発展につながった。  
このように、EU の環境に関する権限は、条約が EU に締結権を認めているかどうかに
かかわらず、EU の排他的権限が関わる場合は必然的に、共有権限に属する条約の場合に
は EU としての構成国の意思によって、柔軟に行使される。そして、環境刑法条約のよう
に、EU による条約規範の自発的な取り込みが、構成国からみれば新しい EU 権限を顕在
化させる契機となることもある。このように、EU が締約していない環境条約であっても、
その規範が EU に取り込まれることによって、EU 環境法政策を充実化させる重要な一端
を担っているといえる。  
第四類型として扱った環境条約と EU 法との関与の仕方を、前 3 章までで考察した結果
を踏まえて、環境条約と EU 法との間の理論的な関係という視点からみた場合、次の点が
指摘できる。 
「EU が締結した条約は、EU および構成国を拘束する」と定める TFEU216 条 2 項の
反対解釈として、締結していない条約に EU は拘束されない。この立場は判例においても
示されてきた。しかしこの原則に従うと、形式と実質とでは正反対の見方が出来ることに
なる。形式的には、条約を締結しながら EU 法として実効化されていない条約（第三類型）
であっても EU はその条約に拘束され、それは EU 法の一部をなしているといえる。そし
て、第四類型に属する条約の場合、EU は条約を締結していないので、その条約は EU 法
の一部とはなっていない。しかし、実質的な観点からみると、第三類型に挙げた諸条約は
EU 法規範としての効力がほぼないに等しいが、第四類型に該当する条約に関しては EU
法規範として実効化されている。条約の内容と EU 環境法政策が実質的な規範的関連性を
有しているという点で、第四類型に属する環境条約は、第一および第二類型に属する環境
条約に類するものである。  
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さらに、EU においては、EU が締結していない条約の内容が EU 法化されているため、
この条約内容の範囲において EU の権限が確立している。これを理由に、そして EU 法に
対する構成国の誠実協力義務の下に、締約国会議等の条約機関における構成国の行動を
EU は統制する。EU は締約主体という地位がなくとも、EU 法の利益を保護するために、
国際交渉に先立ち EU と構成国間で確立した共通の立場を構成国に課すことによって、条
約の実施に影響を与えることができる。近年このような構成国の行動に対する EU の統制
は強化される傾向にある。  
このように、第四類型にみられる条約と EU 法との関係は、形式的には断絶しているが、
実質的な規範としては関係性を有するという不透明な関係にある。これは、ECJ が EU 法
上の法益に照らしてどちらか EU に益する論理を採ることを可能にしている。MARPOL
条約に関する判例に示されたように、条約と EU 法の形式的な断絶を強調することも、あ
るいは両者の規範的関連性から構成国に一定の強制を課すことも、ECJ にとっては可能な
のである。 
他方、EU が締結していない条約と EU 法の関係を条約の側からみた場合、次のことが
指摘できる。MARPOL 条約と指令 2005/35 に関する ECJ 判例に示されたように、条約と
は形式的に関係なく、全く別の法規範として定められた EU 法が当該条約に抵触する潜在
的な可能性がたとえあったとしても、このような抵触を直接、法的に解決する途はない。
第四類型に当てはまる条約については、ECJ は条約に照らした EU 法の有効性審査を行わ
ない。また、EU が締約主体でない以上、当該条約の紛争解決条項等を EU に対して用い
ることができない。このような場合、抵触の可能性のある EU 法を実施する主体であると
同時に条約義務を負う締約国である EU 構成国を相手に、条約の適用解釈に関する個別の
事案について紛争解決手段にかけ、EU 法と条約の抵触の有無を明らかにするか、条約機
関と EU との政治的な交渉によって長期的に調整するしかないと考えられる 106。 
また、環境刑法条約と EU 法との関係のように、未発効の条約規範が EU 法化されるこ
とは、地域的な条約の発効とほぼ同じ効果がある。未発効の条約が EU 法化したことによ
って、EU 構成国による当該条約の批准が促進され、条約発効の早期化につながるか、あ
るいは反対に、規範の実効化が EU 法を介して実現したことにより、条約の存在意義を失
わせることになるのかは、今後の観察および検討が必要であろう。もっとも EU 法化によ
る「条約発効効果」は、未発効の条約一般に当てはまる。 
 
                                                     
106 例えば、抵触の事後的な調整ではないが、船舶活動からの CO2 の排出規制を各自で構想してい
た IMO と EU の間で事前の交渉がもたれた。  
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結 論 
 
 
 本稿では、第 I 部において条約と EU 権限の関係、とりわけ混合協定に関わる論理につ
いて一般的な予備的考察を行い、第 II 部において、環境条約と EU 環境法政策との様々な
規範的な関与の仕方を類型化し、その類型を通して、具体的にいくつかの環境条約と EU
環境法政策との関係を考察した。詳しい法的考察は各章の小括で行ったため、ここではそ
れらを繰り返し述べることはしない。結論としてここでは、これまで検討してきた環境条
約と EU 環境法政策との関係を、条約側から眺めた場合、および、EU 法側から眺めた場
合、それぞれどのように捉えられるかを概括するにとどめる。そして最後に、本稿の考察
で不十分な点を今後の課題として列挙することにしたい。  
 
 環境条約と EU 環境法政策の関わり方を条約側からみた場合、以下のことがいえよう。 
第一に、EU が環境条約に対して二つの異なる姿勢を示しているということである。 
その一つは、進歩主義的な progressist 姿勢である。EU 法は環境条約のモデルとして先
行する規範となることがあり（第 II 部 A 章）、また、様々な環境条約に関して、EU 法が
先行規範となった場合も含め、EU は条約規範をより厳格で高度な形で EU 法化し、適用
する（第 II 部 A、B、D 章）。環境条約に対するこのような EU の対応が今度は EU の対
外交渉力に反映され、結果として、国際環境規範の牽引車としての役割を果たしている。
また、それだけでなく、時には、EU は環境条約に対する規範的な挑戦者という姿をとる
こともある。EU による進歩的な措置が普遍的な条約制度に対する一方的な地域主義とみ
なされる（MARPOL 条約）。 
 もう一つは、ミニマリスト minimalist としての姿勢である。この場合、EU はたしかに
条約締結主体であるが、既存の域内措置を補足し、締結した条約を適用・実施する法を採
択しようとはしない（第 II 部 C 章）。EU が条約を締結する目的はもっぱら、対外的な側
面における EU 法の法益保護の側面が強い。 
 このように、EU はすべての環境条約に対し、積極的で進歩主義的な態度を常に示して
いるわけではない。「環境保護に熱心な EU」像は、環境条約と EU 環境法政策の関係に関
する限り、いくらか割り引いてみなくてはならない。またこれと併せて考慮すべきことは、
EU の条約規範への対応は、EU が条約を締結しているか否かという形式的な条件に縛ら
れてはいないということである（第 II 部 D 章）。 
第二に、条約側の観点から環境条約と EU 環境法政策の関わりを観察してわかることは、
地域的な環境条約が EU 環境法政策の重要な部分を構成していることである。これは、ヨ
ーロッパの学者にとってはとりたてて指摘する必要もない常識であろうが、その他の地域
から EU 環境法政策を観察する者が見落としがちな点である。とりわけ、ヨーロッパには、
UNECE と欧州評議会という環境条約の母体となる他のフォーラムが EU と並存している。
実際、これらのフォーラム間には相互作用がみられる（たとえば、UNECE のオーフス条
約の情報アクセスに関する部分と EU 指令、ベルヌ条約のエメラルドネットワークと EU
の Natura2000 との互換性が挙げられる。また、欧州評議会の環境刑法条約は未発効だが、
その内容は EU 法に取り入れられ EU 法として実効化している）。  
第三に、多くの環境条約において、EU は諸国と並ぶ自律的な条約主体として扱われて
いることである。本来的に不完全な権限しかもたないことから、EU が条約上の権利義務
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を負うのは「EU の権限の範囲内に限られる」ということに変わりはない。しかし、地域
的な環境条約（地理的に適用範囲が限定された諸条約および欧州評議会で採択された諸条
約）では、この制約以外、EU が締結主体となることに何ら条件が付けられていない。他
方、より普遍性の高い諸条約（UNECE 採択条約、国連条約、IAEA 条約など）について
は、EU の権限範囲を第三者締約国に対し明らかにするための権限宣言の提出が義務付け
られているが、それ以外は次第に、EU に課される制約や条件はなくなっている（もっと
も、条約締結時に提出された権限宣言に意味のある内容が盛り込まれない場合もあり、EU
が締結後の権限の発展に伴い、権限宣言を更新することもほとんどない。そのため今日、
権限宣言の提出は、導入当初の意図が薄れ、形式的な手続となっている印象をうける）。さ
らには、EU そのものに特定の条約義務が課されるまでになっている（モントリオール議
定書、京都議定書）。 
以上から、総体的に、EU は環境条約の忠実な適用主体であるといえる。EU による締
結を認めている環境条約の中で、EU が締結を拒む条約はほぼない（今日におけるその例
外は、欧州評議会による景観条約である）。京都議定書から離脱し、生物多様性条約を批准
しないなど、環境条約を国内事情によって選択的に批准するアメリカの姿勢と比べ、EU
の対応は環境条約に極めて親和的に映る（もっとも EU の対応には上に述べた二極的な姿
勢が含まれることを考慮しなければならない）。実際、TFEU の環境保護規定の対象範囲
は、すべての環境条約を受容しうるほど広い。しかし、EU がほぼ制限なく環境条約を締
結するのは、別の力学も働いていると考えられる。EU による条約締結は EU という超国
家機関の対外的・対内的権限を強化することにつながる。EU と構成国との権限バランス
を EU の側に傾かせる手段が、条約の締結なのである。  
 
 他方、EU 法の側からみた環境条約と EU 法政策の関係については、以下のことが言え
よう。 
第一に、環境条約と EU 法政策の関係は、EU 権限の性質に基づいて次のように整理で
きる。 
 環境条約規範が EU の排他的権限、特に対外通商権限と域内市場の管理に関わる場合、
EU は条約の締結が国際法上可能であろうとなかろうと条約規範と関わらざるをえない。
このような環境条約には、貿易規制を環境保護の手段としているものが多い。このような
例に、バーゼル条約、CITES、モントリオール議定書、カルタヘナ議定書などが挙げられ
る。京都議定書は貿易規制に直結するものではないが、域内市場管理（市場の自由競争の
維持、国家補助金の規制）の面で排他的権限に関わる。また、京都議定書を除き、これら
の条約は、規則の形式で域内法化されており、域内で条約を適用・実施する EU の権限は
相対的に強い。 
 これに対し、EU の共有権限に関わる環境条約の場合、EU によってどのような適用措
置が採られるかは、EU 権限が既に確立している程度、EU および構成国の政治的な意思、
条約規範の性質など様々な要素が複合的に作用する。よって、環境条約規範に対し最も消
極的な検討した諸条約（第 II 部 C 章）から、EU に新しい権限分野をもたらした気候変動
枠組条約と京都議定書や環境刑法条約まで、EU の環境条約に対する対応は多様である。  
 第二に、基本条約の環境保護規定はすべての環境条約を包含しうるほどに広範であるが、
環境条約規範は、より具体的な EU 権限へと再定義、再定位される。つまり、国際法上当
然に環境保護のための条約と認識されていても、その条約が EU のどの権限に関わるのか
については EU 法の枠組みで再度確認する手続を踏むことがある（環境刑法条約、カルタ
ヘナ議定書、バーゼル条約）。  
 第三に、いわゆる不完全混合協定と EU 法制度との不調和が指摘できる。一部の構成国
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と EU しか関わらない不完全混合協定である地域的環境条約の規範を、EU 全域に一様に
適用される EU 法へ取り込むことは、EU の制度構造を考えれば一般的に困難である。不
完全混合協定の規範がいかなるものであろうと、EU 法制度には元来なじまないものであ
る。しかし、今日、不完全混合協定である地域的な諸条約が、EU の措置（水枠組指令お
よび海洋戦略枠組指令）の中に包括的に取り入れられ、両者の不調和を制度的に克服する
方策がとられている（第 II 部 C 章）。 
 第四に、環境条約が「EU および構成国を拘束する」（TFEU216 条 2 項）ことの意味で
ある。 
まず、この法的拘束力は、EU が締結した条約にしか生じない。第 II 部 D 章で考察した
ように、EUが締約していない環境条約と EU法の間でも重要な規範的相互作用があるが、
締結していない条約に EU は拘束されない。そのため、不締結の条約規範とそれを取り込
んだ EU の域内措置との間には形式的な観点からみた法的関連性がなく、両者間の整合性
が法的に確保される保障はない。  
次に、EU が締結した条約が EU に及ぼすこの拘束力は、形式的であって、実際的な意
義は多様である。EU が締結した条約の規範は、これを適用するための域内措置が採択さ
れた場合にのみ EU において一般的な EU 法（二次立法）と並ぶ効力を発揮する。そのた
め、域内適用措置がとられない締結条約規範については、法的には EU 法の一部ではある
が、もっぱら構成国にその実施が一任されている。よって、このような締結条約の規範は、
域内措置を伴う条約規範と同等の実際的な効力を発揮しているわけではない。締約した条
約が EU および構成国を「EU 法として実効力を伴う形で拘束する」かどうかは、域内適
用措置が採られているかどうか、さらにはその措置の内容に依存する。従って、この
TFEU216 条 2 項が示す法的拘束力は、ECJ における裁判規範となるという意義があり、
条約規範の内容に関連する立法をする際の欧州議会を拘束するが、本稿で考察したように、
すべての締結条約に対する一貫性のある実際的な効力を意味するわけではない。 
 
最後に、本稿の考察で十分に検討されていない点を今後の課題として列挙したい。  
環境条約の策定過程、つまり EU が条約交渉会議や COP で実際に規範の生成に及ぼし
た影響についての考察は不十分である。本稿は、すでに完成され、公式に採択された法規
範を専ら参照している。  
また、環境条約を適用・実施するための EU 法が構成国において実際どのように適用・
実施されているかまでは対象としていない。条約規範よりも厳格な EU 法が作られたこと
を論証しただけでは、EU において条約義務よりも高度な環境保護が実際に実現している
とは言えない。一般的に EU 環境法政策は実施面で問題が多いことを考えれば、その厳格
な規範が構成国によりどのように実施されているのかという点は重要である。  
最後に、EU が環境条約に対し不遵守に陥った場合や条約義務違反を生じさせた場合の
EU の責任に関わる問題（例えば、不遵守手続や損害賠償に関わる規定や議定書と EU 法
との関係）、これらについては、筆者の能力不足もあるが、本稿の構成上の一貫性を確保す
るため、本稿では敢えて検討の対象からはずした。しかし、EU 法と環境条約の関係を明
らかにする上で考察すべき重要な一側面であることは言うまでもない。これらの課題につ
いて、今後、研究を深めていきたい。  
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